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１９２０年代ロシアの経済復興過程においてソ
ヴェト政権が直面した課題はほとんど工業管
理・経営の経験と知識を持たぬ彼らがいかに
工業を運営していくべきか，ということで
あった．おそらくドイツの国家資本主義やロ
シアの戦時経済体制以外には経済管理の先例
とすべきものはなかったであろう．まして市
場経済的環境のもとでの企業経営はフレムト
な世界であったに違いない．
そこで企業経営についてはとりあえずは旧
経営者・専門家に依拠せざるをえず，それを
外部からコントロールしていくしかなかっ
た．そのために工場をトラスト及びシンジ
ケートに統合し，経営の諸要素を纏め上げた
上で，その要諦（とりわけ幹部人事，資金配
分，輸入財を含む戦略的物資割当て）を政権
党が掌握するという形を採ることになった．
他方で，組織された労働者集団を経営陣に対
置し，労組機関，とりわけその上部組織が実
質的に経営上の重要な意思決定にも関与しつ
つ企業は運営されていった．こうして垂直的
ヒエラルキーと参加型経営を組み合わせ，そ
れを党がその独自のイデオロギー・課題を
もってコントロールするという特異な企業統
治の形態が作り出された．ネップ期には工業
経営上の重要問題は基本的にはそうした諸組
織，諸集団（主にそれらの上部機関）の利害
調整，妥協によって処理され，交渉が行き詰
まるか，処理し切れない困難に突き当たると
国家機関及び党機関が調停，裁定した．こう
した企業統治のあり方を上からのコーポラ
ティズムと特徴付けたい．
ネップ期の工業企業は様々な規制を受けな
がらも経営・業務面で一定の自律性をもって
活動していた．それらは諸困難に直面すると
往々，組織的再編を行った．ではどのような
方向で組織を編成していったのであろうか．
それらは自立化と対抗，協調，他者依存，同
化の間で揺れ動きながら，現実には統合化の
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途を進んだ．そこにはいかなるメカニズムや
論理が働いていたのであろうか．まずは組織
編制を巡る工業組織の特有の行動様式，志向
性や意思決定のあり方を解明したい．
次いではそうして形成された工業組織の構
造を，主に工場とトラスト，トラストとシン
ジケートの相互関係を中心に考察しよう．
トラストは単なる工場の連合体ではなくよ
り強固な企業合同として設立され，本社機能
を有していた．トラストと工場とは基本的に
はヒエラルキー的関係にあるといってよい
が，そのあり方は一様ではない．情報処理，
意思決定や制御方式の違いによって異なりう
る．果たしてネップ期の環境においてどのよ
うな相互関係が作り出されていたであろう
か．そしてそれはいかなる方向に収斂して
いったのか．
シンジケートは主にトラストの共同出資組
織であり，商業機能を代位し，利益代表や調
整を行う．にも拘らず両者の利益は必ずしも
共有されず，時に対立し，時に上部機関とし
てトラストの前に立ち現れる．そこではいか
なるモーメントが働いたであろうか．いずれ
にせよ上部組織への依存関係を深めていった
ことは間違いない．
ネップ期後半には些か強引な工業化政策が
推進され始める．それと共に従来の工業管理
体制はソヴェト政権にとって桎梏となりつつ
あった．そこでネップ的枠組みは維持しつ
つ，工業機構再編が試みられる．一方では業
務面で下位環たる工場に一定の自律性を付与
するいわゆるホズラスチョット（独立採算
制）への移行が実施され，他方で販売，供
給，財務活動，更には計画，生産指導面での
上部機関，シンジケートへの機能・権限の集
中・強化が図られた．それと共にネップ期工
業管理体制の中核をなしたトラストはその地
位を低下させた．だが工場レヴェルのホズラ
スチョットは実質的には実現しなかった．そ
れは何故か．そもそも公有制と垂直的ヒエラ
ルキー体制の下での下位環への一定の権限委
譲，イニシアチヴ付与は資源配分の効率化を
促がすであろうか．その回答は否である．
ネップ的枠内で強蓄積，高度成長を達成しよ
うという試みは皮肉にもネップ的原理の根底
的否定という意図せざる結果を齎すのであ
る．
第１章 産業構造と統合の論理
ソヴェト政権樹立後の国有化過程を経て，
ソ連邦領域の主要企業は国有化された．１９２７
年には９０００近い国営工業企業が存在した．そ
の規模は第１表のようである．ネップ期には
生産集中や企業の大型化が進む．ソヴェト政
権が分散化した企業を直接，管理することは
困難であったから，国営工業企業の多くは企
業合同たるトラストに統合された．それらの
中枢を押さえることによって企業活動を統括
しようとした．更に厳しい市場環境に直面し
たトラストは主として自発的に共同の商業組
織たるシンジケートを設立するようになる．
こうして統合して管理する企業体制が形成さ
れた．
２２年９月，国営工業には４３０トラスト（４１４４
企業，労働者数約９７７千人）が存在した．う
ち最高国民経済会議及び工業ビューロー管轄
（中央及び州規模）トラストは１７２（２２８１企
業，８１７千人），県国民経済会議管轄トラスト
は２５８（１８６３企業，１５９千人）である．合わせ
て国営工業全体の労働者数（約１，１１１千人）
の８８％を占めた［第２表］１）．従って１９２２／
２３年度初めにはトラスト化はほぼ完了したも
のとみてよいであろう．その後も更なるトラ
スト化，次いでは再編，統合が進展する．
２３年初め，データのある３８０トラスト（こ
の時には全体で４６５～４７０トラストに増えてい
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る）についてみればその規模は第３表のよう
である２）．
２６年５月１日には最高国民経済会議管轄の
トラストは全連邦で３５７存在した（最高国民
経済会議統計部のデータ）．その規模は第４
表のようである．但し，ここには季節的生産
の工業部門（砂糖と泥炭），軍需工業，縫製，
化粧品，絹，印刷，木材化学，酒醸造，菓子
部門，発電所や部門分類において『その他生
産』に纏められている工業部門は省かれてい
る．また地方の県国民経済会議ないし県地方
経済部直轄の工場は含まれない．それらはト
ラスト非加盟国営工業である．更に他の人民
委員部管轄のトラストや工業組織及び全ての
第１表 国営工業企業規模
従業員数によ
る分類
１９１８年 １９２７年１月１日 １９２９年１月１日 １９３４年１月１日
企業数 企業数
従業員数
（千人）
比 重
（％）
企業数
従業員数
（千人）
比 重
（％）
企業数
従業員数
（千人）
比 重
（％）
５０人未満 ４７５５ ３３１８ ９３．２ ３．４ ２８９５ ８０．５ ２．５ ２４９８ ８１．８ １．３
５１～１００
２７５７
１８１２ １２１．２ ４．４ １８９６ １２３．７ ３．９ ２８６６ ２０８．９ ３．３
１０１～５００ ２５５８ ５０６．０ １８．４ ２８１０ ５６５ １７．７ ５５２４ １２１１．９ １９．１
５０１～１０００ ２５７ ５８９ ３３４．６ １２．１ ７１２ ４３７．６ １３．６ １２３２ ８４０．３ １３．１
１００１～３０００
２３５
４３９ ６８６．４ ２４．８ ４６８ ７３５．２ ２２．９ ９８９ １５７９．７ ２４．８
３００１～５０００ ９４ ３５１．９ １２．７ ９７ ３６０．４ １１．２ ２００ ７４３．９ １１．６
５，０００人超 ２３ ８３ ６６７．２ ２４．２ １０１ ９０５．１ ２８．２ １７０ １７１４．５ ２６．８
計 ９５４２＊ ８８９３ ２７６０．５ １００ ８９７９ ３２０７．５ １００ １３４７９ ６３８１ １００
＊１９１８年の数字は国有化していない企業を含む．また合計数には規模が不明の１５１５社を含む．
出典：Sotsialisticheskoe stroitel’stvo SSSR : Statisticheskii ezhegodnik. M., 1935, p.496 : Drobizhev V.
Z., Glavnyi shtab sotsialisticheskoi promyshlennosti, M., 1966, p.93
第２表 国営工業のトラスト（２２年９月）
工業部門
最高国民経済会議及び工業
ビューロー管轄トラスト
県最高国民経済会議管轄トラ
スト
国営工業全労
働者数に対す
る比率％トラスト数 企 業 数 トラスト数 企 業 数
電 機 ６ ４５ １３ ５９ １００
縫 製 １ １３ ９ ５９ ９０
繊 維 ３０ ３０５ ２２ １７９ ９１
鉱業，石炭，石油 ２８ ４６１ ６ ３３ ９５
印 刷 ２ １８ ２２ １８０ ７７
化 学 １８ １９８ １６ ７３ ８４
紙 ５ ４５ ４ １４ １００
木 工 １２ ２３２ １６ １５３ ５６
土 石 １４ １１３ ３５ ２３４ ９２
金 属 ３３ ３１６ ２４ ９５ ７９
皮 革 ５ ３５ ４４ ２６４ ８５
食 品 １８ ４９０ ４７ ５２０ ８６
計 １７２ ２２８１［ママ］ ２５８ １８６３ ８８
出典：Russkaia promyshlennost` v 1922 godu, M., 1923, p.XI
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協同組合企業や利権企業も除く．
国営工業の労働者は１，９０５千人であり，う
ち上記３５７トラストの労働者は１，５９９千人，県
国民経済会議管轄のトラスト非加盟工業労働
者は５７千人である．残りの工業部門就業者は
従って３０万人強ということになる．
労働者１０万人を超える巨大トラストはドン
ウーゴリ，南部鉄鋼トラスト，イヴァノヴォ
‐ヴォズネセンスク綿トラストの３つであ
る．砂糖トラストもシーズンには１０万人近
い．労働者１万人超の大トラストは３３を数え
る．それらトラストだけで労働者総数の４０％
近くを占める．他方，労働者１千人未満の小
トラストは１８１を数えるが労働者中４％弱に
過ぎない．
地域的にみれば１千人超の１７３トラスト
（労働者１，５２０千人）のうち中央工業州に５２
トラスト（３２％），労働者の４１％が集中し，
ウクライナに２１トラスト，労働者の２３．４％が
配置され，次いでウラルが２４トラスト，労働
者の８．４％，北西州が１７トラスト，労働者の
７．５％を占める．
工業部門別では綿工業や金属工業がトラス
ト数でも労働者数でも最も多い．これら部門
では大規模なトラストが競合する．石炭工業
や紙工業などは１つのトラストが圧倒的シェ
アをもつガリバー型独占市場である．土石や
木工工業は地域的に分散している［第５
第３表 トラストの規模（２３年初め）
就業労働者数によ
る分類
トラスト数 労働者数 比重（％）
平均加盟企
業数
１トラスト
平均労働者
数
１企業当り
労働者数
１万人以上 ２０ ３７５，８６４ ４４．７ １４ １８７６８ １３１６
５千～１万 ２１ １４６，２１０ １７．１ １３ ６９６３ ５１８
１千～５千 ９９ ２３１，８２０ ２７．６ ９ ２３４２ ２１６
５百～１千 ７０ ４８，６６３ ５．８ ８ ６９１ ８２
５百人未満 １７０ ３７，６１０ ４．５ ７ ２２１ ３８
計 ３８０ ８３９，６７３ １００ ９ ２２０９ ２５４
註：石炭及び石油工業除く
出典：Promyshlennaia Rossiia, 1923-24, M., 1924, p.3
第４表 トラストの規模（１９２６年５月１日）
規模（労働
者数）別分
類
連 邦 全 体 の 工 業 全 連 邦 工 業 共 和 国 工 業 地 方 工 業
トラス
ト数
労働者数
比 重
（％）
トラス
ト数
労働者数
比重
（％）
トラス
ト数
労働者数
比重
（％）
トラス
ト数
労働者数
比重
（％）
１０万人超 ３ ３４６，４０５ ２１．７ ３ ３４６，４０５ ３１．８
３万～１０万 ８ ２９２，９９６ １８．３ ８ ２９２，９９６ ２７
２万～３万 ８ １８５，３４０ １１．６ ７ １６５，１３４ １５．２ １ ２０，２０６ ６．３
１万～２万 １７ ２４３，１３５ １５．２ １１ １６２，９５９ １５ ３ ４５，７８５ ２３．１ ３ ３４，３９１ １０．８
５千～１万 ２９ ２０４，３５６ １２．８ １１ ７７，７３９ ７．４ ７ ４９，９７７ ２５．２ １１ ７６，６４０ ２４．１
３千～５千 ３４ １２７，５９７ ８．０ ５ １８，５３４ １．７ １３ ４９，３７８ ２５ １６ ５９，６８５ １８．７
１千～３千 ７７ １３２，７６９ ８．３ ８ １５，６０３ １．４ ２４ ４１，０７６ ２０．７ ４５ ７６，０９０ ２３．９
５百～１千 ５６ ３７，４８３ １．８ ５ ３，３９１ ０．３ １１ ７，５８０ ３．８ ４０ ２６，５１２ ８．３
５百人未満 １２５ ２９，１６５ １．７ ３ １，０７０ ０．１ １５ ３，９１８ ２ １０７ ２４，１７７ ７．５
計 ３５７ １，５９９，２４６ １００ ６１ １，０８３，８３１ １００ ７３ １９７，７１４ １００ ２２３ ３１７，７０１ １００
出典：Vestnik promyshlennosti,torgovli i transporta，１９２６年，№３４，p.１３
注記：計算ミスは修正した
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表］３）．
地方トラストは２７年初めのデータ（中央統
計部）で４９７の地方トラストが存在し（但し
鉱業，酒醸造，印刷は除く），就業労働者数
は５２５千人である．うち労働者３千人超のト
ラストは４２を数える［第６表］４）．
シンジケートないしそれに準ずる組織は一
部を除きトラストの財務・商業活動を調節す
る共同組織としてトラスト自身のイニシアチ
ヴで設立され，最高国民経済会議が事後的に
承認したものである５）．その組織形態は多様
第５表 大トラストと中トラストの工業部門間配分（１９２６年５月１日）
大 ト ラ ス ト 中 ト ラ ス ト
トラスト数 労働者数 トラスト数 労働者数
石 炭 工 業 １ １２３，５５４ ３ ２０，１７６
石 油 工 業 １ ３２，７９６ ２ １２，３９９
鉱 業 １ １７，９８８ ３ １５，１３１
金 属 工 業 １２ ３２１，８３２ １３ ６１，０６１
電 機 工 業 １ ２１，６９１ １ ６，５３０
綿 工 業 １２ ４０５，３９５ ９ ６２，７７８
羊 毛 工 業 ２ ３２，２８４ ４ ２０，８８４
亜 麻 工 業 ２ ５７，４２０
基礎化学工業 １ １３，３２６ ２ ９，９１３
ゴ ム 工 業 １ １９，６７９
紙 工 業 １ １１，９１６
食 品 工 業 １ １０，０００
シリカ工業 １１ ５１，９８０
皮 革 工 業 ３ １６，３０７
マッチ工業 ２ ８，３０８
木 工 工 業 ５ １９，１７５
タバコ工業 ３ １３，３１１
アルコール工業 １ ８，２６８
油 脂 工 業 １ ４，７９２
出典：Vestnik promyshlennosti,torgovli i transporta，１９２６年，№３４，p．１６
第６表 地方トラストの規模
規模別（労働者
数）別分類
トラスト数 工場数
１トラスト当
り労働者数
１事業所当
り労働者数
３千人超 ４２ ２２８ ５，８５４ １，０８０
１千～３千 ６５ ２８１ １，７６７ ４０８
５百～１千 ６０ １９９ ７１０ ２８２
５百人未満 ３３０ ５０９ １９３ １０２
計 ４９７ １，２１１ １，０５７ ４３４
注記：中央統計部データ ２７年初め
出典：Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年２月１７日，№３９
１５
である．商業機構をもつ本来のシンジケート
もあれば（繊維シンジケートなど），カルテ
ル的性格をもつコンヴェンツィアもあれば
（澱粉糖蜜ビューローや基礎化学工業連合ソ
ヴェトなど），事実上，シンジケートやコン
ヴェンツィアの機能をもつ組織もある（『タ
バコ原料』，『金属倉庫』など）．塩，タバ
コ，石油，石炭の各シンジケートは強制加盟
で上から組織された．他のシンジケートは任
意加盟である．２２年３月から２８年１月までに
は計５０が設立された．うちシンジケートは
２８，コンヴェンツィアが１８である．その間に
解散した組織もある（マッチシンジケートは
一度解散したが，２５年に再建）６）．他に工業
内部の利害調整組織として国営商工業連合ソ
ヴェト，シンジケートソヴェトなどが存在す
る．工業製品販売中シンジケートのシェアの
推移は第７表のようである．
以下，工業部門別にその市場構造と組織編
制の態様を考察する．
工業部門の市場構造には４つのタイプがあり
うる．
①純独占型（砂糖，絹工業）
②完全独占ではないが有力な企業が支配的
地位にある一極集中またはガリバー型
（石炭，紙）
③比較的少数の大規模な組織が並立する寡
占型（繊維，石油，電機など）
④小規模分散型（食品，シリカ工業）
環境要因としては技術的要因を別とすれば
需要条件（需要圧力の強さなど）や生産要素
供給条件（不足の程度など）の違いがある．
それぞれの環境の下で，ソヴェト企業はど
第７表 工業製品販売におけるシンジケートの比重％％
工業部門 １９２３／２４年度 １９２４／２５年度 １９２５／２６年度 １９２６／２７年度 １９２７／２８年度
繊 維 ３４．６ ３９．５ ６４．６ ７９．６ ９０．７
金 属 ２０．５ ２７．７ ３３．７ ３８．５ －
うち鉄鋼 － － － ９６．７ １００．０
機械 － － － － ３５．０
石 油 ９８．２ ９８．９ ９９．０ ９８．０ ９８．０
皮 革 ４９．８ ４９．３ ５４．４ ６７．５ ９０．５
土 石 ３３．８ ３３．０ ４２．４ ５０．６ ７３．１
魚 ４５．８ ７４．０ ８３．８ ８４．０
塩 ６８．０ ７４．６ ９２．４ ９５．５ ９６．４
製油油脂 １１．０ ２０．０ ４０．０ ３９．０ ４４．７
マッチ － １１．９ ２４．６ ９１．０
マホルカ １３．２ ３１．８ ３７．０ ４２．３ ７３．０
澱粉糖蜜 － ７２．０ ８１．０ ９０．０ ９８．５
カンズメ － － － ７１．５ ９３．０
木 材 － － － ３５．０ ６８．０
化 学 － － － － ６４．０
建設資材 － － － － ３０．０
紙 － － － － ５０．７
註：木材工業のデータはロシア共和国シンジケート加盟トラストの製材に対する比率
出典：Kantrovich, V., Sovetskie Sindikaty, M., 1928, p.154 : Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,
1930, ch.Ⅱ, p.164
１６
のように行動し，いかなる相互関係を作り出
していくのか．そこには様々なゆらぎを伴い
ながら協調行動，同化行動，自立的行動，他
者依存行動，あるいは求心的行動，遠心的行
動や能動的行動，受動的行動やらが発現す
る．ネップ期にはいかなる行政パターンが強
く現われ，その結果，どのような組織編制を
行っていくのか．
統合化要因としては競争回避，安定化，補
完，規模の経済，連結の利益，範囲の経済，
利害調整，利益代表がある．統合形態として
は水平統合，垂直統合，異種統合，ネット
ワークまたは緩やかな協調関係がある．いず
れにせよこの時期には組織編制は必ずしも上
からの行政的命令によるものではない．主に
は諸組織の行動の合成結果である．
部門別に考察してみよう
Ⅰ－１ 綿工業
国営綿工業ではトラスト化過程はかなりは
自然発生的に行われ２２年初めにはほぼ完了し
ていた．２２年１月１日現在，１８トラストが設
立された．ロシア共和国内の２１４工場のうち
１５３工場がトラストに加盟した．残りの工場
は県国民経済会議の管轄である．１９２３／２４年
度には１トラスト増えて１９トラストが活動す
る．うち１２トラストは連邦トラストであ
る．１９２４／２５年度は１５９工場が操業し，うち
９１工場は１２の連邦トラストに加盟してい
た．１９２５／２６年度に１７７の工場が操業し，う
ち１００工場が１２の連邦トラストに統合されて
いた．その労働者や製造高に占める比重は
８０％超である．各トラストはいずれも労働者
数１万人から３万人を擁する巨大組織であ
る．なかでもイヴァノヴォ‐ヴォズネセンス
ク綿トラストは９万人を超える．年度末には
更なる統合が行われる。モスクワ綿トラスト
とセルプホフ綿トラストは合併して第一綿ト
ラストとなり，プレスネン綿トラストとエゴ
リエフ・ラーメンスコェ綿トラストは第二綿
トラストに，ボゴロトスク－シェルコーヴィ
綿トラストとオレホヴォ－ズーエヴァ綿トラ
ストは第三綿トラストに，混紡織物トラスト
はオゼロ綿トラスト，エゴリエヴォ‐織布合
同と合併した（名称は「混紡織物トラス
ト」）７）．再統合の意図は管理機構縮小，コス
ト節約，品目構成簡素化，設備利用の合理化
である．乏しい蓄積のなかで合理化によって
少しでも経済成長のための資金をひねり出そ
うとしたのである８）．少なくとも表面的には
かなりの成果があったようだ９）．
トラスト合併の幾つかのケースをみてみよ
う．
①ウラジミル県の綿工業は３つの独立の地
域に分かれ，それらの内部的連関は欠けてい
た．その場合，コヴロフ地区はいつもイヴァ
ノヴォ‐ヴォズネセンスク地域への吸引性を
もち，U‐サビンスキー地区はオレホヴォ－
ズーエヴォ地域への，アレクサンドロフ地区
はモスクワ地域へのそれぞれ吸引性をもって
いた１０）．２１年には３つのトラスト（コヴロ
フ，ウラジミル，アレクサンドロフ）が設立
されたが，２３年に後２者が統合されてウラジ
ミル‐アレクサンドロフトラストとなっ
た１１）．
更に２５年に入ってウラジミルトラストがウ
ラジミル県党委への報告書においてウラジミ
ル県単一綿トラスト設立案を提出した．これ
にはコヴロフトラストが反撥する．無闇に統
合すれば管理機構が肥大化し，非効率とな
る．２つのトラストが存在する方が健全な競
争を促すであろう，と主張する．本音は技術
的にも経営上も比較的良好なコヴロフトラス
トが旧式の設備をもつウラジミルトラストを
抱え込みたくない，という所であろう１２）．だ
がウラジミル県当局は統合を支持した．
１７
この問題は２５年８月，国営工業中央管理局
本部会で審議された．ウラジミル県執行委員
会及び県プランの報告書によると資金がトラ
スト間に分散され，紡績や仕上げの新工場建
設を妨げている．繊維管理部は調査の結果，
単一トラスト設立（両トラストの他，グーセ
フコンビナートの一部工場も加える）に同意
を与え，本部会はその最終的検討を特別委員
会に委ねた（構成は繊維管理部，関係トラス
ト，労組中央委員会，ロシア共和国最高国民
経済会議代表である）１３）．この委員会の報告
によれば，両トラストの設備や生産の不整合
から，一方のトラストは過剰な紡糸を抱え，
それを他県に搬出し，他方のトラストは紡糸
が不足し，それを県外で購入する．また両ト
ラストの統一的賃金政策の欠如から労働者は
一方のトラストから他方への流出入を繰り返
す．加えて火力設備は極度に老朽化している
ため工場電化が緊要となるが，それは単一の
経営組織の下でのみ速やかに行いうる．この
報告を受けて国営工業中央管理局本部会は単
一トラスト設立を認めた１４）．続いて総経済管
理局幹部会も同意し１５），更に最高国民経済会
議幹部会を通して，労働国防会議に持ち込ま
れ，２５年１１月に承認を受けた．こうして強力
なコンビナート型綿トラストが誕生した１６）．
これは補完的統合の性格をもっていた．
②１９２５／２６年度末に党組織及び繊維労組中
央の支持を得て進められた中央工業地域の６
綿トラストの３大トラストへの統合は補完と
共に規模の経済を目指した．
第１綿トラスト（モスクワ綿トラスト＋セル
プホフ綿トラスト）は都市向け織物に特化
し，第２綿トラスト（エゴリエフ‐ラーメン
スコエ綿トラスト＋赤いプレスネン綿トラス
ト）は農民向け織物に特化し，第３綿トラス
ト（ボゴロドスク‐シェルコーヴィ綿トラス
ト＋オレホヴォ－ズーエヴォ綿トラスト）は
上着 odezhno‐白地織物グループに特化し
た．こうした統合によって製品標準化，品目
数削減，資金や設備，資材の利用効率化，コ
スト削減を図った１７）．それと共に紡糸の過不
足を調整したり，一方の余った粗布を他方の
工場で仕上げたり（第２綿トラスト），一方
の資金不足を他方が補った（第１綿トラス
ト）１８）．
③モスクワ国民経済会議管轄の３つの綿ト
ラスト（混紡トラスト，オゼロトラスト，エ
ゴリエフ織物仕上げトラスト）の統合（「混
紡織物トラスト」）も同様に規模の経済型及
び補完型であった．準備部門と紡績部門の不
整合を是正し，中央機構の職員を削減し，商
業費，輸送費を切り詰め，資金の集中によっ
て固定フォンド復興を促し，２織機制から３
織機制への移行も可能となる１９）．
④２７年に入って更に補完型の大型統合案件
が登場するが，これは地方と連邦との利害対
立の狭間で頓挫した．当時イヴァノヴォ繊維
トラストは紡糸供給上，困難な状況に置かれ
ていた．不足する５００千プードの紡糸をモス
クワから入手せざるを得ず，それは原価を
４．５％押し上げていた．他方，ヤロスラブリ
綿トラストには２つの紡績工場があり，モス
クワに紡糸を供給していた．そこでイヴァノ
ヴォ繊維トラストとヤロスラブリ綿トラスト
の統合問題がもち上がる．イヴァノヴォ‐
ヴォズネセンスク県執行委員会も繊維労組県
支部もそれを支持した．ロシア共和国最高国
民経済会議幹部会は２７年４月２０日，イヴァノ
ヴォ繊維トラストとヤロスラブリ県の２紡績
工場を統合して，共和国的意義のトラストを
設立する方針を固め，ロシア共和国経済評議
会及び連邦最高国民経済会議に提出した２０）．
だが連邦最高国民経済会議はヤロスラブリ
綿トラストの工場のイヴァノヴォ繊維トラス
トへの移管に全連邦的立場から反対を表明し
１８
た．ヤロスラブリ綿トラストはその紡績設備
の状態からして全連邦的意義の全てのトラス
トに紡糸を与えるレザーブである．それはウ
クライナや白ロシアの工業にも紡糸を供給
し，連邦各地のクスターリ工業への紡糸供給
基地ともなっている．イヴァノヴォ繊維トラ
ストの紡績設備の不足は新規紡績工場建設に
よって解消されうる，と断じた２１）．
Ⅰ－２ 羊毛工業
羊毛工業のトラスト化は２１年９月に始ま
り，２２年１－２月には大部分終えるが，実際
に活動を開始したのは２２年１１－１２月である．８
つのトラスト（粗羊毛トラスト４，薄物羊毛
３，カムヴォリ１．うち連邦トラストは６，
共和国トラストは２）と１つのトラスト資格
の工場（粗羊毛工業）が設立された．非加盟
工場は地方経済機関に所属していた．１９２３／
２４年度から１９２５／２６年度は工業組織上，大き
な変化はない．１９２４／２５年度には８３工場が操
業しており，うち５６工場は連邦トラストに加
盟していた（１９２５／２６年度は７６の操業工場中
５３が加盟）．羊毛工業の労働者中比重は８４％
（１９２５／２６年度は８１％），製造高中比重は
８６％である２２）．
ネップ期後半には大規模な再編が日程に上
る．２５年３月初めの最高国民経済会議総経済
管理局・工業組織部の協議会において羊毛工
業再編の予備的検討が始まる．統合化には幾
つかのヴァリエーションがあった．ロパーチ
ン（総経済管理局繊維課長）によれば次の３
つである．①カムヴォリトラストとモスクワ
ラシャトラストは独立のトラストとして存続
するが，粗羊毛トラスト（タムボフ，ウリヤ
ノフスク，ペンザ）は一つのトラストに統合
する．②ラシャ工業の全てのトラストを一つ
のトラストに統合する．③少なくとも商業機
構は統合する．
繊維工業管理局のブラギンスキーや国営工
業中央管理局代表は羊毛工業の全面統合には
断乎反対した．薄物羊毛部門と粗ラシャ部門
の分割は維持すべきと主張する．
労農監督人民委員部はカムヴォリ工業と薄
物ラシャ工業の統合方針を打ち出す．粗羊毛
工業も集中化する．とりあえずは単一の商業
管理部を組織し，将来的には全羊毛工業を統
合する，というものである．
財務人民委員部は生産及び商業面での全羊
毛トラストの単一トラストへの統合を支持す
る．
繊維労組中央委員会は何より低廉の大衆向
け織物である粗羊毛工業の優先的復興を望ん
だ２３）．粗羊毛工業は概して設備も貧弱で，半
クスターリ的工場も多い２４）．２５年初め頃には
極めて不安定な状態に陥り，手形不渡りを出
し，大きな賃金債務を抱えていた２５）．粗羊毛
トラストは不健全な競争に走り（コスト割れ
の価格で販売），全ての品目について生産を
拡げていた．各トラストは地方組織からの影
響が過度に大きく，生産の利益を無視した
り，修理への非合理的支出も目立つ２６）．その
整備強化は切実な課題であった．粗羊毛トラ
ストの整理統合については異論は少ない．
２５年３月下旬の総経済管理局における羊毛
工業代表者特別協議会は３つの粗羊毛トラス
ト（タムボフ，ウリヤノフスク，ペンザ）の
合併を決定した（但しウリヤノフスクトラス
トとペンザトラストの代表は同意しなかっ
た）２７）．次いで総経済管理局コレギア，国営
工業中央管理局本部会がこの決定に合意し，
最高国民経済会議幹部会に持ち込む２８）．
だがゴスプラン工業セクツィアは慎重論で
あった．繊維労組中央委も時期尚早と考え
た２９）．この問題の決着までにはなお２年近く
を要した．
２７年４月に最高国民経済会議幹部会は単一
１９
粗ラシャトラスト設立を労働国防会議に要請
する．財務状態強化，工場専門化により製造
品目のパラレリズムをなくすこと，管理‐商
業費の削減を目的とする３０）．規模の経済，競
争回避型である．
カムヴォリトラストとモスクワラシャトラ
ストの統合問題はカムヴォリトラスト本部会
が繊維総管理局に提起した．その動機は機構
維持費削減，両者の投資を合わせれば大規模
な資本活動が可能になること，統合により羊
毛の仕分け，洗浄，梳毛の為の工場建設，薄
物羊毛トラスト向けの中央綿紡績及び織布工
場を設置してその費用を削減することであ
る．他に屑糸利用などのメリットがあるとい
う３１）．一応規模の利益を目指したといえよ
う．実際は自己の紡績部門の弱さをカヴァー
するためにモスクワラシャに擦り寄ったとい
う所か３２）．モスクワラシャは統合に否定的で
あった．カムヴォリとラシャの生産は原料の
品目についても，加工方法についても違いが
大きすぎる．客層も異なる．ラシャの消費者
は広範な労働者，農民大衆だが，カムヴォリ
は主に都市の職員層である．だからモスクワ
ラシャの資源をカムヴォリ工業に注ぎ込むの
は国民経済全体の観点からすれば適当ではな
い．統合によるコスト削減効果もさほど期待
できない，と主張する３３）．モスクワラシャに
とり統合のメリットはないというわけだ．
にも拘らず最高国民経済会議は両者の統合
を進めた．競争回避のためである．薄物ラ
シャとカムヴォリは生産の性格上近く，あれ
これの織物タイプは量的にのみ異なる．カム
ヴォリ経糸とラシャ横糸との必要な大きさで
の結合は可能である．原料や流動資本の効率
的に利用できる．そして薄物羊毛トラスト間
の競争をなくすことによって国内牧羊業の順
調な発展が見込める．最高国民経済会議幹部
会は労働国防会議に両者の統合を要請した
（『第一国営羊毛トラスト』）３４）．２７年６月に
は人民委員会議が統合を承認した３５）．こうし
て粗ラシャ取引高の８３％（１９２７／２８年度），
カムヴォリ及び薄物ラシャ取引高の７７％を占
める大トラストが誕生した３６）．
Ⅰ－３ 亜麻工業
亜麻工業はいち早くトラスト化に着手して
おり，２１年８月には第１亜麻本部が開業し
た．次いでヴャズニコフトラストとヤロスラ
ヴリトラストが設立される．残りの一部はコ
ンビナート型織物トラスト（イヴァノヴォ‐
ヴォズネセンスク綿トラストなど）や県国民
経済会議管轄トラストに加盟し，それ以外は
トラスト非加盟または他の工業部門に属す
る．その後，亜麻工業の主要工場は第１亜麻
本部と第２亜麻本部に統合され，それぞれ紡
績工場と織布工場の集中化を進めた３７）．規模
の経済を志向した．『亜麻ジュート』トラス
トは２５年初めまでに大きな赤字や累積債務を
抱え，モスクワソヴェトの提案によりモスク
ワ国民経済会議幹部会が解散を決定した．そ
の工場の一部は工業用織物トラスト（２つの
亜麻工場が加盟）に移譲された３８）．
１９２４／２５年度には５５工場が操業しており，
うち３９工場はコンビナート型を含む６連邦ト
ラストに加盟していた（１９２５／２６年度は６０の
操業工場中３４が加盟）．亜麻工業の労働者中
比重は７５％（１９２５／２６年度は７２％），製造高
中比重は８０％である（１９２５／２６年度は７５
％）３９）．
その後，原料基地としての亜麻栽培業や亜
麻の第１次加工業を発展させるため２７年末の
商工業連合ソヴェトの協議会で第１亜麻本部
代表がロシア共和国人民委員会議の下に亜麻
業発展助成特別ソヴェト設置を提案した．労
農監督人民委員部議長は亜麻原料問題を解決
するためには綿花総委員会タイプの組織を創
２０
設することが必要だと主張した．これに対し
繊維シンジケート代表は亜麻業の組織化はシ
ンジケートを通して実現すべきだと陳べた．
繊維労組中央委員会代表は協議機関ではなく
亜麻業の全ての仕事を集中する亜麻第１次加
工単一トラストの組織化を望んだ４０）．
統合化は更に進む．２８年８月に繊維シンジ
ケート本部会が全連邦亜麻合同案を提出
し，１０月初め最高国民経済会議幹部会が同意
した．これはほぼ完結的なコンビナートであ
り，少ない技術者の有効利用，原料の合理的
利用，工場専門化と効率的資本投資を目指し
ていた４１）．規模の経済及び連結の利益を目指
した．実際の統合は１９２８／２９年度に入ってか
らである４２）．
Ⅱ 縫製工業
２３年９月１日，国営縫製工業には７６の工場
（労働者１９，６０９人）があり，うち５０工場（労
働者１７，２４０人）が１５のトラストないしトラス
ト資格の工場に組織されていた．なかでもモ
スクワ縫製トラストは１６工場（労働者８，６２９
人）を抱える最大トラストであった．次いで
ペトログラードトラスト（５工場，２，７５７
人），カザントラスト（５工場，１，３００人）
が大きい．他は全て労働者１千人に満たな
い４３）．２２年６月にトラストの活動の調整のた
めに全露縫製工業シンジケートが設立される
が（２３年に株式会社に改組），２５年には解散
し，その事業管理部が残務整理を行う４４）．
２６年末，改めてレニングラード縫製トラス
トを含む１８の縫製トラストや縫製労組中央委
員会は縫製工業への原料・設備供給及び費用
配分を行う合同機関（シンジケートもしくは
縫製工業供給株式会社）設立問題を提起し
た．繊維シンジケートとの取引において縫製
工業の利益を保証する総体契約を締結しうる
からであり，皮革，部品，設備の供給につい
ても組織された強力な買手として登場しう
る．また合同は工業の全ての要求を考慮して
注文をトラスト間に配分しうる，というのが
その論拠である．ところが５６％のシェアをも
つモスクワ縫製トラストは業務的機能をもつ
合同機関は不要であり，単一の調節機関だけ
で足り，コンヴェンツィアか，連合ソヴェト
または調節機能をもつ管理局があればよい，
と強弁した４５）．
この問題は２７年１月中旬に最高国民経済会
議・総経済管理局の商業政策及び価格部とコ
レギアで審議された．モスクワ縫製トラスト
を除く縫製トラスト代表者及び縫製労組中央
委員会はこの株式会社の設立の必要性を主張
し，ロシア共和国最高国民経済会議代表もそ
れを支持した．ことに地方に分散した小トラ
ストにとって望ましいと陳べる．繊維シンジ
ケートも繊維製品の買手の組織された登場を
好感した．しかしモスクワ国民経済会議はモ
スクワ縫製トラストに歩調を合わせ，新たな
組織形態に反対した．ここでは決着が付か
ず，ロシア共和国最高国民経済会議・縫製工
業常設協議会に問題の検討を委ねられた４６）．
そこでの議論を踏まえて，２７年２月９日の
総経済管理局コレギアは縫製工業シンジケー
ト設立を妥当と認めた．縫製トラストへの供
給を引き受け，大口注文の受入れとそのトラ
スト間配分を行うものとした４７）．
ところが，５月上旬のゴスプラン幹部会は
最高国民経済会議の設立案を検討した上，そ
れを退け，モスクワ縫製トラストの縫製トラ
ストコンヴェンツィア提案を支持した．縫製
製品の販売は現在，シンジケート形態の創設
を要しない，シンジケートの課題は供給に限
定されるが，その供給の主要部分は織物であ
り（８０％），それはすでに繊維シンジケート
に集中している，というのがその論拠であ
る４８）．
２１
Ⅲ 食品工業
砂糖，茶を除き食品工業は概して小規模で
地方機関の管轄にある．２７年初めでも労働者
が１，０００人を超える食品トラストは１３にすぎ
ない．トラストやコンビナートの多くは２－
３の工場，労働者１００－２００人程度である．そ
の組織形態も雑多である．［８，９表参照］．
最高国民経済会議管轄の企業の他に農業人民
委員部や商業人民委員部管轄の企業もあ
る４９）．それらの調節のため食品各部門のシン
ジケートは比較的早くから設立されている
（２２年にタバコシンジケート，マホルカシン
ジケート，植物油シンジケート，澱粉糖蜜
ビューローなどが組織された）５０）．食品工業
のシンジケートはその活動内容において『ユ
ニバーサル』であり，販売も調達も生産財供
給も原料基地強化にも従事する．だが食品工
業の特殊性からして一部を除き，原料調達や
製品販売の全面的な集中は不可能である．ト
ラストは地域的に分散しており，一部は原料
地域に所在し，また現地市場でトラスト自身
の機構を通して販売も行う５１）．とりあえずは
そのシンジケートの強化の方向である．２７年
初めには農産物加工総管理局が合同大型化方
針を打ち出す５２）．
第８表 食品工業の組織形態（１９２７年初め）
亜 部 門 トラスト
食品コン
ビナート
工業コン
ビナート
自治工場
工 業
ト ル グ
経 済
機関数計
工 場 数
イースト １６ ６ １ ２３ ２９
ビール ３ ２１ ２２ ３４ ２ ８２ ９４
タバコ ５ ２ ３ １０ ２８
マホルカ １ ９ １０ １５
製 油 ２６ ３ ９ ２０ ５８ １３９
カンズメ ２ ７ ４ １３ ２５
澱粉‐糖蜜 ４ ４ ３ １１ ６３
菓 子 ８ ４ １２ １８
ウオッカ醸造 ２２ ２ １３ ２２ ５９ ２８４
砂 糖 １ １ １６６
魚 １２ １２ ２９８
計 ７６ ６３ ４４ １０５ ３ ２９１ １１５９
出典：Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１月１９日，№１５：Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年１
月１９日，№１５：Pishchevaia promyshlennost'，１９２７，№１，p．５：砂 糖 工 業 に つ い て は Pro-
myshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch.Ⅱ, p.488
第９表 製造高中セクター別シェア％％（ロシ
ア共和国１９２６／２７年度）
亜 部 門 国 営 協同組合 私 営
イースト ８５ ５ １０
ビール ５０ ２５ ２６
タバコ ９５ ２ ３
マホルカ ６３．１ １６ ２０．９
製 油 ４６．５ ８ ４５．５
カンズメ ７５ ２０ ５
澱粉‐糖蜜 ５５ ３５ １０
菓 子 ４０ ２０ ４０
ウオッカ醸造 １００
砂 糖 １００
計 ６６ ７ ２７
出典：Pishchevaia promyshlennost', 1927, № 7,
p.194
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Ⅲ－１ マホルカ工業
２４年１０月１日，マホルカ工業の事業所は全
連邦で１７６を数え，うち国営工業は２４，協同
組合１８，私営１３４であった．１９２３／２４年度に
それらの製造高中比重はそれぞれ６８％，
７％，２５％であり，１工場当り労働者数はそ
れぞれ２００－２９０人，４０－８０人，１０人程度であ
る．ウクライナでは地方経済部管轄工場のほ
か６工場が共和国トラストに加盟していた
が，ロシア共和国のマホルカ工場は県国民経
済会議や地方経済部OMKhなど地方機関の
管轄にあった５３）．それらはかなり自律分散的
傾向を示していた．２４年８月には最高国民経
済会議幹部会によってマホルカ工業集中化案
が用意されていたが，２５年１月初めのマホル
カ工業工場長大会はなお強気であった．現有
原料でも操業可能である．マホルカシンジ
ケートの原料調達強化こそが必要である．シ
ンジケートとウクライナマホルカトラストと
のコンヴェンツィア協定と共同調達は完全に
履行され，マホルカ工場とシンジケートの市
場区分も行われた．それ故，３工場への生産
集中には反対した５４）．
だがマホルカ工場の稼働率は低く１９２３／２４
年度には３４％に過ぎず，１９２４／２５年度に入っ
ても平均４２％であった．原料調達は計画の半
分程度に過ぎず，コストも高く私営企業の競
争圧力に晒された．環境悪化に直面して，２
月上旬開催のマホルカ工業大会参加者は一
転，挙って工業集中化に同意した．とはいえ
地方では抵抗が大きかった．２５年２月９日の
ロシア共和国最高国民経済会議幹部会は単一
トラスト，３工場への集中を必要と認めた
が，あくまで県執行委員会の合意を取り付け
ることを望み，関係県執行委員会協議会を召
集した５５）．
その後，環境の好転と共に事態は再度転回
する．２６年６月のロシア共和国最高国民経済
会議でのマホルカ工業代表者協議会はそうし
た統合化に断乎反対した．トラスト設立問題
が登場したのは主に前年の原料不足や播種面
積の少なかった為であり，今はその懸念はな
くなった．近くロシア共和国の地域区分の問
題も片付く．仕事が軌道に乗っているときに
壊すことはない，というわけだ５６）．その代り
シンジケートの強化が目指された５７）．
２６年７月末のロシア共和国最高国民経済会
議幹部会は前年２月９日の自己の決定を時期
尚早として撤回した．財務面から見れば地方
の管轄に残す方が合理的であるという．それ
と同時に連邦最高国民経済会議に対しマホル
カシンジケートをロシア共和国最高国民経済
会議に移管することを要請した．シンジケー
ト加盟工場はほとんどがロシア共和国に所在
するためである５８）．
２６年１１月に今度はロシア共和国ゴスプラン
から統合化案が出される．これは原料市場が
再び先鋭化する懼れがあったこと，及びマホ
ルカ工業の目に余る「無定形状況」による．
分散的で私営工業やウクライナマホルカトラ
ストとの不健全な競争からより製造能力の高
く，より安い原料で操業するロシア共和国の
工場がウクライナトラストより製品価格が高
くなるといった事態を招く．加えてロシア共
和国のマホルカ工業の販売の非組織性の問題
がある．連邦シンジケートのシェアは１５％に
過ぎず，地方マホルカ工業のシンジケートへ
の製品引渡しは市況に応じて揺れ動く．有利
な市況では工場はシンジケートを通さず直
接，自己の製品を販売しようとする．そこで
ロシア共和国ゴスプラン工業セクツィアはロ
シア共和国マホルカ工業の単一トラストへの
統合案を提起し，同じく商業‐協同組合セク
ツィアはより緩やかで弾力的な株式会社形態
を提案した．これに対しロシア共和国最高国
民経済会議はいずれの案にも反対し，ロシア
２３
共和国シンジケート設立を求めた．連邦最高
国民経済会議は現行連邦シンジケートを存続
し，それにウクライナトラストを含めた全て
のマホルカ企業を加盟させることを主張し
た．審議の結果，トラストへの統合は決着が
つかなかったが，ロシア共和国ゴスプラン幹
部会はシンジケートを共和国的意義の組織と
し，その活動を［連邦の］調節機関と結びつ
けるという結論に至った５９）．この決定は受入
れられず，その後，２７年４月１日よりウクラ
イナマホルカトラストが出資者として加入し
た．それによりマホルカシンジケートは名実
共に全連邦シンジケートとなった６０）．１９２７／
２８年度にはマホルカの飽和状態を背景にシン
ジケート化は進み，国営マホルカ工業のシン
ジケート加盟比率は９０％となった６１）．
マホルカ工業の組織統合問題が再登場する
のは２７年１１月である．ロシア共和国最高国民
経済会議・農産物加工工業管理部はロシア共
和国単一マホルカトラスト設立案を作成し，
その後，農産物工業総管理局での官庁連合協
議会が同様の決定を行い，連邦最高国民経済
会議幹部会もロシア共和国最高国民経済会議
に対しマホルカ工業管理の集中化を急ぐこと
を勧告した．だがロシア共和国最高国民経済
会議内でも意見が分かれた６２）．結局，州規模
のトラスト設立（中央黒土州，下流ヴォルガ
州，北部州トラスト）に落ち着いた６３）．
このように概して遠心的傾向が強いが，環
境悪化の場合は他者依存的となる．
Ⅲ－２ タバコ工業
１９２３／２４年度，国営タバコ工業は１２の工業
合同（３２工場うち操業工場２６）を数え，うち
５は共和国トラストないし自治工場，７は最
高国民経済会議地方機関の管轄下にあっ
た６４）．１９２５／２６年度に国営工場数は５０に増え
る．なお１６の協同組合工場と５８の私営工場が
存在するがそれらの製造量中比重は５％に満
たない６５）．
２４年初め頃，タバコ工業は厳しい状況に
あった．大工場の稼働率は５０％を下回り，大
部分の都市や地区には複数のタバコトラスト
の支部や代表部があり，不健全な競争を繰り
返していた．商業費は製品価格の３０％にも
上った．調達市場でも互いに競争し，原料価
格は高騰した．２２年５月にシンジケートが設
立されたとはいえ５トラストのうち３トラス
トしか加盟しておらず，力を持ち得なかっ
た．最高国民経済会議は２４年２月にはタバコ
シンジケート解散と原料調達株式会社設立を
決定していたが，実施に至らず，３月末には
破局的事態となる．食品労組中央委員会は各
官庁に事態の打開策を求めて働きかけたが，
効果は薄い．トラスト再編中央委員会でタバ
コ工業再編問題が審議されたが，トラストは
現状維持路線である．労組中央委員会と総経
済管理局の働き手が単一トラスト案（５大工
場に生産を集中し，競争をなくす）を提起し
たが，支持は得られなかった．
７月初めのシンジケート全権委員会議でシ
ンジケート解散が決定されたが，トラストか
らはそれに代わる打開策が打ち出されなかっ
た．シンジケート解散に際し，トラストが最
も関心を寄せたのはシンジケート倉庫にある
原料の入手であった．トラストは低価格でそ
れを分け合おうとした．労組中央委員会と国
営工業中央管理局代表の介入によってのみシ
ンジケートの資本のラズバザリヴァーニエ
［ここでは散逸といった意味］を避けられ
た．最高国民経済会議の一部働き手から提起
され最高国民経済会議幹部会の同意を得たタ
バコ独占案も合意には至らなかった６６）．
シンジケートに代わりタバコ工業連合
ビューローが調節機関となるが実効性はな
い．その後再びタバコ企業間の競争が激化す
２４
る．パピロスの品目は２１２まで増え，国営タ
バコ企業の代表部や代理店も急増した（２６年
１０月１日に１１０，２７年２月には１３５）．モスク
ワなどの中心地ではトラストは多くの明白に
赤字の大規模な『宣伝用』店舗を維持してい
る．トラストが価格割引を行っても商品流通
網により吸い尽くされ消費者に届かない．パ
ピロス在庫も２６年１０月の２，３００百万本から，
２７年４月には４，８００百万本に膨れ上がった．
そうした状況を背景にシンジケート再建問題
が浮上する．
２７年４月上旬には農産物加工総管理局が最
高国民経済会議議長にタバコシンジケート組
織化を提起し，４月中旬の特別協議会（関係
トラスト，連邦及びロシア共和国最高国民経
済会議代表）で審議され，４月末の国営商工
業連合ソヴェトでも議論された．農産物加工
総管理局，株式会社『タバコ原料』，食品労
組中央委員会，ウクライナタバコトラスト，
モスクワ農産物加工トラスト，ドン国営タバ
コ工場，クリムタバコ工場は設立を支持し，
連邦最高国民経済会議の他，クリム中央国民
経済会議，中央消費協同組合連合も同調した
が，レニングラードタバコトラストとロシア
共和国最高国民経済会議は時期尚早と考え
た６７）．
２７年５月１３日，最高国民経済会議・工業経
済管理局コレギアはタバコ工業の１００％シン
ジケート化を認め６８），６月中旬の国営タバコ
工業代表者大会はシンジケート設立ビュー
ローのメンバーを選任した．この時点ではロ
シア共和国最高国民経済会議幹部会も設立に
同意した．ただレニングラードタバコトラス
トは依然，加盟を拒否していたため，その加
盟問題は労働国防会議の決定に持ち込まれ
た６９）．９月に労働国防会議はシンジケート設
立を許可した．だが設立は延期を余儀なくさ
れた．最高国民経済会議幹部会によるとタバ
コ工業の財務状態からしてシンジケートの
ノーマルな活動に必要な流動資金（５百万
ルーブリ）を手当できなかったからであ
る７０）．そこで最高国民経済会議幹部会はタバ
コ工業の強制加入コンヴェンツィア設立を提
案し，同時に労働国防会議に消費税の国庫へ
の支払いの更なる１ヶ月猶予を求めた．１２月
初めに人民委員会議準備委員会はこの要請を
却下し，シンジケート設立決定遂行を勧告し
た．タバコトラストはレニングラードトラス
トを除き，コンヴェンツィアに反対した．ウ
クライナ最高国民経済会議も市場のカオスを
なくす保証もなく，また小規模なトラストの
利益を擁護できないという同じ理由で反対し
た７１）．S．オルロフはこのコンヴェンツィア
構想を「弥縫策」に過ぎないと断じた．蓋し
タバコ工業の困難は他ならぬトラスト間の激
しい競争にある．トラストはほとんど協同組
合システムは当てにせず，主に自己商業網に
依拠して製品を販売しており，同じ都市で４
－５ないしそれ以上のトラスト代表部が鬩ぎ
合う．パラレルな輸送はコストを高め，中味
の同じ商品に異なった商標をつけられる．単
なるコンヴェンツィアはこうした状況の打開
には無力である．レニングラードトラストの
ような大トラスト（シェアは４０％）がいずれ
かのトラストと結託すれば，ヘゲモニーを握
りうる．そうすると他のトラストの利益が犠
牲にされる可能性がある．タバコトラストの
大部分はそれを恐れる．だからこそシンジ
ケートの設立が必要なのだ，と主張する７２）．
結局，シンジケートの実際の開業は２８年秋
まで持ち越された７３）．
Ⅲ－３ カンズメ工業
１９２２／２３年度に９５のカンズメ工場が存在
し，うち２７工場は５つのカンズメトラストま
たは合同に加盟していた．他に２工場がそれ
２５
ぞれ地方食品トラストに加盟していた．非加
盟工場の大部分は休止中であった７４）．１９２７／
２８年度初めには５３工場が存在し，うち２７工場
は最高国民経済会議の管轄であり，６工場は
商業人民委員部，２工場は運輸人民委員
部，３工場は農業人民委員部，１０工場は農業
協同組合，５工場が消費協同組合の管轄に
あった７５）．企業の活動の調整のため２２年にコ
ンヴェンツィアタイプの組織（協同組合企業
も含める）を設け，２３年にカンズメビュー
ローを設置するが，錫の供給のような任務は
こなしえても販売組織化や市場健全化などの
課題には無力であった．２５年１月以降深まる
販売危機や財務困難に直面してその対策を講
ずるためカンズメビューローはビューロー加
盟合同臨時代表者協議会を召集した［時期は
７月頃と思われる．協議会には中央消費協同
組合連合や最高国民経済会議を含む１４組織の
代表が参加した］．この協議会でシンジケー
ト設立問題が審議され，オデッサ食品トラス
トを除く参加者は設立を支持し（中央消費協
同組合連合は保留），創立ビューローが選出
された７６）．２５年１０月には連邦最高国民経済会
議総経済管理局・商業政策部がシンジケート
設立を提起し，総経済管理局コレギアが認め
た７７）．１２月に開催された第６回全連邦カンズ
メ工業全権委員大会はシンジケート設立を決
定した（４回大会や５回大会ではその必要性
は認めても具体化はしなかった）．国内外の
販路を広げ，原料調達や設備投資のための資
金を確保し，補助材料の品質改善や低廉化の
ために働きかけ，製品標準化や価格引下げを
実施するためである．全権委員大会に引き続
き設立大会が開催されシンジケート定款を採
択し，本部会及び監査委員会を選出し
た７８）．２６年１月に連邦カンズメシンジケート
が設立される７９）．
ところがロシア共和国商業人民委員部は設
立に反対した．シンジケートは全てのカンズ
メ製品を実現できるわけではなく，かえって
コストを高めるだけである．より合理的なの
は人民委員部のもとにカンズメ工業委員会を
設置し，それがトラストの商業活動を調節
し，商業組織化や標準化などの仕事に従事す
ることである８０）．ロシア共和国ゴスプランも
それに同調した．カンズメ工業の多様性から
してシンジケートより協同組合企業も含めた
コンヴェンツィアが望ましい，という８１）．２６
年９月のシンジケートソヴェト幹部会や１２月
の農産物加工総管理局のカンズメ工業代表者
協議会もシンジケート存続・強化方針を確認
する８２）．だが今度はそれを連邦最高国民経済
会議の管轄とするか，ロシア共和国最高国民
経済会議の管轄とするかの議論が持ち上が
り，２６年１２月のシンジケートソヴェト幹部会
で審議された８３）．これもシンジケートが全連
邦市場の調節を課題とすることで落ち着く．
１９２６／２７年度初めにシンジケートには５トラ
ストが加盟していたが，年度中に更に４トラ
ストが加わり，シンジケート加盟工業のシェ
アは全カンズメ工業中３６．６％に上昇した８４）．
２７年４月召集の第７回全連邦カンズメ工業
大会は更に既存トラストの大規模化，コンビ
ナート的食品トラストからカンズメ工場を取
り出して純カンズメトラストを創設する，協
同組合，パイトルグ（商業合資会社）その他
非製造業組織から国営トラストに移管すると
いった方針を打ち出す８５）．これに対して管区
執行委員会，ツェントロソユース乾物部，食
肉企業からの抵抗があったが，ウクライナ，
北カフカース，ウラル‐シベリア地方で一定
程度，統合は進展する８６）．
Ⅲ－４ 菓子工業
１９２４／２５年度，ロシア共和国には１１の国営
菓子工場があり，うち８工場は６の食品トラ
２６
ストに加盟し，３工場は自治工場であった．
ウクライナ共和国には５工場があり，３つの
トラストに加盟していた（中央統計部記録．
ここでのトラストは単独の菓子トラストでは
なくコンビナートタイプである）．これら企
業は労働力数からみて国営菓子工業の８８％，
全菓子工業の４６．８％を占める（２５年７月１日
のデータで就業者は１７，６９６人，うち国営工業
５３％，協同組合３１％，私営１６％）．中でも最
大のモスクワ農産物加工トラストはロシア共
和国の国営菓子工場就業者の７５％を占め，次
いでレニングラード食品トラストが１４％を占
めた８７）．
この状況ではトラスト化やシンジケート化
による組織再編は困難であった．そこで農産
物加工総管理局はコンヴェンツィア設立を立
案し，２７年１月，菓子工業大会を召集した．
大会はコンヴェンツィア設立を採択し，その
定款を承認し，設立作業を引き受ける代表者
を選んだ．コンヴェンツィアには最大級の企
業が参加する．２月２８日に最高国民経済会議
幹部会が設立を承認し，その後開業した．コ
ンヴェンツィアの下に化学技術ソヴェト，標
準化ビューロー，原料ビューローが設けら
れ，その面で工業を指導する．さらに販売地
域区分，単一定価，職場や支部における労働
の統一的記録のための労働者や製品の単一呼
称などの問題が検討されている８８）．
Ⅲ－５ 製粉工業
製粉工業の管轄を巡って最高国民経済会議
と商業人民委員部の対立がある．製粉工業の
管理体制はその歴史的経緯からしてやや特異
な形を採った．食糧人民委員部解散時点（２４
年５月）でその製粉部には５９５の製粉所が
残っていた．製粉部解散後３３８が国内商業人
民委員部に移管された（うちロシア共和国
２２０，ウクライナ共和国１１８）．そのうちロシ
ア共和国の２２０は『フレバプロドゥクト』（穀
物調達機関）の管轄となり，ウクライナ共和
国の１１８はウクライナ製粉トラストに組織さ
れた．それ以外では１，５６１の製粉所が県国民
経済会議や地方経済部の管轄下にあり，
１，０５５は協同組合企業，５，０１６は賃貸企業で
あった８９）．
組織再編案は国内商業人民委員部から出さ
れたようだ．その提案は製粉企業を連邦，共
和国及び地方企業に分け，連邦的規模で国内
商業人民委員部が管理するというものであっ
た．２５年４月上旬の最高国民経済会議・総経
済管理局・工業組織部での製粉工業代表者協
議会においてその案に対しメリストロイ（製
粉所建設組織）代表や地方工業の代表者は
断々固として反対した．穀物商業と製粉工業
を一つに纏め，全連邦的に管理する理由はな
い．戦前の例から見てもそうである．『フレ
バプロドゥクト』の製粉所の仕事量は極めて
少なく，その指導方式は旧態的な食糧人民委
員部方式である．設備は至る所である製粉所
から別の製粉所に移されており，解体的状態
に追い込まれている．地方代表全体の定言的
命題は州トラスト（及び県，共和国トラス
ト）の設立と全ての製粉工業を最高国民経済
会議に移管することである９０）．それを受けて
総経済管理局コレギアは最高国民経済会議幹
部会に地方代表の意向を伝え，この問題を検
討課題とすることを要請した９１）．
２５年４月下旬の国営商工業連合ソヴェト・
組織セクツィアでも製粉工業の組織問題が討
議された．ここでは国内商業人民委員部との
対立が鮮明となる．国内商業人民委員部と
『フレバプロドゥクト』は穀物商業と製粉業
の切断とトラスト組織化に反対した．最高国
民経済会議側は連邦的規模での工業管理は困
難であり，共和国及び地方トラスト（ウクラ
イナ製粉トラストの例に倣い）を設立し（既
２７
に地方で１４のトラストが設立されている），
それと共にシンジケートタイプの統合機関を
設けるべきだと主張した９２）．
同年６月の最高国民経済会議幹部会会議は
製粉工業の監督の最高国民経済会議地方機関
への集中を支持し９３），７月に最高国民経済会
議幹部会は労働国防会議に対し製粉工業の計
画的調節のため全ての国営製粉企業を最高国
民経済会議に移管することを提案した９４）．
２６年２月の総経済管理局コレギア会議では
A．M．ギンスブルグが州及び県レヴェルで
の製粉トラストを組織化し，それらに独立の
穀物調達権を付与する提案を行った．全ての
国営製粉工業は連邦共和国最高国民経済会議
に移管し，『フレヴァプロドゥクト』には３０
－４０の有力な製粉所グループのみを残す．同
時に全連邦製粉シンジケートの設立を提起す
る．コレギアは概ねギンスブルグ報告に合意
し，工業組織部に対しシンジケート問題とシ
ンジケート傘下製粉工業と国営穀物調達組織
や協同組合との住民への製粉供給のためのコ
ンヴェンツィア問題の検討を委任した９５）．
これに対し商業人民委員部は製粉工業の管
理・調節の機能を最高国民経済会議機関から
外し，商業人民委員部機関に移すことを要請
した．労働国防会議は『フレバプロドゥク
ト』，中央消費協同組合連合及び農業協同組
合連合の製粉所の監督及び全製粉工業の一般
的調節は商業人民委員部の任務とすることを
決めた９６）．１１月には人民委員会議が共和国的
意義の国営製粉企業は連邦共和国商業人民委
員部に，地方的意義の企業はそれらの地方機
関の管轄とすることを決定し，中央執行委員
会もそれを承認した９７）．おそらく原料供給と
の結びつき及び消費者との距離によるもので
あろう．
Ⅲ－６ 茶事業
茶市場は茶事業本部（トラスト）と中央消
費協同組合連合による寡占状態であった．茶
事業本部は唯一の全連邦国営トラストであ
り，１９２４／２５年度に一つの菓子工場を含め９
の主力企業をもっていた（２２年初めの設立時
は１５工場であったが，整理された）．販売市
場のシェアは６９％を占めた．中央消費協同組
合連合（１工場をもつ）は２０％である．他に
小規模なクスターリ企業が活動しているがネ
グリジブルである９８）．茶事業の集中問題は２４
年にゴスプランにより提起されたが，その時
には立ち消えとなった．２６年に労農監督人民
委員部による調査の後に再燃した９９）．これは
官庁間の利害対立を孕んでいた．
２６年５月末の食品工業管理局における関係
組織の協議会では調達から生産活動までを茶
事業本部に集中し，中央消費協同組合連合に
は商業機能のみを残す統合案が承認され
た１００）．国営工業中央管理局も資金の最大限
の節約と固定資本の合理的利用，茶輸入や生
産の計画調節のために全ての茶生産を茶事業
本部に集中することを決定した１０１）．最高国
民経済会議幹部会も茶の調達，加工を茶事業
本部に集中し，中央消費協同組合連合との総
体契約によって消費者協同組合システムに最
大限供給することを労働国防会議に要請し
た１０２）．
だが商業人民委員部及び財務人民委員部は
中央消費協同組合連合への集中と茶事業本部
解散を主張した．中央消費協同組合連合は海
外の協同組合や銀行との緊密な結びつきを利
用して有利な条件で茶を買付けることができ
る．また商業費は茶事業本部よりはるかに少
ないからである（１kg当り茶事業本部が４０
コペイカであるのに対し，中央消費協同組合
連合は１８コペイカに過ぎない）１０３）．
結局，２６年１２月，人民委員会議は茶事業の
中央消費協同組合連合への集中と茶事業本部
２８
の解散を決定した．その論拠は次のようであ
る．協同組合はすでに主要な商品流通システ
ムとなっており，協同組合企業からの消費者
への直接供給も可能である．また輸入のため
海外信用が必要だが，その点で中央消費協同
組合連合は有利な立場にある．更に茶事業か
ら国家の資金を引き上げて，他の経済分野に
回しうる１０４）．
Ⅳ 紙工業
２４年１０月１日の時点で８の紙トラストが組
織されていた（加盟工場４２，労働者２０，９８３
人）．トラスト非加盟企業（県国民経済会議
などの管轄）は３５（労働者６，６２５人）である．
トラストの工場当り平均労働者数は５００人，
非トラスト工場のそれは１９３人である．最大
の中央紙トラストは９工場を擁し，労働者数
は１万人を超えた（トラスト加盟工業での製
品シェアは１９２４／２５年度に約６２％）．次いで
レニングラード紙トラスト（７工場，２４００
人，同上シェアは１４％），ポレスク紙トラス
ト（２工場，２４００人，シェア８％），ウクラ
イナ紙トラスト（７工場，１，８００人，シェア
６％），白ロシアトラスト（７工場，１，１００
人，シェア３％）の順である１０５）．１つのトラ
ストが労働者数の半数近くを占めるガリバー
型の市場構造といってよい．
１９２４／２５年度，１９２５／２６年度は組織上の変
化はほとんどなかったが，１９２６／２７年度，
１９２７／２８年度には更にトラスト化が進んだ．
１９２７／２８年度には連邦トラスト２（但しうち
一つは紙工場をもつ北西木材トラスト），共
和国トラスト３，地方合同及び自治企業３１，
操業工場９０を数えた１０６）．
２０年代前半の紙工業のトラストや企業の生
産，販売は場当たり的であった．個々の品目
の価格は企業長の胸三寸により決められた．
例えば，包装紙価格は標準化されずプード当
り５～１０ルーブリで取引された．他方，印刷
紙は５ルーブリ６０コペイカで販売せねばなら
ない．新聞紙も出版所に４ルーブリ６０コペイ
カで出荷することを義務づけられていた．と
ころが輪転機に掛からぬ余り紙が６ルーブリ
で売られている．新聞紙は固定価格が設定さ
れているためその製造は２５％縮小し，その
分，より高い価格で売れる品目を増やす．価
格が固定されている場合には正味量を４フン
ト減らすといった対応を行う．しばしば，紙
飢饉が見られる一方で，工場の地下室には紙
が積み上げられている．中央紙トラストは一
方で自己の工場での生産量を超える分は漂白
セルロースの輸入を要求しつつ，他方で非漂
白セルロースを他のトラストに販売する．そ
の際，価格は定められておらず，中央紙トラ
ストの食欲に依存する［つまり，セルロース
を漂白するより未漂白のそれを外部に売った
ほうが利益が得られるというわけだ］．
調達面も混沌としていた．トラストは網を
コリチュギノ工場に注文して入手し，倉庫に
『貯蔵』するが，その後同じ工場にそれを浮
送用に販売する．紙の生産には海外製網を使
う．更には専門家を確保する為，給与を吊り
上げる．専門家は高い給与を求めてトラスト
を渡り歩く．幾つもの工場を擁するトラスト
に専門家が一人もいないこともよくある．
こうした状況を打開するためシンジケート
設立問題は何度か提起されるが難航する．最
大の中央紙トラスト指導者はいつも反対し
た．思い通りに営業出来なくなるからであろ
う．他のトラストや紙労組中央委員会はシン
ジケート設立に賛成した１０７）．労組は賃金安
定化を求め，弱小トラストは規制強化を望ん
だ．
その後，中央紙トラストが折れた．２６年１
月上旬の第３回紙工業代表者大会はシンジ
ケート化を原則的に承認した．シンジケート
２９
は全連邦的に製品販売を統合し，輸入紙の実
現を行うものとされた．次いで紙工業連合
ビューローはその組織形態を審議した１０８）．
加入については合意されたがシンジケートに
どれだけ製品を引渡すかについては意見が分
かれた（１００％引渡すか，任意とするか，特
定品目に限定するか，加盟組織の自己テリト
リーでの実現の権利を与え，残余をシンジ
ケートに引渡すか）１０９）．
２６年９月，最高国民経済会議・木材紙総委
員会は紙の消費や販売の調節のために紙工業
シンジケートの設立を認め，定款案作成のた
め設立ビューローの召集を求めた１１０）．紙工
業連合ビューローの下に設立ビューローが設
置され，定款案作成に当たる．２６年末には最
高国民経済会議幹部会も労働国防会議にシン
ジケート設立認可を求める報告を行っ
た１１１）．
２７年１月の総経済管理局コレギア会議では
意見が分かれた．トラストよりは官庁内・部
局間の見解の相違が目立つ．木材紙総委員会
報告は強制的シンジケート化を主張した（資
本金１１百万ルーブリ）．商業政策部は強制加
入に反対しトラストの経済的利益に従って加
入すべきと考えた．財務－経済部は加入義務
化を支持したが，財務的観点から条件を付け
た．シンジケート設立がトラストからの追加
的資金提供を要せず，定款資本は５百万ルー
ブリ以下とし，かつシンジケートの商業費が
中央紙トラストの費用を上回らないことであ
る（シンジケートがトラストの商業網を引受
けるからである）．紙工業組織ビューロー自
身は強制加入に反対した．
A．M．ギンスブルグは１００％のシンジケー
ト化は不適当と判断した．とりあえずは輸入
生産財の紙工業への供給をシンジケートに集
中し，販売活動はペンディングとした．議長
のV．M．マンツェフも強制的シンジケート
化に危疑を唱えた．中央紙トラストとレニン
グラード紙トラストが製品引渡しに合意し，
輸入紙もシンジケートが販売する以上，シェ
アはすでに７０％となる．また中央紙トラスト
の既存の商業網を引受けるため特に行政的圧
力なしでも小トラストにとっては加入のメ
リットがある，と陳べる．
コレギアは全連邦紙シンジケート設立を妥
当と認めた（紙工業連合ビューロー及び木材
紙総委員会は一時，全露紙シンジケートに留
めたが，ロシア共和国トラスト以外も加盟に
賛意を示している為）．その基本的機能は紙
工業製品と輸入紙の実現及び輸入原材料など
のトラストへの供給である（国産品供給につ
いては継続審議とする）１１２）．
２７年２月１４日に紙シンジケート設立準備協
議会が開催されトラスト，木材紙総委員会，
紙工業連合ビューロー，紙労組中央委員会代
表が参加し，シンジケート創立会議召集を決
定した１１３）．２７年６月にはシンジケート創立
者会議が開かれ，創立ビューローを選出し
た１１４）．続く全連邦紙工業大会はシンジケー
ト設立を歓迎し，多くのトラストは設立協定
に調印した．但し，ウクライナトラストとレ
ニングラードトラストは加入を保留した．レ
ニングラード紙トラストはシンジケート化の
積極的支持者であったのだが，思惑が少々
違ったようだ．ウクライナトラストは加入に
原則的に同意していたが，ウクライナ最高国
民経済会議との調整が済んでいなかった１１５）．
２７年１０月には労働国防会議も設立を承認す
る１１６）．１１月２６日に全連邦紙シンジケート創
立者総会が開催され，レニングラードトラス
トを除く主要１０トラストが定款に調印した
（シェア６２．５％）１１７）．２８年１月には営業の運
びとなる１１８）．２８年７月１６日現在，加入トラ
スト及び自治企業は１６を数えた．１９２７／２８年
度の製品中（紙及びカートン）シェアは
３０
８７．４％に上る１１９）．
こうした経緯はいかにもネップ期の組織的
意思決定の特徴を示す．
Ⅴ 化学工業
当時の化学工業は基礎化学，マッチ，染
料，薬品，木材化学，油脂などの分野がある
が，いずれも工場は小規模である．
Ⅴ－１ 基礎化学工業
１９２２／２３年度に６トラスト（５１工場，うち
操業工場は３６）が組織されており，年度末の
労働者数は約１６，８００人であった．２４年８月に
そのうち３トラストが北部化学トラストに統
合される．１９２５／２６年度には４３工場が操業
し，うち最大級の１６工場は４つの基礎化学ト
ラストに加入し，残りは他の工業部門のトラ
ストに加盟していた．基本的にはこの構造は
１９２７／２８年度まで変らない．化学シンジケー
トの設立は遅れ，２７年５月である１２０）．
北部化学トラスト統合は競争回避型であ
る．北部と中央地域の基礎化学工業の統合問
題は２２年に化学労組中央委員会によって提起
され，翌年にはウラル化学，ボンジュージュ
及び燐酸肥料トラストFosfatotuk の単一ト
ラストへの統合の合理性を主張した．その時
点ではいずれも最高国民経済会議の相応の機
関の支持を得られなかった．だが２４年夏ごろ
よりそれらトラストの財務困難や南部化学ト
ラストとの競争激化により統合が具体化す
る．２５年３月に労働国防会議は北部化学トラ
スト創立を決定した１２１）．
２６年１０月にはモスクワソヴェトがモスクワ
基礎化学トラストと圧縮ガストラストとの合
併を決定し，ロシア共和国最高国民経済会議
幹部会及び化学労組県支部も合意した．これ
は規模の経済を志向している１２２）．更に２８年
１月，モスクワソヴェトのイニシアチヴでモ
スクワ基礎化学トラストは大型化学コンビ
ナート設立案を作成し，化学総管理局コレギ
アも基本的に承認した１２３）．
ヒムウーゴリ（石炭化学トラスト）につい
ては２８年にそのガラス工場を分離して独立の
共和国トラストを設立し，炭坑はドンウーゴ
リに移譲して，純粋の化学トラストに転化し
た１２４）．企業専門化である．
化学シンジケート設立問題は２２年の第１回
全露基礎化学工業代表者大会において提起さ
れるが，全体として不安定な経済状況のもと
厳しい財務状態やトラスト自身の形式的不備
から棚上げにされた．その代り基礎化学工業
連合ビューローが設立された．その課題はト
ラストの商業活動の調節である．しかし充分
機能せず，第３回定期大会ではより拘束力の
ある組織の設立が議論された．シンジケート
支持者と連合ソヴェト支持者の間の論争が
あったが，最高国民経済会議幹部会は連合ソ
ヴェト形態を承認した．１９２３／２４年度末から
１９２４／２５年度初めにかけて供給過多の下，ト
ラストの販売競争は激化し，商業取引の規制
強化が試みられた．連合ソヴェトに大口注文
のトラスト間配分，共通価格設定などの権限
が付与され，監視体制も強化された．それに
は荷の重い課題を引き受けることにな
る１２５）．そこで２６年５月の化学工業連合ソヴェ
トにおいて改めてシンジケート問題を審議
し，関係トラストから将来のシンジケートの
活動計画を作成する委員会を選出した１２６）．
そうした準備作業を経て，２７年１月の化学工
業大会は全連邦化学工業シンジケートの設立
の必要性を認め，オルグビューローを選出し
た１２７）．５月にはオルグビューローの最初の
運営会議が開催され，設立の運びとなる１２８）．
化学労組中央委員会もトラストの慢性的な滞
貨や財務危機を打開するため，シンジケート
の速やかな設立を断固支持した１２９）．その後，
３１
各級機関の審議を経て，１０月初め，労働国防
会議が設立を承認した１３０）．
Ⅴ－２ マッチ工業
マッチ工業の圧倒的部分は機械化度が低
く，クスターリ的であった１３１）．戦前，１１５の
工場があったが，革命期を経て半数は半解体
的状態であった．１９２２／２３年度に６１工場が操
業し，うち３０工場は６トラストに加盟してい
た．１８工場は県国民経済会議管轄の管轄下に
あり，自治工場か地方工業プロムに組織され
ていた．残りは賃貸か私営または協同組合企
業である．１９２６／２７年度には赤字の故に７工
場が閉鎖され，１９２７／２８年度は３工場が閉鎖
し，１工場が新規操業した．操業工場は２７
で，うち１６がトラストに加入し，１１は地方機
関の管轄である．こうして比較的小規模なト
ラストが地域的に分散し，競合していた．
マッチシンジケートは２２年４月に設立される
が，トラストとシンジケートの対立から国内
市場での製品実現権を失い，２４年に解散の憂
き目をみる．それに代わりマッチ工業調節
ビューローが設置され，販売地域調節，利益
代表，輸入原料調達や製品輸出の課題を負う
が，充分機能しなかった１３２）．改めて統合化
方針が労組と最高国民経済会議から提起され
る．化学労組中央委員会は何よりもトラスト
間の賃金不均等を解消するために全マッチ工
業をシンジケートに統合すべきであると主張
した１３３）．最高国民経済会議はマッチの国内
市場が飽和状態となっていたため，輸出強化
に乗り出す．だが当時の世界市場はスウェー
デンのシンジケートが独占的であったためそ
れとの競争力をつけるために生産集中や調節
が必要となった１３４）．最も強力な工場に生産
を集中する単一トラスト構想も打ち出された
が１３５），地方の抵抗は大きかった．地方組織
は地方的利益に基づいて赤字工場の休止に消
極的であった１３６）．この部門の組織的統合の
試みはいずれも不成功に終わった．
マッチシンジケートは２５年１月に再興され
るが，弱体で充分な権限も財務的影響力も持
たず，２７年半ばでも製品実現のシェアは１０数
％に留まった１３７）．２８年に入ると転回がある
が，それは経済的諸力の合成的結果ではな
く，上からの行政的措置であった．化学総管
理局によってマッチ工業の調節や計画化のシ
ンジケートへの権限委譲が行われた１３８）．
Ⅴ－３ 染料工業
１９２３／２４年度にアニリントラスト（９工
場），ラカークラスカ（５工場），レニング
ラード染料トラスト（５工場）が圧倒的比重
を占め，残りの工場は他の部門の合同に加盟
していたり，地方機関の管轄下にある．他に
クスターリや私営工場がある．そうした構造
はその後も大きな変化はない１３９）．他の分野
も同様の状況である．
２６年１２月には労農監督人民委員部及び化学
労組中央委員会が最高国民経済会議幹部会に
対し，現行の２つのラカー染料トラストを一
つのトラストに統合する案を提起した．規模
の経済と工場専門化，生産集中・合理化を目
的とする１４０）．労組は統合・大型化志向であっ
た．
Ⅴ－４ 製油油脂工業
製油工業は２３年１０月初め１４の製油トラスト
があり，これには９０工場が加盟していた．１８
工場は食品トラストやコンビナートに加入し
ており，２１工場は一部は自治企業，一部は県
国民経済会議の直轄であった．２５年１０月初め
には８２工場が１２製油トラスト，３０工場が食品
トラストやコンビナートに加入し，１４工場は
一部は自治企業，一部は県国民経済会議の直
轄であった．製油シンジケートは２２年９月に
３２
設立され１７組織が加盟していた１４１）．
油脂工業（化粧品含め）では２４年７月１日
の時点で２３５工場が操業していた．うち４５は
国営工場（従業員５７７１人），３３は協同組合工
場（１３０４人），１５７が私営工場（９６２人）であっ
た．大工場は６トラスト（自治工場やコンビ
ナート含む．いずれも地方機関の管轄）に集
中し，うち３組織は油脂シンジケート（２２年
７月に設立）に加入している１４２）．
油脂シンジケートと植物油シンジケートは
それぞれ独自に活動していたが，両部門は原
料調達や製造，販売において密接な関連性を
有していた．そこで両者の統合問題が登場す
る．これは関連する部門の垂直的統合化であ
る．
統合案は２５年１月頃，主に財務的基盤強化
を目的として提起されている１４３）．本格的論
議は同年５月初め最高国民経済会議・工業組
織部の会議から始まる１４４）．V．ポポフ（製油
シンジケート議長）によれば，統合化の論拠
は次のようである．まず第１に大トラスト自
体が多くは製油部門と油脂部門を併せ持つコ
ンビナートであり，それが別々のシンジケー
トに加入しているのは不合理である．第２に
油脂加工工業の主要原料は植物油であり，第
３に販売形態も消費者層も同様である．第４
に両者の取扱い商品はかなりが重複する（石
鹸など）．従って，両者が統合すれば植物油
の規則的供給，生産向け販売拡大，垂直的生
産サイクルの完結化が可能となろう，と論ず
る１４５）．
これには油脂シンジケート本部会議長
A．エゴロフが真っ向から反対した．販売面
からも生産面からも原料面からも統合のメ
リットはないと断じた１４６）．より大きな製油
シンジケートが，急速に地方に販路を広げて
いた油脂シンジケートを吸収しようとしたの
である（１９２４／２５年度に前者の取引高は後者
の４倍半であった．前者の販路の８５％はモス
クワに集中していたが，後者の販路の８７％近
くが地方であった）１４７）．
２５年１１月１８日の最高国民経済会議・商業委
員会でのD．O．レヴィン（最高国民経済会
議・商業政策及び価格部）報告は活発な論議
を呼んだ．報告によれば両工業の原料基地は
共通であり，双方とも水素添加生産の故，緊
密な結びつきが必要となる．両シンジケート
の統合によって原料供給はより計画化され，
原料市場における地位を強めうる．
油脂シンジケート本部会議長エゴロフは反
駁する．その論拠は凡そ次のようである．両
工業部門には何ら共通性はない．油脂工業は
原料問題に直面しているが，それは植物油で
はない．両者の統合は油脂工業を特定の原料
に固着させることになる．市場における植物
油の不足と農民の大きな需要を考慮すれば，
その工業用原料としての消費は得策ではな
い．［大衆消費財としての］石鹸の低廉化の
ためには最も安い原料を見出す［植物油以外
に？］自由裁量権を留保すべきである．［自
立化の途を望んだ］
製油シンジケート議長ポポフは先の観点か
ら統合化論を展開した．
最高国民経済会議内の見解も分かれた．工
業組織部は統合に賛成したが，報告‐監査部
及び化学工業管理部は反対した．そこで妥協
案としてシンジケートコンヴェンツィア（原
料供給及び脂肪 salomass 価格調節を行う）
設立案が提出された．だが化学労組と食品労
組の中央委員会がいずれも即時の統合化を支
持するという言明を出したこともあって，商
業委員会は単一製油油脂シンジケート設立案
に傾いた１４８）．労組は一般に大型化，安定化
を望む．
その後，ロシア共和国最高国民経済会議・
工業プランから統合への異論が出された
３３
が，２５年１２月上旬の両シンジケート合同全権
委員大会は統合を決定し，新シンジケート本
部会を選出した（議長はV．A．ポポフ）．
『油脂トラスト Zhirkost’』は唯一統合に反
対し，油脂シンジケートからの脱退を表明し
た１４９）．このシンジケートとトラストの対立
については別途考察しよう．
Ⅵ 木材工業
木材工業では比較的小規模の企業が分散し
ており［１０表］，慢性的な資金不足に苦しん
でいた．それらは互いに激しい販売競争を行
い，アヴァンスを受け取るため，明らかに不
利な原価割れの価格で取引を締結した．『買
手の所へお百度を踏む．その入り口には文字
通り１０人からの者が待つ』．これは企業の更
なる虚血化を齎す．政府その他の機関から引
渡された資金も使途通りに使われず，賃金や
伐採料支払いの遅れが生じた．例えば，２６年
１２月には北部木材トラスト，ヴォルガ－カス
ピ木材トラストの伐採料債務は１０，３００千ルー
ブリ超，賃金債務は５２０千ルーブリ超に上っ
た．２６年１１月１５日にロシア共和国経済評議会
はロシア共和国ゴスプラン，最高国民経済会
議，財務人民委員部に対し１９２６／２７年度のロ
シア共和国工業融資フォンド配分の際に木材
工業の流動資金を最大限補充することを求め
たが，トラストが多数で分散していたため困
難であった．調達についても同様に競争的で
高コストであった（伐採地の入札方式もコス
トを高めた）１５０）．そこで木材紙総管理局は木
材工業の地域区分や再編問題を検討した．各
地に木材紙コンビナートを創設する案も出さ
れた１５１）．またロシア共和国労農監督人民委
員部・工業及び労働監督部の下に設置された
特別委員会が木材トラスト大型化案を作成
し，２７年１月末，同労農監督人民委員部コレ
ギアで審議された．例えば，北西州の２トラ
第１０表 木材工業の組織（１９２５／２６年度）
合 同 数 工 場 数 操業工場数 労 働 者 数
１操業工場当
り労働者数
全連邦トラスト ４ ６９ ４３ １５，４０４ ３６０
ロシア共和国の共和国トラスト １２ ２０３ １２３ １９，１１３ １７０
ウクライナ共和国トラスト ２ ４２ ３３ ２，３００ １０３
白ロシア共和国トラスト １ １８ １８ １，８４１ ７０
地方トラスト ２７ ２１５ １５５ １５，９５７ １０３
計 ４６ ５４７ ３７２ ５４，６１５ ―
註：１．データは１９２５／２６年度木材工業生産計画に含まれる企業のみについてである．
２．木材工場総数１，８６０，うち木材加盟工場は７４８，うち操業工場は３６１，残りは休止及び解散．残
り１，１１２工場は１５３が県国民経済会議，中央国民経済会議，管区地方経済部の管轄，運輸人民委
員部管轄が１０１，賃貸５９４，その他２６４である．
３．就業労働者数は工場のみ．他に木材調達，搬出，浮送に２０万人以上が季節労働者として従事
する．
４．２４年９月３０日の時点で半官利権会社は３（工場数８，労働者数４，５６６人である），他に利権会
社１，木材工業株式会社２，自治企業４を数えた．
５．地方トラストはロシア共和国最高国民経済会議管轄の地方トラストのみ．
６．最大のトラストは北部木材トラストで，労働者数は２５年１０月１日現在，１万３千人以上であ
る．労働者１千人以上のトラストは半官利権会社を除き，１５に留まる．
出典：Lesopromyshlennoe delo, 1926 年, №1, p.3-4 : Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M., 1925,
p.477-480 : Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M., 1926, p.659
３４
ストを一つに統合し，中央地域の３トラスト
を一つに統合する，等々．新しい合同で利用
されえない木材工場は地方に委譲する．コレ
ギアはロシア共和国最高国民経済会議にこの
案の検討を要請した１５２）．その後もトラスト
大型化政策は続く１５３）．
水平的統合と共に木材を原材料とする工業
（紙，木工，木材化学など）との垂直的統合
問題も登場する１５４）．２６年秋頃から，パラレ
ルな木材調達機構の存在とそれらの原料資源
獲得競争を背景に，原料と廃物の合理的利用
（紙工業が大きな木を伐採したり，高級材を
薪や枕木に使うようなことをなくす），倉庫
や輸送手段の共有を直接の動機として各地で
木材紙コンビナート設立が提起され
る１５５）．２８年８月の木材ソヴェト幹部会
ビューロー拡大会議も木材，紙，木材化学，
マッチ工業の統合化問題を審議し，大部分の
参加者は立法措置による速やかな解決を求め
た１５６）．１９２７／２８年度にはコンビナートタイ
プを含めた６件の統合が成立する１５７）．
他方，市場調節や木材工業の利益代表のた
めに２２年から木材及び木工トラストソヴェト
が設けられた．ソヴェトは市場調査，価格や
品目構成の調整のためウクライナ市場や中央
市場でコンヴェンツィア［カルテル］創設や
諸官庁への働きかけを試みた１５８）．
だが，「木材トラストソヴェトはその課題
［市場調節］をこなしえない．運輸人民委員
部のような大消費者は木材工業と総体契約を
締結しようとしたが，木材トラストソヴェト
は法人格をもたず，消費者は直接，トラスト
に向かわざるを得ない」（I．ラブロフ）．ト
ラスト間競争も深刻化する１５９）．
そこで２５年夏には木材シンジケート設立問
題が浮上する．とはいえ諸官庁，経済機関，
労組の利害が錯綜して事態は混迷する．それ
らの間の妥協を模索しつつも，結局，済崩し
的な結果となる．
シンジケート設立は木材トラストソヴェト
幹部会や最高国民経済会議幹部会などで審議
された１６０）．これを巡る大きな論点は２つあ
る．一つはそもそもシンジケートを設立すべ
きか，という点，一つは全連邦シンジケート
とするか，ロシア共和国シンジケートとする
かという点である．これは木材輸出業務も集
中するのか，という問題と絡む．木材トラス
トソヴェトや連邦最高国民経済会議・総経済
管理局木材セクツィアは全連邦シンジケート
として，木材輸出業務も集中すべきであると
主張する．これに対し国営工業中央管理局木
材管理部は木材輸出トラストのシンジケート
への統合には断固反対した．海外市場におけ
る木材の実現は貿易独占と関連して相応の機
関の指導により指導されねばならないという
［国営工業中央管理局は４つの全連邦トラス
トを管轄しており，これらトラストは輸出ト
ラストである］．
木材トラスト自身はどうかといえば，大ト
ラストは設立に否定的である．その理由は３
つある．第１に木材トラストは現在，保有木
材の予約販売を強化している，第２にシンジ
ケートの設立が直ちに全ての木材在庫のシン
ジケートへの移譲を伴うことを恐れる，第３
に問題の決定は連邦最高国民経済会議の商業
政策部によって数ヶ月，遅らされており，自
らの結論を出しえない１６１）．木材トラストの
利益表出はかなり露骨である．
この論点には木材トラストソヴェト議長代
行のラブロフと最高国民経済会議・商業部長
の L．ギトレルが反論を加えた．第１の点．
実際には木材トラストの予約販売はかなり限
定的であり，業務年度開始前に行われる通常
の予約販売の水準を越えるものではない．第
２の点．最高国民経済会議に提出された報告
書からすると設立予定のシンジケートは木材
３５
トラストの製品の５０％以下しかカヴァーしな
い．現有木材在庫の即時引渡しなど問題にな
らない．ちなみにその大部分は予約販売済み
である．第３の点．連邦最高国民経済会議・
商業政策部が数ヶ月，決定を遅らせていると
いうのは事実に反する．ロシア共和国最高国
民経済会議がこの問題の決定を作成したのは
８月３日であり，連邦最高国民経済会議幹部
会宛報告書が提出されたのはやっと８月２１日
である１６２）．自分の所為ではない，というわ
けだ．
問題は最高国民経済会議・総経済管理局・
商業政策部及び価格部における協議会で検討
され，トラストの大きな資金負担や在庫供出
に対する懸念を配慮した設立案を立てる．シ
ンジケートの資本金は２百万ルーブリとし，
うち１百万ルーブリは『木材倉庫』の株式に
よりカヴァーされ，残りを２６のトラストに割
り当てる．だからトラストの負担は少なくて
済む１６３）．国営工業中央管理局・木材管理部
は国内市場向けシンジケート創設は望ましい
としてもシンジケートの資本が少なく計画原
理を徹底し得ない以上，個々のトラストがシ
ンジケートの価格政策に反して市場に登場す
る可能性を排除できない，と懸念し，またシ
ンジケートに木材輸出トラストが加入すると
してもそれらの国内市場での販売分のみ参加
しうると釘を刺した１６４）．妥協的であるが故
にシンジケートの財務的基盤も権能も不充分
なものに留まったようだ．この設立案は２５年
１０月１０日の総経済管理局コレギアに持ち込ま
れた．会議では木材トラストソヴェト，木工
労組中央委員会，ロシア共和国最高国民経済
会議・木材管理部がシンジケートを支持し
た．総経済管理局・財務部はシンジケートの
財務的基盤が弱いことを理由に反対し，総経
済管理局・工業組織部は国内市場向けだけで
なく，国外市場向けのシンジケートも必要で
ある，そうでないと資金を分散化すると述べ
た．議論を纏めてコレギアは国内市場向けシ
ンジケートの設立を認めた１６５）．
シンジケート設立問題は１０月２２日，木工労
組中央委員会でも議論された．討議では賛否
両論に分かれた．反対したのは大木材トラス
トと木工労組北西地区委であり，賛成したの
は木材トラストソヴェト，中小トラスト及び
木工労組中央委員会であった．ヴォルガ－カ
スピ木材トラスト議長はトラストが既に全て
の製品を販売しており，販売強化のため特別
な措置は必要としないと述べた．労組北西地
区委議長は地元のトラストの利益を擁護して
シンジケート化に反対した．そうでなくとも
乏しいトラストの流動資金をシンジケートに
注ぎ込むことは出来ないという．シンジケー
ト構想にかってのグラフキズムを重ね合わせ
た．
他方，シンジケート支持グループは何より
不健全な競争に耽る一部トラストに圧力を加
える必要性を強調した．但し，強制加入は求
めない．労組中央委員会議長は木材市場の計
画化や農村への商品流通ルートを敷設するた
めにシンジケートが必要だと主張する．討議
の後，労組中央委員会はシンジケート設立を
妥当と認める．但し，任意加盟制とし，とり
あえず中央工業地帯やウクライナ中心に限定
的に活動し，シンジケートの流動資産形成は
トラストの負担ではなく，特別割当［財
政？］によるものとした１６６）．
ここでの対立構図は明白である．経営基盤
の強固なトラストは自立化を求め，シンジ
ケート設立の資金負担を回避しようとした．
他方，弱体のトラストは他者依存傾向が強
い．中央組織はダイナミックスよりも統一性
や安定性を望んだ．中央は弱体組織を取り込
み，独立的有力組織を抑えて統合しようとし
た．
３６
翌日の木材トラスト代表者会議はシンジ
ケート定款案を採択すると共に臨時組織
ビューローを選出した．この定款案ではトラ
ストによる独自の製品実現の余地を残し
た１６７）．
２６年１月にロシア共和国ゴスプランは国内
商業向け木材シンジケートの設立を原則的に
認めた．ロシア共和国の木材トラストは国内
市場の８０％のシェアを占めるためロシア共和
国シンジケートとする．但し，連邦トラスト
や他の共和国のトラストの加盟権は付与し，
シンジケートの利潤は加盟トラストの販売規
模に比例して分配する１６８）．ロシア共和国経
済評議会はこれに同意した．
今度は木材シンジケートを連邦シンジケー
トとするか，ロシア共和国のそれとするかに
ついて激しい論争を呼び起こした．人民委員
会議財務－行政委においてロシア共和国経済
評議会は伐採地や木材トラストの大部分がロ
シア共和国の領域内に所在するためロシア共
和国シンジケートとすることを主張した．連
邦最高国民経済会議はこれに猛反発した．企
業が特定の共和国に所在するからといってそ
の共和国に企業を固着させることは出来な
い．ウクライナや中央アジアは商業活動の調
節を最も必要としている．それは全連邦的課
題である．また木材製品の大口消費者は大部
分，連邦組織である（運輸人民委員部やドン
ウーゴリなどの連邦トラスト）１６９）．
２６年３月１９日の労働国防会議会議では連邦
最高国民経済会議が全連邦木材シンジケート
設立を提案し，ロシア共和国代表は反対し
た．論争は埒があかずルイコフの提案により
この問題をゴスプランの追加検討課題とし
た．その場合，ロシア共和国シンジケートの
存続を前提した全連邦シンジケートの組織的
形態を見出す方向で検討することを求めた．
双方を立てようとしたのである１７０）．
労働国防会議の意向を受けて３月２９日にゴ
スプラン商業セクツィアでこの問題が審議さ
れた．既にロシア共和国シンジケート設立に
着手しているために問題は紛糾した．商業セ
クツィアや連邦人民委員部代表は連邦シンジ
ケートが必要と考えた．ロシア共和国シンジ
ケートは連邦全体の木材市場を調節できない
し，輸出トラストの活動も掌握できない．連
邦シンジケートと共和国シンジケートのパラ
レルな存在は許容できない，と論ずる．他
方，ロシア共和国ゴスプラン，農業人民委員
部及び木材トラストソヴェト代表は連邦シン
ジケートしか存在しなければ，ロシア共和国
木材トラストの生産活動は過度に規制され，
木材工業をロシア共和国の管轄から除くこと
になる，と反駁する．地域利害の表出も顕わ
である．会議の大勢はロシア共和国の影響力
は連邦シンジケートにおけるロシア共和国ト
ラストの圧倒的存在によって確保できるし，
生産問題について連邦シンジケートとロシア
共和国最高国民経済会議の利益調整は可能で
ある，という所に落ち着く１７１）．
その後，労働国防会議は５月２８日にゴスプ
ランや最高国民経済会議の報告に基づき，全
連邦木材シンジケートの設立を認め，ゴスプ
ラン案を計画の基礎とすることを決定した．
だがスミルノフがその決定について人民委員
会議に異議申し立てを行ったため実施は延期
された．何故かこの異議申し立ては長いこと
審議されなかった１７２）．
その間にロシア共和国経済評議会はロシア
共和国木材シンジケートの開業準備を進めて
いた．２６年４月２０日には木材シンジケート全
権委員総会が開催され，本部会が選出された
（議長はロシア共和国最高国民経済会議・国
営工業中央管理局木材管理部のラブロ
フ）１７３）．９月にはロシア共和国経済評議会が
財政資金（無利子貸付の形）による３百万
３７
ルーブリの増資を決定する１７４）．
だが依然，木材市場の非組織的な競争状況
は改善されなかったために２６年末のシンジ
ケート全権委員会議はトラストとシンジケー
トのコンヴェンツィア協定（ノーマルな販売
条件を定め，トラストとシンジケート間の市
場区分を決める）に関する決定を採択し
た１７５）．これは２７年４月の臨時シンジケート
全権委員会議採択の木材商業コンヴェンツィ
ア設立案として具体化された．それによると
コンヴェンツィアは共通の決済条件やノーマ
ルな品目構成を定める．販売交渉はコンヴェ
ンツィアメンバーが独自に行うが，価格設定
は商業人民委員部の定めた定価を基準とす
る．基準価格から外れる場合はコンヴェン
ツィアの合意を要する．コンヴェンツィア決
定の遂行を保証するため各メンバーは協定に
定められた木材の予定実現量に応じた保証手
形を提出する．実務のため，中央ではビュー
ローを，地方では当該市場に参加する諸組織
の等数代表者委員会を設け，シンジケート本
部とメンバー間の紛争を仲裁方式で解決する
調停委員会を設置する１７６）．このコンヴェン
ツィアが実施されたかどうかは定かではない
が，その後も不正常な市場状況が改善された
わけではない．だから２７年９月初め商業人民
委員部は改めて全連邦木材シンジケート設立
をゴスプラン，人民委員会議や労農監督人民
委員部に要請している１７７）．
１９２７／２８年度に入ってからは木材シンジ
ケートは商業人民委員部，最高国民経済会議
などと共に販売市場及び生産地での単一販売
価格，製品標準化，特殊品目の技術的要件な
どを作成している１７８）．木材シンジケートは
その後も，活動規模を拡大していくが，ロシ
ア共和国の枠内に留まり続けた．連邦全体の
市場を掌握することは出来なかった．シンジ
ケートが全連邦機関であることを言明したの
はやっと１９２８／２９年度初めであった１７９）．だ
がその時には既に新たな工業再編の動きが進
行していた．
Ⅶ 塩工業
塩トラストはネップ期初めのトラスト設立
時に自然発生的に生まれ，「多くのトラスト
は小人的性格をもつ」１８０）．１９２２／２３年度には
８つのトラストが存在し，それらは全て塩シ
ンジケートに加盟していた．塩販売危機を背
景とした１９２３／２４年度のトラスト再編カンパ
ニアを通じて，うち７トラストは規模を縮小
し，加盟製塩所の約 は解散するか，休止と
なった．１９２４／２５年中には成長に転ずる．新
トラストが設立され，国営トラスト数は１１と
なった．うち９トラストはシンジケートに加
盟した．非加盟の２トラストも特別契約方式
で塩販売をシンジケートに委ねた．シンジ
ケート加盟企業のシェアは９０％近い．その他
に多くの小企業が存在し，種々の地方国家機
関の管轄下にある．それらは主に地方市場向
けに活動する．最大のペルミ塩トラストでも
労働者数は２，３００人（１９２２／２３年度平均）で
あり，それを含め千人を超えるのは３トラス
トのみである１８１）．
こうした塩企業の分散性は固定資本の有効
利用を妨げ，流動資産の偏在を齎していると
して単一の全連邦塩トラスト設立構想が塩シ
ンジケートから提起された１８２）．主要トラス
トを一つの中央機関に統合すれば，生産合理
化や資金の効率的利用が可能になるという．
何故，かかる提案を行ったのかは定かでない
が，協同組合の伸長とシンジケートの地盤低
下に対する危機感が背景にあったよう
だ１８３）．
２６年４月５日のシンジケートソヴェト幹部
会はこの設立案を検討した．意見は分かれ再
検討課題とされた１８４）．
３８
その後，２７年３月初めの塩トラスト全権委
員会議は単一塩トラスト案を支持し，最高国
民経済会議幹部会にその速やかな設立を要請
した１８５）．
５月の塩シンジケート全権委員大会１８６）及
び１０月の臨時全権委員大会でもこの問題が討
議された．シンジケートの他，塩トラスト，
最高国民経済会議・鉱業燃料総管理局，商業
人民委員部が設立を支持し，改めて上級機関
に提起することを決定した１８７）．
商業人民委員部は特に乗り気であった．そ
の論拠をやや詳しく記せば次のようである．
これまで何度も提起された製塩業の拡張や改
造の問題は自己資金不足や地方財政からの割
当て不足から進展がなかった．中央からの融
資や技術的合理化指導面の助成が必要であ
る．また最高国民経済会議のデータによれば
昨年度，採取原価はトラストによっては承認
された出荷価格を上回った．新価格設定の時
点で引下げは主に商品流通網の負担で行なわ
れた．トラスト価格は引下げられなかったば
かりか，引上げられたところもある．全塩工
業の５％の利潤はトラストにより不均等に配
分され，あるトラストは超過利潤があるが，
別のトラストでは大幅な赤字となる．工業が
塩販売から得られる資金の内部的再配分なし
に赤字のトラストが価格を引上げれば赤字ト
ラストのサーヴィスエリアたる多くの地域で
塩価格上昇を齎すことになる．単一トラスト
が存在すれば出荷価格を壊すことなく工業に
生産原価とノーマルな利潤を確保することが
可能である１８８）．商業人民委員部の意図は見
易い．
塩シンジケート議長B．B．リップシッツ
も同調する．塩市場にとっての基本問題は消
費地での充分な在庫形成であるが，総体契
約・トランジットシステムのもとでシンジ
ケート下部機構が縮小している．顧客は余分
な積換えや保管費用が掛からないように倉庫
からの受け取りを避けるからである．それを
打開するには単一商業定価を設定せねばなら
ないが，これは単一生産価格の下でのみ実現
可能である．だが「現状では黒字のトラスト
は赤字のトラストの欠損をカヴァーしたがら
ない」．だからトラスト統合が必要とな
る１８９）．これは有力な統合化の論理であるが，
ネップの論理とは相容れない．
２８年１月２７日の最高国民経済会議計画経済
管理局経済部での協議会では鉱業燃料総管理
局のB．I．シュラインが単一塩トラスト設
立の報告を行った．資本建設により生産能力
を増強しないと塩が不足商品になる虞がある
（現にシベリアでは塩供給の途絶が慢性的と
なっている）．この投資を独立の地方トラス
トが自力で行うのは難しい．トラストを統合
する必要がある．この観点は商業人民委員
部，商工業連合ソヴェト，鉱業労組中央委員
会が支持した．だがロシア共和国最高国民経
済会議代表シャピロは反対した．その見解に
よればロシア共和国の塩工業は需要超過より
もむしろ販売不足に苦しんでいる．単一トラ
ストの設立は新しい資金を与えないばかり
か，設立されれば例えわずかでも地方財政が
現在，与えている塩トラストへの資金交付を
失うことになる．直接的利益表出を隠さな
い１９０）．リップシッツはこれを「官僚主義的
オプチミズム」と断罪した１９１）．
協議会は単一トラストを必要とするだけの
充分な材料はないと判断し（余分な組織を作
り出すだけだという），塩工業の計画規律及
びシンジケートのトラストへの影響力強化を
確認するに留まった１９２）．
２８年３月１５日の最高国民経済会議計画経済
管理局コレギアは結局，単一塩トラスト設立
案を却下し，塩シンジケートの塩工業に対す
る調節作用強化方針をとった１９３）．
３９
続く３月下旬の第６回塩工業大会（塩シン
ジケート出資者大会）ではこのコレギア決定
に対する賛否両論が表明された．一部トラス
ト代表はこの決定は鵺的だと詰る．これはシ
ンジケートの商業機能の低下と協同組合によ
る消費市場の掌握という事態にどう対処する
か，という問題なのであり，「単一トラスト
か，然らずんばシンジケート解散か」，と息
巻く．別のトラスト代表は総経済管理局の提
案を受入れた．いま一つのグループは原則的
には単一機関への移行を認めつつも，現実的
には総経済管理局方針を採らざるを得ない，
と述べた．結局，参加者は概ねシンジケート
存続では一致したものの，明確な方針は出せ
ずに終わった１９４）．
シンジケート議長に再選されたリップシッ
ツはこの大会を振り返り，組織面で実りな
く，このままではシンジケートはジリ貧にな
ると嘆く．単一トラスト構想が認められない
以上，シンジケートの塩工業への影響力強化
の明確な方針を打ち出すべきだと語った１９５）．
４月初めの計画経済管理局コレギア決定は
シンジケートの任務として塩工業の目標計
画，年次総合工業財務計画，統制数字作成，
その遂行のコントロール，生産合理化，資本
建設指導，地方資金の資本建設への割当て監
督，短期銀行クレジット及び決済集中，製品
の品質監視，スタンダード作成，科学研究活
動の組織化などを掲げた．シンジケートの権
能はかなり大きくなろう．加えて塩市場調節
のため搬送先地域での品種別単一出荷価格設
定を決定した１９６）．ここでは組織統合志向は
シンジケート強化の形を採った．
Ⅷ－１ 陶磁器及びガラス工業
企業は極めて分散化し，且つ様々な機関に
所属しており，しかも他の工業部門の企業と
共にコンビナートに組み込まれていることが
多い．
１９２３／２４年度には９のガラストラスト，３
の陶磁器トラスト，２のガラス‐陶磁器トラ
スト，３のコンビナート及び多くの自治工場
が営業していた（操業工場総数はガラス工業
が９２，陶磁器工場が２１）．シンジケート（プ
ロダシリカート）には１５のトラストやコンビ
ナート（７２工場）が加盟していた．１９２４／２５
年度にはガラス工業の操業工場数は１１９に増
え，その５６％はトラストやコンビナートに加
盟していた．残りは地方機関に所属し，一部
は賃貸されていた．陶磁器工業の操業工場数
は変らず，大半はトラストに加盟していた．
最大のトラストはロシア共和国の中央陶磁器
トラストであり，製造高の過半のシェアを占
める．他に登録されていない約２０のガラス工
場と６の陶磁器工場があるが，総生産高の３
－５％に留まる１９７）．
このように企業が分散していたため（特に
ガラス工業），それらによる自然発生的な固
定資本復興投資やそれへの場当たり的な融資
が行われていた１９８）．比較的早くから統合化
の必要性が叫ばれてはいたが，その実行は困
難であった．
２５年には散発的な統合化の試みがあった．
中央陶磁器トラストが規模の経済の観点から
１４工場統合案を提出した１９９）．化学労組中央
委員会も北西州の全ての地方ガラストラスト
を州的規模の単一トラストへ統合する方針を
支持した２００）．
２５年末にはプロダシリカート本部会が現存
の約５０の企業合同を１５トラストに整理統合
し，次いで厳格な生産専門化原則に基づくガ
ラス・陶磁器工業合同の設立に着手するとい
う報告書を作成し，最高国民経済会議幹部会
の審議に持ち込んだ２０１）．
翌年には化学総管理局・ガラス－陶磁器セ
クツィアが工業組織再編案を提出する．それ
４０
によればガラス工業企業の大部分を生産種類
別に４トラストに統合し，陶磁器工業は２つ
のトラストに統合する．それら６トラストの
シェアは８０－９０％になるという．それにより
とりわけ不足する高資格技術者の分散を防ぐ
ことが意図された２０２）．
その後，陶磁器工業についてはロシア共和
国最高国民経済会議が２トラスト案（共和国
的意義の中央陶磁器トラストと地方的意義の
シベリアトラスト）を提出し２０３），２７年８月，
ロシア共和国経済評議会がそれに同意し，こ
れらトラストの臨時本部会設立を最高国民経
済会議に委ねた２０４）．２７年１１月の全連邦中央
執行委員会幹部会はそれらの設立を認め
た２０５）．こうして１９２７／２８年度には３大トラ
スト（２つの共和国トラストと１つの地方ト
ラスト）が生産高の８８％のシェアを占めるに
至る２０６）．
ガラス工業については紆余曲折を経る．
労農監督人民委員部の調査によると（直接
調査対象となったのは６２の最大級工場．うち
５工場は機械制．１９２６／２７年度，窓ガラス生
産６０％，高級食器６２％，ビン５０％のシェアを
占める），ガラス工業の状況は次のようであ
る．工場は分散的で，ロシア共和国にある１１１
工場は４７組織の間に配分され，８０工場は種々
のコンビナート，プロムトルグ（商工業会
社），鉄道管理局，職業紹介所などに所属す
る．ウクライナでも最大のコンスタンチノフ
工場はヒムウーゴリの傘下にある．直接，共
和国最高国民経済会議に所属するのは４単位
のみで，残りは（６０％超）地方工業であ
る２０７）．
２６年秋には化学総管理局が生産種類別３大
トラスト（または４トラスト）設立構想を提
起したが，その後ロシア共和国最高国民経済
会議はロシア共和国の地域毎の８トラスト案
（生産種類別でなく）を対置する．化学総管
理局は連邦最高国民経済会議幹部会の席で８
トラスト案に与し，問題は上級政府機関の決
定に移された．ところが当のロシア共和国最
高国民経済会議が考えを改め，３トラスト案
を打ち出す（大規模な共和国的意義のトラス
ト，北西州トラスト及び県連合トラスト）．
この案はゴスプランや経済評議会で反対に
遭った２０８）．
２７年４月，ロシア共和国経済評議会は最高
国民経済会議にガラス工業再編案作成を委ね
る．検討の際，当初は２つの独立のトラスト
設立案が提起されたが，地方との審議の後に
一大トラスト案が採択された．８月２日のロ
シア共和国最高国民経済会議幹部会では化学
工業部長がグーセフコンビナートとマリツォ
フコンビナートを解体してガラス工場を取り
出し，地方企業と統合して１つの強大なガラ
ストラストを設立する案を提起した．ブリャ
ンスクとウラジミル県執行委員会の反対が
あったが，幹部会は提案に同意し，共和国的
意義の『第１国営ガラストラスト』設立を決
定した．但し，地方の利益を考慮し，トラス
トの利潤の一部は地方財政に控除するものと
した２０９）．
この案がロシア共和国経済評議会・委員会
に持ち込まれた．それに先立ちロシア共和国
ゴスプラン幹部会では個々の共和国トラス
ト，地方トラスト及び自治企業から成る四大
トラスト案（２つの共和国的意義のトラスト
とレニングラード州のトラスト及び北カフ
カーストラスト）が採択された．経済評議会
の会議ではゴスプランが２つのガラストラス
ト案を提示した．
ロシア共和国最高国民経済会議・化学工業
部長は２４工場を統合する単一大トラスト案を
対置した．２トラストより強力で，合理化や
機械化が容易であり，技術者不足にも対処で
き，管理費も削減しうる．但し，直ちに１００％
４１
統合するのではなく，まずは３トラストを統
合し，次いでモスクワなど３県の工場を統合
していく．５年間で６工場を閉鎖する，とい
う．
化学労組中央委員会議長はゴスプラン案を
支持した．最高国民経済会議案は一層大きな
混乱を齎すと述べる．
商業人民委員部は最高国民経済会議案に現
実性を見出した．
委員会議長のブルィコフは議論を纏める．
ゴスプラン案で統合を予定された工場のうち
機械化実施と共に半数の工場が閉鎖される．
地方ガラス工場のそれらからの除外に反対す
る地方の声も無視できない．ゴスプラン案を
実施すればそうした除外は非常に多い．且つ
またガラス工業は自己流動資本に乏しい．こ
れに対し最高国民経済会議が引き受ける工場
は少なくみえるが，そういって良ければ消化
吸収し統合できる工場だけを引き受けるので
ある．小工場をすぐに閉鎖するためにだけ引
き受けることは出来ない．但し，最高国民経
済会議ヴァリアントでも次年度には５工場を
閉鎖せねばならないが．委員会の多数派は最
高国民経済会議案を支持した２１０）．２７年１１月
の全連邦中央執行委員会幹部会は共和国的意
義の中央ガラストラスト設立を決定し
た２１１）．こうしてモスクワ，ウラジミル，ブ
リャンスク県の２４工場を統合した中央ガラス
トラストが組織された．更にウラル州トラス
ト（州の６工場のうち４工場統合），北カフ
カース地方トラスト（地方の全４工場統合）
が設立される．
とはいえガラス工業の組織的統合はさほど
進捗しなかった．そればかりか２８年１月に出
された人民委員会議と労働国防会議のガラス
販売のシンジケートへの集中指令もロシア共
和国最高国民経済会議傘下のトラスト及び地
方トラストによって遂行されず，経済評議会
がロシア共和国最高国民経済会議に対しこの
決定の不履行に対し責任を負うトラスト指導
者の訴追を勧告したほどである２１２）．
２８年４月下旬の労農監督人民委員部コレギ
アは先のガラス工業の調査に基づいて外国人
技術者を広範に利用して完成した機械化工場
のノーマルな生産組織化を行うこと，相応の
効果を得てから経験を生かして新工場の建設
に着手すること，最高国民経済会議に労働人
民委員部や化学労組中央委員会と共同で社会
保険料率や賃金加算分を見直し，引下げるこ
と，有害度に応じて賃率の確定的区分を行う
こと（手工業生産や機械制生産及び労働者と
職員の間で），またポクロフスキー及びセル
ギエフ工場の操業のため資金の更なる支出の
妥当性の問題についての労農監督人民委員部
コレギア決定不履行の原因説明を労農監督人
民委員部に提出すること，機械制工場での原
価計算システムを見直し，正確化し，実際の
原価をあきらかにすること，窓ガラスの暫定
的係数や引き上げられた破損評価の適用を止
めることを提案した．加えてガラス工場統合
やトラスト大型化を進めるガラス工業管理再
編に関する決定案（現行の６０の小合同を８大
トラストに整理）を労働国防会議の承認のた
め持ち込んだ２１３）．
労働国防会議はこれらを受け，２８年５月８
日付け決定でガラス工場をコンビナートから
分離してトラストに統合し，現行トラストも
拡張すること，及び工場専門化に基づく生産
集中化を勧告した２１４）．それに応じて最高国
民経済会議はガラス工業健全化策を打ち出
す２１５）．
連邦労農監督人民委員部参与会員ロイゼン
マン（２８年８月の労働国防会議会議における
報告）によればロシア共和国におけるガラス
工業集中化の労働国防会議指令が遂行されな
かったのは新たに設立されるトラストに追加
４２
資金の割当てを要するからである．更にま
た，ロシア共和国経済評議会の見解によれば
この指令の遂行は労働国防会議指令が広大な
領域に分散した企業を一つのトラストに統合
することを求めたという事情によって難航し
た２１６）．
２８年５月末，化学総管理局は改めて最高国
民経済会議幹部会にガラス工業トラストの大
型化及び７トラストへの統合（ロシア共和国
では生産種類別４トラスト，ウクライナ２ト
ラスト，白ロシア１トラスト）を提案し
た２１７）．労働国防会議はそれに基づく最高国
民経済会議幹部会報告（ガラストラスト大型
化とプロダシリカート強化）を受けて，ガラ
ス・陶磁器工業管理改善のため特別委員会の
設置を勧告した２１８）．
それと同時に化学総管理局は手の焼けるガ
ラス・陶磁器工業を自らの管轄から外し独立
の総管理局ないし総委員会を設置することを
提案した２１９）．計画経済管理局コレギアはガ
ラス・陶磁器工業の指導，調節のため総委員
会の設置を決定した２２０）．
７月上旬の連邦最高国民経済会議幹部会は
労働国防会議にガラス工業管理再編の必要性
に関する報告を行った．それに踏まえロシア
共和国最高国民経済会議提出の管理組織計画
を承認し，ウクライナ共和国では２トラスト
を設立することを認めた２２１）．
８月の会議で労働国防会議は以前に採択し
たガラス工業改組に関する自己の決定を怯む
ことなく直ちに実施することをロシア共和国
最高国民経済会議に求めた２２２）．だが２８年１０
月１日の時点では大型トラストは２つしか設
立されなかった（北カフカースとウラル）．
他の合同については各級機関での審議が長引
いた．それに伴い企業のホズラスチョットへ
の移行も遅れた２２３）．
こうした経緯を経て１９２５／２６年度には１５
あったガラス工業の共和国及び地方トラスト
は１９２７／２８年度には１２に減り（全連邦トラス
トではガラス工場は補助的企業である），且
つそれらのシェアは７３．８％に上昇した（年度
初め６３．８％）２２４）．［１１表］
Ⅷ－２ 鉱物性建設資材工業
主力はセメント，耐火材，煉瓦工業であ
る．いずれも小規模で分散的である．１９２５／
２６年度に操業セメント工場は２９を数えた（労
働者は約１７千人）．うち１７工場は２つのセメ
ントトラストと２つのコンビナートに加盟
し，その製造量中比重は８９％である．残りの
工場は別の部門のトラストに加入している
か，自治工場である．耐火材工業では７０工場
が登録され（労働者は約１４千人），うち１７工
場は５つの耐火材トラストに加盟し，その製
造量中比重は４８％である．３８工場は１８の金属
トラストに加盟しており，その製造量中比重
は４０％である．煉瓦工業はことに分散的であ
る．登録工場は８６０であり，労働者数は季節
的変動が激しく４月は１２千人であるが，夏期
は６万人を越える．年度初めには大都市に３６
の煉瓦トラストないし建設資材トラストが設
立されていたが，その製造量中比重は２０％に
留まった．その後，最高国民経済会議の地方
煉瓦トラスト組織化指令により，最高国民経
済会議地方機関の下に多くのトラストが設立
された．８６０工場のうち３２０は他の国家機関の
管轄下にあり，協同組合組織９６，私営工場４０
である２２５）．
２２年５月，土石工業の商業活動を統合する
ためプロダシリカートが設立されるが，２２年
１１月に開催された建設工業大会は建設の利益
には異質なガラス‐陶磁器工業との結びつき
から解放されることを望み，建設労組中央委
員会の発起により建設資材工業の合同や企業
の生産，商業，財務活動を調整のため常設の
４３
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建設資材工業ビューローの設立を決定し，２３
年２月，ビューロー規程が最高国民経済会議
幹部会によって承認された２２６）．しかしビュー
ローは販売や価格の調節には無力であっ
た．２６秋には建設資材シンジケート設立案が
登場する．１０月の最高国民経済会議・商業政
策部などで審議され，工業の流動資金の増
強，トラストの商業活動からの解放，注文の
トラスト間配分のために設立すべきことが認
められた２２７）．１１月から１２月にかけての最高
国民経済会議・総経済管理局コレギア会議で
設立が決定された２２８）．だが，トラストの思
惑は必ずしも同じではない．２７年１月のセメ
ント工業代表者協議会で，多くのトラストは
主に融資の便宜からシンジケートを支持し
た．建設資材販売の季節性も強い要因であ
る．マリツェフコンビナート代表はその財務
及び商業状態が順調であるため，シンジケー
ト設立が利することはない，と言い切る２２９）．
ロシア共和国経済評議会の反対もあったよう
だが，最高国民経済会議幹部会は労働国防会
議に設立を要請し，２７年７月には設立され
た．但し，定款承認は遅れた２３０）．
Ⅸ 皮革工業
皮革工場は小規模で地方に分散化してい
た．工場の集中，整理はネップ初期に急激に
進んだ［１２表］．その後も集中化は進めら
れ，１工場当り労働者数は１９２７／２８年度には
１９２２／２３年度初めの３倍になる．小企業の大
部分は賃貸された．
皮革工業は主に地域毎のトラストを形成し
ており，１９２３／２４年度に８１のトラストを数
え，うち連邦トラストは１，共和国トラスト
は１０，地方トラストは７０（自治企業含む）で
あった．このうち皮革シンジケートに加盟し
ていたのは２７トラストである２３１）．
トラストの統合化，大型化は長く懸案と
なっていたが，中々進展しなかった．進展し
なかったのは皮革工業が地域の利益と強く結
びついていたからである．
統合を唱導したのは労農監督部である．２５
第１２表 皮革工業の組織
合 同 数
１合同当り平
均労働者数
操業工場数
１工場当り平
均労働者数
１９２１年１０月 １４３５ ５１
１９２２年１０月 ２７５ １１２
１９２３年１０月 ２０７ １３８
１９２４年１０月 ８１ ２０３ １５３
１９２５年１０月 １９２ １８３
１９２６年１０月 ９３ ４７６ １９１ ２３４
１９２７年１０月 ８０ ６１９ １８２ ２７２
１９２７／２８年度 ３１３
註：１．操業工場数は皮革工場と履物工場の合計
２．合同は自治工場含む．
出典：Russkaia promyshlennost` v 1923 godu, Ezhegodnik V. S. N. Kh., M.,
1924, ch.Ⅱ, p.397-8 :
Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M., 1925, ch.Ⅱ, p.422-3 : Promyshlennost`
SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch.Ⅱ, p.436-7 :
Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M. -L, 1927, ch.Ⅱ, p.295 :
Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch.Ⅱ, p.377 :
Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch.Ⅱ, p.432-3
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年２月の皮革労組中央委員会幹部会における
最高国民経済会議，皮革シンジケート，皮革
工業大トラストの合同会議で労農監督部は単
一大皮革生産コンビナート構想を打ち出し
た．専ら地方的意義を持つ小トラストは除
き，全皮革工業製品の７０％を統合するとい
う．会議は流石にそれには乗らず，現行合同
の強化方針に留めた２３２）．その後，部分的な
統合の試みはあったが（例えば，タガンロク
皮革コンビナートと北カフカース皮革トラス
トを北カフカース皮革コンビナートに統
合），全面的再編には至らない．
２７年初め，労農監督部は改めて統合の必要
性を提起する．その論拠は次のようである．
トラストが地方に分散しているため，各県執
行委員会，管区執行委員会は自己の皮革工業
を国内の原料資源を考慮せず，拡張する．例
えば，モスクワ皮革トラストは１９２５／２６年
度，資本建設に２．７百万ルーブリを投資した
が，これは計画で許可された額（１．５百万
ルーブリ）を大幅に上回った．他の地域でも
同様の現象がみられ，皮革工業全体として資
本建設は承認された１１．０９７千ルーブリに対
し，２０百万ルーブリに達した．ほぼ２倍の超
過支出である．そのことは稼働率の低下を齎
す．またトラスト間には原料供給上の依存関
係がある．ことに履物トラストは充分な量の
モストーヴィエやクロム皮革をもたない．例
えば，モスクワ皮革トラストはニージェゴロ
ド‐ボゴロトスクトラストから原料を受取
り，レニングラード皮革トラストはプスコフ
皮革トラストから受取る．それらの統合に
よってより安く安定的な原料供給が見込め
る．小規模なトラストは原材料を合理的に利
用できず，『原料を悪くするだけである』．更
にまた充分な技術‐管理者がいないため，彼
らの流動性が高く定着しない．加えて流動資
産が多くの小規模なトラストに分散化され有
効活用されていない．統合化はそうした問題
を解決するであろう，という２３３）．
２７年１月２５日のロシア共和国労農監督人民
委員部コレギアは皮革トラスト大型化問題を
審議した．参加者のほとんどは大型化を支持
したが，地方代表は地方財政の利益を考慮
し，トラストは県合同の性格をもつべきだと
主張した．
長い討議の後，コレギアは妥協的決定を行
う．出来るだけトラスト内部で皮革，履物生
産の完結的サイクルを作り出すように統合す
る．オスタシュコフトラストはトヴェルトラ
ストと統合して共和国的意義のトラストとす
るが，その管理はトヴェル県執行委員会に全
権委任する．モスクワ皮革トラストはニー
ジェゴロド‐ボゴロトスクトラストその他も
県の企業と統合し，レニングラード皮革トラ
ストはプスコフ皮革トラストと統合する．他
にシベリアトラストへのノヴォシビルスク合
同加入，中央黒土州単一トラスト，ウラル州
単一トラスト設立を立案する．また地方の利
益を保障するためトラストの利潤の一定割合
を地方財政に計上する［これは地方の懐柔策
か］．更にこうした観点からロシア共和国最
高国民経済会議に対し，残りの皮革トラスト
の構成を見直すことを要請した２３４）．３月２３
日，皮革労組中央委員会総会で労農監督人民
委員部代表は同主旨の提案を行った２３５）．
２７年２月下旬の労農監督人民委員部の協議
会には中央執行委員会メンバー，皮革工業と
皮革労組中央委員会代表が参加した．大方は
大型化を支持した．但し，最高国民経済会議
皮革委員会は漸次的な集中化を求めた．そう
でないといきなり多くの企業が閉鎖されるこ
とになる．協議会は連邦及び連邦共和国最高
国民経済会議に対し１ヶ月以内に詳細な皮革
工業大型化案を作成することを求めた２３６）．
必要な所では県執行委員会との協定に基づい
４６
て県連合トラストとする２３７）．地方の利益を
配慮したのである．
２７年３月下旬の皮革労組中央委員会総会で
労農監督人民委員部はトラスト統合案を提示
した．総会はトラストや企業の大型化は弱小
企業や赤字企業及び品質の悪い製品を製造し
ている企業を淘汰することになるが，労働者
を配慮して大型化企業を拡張してからそれら
の企業を閉鎖すべきである，と牽制した２３８）．
６月には最高国民経済会議・総皮革委員会
は最高国民経済会議・幹部会に皮革工業集中
及び大規模化案を提出する．その方針は一つ
の経済地域ないし行政地域の範囲で強力な経
済単位を創設し，企業はコンビナートに統合
し，収益性のある企業は残し，収益性のない
企業は閉鎖するというものであった．具体的
には既に行われているレニングラード皮革ト
ラストとプスコフ皮革トラストの統合を別と
してウラル州単一トラスト，中流ヴォルガ地
域１，下流ヴォルガ地域１，中央黒土州１に
集中する．中央工業地域における集中問題は
地域区分の後に決定する．ウクライナの皮革
工業は３グループに分ける．白ロシアとシベ
リアでは集中は実施された２３９）．
統合化にはなお県執行委員会からの異議申
し立てがあったようだが，２８年３月初旬のロ
シア共和国人民委員会議は地域別トラスト設
立問題を審議し，原料の合理的利用，資本建
設整序，品質改善，原価引下げ，工場専門
化，履物工場との結びつきのため上流ヴォル
ガ及び中央黒土地域皮革‐履物トラストの設
立を最高国民経済会議に許可した．３月５日
の全ソ中央執行委員会・幹部会はロシア共和
国人民委員会議の当該決定を承認した２４０）．
更にウクライナトラストへの統合が完了
し，１９２８／２９年度初めには中流ヴォルガ地域
トラスト，下流ヴォルガ地域トラストが設立
された．他に１９２７／２８年度中には複数の工場
の１工場への統合が１０件，既存のトラストへ
の工場の吸収が１２件あった２４１）．
皮革シンジケートへの統合強化は品不足を
背景としていた．２７年３月１６日，労働国防会
議は最大級皮革トラストたるウクライナ，
ヴャトカ，ヤロスラヴリ，ニージェゴロド，
プスコフトラストには全製品を，モスクワト
ラストとレニングラードトラストにはその現
有店舗を通ずる履物の小売分を除く全製品を
シンジケートに引渡すことを義務づけた．モ
スクワ皮革トラストはその決定に従わず，モ
スクワ市場での皮革製品不足の下，その皮革
製品の小売商業を止めないばかりか，増加さ
せた．これは穀物調達地域への供給不足やト
ラスト小売店網を通ずる不足商品の非組織的
なクスターリや私営企業への流出を考えれば
由々しいことであった．そこで商業人民委員
部は強行策に出る．２８年２月１５日にはモスク
ワ皮革トラストの小売網を解散し，労働国防
会議決定不履行につきトラストの法的責任を
問うことを決めた２４２）．
商業人民委員部自身は労働国防会議より強
硬で，全ての皮革トラストに全製品をシンジ
ケートに引渡すことを提案していた．最高国
民経済会議幹部会は皮革製品販売の強制的シ
ンジケート化には反対を表明した．皮革工業
には地方執行委員会管轄の８０近いトラストが
ある．大部分は中小規模である．それらは地
方商業組織を通して現地で大衆消費財を容易
に販売できる．トラスト所在地域外に搬出さ
れる製品部分についてはシンジケート化は望
ましいし，皮革市場の調節や流通費用引下げ
のために必要であるが，地方の需要を充足す
る製品についてはシンジケートは必要ない．
皮革シンジケートは通常の経済的働きかけの
方法で大きな成果を得た．１９２６／２７年度はト
ラスト加盟皮革工業の製品の６３％を実現した
（１９２７／２８年度，８５％，卸取引では９５％）．
４７
行政的性格の特別の措置は必要ない，と主張
した２４３）．
Ⅹ 印刷工業
印刷企業は小規模分散的であると共に所属
機関が多様であった［１３表］．地域的にはモ
スクワとレニングラードに５０％が集中してい
た２４４）．
統合化の動きはまず『印刷』トラストの株
式会社化である．この問題は２５年１１月初めの
ロシア共和国最高国民経済会議・国営工業管
理局の協議会で官庁，経済組織，労組の代表
が参加して討議された．積極的だったのは労
組である．経営基盤強化を望んだのであろ
う．印刷労組中央委員会代表は株式会社化に
より資本集中や海外市場でのトラストの地歩
を固めることが出来ると考えた．だが国立出
版局は反対した．問題はトラストの流動資金
の不足ではなく，この部門の調節センターの
欠如にある，という．協議会は印刷工業に原
材料，生産設備を供給する単一生産‐商業機
関の創設を必要と認めた．そうした機関とな
るのは連邦規模の株式会社であり，『印刷』
トラストをその骨格とし，他の企業からも資
本を引き入れる２４５）．同国営工業管理局はそ
れに同意し，同時に印刷工業への輸入商品供
給の株式会社設立を認めた２４６）．だがロシア
共和国最高国民経済会議幹部会は『印刷』ト
ラストの株式会社化は認めず，輸入商品供給
の株式会社設立を支持した２４７）．
２６年にはモスクワの印刷工業集中化方針が
出される．競争回避型である．
２６年１２月上旬，ロシア共和国最高国民経済
会議に集中計画検討委員会が設置された．工
場専門化，設備の合理的利用により稼働率を
高め，不健全な競争を除去するためである．
モスクワ国民経済会議幹部会もモスクワ印刷
工業の単一トラストへの統合を提案した．但
し，出版‐商業機能と生産機能は峻別し，新
トラストは生産にのみ専念する２４８）．
更に２７年７月にはロシア共和国最高国民経
済会議により生産合理化のためモスクワ印刷
トラストと印刷トラストの統合計画が提起さ
れる．加えて，印刷所間の競争をなくすた
め，全ての印刷所網を再編し，５０％市場向け
に活動する印刷所は印刷トラスト（複数）に
移譲する２４９）．
ⅩⅠ 電機工業
電機工業の工場は２２年９月の時点で中央地
域電機トラスト，ペトログラード強電気トラ
スト（エリマシ），弱電気トラスト，蓄電池
第１３表 印刷工業 （１９２４年１１月１日）
所 属 企 業 数 労働者数 比 重（％）
１企業当り
労働者数
トラスト（県国民経済
会議，地方経済部）
１１８ １６，５２５ ２７．８ １４０
諸官庁 ３０４ １５，１０９ ２５．３ ５０
出版社 １０４ １９，７２７ ３３．０ １９０
その他国家機関 １６ ９３５ １．６ ５８
協同組合 ７６ ５，１６６ ８．７ ６８
私営 １８２ ２，１１６ ３．６ １２
計 ８００ ５９，５７８ １００ ７４
註：国立印刷所は除く
出典：Promyshlennost` SSSR v 1925 godu ,M., 1926, ch.Ⅱ, p.738
４８
トラストの４つのトラストによりほぼ統合さ
れた．残りは発電所を除けば，小工場であ
る．トラストの管理は電気総管理局に集中
し，それは同時にシンジケート機能も果して
いた２５０）．２４年１０月１日に操業工場は２８，休
止工場は４，労働者１９，４６３人を数えた．内訳
は中央地域電機トラスト７，５５７人），エリマシ
６，０９０人，弱電気トラスト４，４３０人，蓄電池ト
ラスト２８１人，カリチューギン工場電線部門
４１１人，その他の自治工場６９４人であった２５１）．
このような寡占的市場の下で当初，トラス
ト間の競争は歪な形をとった．不釣合いに多
くの資金が商業に投入され，注文獲得の『健
全な競争』が注文遂行の遅れや決済条件の悪
化を齎し，そうでなくとも厳しい工業の財務
状態を一層悪化させた．そのためコンヴェン
ツィア創設やトラスト統合問題がもち上が
る．コンヴェンツィアについては２５年４月８
日の最高国民経済会議幹部会が設立に同意
し，正式手続きの運びとなったが，進捗しな
かった．それは電気総管理局の当初案が電機
製品輸入調整の他，販売地域区分，工場専門
化，技術的経験交流などを含む広範な協定で
あり，トラストは受入れを拒んだ．強い規制
を嫌ったのである．輸入調整を目的とした別
のヴァリアントについても中央地域電機トラ
ストは調印に応じたが，エリマシと弱電気ト
ラストは調印を控えた２５２）．
２５年２月には電気総管理局や国営工業中央
管理局・金融財政部でモスクワの中央地域電
機トラストとレニングラードの電機トラスト
（エリマシ）の統合案が検討された．両者は
同種の生産であり，注文主も同じである．一
つのトラストに統合すれば仕事を均等的に配
分し，生産性を高め，コストを削減しうる．
競争は外国企業とすれば良いというのがその
趣旨である２５３）．
この問題は各級機関での検討を経て，２５年
６月には最高国民経済会議幹部会で審議され
た．エリマシ側から統合すればレニングラー
ドの電機工業にあまり仕事が回ってこないの
ではないかという懸念が出されたが，幹部会
は両者を単一国営電機トラスト（GET）に
統合することを決め，その議長に中央地域電
機トラスト議長ウハノフを任命した２５４）．ウ
ハノフは翌月には，レニングラードに出か
け，統合の最終手続きを行う．電機工業の
「統一戦線」を形成し，組織された単一の意
思及び計画と結びつける，と意気込む２５５）．
７月に労働国防会議が単一トラスト設立を
承認する２５６）．それにより資金利用を合理化
し，生産のパラレリズムをなくし，欧米の最
新技術を移転することを目論む２５７）．
実質的且つ形式的統合は２５年１０月１日であ
る．工場専門化計画は部分的であれ，実行に
移された．直流機械は全て『エレクトロシー
ラ』（レニングラード）に集中され，市電
モーター及び制御器は『ディナモ』工場に集
中される運びとなった２５８）．とはいえ統合の
渋面もある．かの事務渋滞はなくならないば
かりか，かえって激増した．統合前は必要な
資材は１日で受け取り得た．だが新しい記帳
と支給方式のもとでは１０日掛かる．図々しく
すれば４－５日だが，それが精一杯の所であ
る．書類の処理階梯と手続きが煩瑣化したの
である２５９）．
ともあれこうして１９２６／２７年度には電機工
業はGET（１９工場，労働者１万９千人），弱
電気トラスト（８工場，７千人），蓄電池ト
ラスト（３工場，４百人）の３トラストを中
心に編成された２６０）．
２７年夏にGETと非鉄トラストの間に電線
販売の競合から軋轢があった．そこで電線コ
ンヴェンツィアの試みがあったがこれも成果
はなかった２６１）．概してネップ期にはカルテ
ル的調整方式の成功例は少ない．
４９
ⅩⅡ 金属工業
金属工業の組織は極めて複雑である．その
再編過程は１９２７／２８年度まで続く．２４年３月
１日の時点で登録されていた国有工場は
１，１１０であった．うち６１７は賃貸され，それら
の多くは解散していた２６２）．操業工場数と労
働者数の推移は１３，１４表のようである．工場
の集中化と大型化傾向がみられる．特に鉄鋼
業は工場の規模が大きい．
ネップ初期に販売を組織化し，企業間競争
を制限し，金属市場を調節するため幾つかの
シンジケートが設立される．２２年５月にはウ
ラル金属工業の冶金シンジケート（ウラルメ
ト）と農業機械シンジケート（セリマシ）が
設立され，２３年１月には中央地域の金属シン
ジケート（南部機械トラストも加入）が設立
された．更にそれらの活動を調整するために
２３年４月に金属シンジケートコンヴェンツィ
アが設けられた（南部鉄鋼トラストも加わ
る）２６３）．
１９２３／２４年度における大きな組織的再編は
トラストや工場が連邦企業，共和国企業，地
方企業に区分されたことである．連邦企業に
は南部機械トラスト，南部鉄鋼トラスト，ゴ
ムザなど最大級の企業や光学工場など特殊工
場が含められ，最高国民経済会議国営工業中
央管理局の直轄となる．共和国企業には製錬
鋳物トラストやウクライナ農業機械トラスト
などが含まれ，各共和国の国営工業管理局の
管轄である．残りは最高国民経済会議地方機
関の管轄となる．中にはモスクワ機械トラス
トのような大企業もある．他に軍需関連の多
第１３表 金属工業の操業工場数と労働者数
操業工場数 操業工場の労働者数
１工場当り平均
労働者数
１９２２年１１月１日 ４１８ ２４６，７００ ６１４
１９２３年１０月１日 ３２５ ２７３，７００ ８４２
１９２４年１０月１日 ３３３ ３２６，４００ ９８０
１９２５年９月３０日 ３８８ ４３４，５８７ １１２０
１９２５／２６年度 ４１８（２７６） ４９３，３８５（３９１，１９０） １１５５（１４１７）
１９２６／２７年度 ４２７（２７６） ５１２，０２３（４２１，９５８） １１９９（１５２９）
１９２７／２８年度 ４０９ ５５６，９１５ １３６０
第１４表 金属工業部門別操業工場数及び労働者数
１９２５／２６年度 １９２６／２７年度
操業工場数
操業工場の
労働者数
１工場当り
平均労働者数
操業工場数
操業工場の
労働者数
１工場当り
平均労働者数
鉄鋼 ８４ １８１，４８６ ２１６０ ８６ ２０３，３７３ ２３６４
非鉄 １４ １６，９９５ １２１３ １３ １５，０６２ １１５８
農業機械 ５４ ３０，８５４ ５７１ ５２ ３２，２５８ ６２０
金属加工及び機械 ２６６ ２５３，８２４ ９５４ ２７６ ２６１，３３０ ９４６
註：（）内は金属総管理局の計画のカヴァーする工場である．
出典：Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M., 1925, ch.Ⅱ, p.174 : Promyshlennost` SSSR v 1925 godu ,
M., 1926, ch.Ⅱ, p.122 : Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M. -L, 1927, ch.Ⅱ, p.109 : Pro-
myshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch.Ⅱ, p.198 :
Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch.Ⅱ, p.251
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くの大工場が軍需工業総管理局の管轄下にあ
る２６４）．１９２４／２５年度には企業の専門化と集
中化が更に進行する．例えば，ペルミトラス
トからパヴロフ工場が分離し，ゴルメト（鉱
業金属トラスト）から鎌工場が分離して，そ
れぞれ独立の経営単位として活動する．ある
いはウラルの各トラストから農業機械工場を
分離し，それらをウラル農業機械トラストに
統合する．中央地域でも光学工場や製作所が
統合されて１つの『光学機械トラスト』を設
立する，等 ２々６５）．１９２５／２６年度，１９２６／２７
年度も同様の過程が進む．例えば，ウラルの
金属工業のほとんどは『ウラルメト』トラス
トに統合され，中央地域の小規模な農業機械
トラストやリュベレツキー工場や鎌工場は
『農業機械』トラストに統合された．新たに
設 立 さ れ た 中 央 地 域 金 属 ト ラ ス ト
（MTTsR）にはマリツェフコンビナート，
製錬鋳物トラスト，旧ケルチングコンビナー
トの工場が加わった，等々（これは規模の経
済を追求している）．これらの再編は１９２７／
２８年度に入って一段落する２６６）．以下，金属
工業の幾つかの統合問題の経緯を検討してみ
よう．
ⅩⅡ－１ 農業機械工業
農業機械工場は地方分散的であった．２７年
でもロシア共和国最高国民経済会議の管轄下
に２０の合同と工場があった．ウクライナでは
集中化が進んでいた．２５年初頭から中央農業
機械トラスト設立問題が登場する．リュベレ
ツキー工場がイニシアチヴをとったようだ．
同工場管理部がトラスト設立案を作成して金
属総管理局に提出し，承認され，金属総管理
局は連邦最高国民経済会議幹部会に設立を要
請する．２６年に入って労農監督人民委員部も
ロシア共和国最高国民経済会議にその設立を
提案し，更にロシア共和国経済評議会に持ち
込まれる２６７）．２７年６月，ロシア共和国経済
評議会は中央地域，東南，ウラル，シベリア
に地域毎のトラストを設立する方針を打ち出
す．手始めに中央地域農業機械トラストを設
置する．それにより管理，技術上の指導集
中，工場専門化，生産過程の合理化，製品標
準化などを行いうる２６８）．ゴスプランもそれ
を承認した２６９）．規模の経済型であった．
また１９２６年には国営農業倉庫との活動上の
パラレリズムをなくすために農業機械商業は
国営農業倉庫に集中し，農業機械シンジケー
トは解散する２７０）．その全権委員会議で農業
機械製造企業コンヴェンツィア設立案が登場
する．金属総管理局によれば，これは業務機
能はもたず，商業人民委員部の農業機械製造
委員会その他の調節機関において利益代表を
行う．金属労組中央委員会召集の関係組織及
び工業企業代表者協議会はそれを受け入れ
る２７１）．その後，コンヴェンツィア定款は最
高国民経済会議によって承認された２７２）．
ⅩⅡ－２ 繊維機械工業
ここでも多数の企業が互いに競争し，且つ
金属総管理局や軍需工業総管理局に管理が分
割されていた．２５年１月の繊維機械製造協議
会において企業間の競争を除去し，計画化や
融資の調節のため単一全権機関の創設が決議
された２７３）．これには労組が同調する．２５年
２月の繊維労組と金属労組の大会で繊維機械
製造の多様な組織を２つの中央機関に纏め上
げる必要性を認めた．うち一つは全繊維工業
への機械供給を統括し，もう一つは工場での
機械製造の組織化を統括する．労組中央委員
会の考えでは前者となり得るのは繊維シンジ
ケートであり，後者の役割を果しうるのは金
属総管理局の特別部である．両者の総体協定
によって繊維工業と金属工業の相互関係は調
節される２７４）．
５１
これを受けて３月２日の最高国民経済会議
幹部会は金属総管理局の下に繊維機械の生
産‐技術活動を統括する単一センター設立を
決定した．この点では金属総管理局と軍需工
業総管理局の間で既に合意は得られていたよ
うだ．このセンターと繊維シンジケートの相
互関係や係争の調整のため国営工業中央管理
局・繊維機械製造配分ビューローは存続す
る．このビューローの任務には輸入と国内生
産の調整が加わる２７５）．その後，繊維機械製
造トラストないし株式会社設立案が検討され
るが２７６），具体化するのは２８年に入ってから
である．２８年１月に最高国民経済会議ゴスバ
ンクは労働国防会議に株式会社『繊維機械』
設立許可を求めた２７７）．
ⅩⅡ－３ 重機工業
南部機械トラストとクラマトール工場の統
合は不成立に終わった．クラマトール工場は
２５年１１月の労働国防会議決定によってドン
ウーゴリから分離され，連邦トラストとして
独立したものである．これは冶金工場とソ連
邦で唯一の鉱山向け重機製造工場をも
つ２７８）．南部機械トラスト本部会はこの工場
を吸収してウクライナに巨大機械製造トラス
トを作り出すことを金属総管理局に提案し
た．原料供給基盤を確保し，完結的な重機ト
ラストとなることを意図していた２７９）．
南部機械トラストとクラマトール工場及び
ドンウーゴリの補助企業（機械製造）の統合
に関する特別委員会では南部機械トラスト，
ドンウーゴリ，それにウクライナ機械トラス
トを加えた三つ巴の争いとなる．クラマトー
ル工場とドンウーゴリの補助企業との統合問
題は２７年にも提起されていたが，南部機械ト
ラストはクラマトール工場と共にドンウーゴ
リのG工場を吸収合併することを主張し，
ウクライナ機械トラストもドンウーゴリの２
工場に食指を動かした．
ドンウーゴリは無論，補助企業の引渡しに
反対した．これら工場は石炭工業向けに特化
しているからである．南部機械トラストはこ
れに反駁する．かって繊維機械について繊維
工業が同じことを語っていたが，過度に製造
を拡大する結果を招いた．アゼルバイジャン
石油トラストも同様に石油工業向け機械製造
工場を建設したが，その結果，ゴムザその他
の仕事がなくなった．機械製造は専門化すべ
きである．ウクライナ機械トラストもまた中
型機械製造のパラレリズムをなくすため２工
場の併合を要求した．加えて新トラスト設立
のヴァリアントもある．
ウクライナ最高国民経済会議副議長ムィ
シュコフは議論を纏めて，妥協的提案を行
う．まずはドンウーゴリからの補助企業の引
上げの必要性を原則的に認める．だがすぐと
いうわけにはいかない．南部機械トラストと
ウクライナ機械トラストのいずれも受入れ準
備は出来ていない．新しいトラスト創設も無
理である．当面，ドンウーゴリの分解はない
が，ドンウーゴリは補助企業の完全操業のた
めあらゆる措置を採るべきである．クラマ
トール工場もこの１年ないし２年は独立トラ
ストとして存続する．この問題は５ヵ年計画
で詳細に検討する．委員会はこの提案を採択
した２８０）．
ⅩⅡ－４ 冶金工業
全連邦単一冶金シンジケート設立問題は工
業部門の利益と地域的利益の対立が顕在化す
る．２５年７月の段階ではウクライナ商工業連
合ソヴェトにより単一金属シンジケート設立
案が提起され，連邦国営商工業連合ソヴェト
組織‐生産セクツィア拡大会議で審議され
た．会議では金属シンジケート・コンヴェン
ツィアを含め時期尚早といった見解が大勢を
５２
占めた２８１）．そこで金属総管理局副議長V．
メジュラウクは単一冶金シンジケート設立と
現行金属シンジケートの単一金属加工シンジ
ケートへの改組構想を打ち出す２８２）．単一冶
金シンジケートへの統合に対してはかなりの
金属工業を抱えるウラル州国民経済会議が反
撥したが，その設立準備ビューロー議長には
皮肉にもウラルメト議長のA．V．オゼルス
キーが選任された［腰掛的地位だから地元と
の がりは薄いのか］２８３）．１２月上旬のビュー
ロー会議はシンジケート参加者として南部鉄
鋼トラストやゴムザなど有力企業のほかウラ
ルメト傘下の全トラストを加えた２８４）．
全連邦冶金シンジケート設立は連邦及び共
和国最高国民経済会議が承認した２８５）．２６年
２月初旬の金属総管理局本部会と金属シンジ
ケートコンヴェンツィア合同会議は全連邦冶
金シンジケート設立準備ビューロー報告の基
本規程を承認し，報告要旨，シンジケート定
款案及び設立ビューローの全ての資料を最高
国民経済会議商業委員会，共和国最高国民経
済会議，州国民経済会議，金属労組中央委員
会及び関係する金属トラスト本部会に送付
し，受取日から２週間以内に所見を寄せるこ
とを要請し，期限に返答なき場合は採択され
た規程に合意したものと見做すことを決定し
た２８６）．
だが，ウラルメト合同の単一シンジケート
への加入問題を巡って意見が分かれた．３月
下旬の特別委員会でこの問題が審議された
（参加者は全連邦，ロシア共和国，ウクライ
ナ共和国の各最高国民経済会議，金属労組中
央委員会，ウラルのトラスト，ウラル州国民
経済会議及びウラル州労評の代表）．委員会
は多数決で次のような妥協的決定を採択し
た．ウラル冶金工業の特殊性を考慮し，その
合同（ウラルメト）は存続する．ウラルのト
ラストはウラルメトを通して纏まって全連邦
シンジケートに加入するのが妥当である．ウ
ラルメトはその全冶金製品を全連邦シンジ
ケートに販売のため引渡す．但し，新シンジ
ケートの販売の対象品目に入らない製品につ
いては商業権を留保し，傘下トラストへの補
助材料，燃料その他の供給活動も行う．新シ
ンジケート本部会においてウラルメトはウラ
ル冶金工業の利益確保を保障するに足る代表
者数をもつ．これに対しウラルの代表は異見
を唱えている．ウラルメトは州シンジケート
組織として存続する．価格，市場及び販売も
調節面では全連邦冶金シンジケートに従う
が，加盟はしない，というものである２８７）．４
月１１日のウラル労組評総会でもウラル州国民
経済会議議長代理はシンジケートへの加入が
ウラル工業のアイデンティティ喪失を齎す懸
念を表明している２８８）．
最高国民経済会議は金属労組中央委員会に
協力を求める．２６年４月初旬の金属労組中央
委員会幹部会で最高国民経済会議幹部会員マ
ンツェフは単一金属［冶金］シンジケート設
立方針を説明し，同幹部会は最高国民経済会
議の労働国防会議へのシンジケート創設要請
を支持した２８９）．続く４月５日の最高国民経
済会議商業委会議も金属総管理局提出の単一
シンジケート設立案を了承し，労働国防会議
にその承認を求める２９０）．ウクライナの諸組
織もその速やかな設立を支持した２９１）．
ロシア共和国最高国民経済会議はウラル金
属工業の利益を擁護する．その技術‐生産上
の特殊条件からして地域的平準化はウラルの
利益にはそぐわず，犠牲を強いる虞がある．
ウラルメトはシンジケートの支店として加盟
し，ウラル冶金工業への供給，販売，融資の
機能は保持すべきである，と主張する２９２）．
それを受けて５月２０日，ロシア共和国・経
済評議会はウラルメトをシンジケートの支店
に改組し，ウラルのトラストの州合同の機能
５３
は留保し，ウラル州，シベリア，極東，中央
アジアでの金属製品の排他的実現権を確保す
るという方針を出す．同時に地方の利益を守
るため，シンジケートのメンバーの議決権は
１組織当り最大限２／５に制限し，シンジケート
本部会にはロシア共和国最高国民経済会議代
表がロシア共和国金属工業の議決権数に相当
する議決権をもって加わることを求め
た２９３）．
この決定に対しシンジケート設立ビュー
ローは最高国民経済会議幹部会や金属総管理
局へ報告書を提出する．この地域的独占販売
権を認めれば，連邦シンジケートは必要な統
一性を失い，販売地域区分，価格政策，貸付
その他の問題を錯雑化する．市場への計画供
給は専ら全国的な観点から行うべきである，
現状のウラルメト（モスクワに本部があ
り，７００人の職員を抱える）は必要ない，地
方的意義の合同で充分であると反論す
る２９４）．
こうした対立を孕みながら，２６年５月の労
働国防会議の冶金シンジケート創設決定を受
けて２９５），６月１７日にシンジケート設立総会
が開催され，年度末に設立された２９６）．
ウラルメトの問題はいわば見切り発車とい
うことになった．それをウラルのトラストの
合同たる州ウラルメトに改組し，その合同が
シンジケートに加入するということで凡そ合
意を得られた２９７）．２７年６月に金属労組中央
委員会幹部会においてウラル州国民経済会議
が単一ウラル鉱業冶金トラスト設立（５１工場
を統合する大トラストである）を提案し，中
央委員会はそれを支持した２９８）．２７年７月に
は設立の運びとなる２９９）．
２７年７月１０日の総経済管理局コレギア会議
ではシンジケートの定款が承認され，シンジ
ケート創立者には南部鉄鋼トラスト，クラマ
トール工場，スターリングラード工場『赤い
１０月』のほかウラルメトが加わった．ウラル
メトはウラルの金属工業を統合するトラスト
であると同時にウラル州及びソ連邦のアジア
地域の市場においては冶金シンジケートの代
表者として登場する３００）．こうして一応は『羊
も無傷，狼も満腹』の双方を立てた解決と
なった．２７年９月末までには１４トラストが加
盟し，１９２７／２８年度中に更に４企業が加わっ
た３０１）．
冶金シンジケートの成立と共に従来の金属
シンジケートは金属製品，機械類を扱うこと
になる．そこで金属シンジケートは専門的な
機械シンジケートに改組された．各級機関の
審議を経て２７年６月に最高国民経済会議幹部
会が労働国防会議に承認を求める３０２）．２７年
４月１１日には労働国防会議決定によって金属
商品の倉庫業務や非トランジット業務を行な
うために株式会社『金属倉庫』が設立され
た３０３）．従ってシンジケートは主に商業計画
化，市場調節，トランジット業務を行う上部
機関となる３０４）．
ⅩⅡ－５ 非鉄工業
２７年に金属工業の働き手の間で非鉄シンジ
ケート構想が持ち上がる．背景は非鉄製品の
商業のカオスである．一部製品は滞貨がある
のに，別の種類の製品は激しく不足してい
た．価格もバラツキが大きかった．非鉄商業
問題のある会議で商業人民委員部の代表は
「我々の過ちはこれまで非鉄シンジケートを
設立しなかったことだ」と発言した，とい
う３０５）．夏には金属コンヴェンツィアがその
準備活動に入った３０６）．だが一部トラストは
全面的シンジケート化に反対した．非鉄鉱業
トラストは川下である非鉄加工トラストが圧
倒的比重を占めるため自分たちの利益が守ら
れないのではないかという懸念を表明した．
他方，国営電機トラストの一部働き手は電
５４
線製品のシンジケート化に反対した．国営電
機トラストの生産は電線に限定されず，電化
の普及を主たる任務としている以上，トラス
トは全ての電線製品の完全に独立の処分権を
もつべきだと主張した３０７）．本音は電線が不
足商品で売行きの良いことにあろう．
金属コンヴェンツィアはこれらの見解に反
論する．非鉄鉱業トラストの懸念についてい
えば，労働国防会議の非鉄採掘の全面的助成
に関する特別決定があり，それらトラストの
利益は確固として護られる．とりわけシンジ
ケートによって流動資金が集中されれば非鉄
冶金への融資が可能となる．加えて非鉄原料
は輸入が多いため，シンジケートが輸入業務
に計画性を実現すればかなりの節約が見込ま
れる．それにより浮いた資金は国内非鉄採掘
投資に充てることができる．鼻先をくすぐっ
たのである．また電線販売のシンジケート化
は国営電機トラストの活動に悪影響を与えな
い．市場を調節し，需要充足は計画化しう
る．国営電機トラストの製造できない品目も
揃えられる．それに電化に寄与しうるのは国
営電機トラストだけではなく非鉄工業の全て
の企業である３０８）．諌めることも忘れない．
２８年６月の計画経済管理局における審議を
経て，８月３１日の労働国防会議決定によって
全連邦非鉄工業シンジケートが設立された．
それには採取工業の５トラストと加工工業の
９トラスト及び鉱石金属トルグが加盟した．
製品が不足状況にあり優先配分の必要がある
こと，商品標準化，在庫縮小，価格政策統一
などの要請による３０９）．
ⅩⅢ 石油工業
１９２３／２４年度，石油工業にはアゼルバイ
ジャン石油トラスト（１２の採油所，精製工場
などの独立経営単位を擁し，労働者は４万
人），グローズヌイ石油トラスト（１１の経営
単位，労働者は９千人），エムバ石油トラス
ト（ウラル‐エムバ地区，労働者３千人）の
全連邦トラストが存在した（正式承認は２４年
６月２０日）．他に東南地方国民経済会議所属
のクバン‐チェルノモーリエ石油トラスト
（労働者８百人）やトゥルケスタン共和国中
央国民経済会議所属のトゥルケスタン燃料ト
ラストに加盟しているフェルガナ地区などが
ある．寡占型市場といえよう．それらトラス
トの商業活動を引き受けるため連邦石油シン
ジケートが組織された（２２年７月から開業す
るが，定款承認は２４年５月９日である）３１０）．
その後，２９年まで大きな組織構造の変化はな
いが，２５年に鉱業労組中央委員会がクバン‐
チェルノモーリエ石油トラストの経営状態を
調査した上でそのグローズヌイ石油トラスト
への吸収合併を提案した．グローズヌイ石油
トラストの財政力に頼ってクバン‐チェルノ
モーリエ地区の石油業の経営基盤を安定させ
ようというのが主な理由である．２５年６月，
国営工業中央管理局本部会はこの提案を受入
れた．設備の速やかな復興や労働力の補充，
地質調査が可能となると見込んだ．ところが
総経済管理局コレギアはクバン‐チェルノ
モーリエ地区をロシア共和国最高国民経済会
議管轄の独立のトラストとして残すべきだと
考えた３１１）．翌年２月初めロシア共和国ゴス
プランも反対を表明した．２つの地域は距離的
にも離れ，地層の条件も採油方法も異なり，
単一的管理は難しいという３１２）．理由は定か
ではないが部局間で意見が割れた．
結局，２６年２月１０日の労働国防会議決定は
合併を認め，３月上旬のロシア共和国経済評
議会もそれに従った．但し，次の条件をつけ
る．クバン‐チェルノモーリエ地区の企業は
全連邦トラストにおける個別経営の権利で加
入し，北カフカース地方執行委員会及び経済
評議会承認の目標計画に従って発展させるこ
５５
とを保証する３１３）．これもまた妥協的決定で
ある．２６年４月１日よりクバン‐チェルノ
モーリエ石油トラストの採油所はグローズヌ
イ石油トラストに吸収された．乏しい地方財
政の下では必要な投資資金を確保できないか
らである３１４）．その後，２６年９月に単一石油
トラスト構想も提起されるが，その時点では
尚，早過ぎたようだ３１５）．
ⅩⅣ 石炭工業
石炭部門はドネツ炭田が圧倒的な比重をも
つガリバー型市場構造である．炭坑数でも採
炭量でも７０％以上を占めた［１５表］．ドンバ
スでは企業の主要部分は国営石炭工業管理部
に統合されていた．２１年にドンバスは９つの
鉱業地域に分割され，それぞれの地域はまた
いくつかの連合体（多くの鉱山や炭坑を統合
する）に分けられた．このような行政的組織
構造はまもなく再編される．２２年９月には４
つの地区管理部，１つの連合体及び１４の鉱山
地区本部に分割された．その後，従来の全て
の合同は徐々に解散していくと共に鉱山地区
本部が増え，２３年９月には３３を数えた．その
間，炭坑の急速な整理・集中化が進行した．
ドンウーゴリの操業炭坑数は２３年９月には
１９２０／２１年度の２０％を切った３１６）［１６表］．
１９２３／２４年度，全連邦で３８の合同（トラス
ト，コンビナート，自治企業など）が活動し
ており，うちドンバスは８（ドンウーゴリト
ラスト，ヒムウーゴリコンビナート，南部鉄
鋼トラストなど．中でもドンウーゴリは労働
者数が１０万人を超える巨大トラストであ
第１５表 石炭工業の組織 操業炭坑数
ドネツ
炭田
モスク
ワ炭田
ウラル
西シベ
リア
東シベリア
及び極東
中央ア
ジア
カ フ
カース
計
労 働 者 数
（操業工場）
１９２３年１０月 ４８９ ２６ １２５ ６４０ １９２，５５０
１９２４年９月 ２３８ １２ ８４ ３３４ １８４，５８８
１９２５年１０月 ２１１ １１ ２０ １８ ３１ ４ ６ ３０１ １５８，４１４
１９２６年１０月 ３８１ １６ ２３ ２０ ３０ ５ ８ ４８３ １９２，９２７
１９２７年１０月 ４１６ １８ ２２ ２０ ２６ ８ ７ ５１７ ２２３，５１５
１９２８年９月 ３５４ １５ ２０ ２０ ２７ ７ ７ ４５０ ２３２，８６８
註：２６年以降の労働者数は各年度平均である．
出典：Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M., 1925, ch.Ⅱ, p.3 : Promyshlennost` SSSR v 1925 godu,
M., 1926, ch.Ⅱ, p.4 : Promyshlennost` SSSR v 1926/27 godu, M., 1928, ch.Ⅱ, p.134 : Promyshlen-
nost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch.Ⅱ, p.180, 182
第１６表 ドネツ炭鉱国営石炭工業本部の操業炭坑数
１９２０／２１年度 ９５９
１９２１年７月 ６８７
１９２２年１月 ２８８
１９２２年７月 ２６７
１９２３年１月 ２００
１９２３年９月 １７９
出典：Russkaia promyshlennost` v 1922 godu, M.,
1923,Ⅱ, p.2 : Russkaia promyshlennost` v
1923 godu, Ezhegodnik V. S. N. Kh., M., 1924,
ch.Ⅱ, p.2-3
５６
る），モスクワ炭田２，ウラル４，西シベリ
ア３，東シベリア１９，等である．年度始めに
これら合同は３１１の管理経営単位（地区管理
部及び鉱山地区本部）を抱えていた（操業炭
坑数は６４１）．
生産集中と管理経営単位の大規模化は１９２３
／２４年度，１９２４／２５年度も進んだ．但し，操
業炭坑数の急減は主に賃貸企業の減少によ
る．ドンバスについてみれば１７表のようであ
る．１９２５／２６年度から操業炭坑数が増加に転
じた．
石炭工業ではシンジケートタイプの統合は
成功しなかった．２２年６月に石炭シンジケー
トが設立されるが，２３年４月１４日には解散し
た．極めて短命であったのは義務的計画納入
が多く，またドンウーゴリの支配力が強かっ
たためである３１７）．
経営効率化のため巨大組織となったドン
ウーゴリの分割論も登場するが，一体性を維
持しつつ下位組織が独立採算制に移行する途
を採った［後述］３１８）．
ⅩⅤ 砂糖工業
砂糖トラストについては効率化のための分
割論が登場する．この問題の背景には地域的
対立があった．
１９２１年末，砂糖トラストが設立され，ソ連
邦のほとんどの砂糖生産は統合された．その
後，２３年にトラスト解体問題が提起されたこ
とがあるが，これには有力な経営者が反対し
た．砂糖工業の復興・拡張のためには中央集
権的管理が必要だと考えられた．
だが２５年初めに解体問題が再燃する．ウク
ライナ・ゴスプラン工業セクツィアは砂糖ト
ラストを解散し，支部を独立のトラストに改
組し，それぞれの共和国の最高国民経済会議
の直轄とすることを主張した．２５年５月２７日
及び７月初めのウクライナ中央統制委員会総
会では個々のトラストへの分割と全連邦的意
義のシンジケートによる統合が提起された．
ウクライナ経済における砂糖工業の役割が大
きく，これをウクライナの全ての機関や農業
の発展と実践的に結びつけねばならぬという
のがその理由である．この構想にはウクライ
ナ最高国民経済会議，ロシア共和国ゴスプラ
ンが与した．
これに対し国営工業中央管理局・食品工業
管理部，総経済管理局工業組織部，ロシア共
和国最高国民経済会議，砂糖労組中央委員
会，砂糖トラストが強く反対した．彼らは単
一トラストを支持し，単一センターからの合
理的計画化の必要性を訴えた．要するに中央
第１７表 ドネツ炭田の工業組織
１９２３年１０月 １９２４年９月 １９２５年９月
管理経営
単位
炭坑数
１炭坑当
り労働者
管理経営
単位
炭坑数
１炭坑当
り労働者
管理経営
単位
炭坑数
１炭坑当
り労働者
ドンウーゴリ ３２ １７９ ５６６ ３２ １６２ ７２１ ２７ １３７ ８２０
ヒムウーゴリ ６ ９ ４１５ ５ ７ ５７５ ６
南部鉄鋼トラ
スト
３ ３４ ６８０ ３ ３３ ８００ ２８
運輸炭鉱 ７ １１ ５０４ ７ １１ ５６０ ９
賃貸企業 １９６ ２５６ ３７ １７ ２５ ５０ ３１
計 ２４４ ４８９ ２９０ ６４ ２３８ ６５５ ２１１
出典：Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M., 1925, ch.Ⅱ, p.4 : Promyshlennost` SSSR v 1925 godu,
M., 1926, ch.Ⅱ, p.3
５７
と地域的利害の対立であった３１９）．２５年１０月
上旬にも連邦ゴスプラン工業セクツィアが同
様の提案を行う．最高国民経済会議は結論を
留保した３２０）．
２６年２月５日の最高国民経済会議の協議会
（F．E．ジェルジンスキー議長）では両者
の意見が真っ向から衝突した．討議後ジェル
ジンスキーは次のように総括した．現行の砂
糖トラストの管理機構の欠陥は具体的な形で
は明確になってはいない．砂糖業が主にウク
ライナに集中しているという事情（砂糖生産
中，ウクライナのシェアは約８０％）はさして
重要ではない．例えば，綿花業も中央アジア
の共和国との関係が非常に深いが，やはり全
連邦的機関に統合されている．これは綿花業
の管理や発展の必要に応ずるものである．ト
ラストはそれを通して国家が計画を実行する
機関である．無論，トラストは直接には経営
体を管理できないが，経営体を指導する権限
と責任は与えられる．但し，ウクライナ共和
国はそのテリトリーにある企業において行わ
れる事業に無関係ではありえない．従って，
砂糖トラストとウクライナ最高国民経済会議
との必要な組織的結びつきは作り出されねば
ならない３２１）．
２６年６月１５日の最高国民経済会議総経済管
理局コレギア会議では砂糖トラストと連邦共
和国政府との相互関係が審議され，確認され
た．それによると砂糖工業発展の目標計画，
年次生産計画，財務‐信用計画はトラスト本
部会がまず連邦最高国民経済会議に提出し，
同時に写しを共和国最高国民経済会議に送付
し所見を求める．連邦最高国民経済会議はこ
れら計画の審議の後，共和国最高国民経済会
議を通して，共和国経済評議会に予備的審議
のために送り，次いでそれらの所見と共に労
働国防会議に提出し，最終的承認を求める．
また栽培業者ビートの価格は連邦最高国民経
済会議の提案に基づき共和国経済評議会が定
める．合意が成立しない場合は問題は労働国
防会議に移される．その決定までは価格は実
施されない．この会議でロシア共和国及びウ
クライナ共和国の全権代表部の規程が承認さ
れた．代表部はトラスト本部や地方支部と各
共和国政府機関との活動の調整のために設立
され，全権委員には本部会と共和国政府との
合意により砂糖トラスト本部会員のうちから
任命される３２２）．２７年３月１０日の最高国民経
済会議幹部会は砂糖トラストを全連邦的意義
の単一トラストとして残し，関係共和国との
結びつき強化のためそれらの代表者をトラス
ト本部会員候補に登用し，彼らがロシア共和
国及びウクライナ共和国におけるトラストの
全権委員としての役割を果すことを決定し
た３２３）．こうして共和国政府との利害調整は
一応，ルール化された．
ⅩⅥ 工業コンビナート
当時の工業管理は基本的に垂直的であった
が，それとは異質な工業組織もあった．工業
コンビナートは地域内の異なった産業部門が
結びついた複合的事業体である．マリツェフ
コンビナート（本部はブリャンスク県に所
在，２２年１０月開業）はその一つである．この
コンビナートは金属工場，陶器工場，クリス
タル工場，ガラス工場，セメント工場，ス
レート工場に加え，商業機構，林業，鉱山そ
の他から構成され，それらは狭軌鉄道によっ
て結びつけられていた．他に休止工場を抱え
る．組織の肥大化により管理は難しく，経営
状態は悪化していた（生産性低く，不効率で
コストが高い，等々）３２４）．そこでコンビナー
ト再編問題が登場する３２５）．
長い間の調査，検討の後，１月中旬，国営
工業中央管理局と金属総管理局本部の合同会
議において調査委員会の報告に基づき再編問
５８
題が審議された．その結果，解体は不適当だ
が，２５年５月１日までに改組し，工場を金
属，ガラス陶磁器，建設資材の３グループに
分け，それぞれが独立採算制に移行するとい
う一応の結論が出された３２６）．
これには産別労組の利害対立が絡んでい
た．化学労組中央委員会代表はコンビナート
を解体し，ガラス陶磁器工場グループを分離
したほうが効率的経営が可能になると強く主
張した．建設労組中央委員会もセメント工場
を分離してセメントトラストに統合すべきで
あると述べる．これに対し金属労組中央委員
会はコンビナートとしての一体性の維持を求
めた３２７）．この問題では金属労組中央委員会
は金属総管理局と足並みを揃えていた３２８）．
２５年２月中旬の全ソ労働組合中央評議会幹
部会会議では見解が分かれたが，その決定は
最高国民経済会議の労組代表メンバーに対し
分割の必要性を主張する指令を与えた３２９）．
そこで改めて，最高国民経済会議幹部会で審
議され，国営工業中央管理局と金属総管理局
の共同決定が再確認された３３０）．
更に５月中旬にこの問題は最高国民経済会
議・総経済管理局コレギアで議題となり，工
業組織部が報告を行った．工業組織部はこの
コンビナートは何十年も前から歴史的に形成
されてきたものであり，製品生産と原料，燃
料調達を地域的に結びつけ，製品の多様性は
季節変動をカヴァーして安定した収入を確保
できる，といった有利性を論拠として，少な
くとも現時点での分割には反対した．労組側
の反論はあったがコレギアは分割論を退け
た．共通の本部は維持しつつ，３つの工場グ
ループはホズラスチョットに基づきそれぞれ
が完結的記帳と独立の予算をもつ．本部は金
属総管理局の所属とする．改組は７月１日ま
でに完了させるという決定を行った３３１）．
２６年２月にもロシア共和国最高国民経済会
議幹部会でグーセフコンビナート，クリン
ツォフコンビナート，ボロヴィチコンビナー
トの分割問題が審議されたが，いずれも分割
不適当と判断された．グーセフコンビナート
は繊維工業とシリカ工業を統合するが，両者
の調達と販売が季節的に交替し，流動資金の
有効利用が可能となる．クリンツォフコンビ
ナートはラシャ，大麻，皮革工業を統合して
おり，ラシャの販売期に皮革と大麻の調達を
行い，ラシャの実現が終わると他の販売シー
ズンが始まる．こうしたコンビネーションか
ら財務困難を免れうる［補完性をもつ］．ボ
ロヴィチコンビナートは原料採掘から建材製
造までの垂直的統合であり，原料を安価に安
定的に確保できるからである３３２）．
他にコンビナート型の南部鉄鋼トラストの
分割論も提起されたが，立ち消えとなっ
た３３３）．単一トラストを維持しつつ，支部や
企業により広範な権限を付与するという形で
一応の決着はついた．
こうしてネップ期には工業組織編成は主と
して統合化の途を進んだ．
各工業部門の市場構造と編制態様及びその
理由を纏めてみれば次のようになる．但し，
編制態様については代表的なそれ，統合理由
については最も有力な動機に絞った．
以上の考察から幾つかの傾向が浮かび上
がってくる．
第１に一般的傾向としては統合化志向が強
い．経営効率化のための分割論は影が薄かっ
た．
第２に組織問題に関してはことに各組織（官
庁及びその部局，企業及びその合同，労組）
の直接的利害表出が顕わであり，多かれ少な
かれ妥協的な決定が行われた．利害調整は手
間どり，時に設立案が立ち消えになることも
あった．
５９
工業部門 市場構造 編 制 態 様 動 機
綿工業 寡占 トラスト合併，水平統合 規模の経済，補完
羊毛工業 分散 トラスト合併，水平統合 競争回避
亜麻工業 寡占 トラスト合併，垂直統合 規模の経済，連結の利
益
縫製工業 ガリバー型 シンジケート不成功，コンヴェンツィア 販売調節
マホルカ工業 分散 州規模のトラスト設立，シンジケート強化 競争回避
タバコ工業 分散 シンジケート解散，後に再建 競争回避
カンズメ工業 分散，複数の
官庁所轄
トラスト大規模化
シンジケート設立
規模の経済
利害調整
菓子工業 ガリバー型 コンヴェンツィア 利害調整
製粉工業 非常に分散的 管轄を巡る官庁間対立。商業人民委員部及
びその地方機関が管轄
利害調整
茶事業 ２大組織寡占 中央消費協同組合連合に集中，垂直統合 連結の利益：一貫体制
による合理化
紙工業 ガリバー型 シンジケート設立難航 利害調整
基礎化学工業 寡占 トラスト統合，シンジケート設立困難 競争回避，規模の経済
マッチ工業 地方分散 シンジケート弱体，上からの管理
染料工業 分散 トラスト合併 規模の経済
製油油脂工業 分散 シンジケート合併，垂直統合 連結の利益
木材工業 分散，地域間
対立
トラストを統合してコンビナート化，垂直
統合
シンジケート
競争回避，連結の利
益，補完
利益代表
塩工業 分散 強制的シンジケート
ガラス工業 分散所属機関
複数
幾分トラストを整理統合
シンジケート（プロダシリカート）の指導弱い
規模の経済
陶磁器工業 ガリバー型 トラスト統合 規模の経済
建材工業 分散 シンジケート設立 利害調整，利益代表
皮革工業 分散，地域性
強い
地域毎のトラスト化，垂直統合
上からのシンジケート強化
規模の経済，連結の利
益，競争回避
印刷業 分散，複数の
所属機関
集中化 競争回避，安定化
電機工業 寡占 トラスト統合
コンヴェンツィア不発
規模の経済，競争回避
農業機械工業 分散 トラスト化 規模の経済
繊維機械工業 分散，複数の
所轄機関
ビューロー，次いで株式会社設立 競争回避，利害調整，
利益代表
重機工業 寡占 合併不成功
冶金工業 寡占 シンジケート設立 競争回避，利益代表
非鉄工業 寡占 シンジケート設立 競争回避，利害調整
石油工業 寡占 シンジケート設立
一部トラスト吸収合併
利害調整
補完
石炭工業 ガリバー型 シンジケート不成功
砂糖工業 完全独占 分割案不発
工業コンビ
ナート
地域的統合 異種統合，垂直統合
解体案不発
範囲の経済，連結の利
益
６０
第３に市場構造と編制態様との関連について
言えば，概ね寡占の場合は，シンジケート化
は比較的容易であり，ガリバー型の場合は困
難である．ガリバー型の場合は有力企業の発
言力が強く，より緩やかなコンヴェンツィア
タイプになり易い．分散型の場合は規模の経
済の観点から統合化が進むことが多いが，地
域の利益が絡む場合は難航する．また分散型
の場合，全体的な利害調整が難しいため，上
からの統合圧力が加えられることにもなる．
第４に統合の動機は一般的な利益代表や利益
調整を除けば，競争回避が多い．安定化を求
めたのである．規模の経済は少なくないが，
この時期には特に強い内発的な動機とはいえ
ない．次いで補完，連結の利益である．
第５に概して経営基盤のしっかりした強い企
業は統合化に消極的であり，弱体の企業は他
者依存傾向を示し，統合化を支持した．また
労組はその地盤の安定化を志向して大規模化
や組織統合を支持した．同様に環境が有利な
場合は企業は分散化傾向を示し，厳しい状況
では統合化を求めた．
第６に特にネップ期末にはそういう傾向が強
くなるが，企業ことに有力な企業が自立化志
向を顕わにして統合に抵抗する場合には上級
機関は弱者を糾合し，労組を取り込んでそれ
に対峙させ，統合化を進めた．いみじくも
F．E．ジェルジンスキーは第７回金属労組
大会において当時の統合化の論理を次のよう
に言い表した．「我々はより強いもの［工場］
がより弱いものを助けるように工場をトラス
トに統合する」３３４）．
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chevaia promyshlennost', 1927, №4, p.107
－8
６０）Promyshlennost` SSSR v 1926／27 godu,
M., 1928, ch.Ⅱ, p.47１ 商業人民委員部もウ
クライナマホルカ工業の商品のウクライナ
外市場での販売をシンジケートに移譲する
ことを認めた（Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２７年６月９日，№１２８）．
６１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月１５日，№１６３；１０月１６日，№２４１
６２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１１月１１
日，№２５７；１９２８年１月５日，№４
６３）Promyshlennost` SSSR v 1927／28 godu,
M., 1930, ch.Ⅱ, p.521
６４）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,
1925, ch.Ⅱ, p.576 : Promyshlennost` SSSR v
1925 godu, M., 1926, ch.Ⅱ, p.514
６５）Promyshlennost` SSSR v 1925／26 godu,
M. -L, 1927, ch.Ⅱ, p.349
６６）Trud，１９２４年８月１５日，№１８４
６７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
４月８日，№７９；４月２０日，№８９；４月２９
日，№９５：Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７
年４月２１日，№９０：Pishchevaia pro-
myshlennost`, 1927, №7, p.221
６３
６８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年５月１４
日，№１０７：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年５月１４日，№１０７
６９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年６月１７
日，№１３４：Pishchevaia promyshlennost',
1927, №7, p.221
７０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１０月１４日，№２３５
７１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１２月１日，№２７５：１９２８年１月１８日，№１５
７２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年３月１６
日，№６４
７３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月５日，№１８１
７４）Russkaia promyshlennost` v 1923 godu,
Ezhegodnik V. S. N. Kh., M., 1924, ch.Ⅱ,
p.544－5
７５）Pishchevaia promyshlennost’, 1928, №1,
p.13
７６）Pishchevaia promyshlennost’, 1925, №6－7,
p.269－270
７７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１０月１８
日，№２３９：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年１０月２２日，№２４２
７８）Pishchevaia promyshlennost', 1925, №11－
12, p.504－6 : Ekonomicheskaia zhizn’，
１９２５年１２月１２日，№２８４；１２月１７日，№２８８
７９）Pishchevaia promyshlennost’ , 1926, №9－
10, p.338
８０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年６月２０
日，№１４０
８１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年９月９
日，№２０７
８２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年９月５
日，№２０４；Ekonomicheskaia zhizn’，１９２６
年１２月２２日，№２９６：Torgovo-promyshlen-
naia gazeta，１９２６年１２月２２日，№２９６
８３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月２４日，№２９７
８４）Pishchevaia promyshlennost’, 1927, №7,
p . 220－1 : Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２８年２月２４日，№４７
８５）Pishchevaia promyshlennost’, 1927, №4,
p.125
８６）Pishchevaia promyshlennost’, 1928, №1,
p.12－4 ; №5, p.173－4
８７）Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M.,
1926, ch.Ⅱ, p.611－2
８８）Pishchevaia promyshlennost’, 1927, №3,
p.90－91
８９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月２２日，№２４２
９０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年４月８
日，№８４；４月１２日，№８０：Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２５年４月８
日，№８０；４月１２日，№８４
９１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年４月１５
日，№８６
９２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
４月２６日，№９４
９３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年６月２０
日，№１３８：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年６月２０日，№１３８
９４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年７月２３
日，№１６６
９５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年２月２４
日，№４５：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年２月２４日，№４５
９６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年７月４
日，№１５１
９７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１１月２３
日，№２７１
９８）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,
1925, ch.Ⅱ, p.662－3 : Promyshlennost`
SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch.Ⅱ, p.598
９９）Izvestiia，１９２６年８月２５日，№１９４
１００）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
６月１日，№１２３
１０１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年７月１４
日，№１５９
１０２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月３
日，№２８０：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年１２月３日，№２７９
１０３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月９
日，№２８５；１２月１４日，№２８９
１０４）Izvestiia，１９２６年１２月３０日，№３０２：Pish-
chevaia promyshlennost’，１９２７，№５，
p．１３９－１４１ 統合による資金利用の国民
経済的効率化という成果はあったようだ．
自己資金の回転率は高まり，国庫収入も増
えた．
１０５）Bumazhnaia promyshlennost’, 1924 年,
６４
№12, p.682 ; 1926 年, №2－3, p.91 : Pro-
myshlennost` SSSR v 1925 godu, M., 1926,
ch.Ⅱ, p.719
１０６）Promyshlennost` SSSR v 1927／28 godu,
M., 1930, ch.Ⅱ, p.495
１０７）Trud，１９２４年９月２５日，№２１８
１０８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１月８日，№６；１月１０日，№８；１月１２
日，№８ 但し，主唱者たるレニングラー
ド紙トラストの考えはニュアンスを異にし
た．シンジケートは輸入紙販売の他は地方
トラストの自己地域外の販売を委譲し，輸
入原材料をトラストとの任意協定により供
給する．
１０９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年３月７
日，№５５： Bumazhnaia promyshlen-
nost’，１９２６年，№1, p.5－9 ; №2－3, p.88－
94 ; №7－8, p.370－375
１１０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
９月１１日，№２０８
１１１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１０月７日，№２３０；１９２７年１月１日，№１
１１２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月２１日，№１７；１月２７日，№２１ １月中
旬の第１２回紙工業連合ビューロー総会はオ
ルグビューロー採択のシンジケート設立の
諸原則を承認し，オルグビューローに３月
１日までに最終的な設立協議会を召集する
こ と を 勧 告 し た（Bumazhnaia pro-
myshlennost’，１９２７年，№１，p．５１）．
１１３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
２月１５日，№３７
１１４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
６月８日，№１２７
１１５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年６月１６
日，№１３３：Pravda，１９２７年６月１７日，№
１３４
１１６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１０月１５
日，№２３６：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年１１月２４日，№１６９
１１７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１２月３
日，№２７６：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年１２月３日，№２７７
１１８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１月１７
日，№１４
１１９）Promyshlennost` SSSR v 1927／28 godu,
M., 1930, ch.Ⅱ, p.495
１２０）Russkaia promyshlennost` v 1923 godu,
Ezhegodnik V. S. N. Kh., M., 1924, ch.Ⅱ,
p.317－8 : Promyshlennost` SSSR v 1924
godu, M., 1925, ch.Ⅱ, p.286 :
Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M.,
1926, ch.Ⅱ, p.289 :
Promyshlennost` SSSR v 1925／26 godu,
M.-L, 1927, ch.Ⅱ, p.202 :
Promyshlennost` SSSR v 1926／27 godu,
M., 1928, ch.Ⅱ, p.302 :
Promyshlennost` SSSR v 1927／28 godu,
M., 1930, ch.Ⅱ, p.366
１２１）Trud，１９２５年３月２５日，№６８：Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２５年３月７
日，№５５
１２２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１０月２６
日，№２４７：Zhurnal Khimicheskoi Pro-
myshlennosti，１９２６年，№１４，p．１１５２
１２３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１月１７
日，№１４
１２４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年６月３
日，№１２８
１２５）Zhurnal Khimicheskoi Promyshlennosti,
１９２６年，№16, p.1276－7［以下，KhPと略記］
１２６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年５月２７
日，№１２０：KhP，１９２６，№８，p．６５９－６６０；
№９，p．７６１
１２７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月２５日，№１１７：Ekonomicheskaia zhizn',
１９２７年１月２７日，№１１７
１２８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
５月２６日，№１９：Ekonomicheskaia zhizn',
１９２７年１月２６日，№２０：KhP，１９２７，№５
p．１３２
１２９）Trud ，１９２７年 ７ 月３０日 ， №１７１：
KhP，１９２７，№６－７，p．５５６
１３０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１０月４
日，№２２６：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年１０月４日，№２２６：KhP，１９２７，
№８，pp．６６９－６７０；№１２，pp．８１６－８
１３１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年４月１２
日，№８４：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年４月１２日，№８４
１３２）Russkaia promyshlennost` v 1923 godu,
Ezhegodnik V. S. N. Kh., M., 1924, ch.Ⅱ,
６５
p.459 : Promyshlennost` SSSR v 1924 godu,
M., 1925, ch.Ⅱ, p.560－1 :
Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M.,
1926, ch.Ⅱ, p.472 :
Promyshlennost` SSSR v 1925／26 godu,
M.-L, 1927, ch.Ⅱ,p. 321 :
Promyshlennost` SSSR v 1926／27 godu,
M., 1928, ch.Ⅱ, p.402 :
Promyshlennost` SSSR v 1927／28 godu,
M., 1930, ch.Ⅱ, p.455
１３３）Trud，１９２４年９月９日，№２０４ ２５年７月
にOSVOKマッチセクツィアも統合案を
提出する（Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５
年７月２９日，№１７１）．
１３４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年４月１２
日，№８４；１９２６年１０月１７日，№２４０：
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
４月１２日，№８４：Vestnik promyshlen-
nosti, torgovli i transporta，１９２６年，№３２，
p.6－10
１３５）Vestnik promyshlennosti,torgovli i trans-
porta ，１９２６年，№３４，p．５－７：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２６年１０月１７日，
№２４０ マッチシンジケートも単一トラス
ト案を支持した．強力な組織を望んだ
（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７
年１月２８日，№２２）．
１３６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１０月２
日，№２２７：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年１０月３日，№２２７ ロシア共
和国最高国民経済会議幹部会は統合に反対
した．マッチトラストの地方機関から中央
への移管と小工場の閉鎖を懼れた．シンジ
ケートへの販売集中は支持した（Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２６年４月２８日，
№９７）．
１３７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
６月１７日，№１３４
１３８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
２月２６日，№４９
１３９）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,
1925, ch.Ⅱ, p.323, 330１９２６／２７年度年初に
はラカー染料工業で３６の操業工場が登録さ
れており，うち１２工場が２トラストに加盟
していた．その後一部工場は休止または閉
鎖され，１９２７／２８年度には２８工場に減少す
る（Promyshlennost` SSSR v 1926/27
godu, M., 1928, ch.Ⅱ, p.418 : Promyshlen-
nost` SSSR v 1927/28 godu, M., 1930, ch.Ⅱ,
p.470）．
１４０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１６
日，№２９１：KhP，１９２７，№５．p．４３７
１４１）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,
1925, ch.Ⅱ, p.621－3 :
Promyshlennost` SSSR v 1925 godu, M.,
1926, ch.Ⅱ, p.534－6
１４２）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,
1925, ch.Ⅱ, p.460
１４３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１月２０
日，№１６
１４４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
５月６日，№１０１
１４５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月１１日，№２３３ M．ブラートマンは技
術面から統合を擁護する．当時，石鹸の製
造は水素により硬化処理したひまわり油に
依存していたという（Pishchevaia pro-
myshlennost’, 1925, №6－7, p.260－1）．
１４６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月１８日，№２３９
１４７）Kantrovich, V., Sovetskie Sindikatyi, M.,
1928, p.153, 159
１４８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１１月１９
日，№２６４：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年１１月１９日，№２６４
エ ゴ ロ フ の 説 に つ い て はTorgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２５年１２月８
日，№２８０参照（油脂シンジケート全権委
員大会での報告）．
１４９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１２月１０
日，№２８２：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年１２月１０日，№２８２ 化学総管
理局コレギアは両者の統合の主たる目的が
大油脂工場への原料確保であることを認め
た（Zhurnal Khimicheskoi Promyshlen-
nosti，１９２６年，№１４，p．1154－5）．
最高国民経済会議中央委員会は統合後，シ
ンジケートの諸掛り削減などの成果を確認
している．スタッフはほぼ完全に維持され
た（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６
年５月２７日，№１１９）．Zhirkost’は２８年７
月の時点でも非加盟のままである
６６
（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８
年７月１５日，№１６３）．
１５０）Khoziaistvo i Upravlenie，１９２７年，№1－2,
p .19－20 : Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年１月３０日，№２４
１５１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月２１
日，№２９５ ２５年から２６年にかけて北部木
材トラストや南部ウラル木材トラストにつ
いてはトラスト分割問題が登場した．特に
北部木材トラストについては企業の活動の
拡大と共に生産管理が難しくなったために
中核企業のみを残し，他は分離し，同時に
生産単位により独立性を付与する方向で改
組が検討された．また生産現場に近づくた
め本部をモスクワからアルハンゲリスクに
移転することになった（Ekonomicheskaia
zhizn'，１９２５年４月１６日，№８７；１９２６年１
月２１日，№１７：Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２５年４月１６日，№８７；１９２６年３
月１７日，№６２）．南部ウラル木材トラスト
についてはロシア共和国最高国民経済会議
幹部会が分割反対を表明している（Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２６年４月２８日，
№９７）．
１５２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
２月１日，№２５
１５３）２７年１月の木材トラストソヴェト幹部会拡
大会議及び３月の木材トラストソヴェト総
会での討議（Ekonomicheskaia zhizn'，
１９２７年 １ 月１５日 ， №１２： Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２７年３月２７
日，№６９）．労農監督人民委員部も木材ト
ラストの調査に基づいてトラスト大型化を
提案している（Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２７年１月３０日，№２４；２月１
日，№２５）．２７年７月にロシア共和国最高
国民経済会議幹部会において木材紙総管理
局は現有の６１のトラスト及び経営単位を５１
に減らす方針を出した．トラスト代表の一
部と木工労組中央委員会は慎重論であった
が（大型化の結果，一部トラストが原料を
確保できなくなることを懼れた），基本的
には統合化方針が受入れられる．但し，修
正は加える（Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年４月１３日，№１５６；８月１０日，
№１８０：Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年
８月９日，№１７９；８月１０日，№１８０）．
１５４）工業組織の垂直的統合に先立ち，統合的な
国家工業管理機関が設立された．２５年秋の
最高国民経済会議総経済管理局・工業組織
部における紙，木材，マッチ工業の特別委
員会設置案や木材，紙，木材化学，マッチ
工業総管理局設置案の検討に続き，２６年に
は木材紙総管理局が設立された（Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２５年９月２６日，
№２２０；１０月３０日，№２４９；１０月３１日，№
２５０：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年９月５日，№２０３）．
１５５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１１月１３
日，№２６３；１２月１７日，№２９２；１２月２１日，
№２９５：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年１２月９日，№２８４；１２月１８日，№
２９２；１２月２３日，№２９６：Lesopromyshlen-
noe delo，１９２年，№８，p．８－９ 紙工業連
合ソヴェトは異なった工業部門を一つの管
理部に統合することに反対した．木材の最
大限利用のためには別の方法がある（例え
ば，木材調達機構のみ一つにする），とい
う．
１５６）Lesopromyshlennoe delo, 1928 年, №9,
p.46－7 : Promyshlennost‘ SSSR v 1927／
28 godu, M., 1930, ch., p.273
１５７）Promyshlennost‘ SSSR v 1927/28 godu, M.,
1930, ch., p.273
１５８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１月６
日，№４；１月１４日，№１１；３月１２日，№
５９；３月２７日，№７０；３月２８日，№７１：
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１月６日，№４；２月２１日，№４３；３月２８
日，№７１：Lesopromyshlennoe delo，１９２５
年，№４，p．7－8, 25－6 など
１５９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
８月２３日，№１９１
１６０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年７月１８
日，№１６２：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年７月１８日，№１６２；８月５日，
№１７７；８月８日，№１７９；８月２８日，№
１９５：Lesopromyshlennoe delo，１９２５年，
№８., p.1－3
１６１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年８月２９
日，№１９６ 国営工業中央管理局木材管理
部の見解についてはTorgovo-promyshlen-
６７
naia gazeta，１９２５年１０月１０日，№２３２
１６２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
９月５日，№２０２
１６３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
９月９日，№２０５；１０月７日，№２２９：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２５年９月２５日，
№２１９
１６４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月１０日，№２３２
１６５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月１１日，№２３３ 木材輸出シンジケート
設立については木材輸出中央ビューロー及
び木材トラストソヴェトが検討している
（Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１０月２１
日，№２４１；１１月１７日，№２６２：Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２５年１０月２１
日，№２４１）．
１６６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月２３日，№２４３ 同じ時に北西州工業
ビューロー幹部会はシンジケート設立問題
を審議し，原則的に反対しないが北西州の
トラストの加盟は認めないことを決めた
（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５
年１０月２３日，№２４３）．
１６７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月２４日，№２４４
１６８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１月１４
日，№１１：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年１月２７日，№２１
１６９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
２月２７日，№４８：Ekonomicheskaia zhizn',
１９２６年３月３日，№５１
１７０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
３月２７日，№７０：Izvestiia，１９２６年３月２７
日，№７０
１７１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年３月３０
日，№７２：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年３月３０日，№７２
１７２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１０月１０
日，№２３４
１７３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
４月２１日，№９１
１７４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１０月１０
日，№２３４ この増資分については２６年末
のシンジケート全権委員会議で商業人民委
員部がその出資分として算入する提案を
行った．商業人民委員部が支配的パイを握
ろうというのである．これにはトラストも
最高国民経済会議も挙って反対した．ロシ
ア共和国最高国民経済会議に支配的パイを
確保する点ではメンバー全員が一致した．
同じ理由で農業人民委員部・木材調達部の
他の経済機関と同等の条件での加入も却下
された（Torgovo-promyshlennaia gazeta,
１９２６年１２月３１日，№３０１：Torgovo-promy-
shlennaia gazeta，１９２７年１月４日，№２：
Lesopromyshlennoe delo,１９２７年，№1, p.5
－6；№２，p.33 cf. Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２７年１月１１日，№８）．
１７５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月４日，№２：Lesopromyshlennoe delo,
１９２７年，№1., p.5－6
１７６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
４月２８日，№９４： Lesopromyshlennoe
delo，１９２７年，№５，p．２５
１７７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年９月８
日，№２０４
１７８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
３月１０日，№60 cf.Torgovo-promyshlen-
naia gazeta，１９２７年９月６日，№２０２
１７９）Promyshlennost‘ SSSR v 1927／28 godu,
M., 1930, ch.Ⅱ, p.273
１８０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年３月２
日，№５０：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年１１月２０日，№２６５
１８１）Russkaia promyshlennost` v 1923 godu,
Ezhegodnik V. S. N. Kh., M., 1924, ch.Ⅱ,
p.119, 135 : Promyshlennost` SSSR v 1924
godu, M., 1925, ch.Ⅱ, p.147 : Promyshlen-
nost` SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch.Ⅱ,
p.668
１８２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年３月２
日，№５０：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年１１月２０日，№２６５ 他に海外
市場への参入の積極的条件を作り出すとい
う論点があるが積極的理由付けにはなるま
い．その後シンジケートは２６年１２月に最高
国民経済会議幹部会にこの問題を提起した
（Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１８
日，№２９３：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年１２月３０日，№３００）．
１８３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６８
３月２５日，№７２
１８４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年４月６
日，№７８：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年４月６日，№７８ 塩 シ ン ジ
ケート議長が設立案を最高国民経済会議に
提出したが無の礫だったという（Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２６年７月１８日，
№１６２）．
１８５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
３月４日，№５２
１８６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年５月１８
日，№１１０；５月２０日，№１１２：Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２７年５月１８
日，№１１０：Trud，１９２７年５月１８日，№１１０
１８７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１０月１３
日，№２３４；１０月１４日，№２３５：Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２７年１０月１３
日，№２３４
１８８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１月２０
日，№１７
１８９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
２月１０日，№３５
１９０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１月２８日，№２４
１９１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
２月１０日，№３５
１９２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１月２８日，№２４
１９３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年３月１６日，
№６４；Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年３月１５日，№６３；３月１６日，№６４
１９４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
３月２９日，№７５
１９５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
４月１１日，№８６
１９６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
４月３日，№７９
１９７）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,
1925, ch.Ⅱ, p.546－7, 550 : Promyshlennost`
SSSR v 1925 godu, M., 1926, ch.Ⅱ, p.503
１９８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１２月２２
日，№２９２
１９９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１０月２９
日，№２４８
２００）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
８月６日，№１７８
２０１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１２月２２
日，№２９２
２０２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月５日，№２８１ ２７年１月のガラス工業
代表者会議はロシア共和国で８－９トラス
トに統合すべきという決定を採択する
（Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１月１６
日，№１３：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年１月１８日，№１４）．
２０３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
４月１７日，№８７：Ekonomicheskaia zhizn',
１９２７年４月２７日，№９３：Pravda，１９２７年
４月２８日，№９４
２０４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年８月２８
日，№１９５：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年８月２８日，№１９５ 他にロシ
ア共和国経済評議会や化学総管理局は工場
専門化とコスト引下げを目的として一種の
コンビナートである国営電機トラストから
陶磁器－ガラス工場を分離して単一陶磁器
トラストに移譲することを決定した．これ
には国営電機トラスト議長が反撥した．こ
れら工場はもっぱら電灯のためのフラスコ
やプラグを生産しており，しかもわざわざ
国営電機トラストが新設した工場もある．
分離されれば電灯生産に支障をきたす，と
いう（Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年９月１６日，№２１１；９月２８日，№
２２１：Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１０
月２７日，№２４６；１１月２２日，№２６６）．
２０５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１１月１６日，№２６２
２０６）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,
1930, ch.Ⅱ, p.483
２０７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月２９
日，№１００：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２８年４月２９日，№１００：Pravda，
１９２８年４月２９日，№１００：Izvestiia，１９２８
年４月２９日，№１００
２０８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
９月１５日，№２１０ ロシア共和国最高国民
経済会議幹部会の北西州ガラストラスト設
立に関する決定についてはTorgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２７年８月２３
日，№１９０：Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７
年９月２日，№１９９
６９
２０９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年８月３
日，№１７４；９月２日，№１９９：Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２７年８月３
日，№１７４；８月２３日，№１９０
２１０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
９月１５日，№２１０ ゴスプラン案について
はTorgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７
年９月９日，№２０５：Pravda，１９２７年９月
９日，№２０５
２１１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１１月１６日，№２６２
２１２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
３月１６日，№６４
２１３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月２９
日，№１００：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２８年４月２９日，№１００：Pravda，
１９２８年４月２９日，№１００：Izvestiia，１９２８
年４月２９日，№１００；
２１４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月１６
日，№１１２：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta, １９２８年５月１６日，№１１２：Pravda,
１９２８年５月１６日，№１１２：Izvestiia，１９２８
年５月１６日，№１１２：Sobranie zakonov i
rasporiazhenii S.S.S.R., 1928, №27, st.250
２１５）Pravda，１９２８年５月２５日，№１２０
２１６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月１５日，№１８８
２１７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年６月１
日，№１２６
２１８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月３日，№１５２
２１９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
２月２６日，№４９：Ekonomicheskaia zhizn',
１９２８年５月３０日，№１２４
２２０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６月１７日，№１３９
２２１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月６日，№１５５
２２２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月１５日，№１８８
２２３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１４
日，№２４０
２２４）Promyshlennost` SSSR v 1927/28 godu, M.,
1930, ch.Ⅱ, p.483
２２５）Promyshlennost` SSSR v 1925/26 godu, M.-
L, 1927, ch.Ⅱ, p.179-180, 184, 192
２２６）Russkaia promyshlennost` v 1923 godu,
Ezhegodnik V.S.N.Kh., M., 1924, ch.Ⅱ,
p.565
２２７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１０月１６
日，№２３９：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年１０月２７日，№２４７
２２８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１１月１８日，№２６６；１２月１日，№２７７：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２６年１１月１９日，
№２６８；１２月３９日，№２８０
２２９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１月２６
日，№２０
２３０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年２月１
日，№２５：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年２月１日，№２５；９月２２日，
№２１６：Promyshlennost` SSSR v 1926／27
godu, M., 1928, ch.Ⅱ, p.287
２３１）Promyshlennost` SSSR v 1924 godu, M.,
1925, ch.Ⅱ, p.422 最も大きいのはレニング
ラード皮革トラスト（２４年１０月１日現
在，１０工場，労働者４７４２人，職員４９９人）
であり，次いでモスクワ皮革トラスト（１１
工場，労働者３３７７人，職員３７３人）である
（Vestnik Kozhevennovo Sindikata，１９２５，
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る）の改定を求めた．この決定は工場を不
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Neptianoe khoziaistvo, 1926, №8, pp.163-167
３１６）Russkaia promyshlennost` v 1923 godu,
Ezhegodnik V.S.N.Kh., M., 1924, ch.Ⅱ, p.2-4
３１７）Russkaia promyshlennost` v 1923 godu,
Ezhegodnik V.S.N.Kh., M., 1924, ch.Ⅱ, p.27-
8
３１８）Trud，１９２４年１１月１６日，№２６１：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２５年２月２１日，
№４３：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年８月２６日，№１９４など
３１９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
２月１０日；３月１１日； ５月３０日；７月３
日：Ekonomicheskaia zhizh'，１９２５年１０月
２９日；２６年１月３１日；２６年２月５日：Iz-
vestiia，１９２５年５月３０日 ２６年１月１１日の
ウクライナ経済評議会の労働国防会議宛報
告書はウクライナ政府の砂糖トラストへの
影響力の必要性を強調している（Ek-
onomicheskaia zhizh'，１９２６年２月７日）．
３２０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月９日，№２３１
３２１）Ekonomicheskaia zhizh'，１９２６年２月６
日：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年２月６日
３２２）Izvestiia，１９２６年６月１６日，№１３６
３２３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年３月１２
日，№５９
３２４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１月１５日，№１２：Trud，１９２５年１月１５日，
№１２：Promyshlennaia Rossiia, 1923-24, M.,
1924, p.151
３２５）コンビナート分割の試みはすでに革命期初
めにもあった．同種工場グループを複数の
グラフキが管理していたが，成功せず，元
に戻した経緯がある（Ekonomicheskaia
zhizn'，１９２５年３月２１日，№６５）．
３２６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１月１５
日，№１２：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年１月１５日，№１２：Trud，１９２５
年１月１５日，№１２
３２７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１月１５
日，№１２：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年１月１５日，№１２：Trud，１９２５
年１月１１日，№９；２月４日，№２８
３２８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年３月１８
日，№６３：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年３月１８日，№６３
３２９）Trud，１９２５年２月１８日，№４０
３３０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年２月２６
日，№４７
３３１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年５月１３
日，№１０７：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２５年５月１３日，№１０７；６月１３日，
№１３２
３３２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年２月１９
日，№４１：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年２月１９日，№４１
２６年６月にもマリツェフコンビナート分割
論が登場するが，ロシア共和国最高国民経
済会議国営工業管理局は無条件に斥けた
（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６
年６月２５日，№１４２）．逆に２７年７月にはマ
リツェフコンビナートと鋳物トラストの工
場から構成される新たな中央地域冶金トラ
スト設立問題がもち上がる．連続的生産を
目的としていた．ロシア共和国最高国民経
済会議は加盟する工場をリストアップし，
金属労組中央委員会が統合を支持した
（Trud，１９２７年７月２７日，№１６８）．
３３３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１月７日，№５；３月４日，№５２；１９２６年
７月３日，№１５０：Ekonomicheskaia zhizn',
１９２５年３月４日，№５２；１９２６年４月１３日，
№８４：Pravda，１９２６年７月３日，№１５０
３３４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１１月２１
日，№２６６
７４
第２章 工業組織の構造
Ⅰ トラスト
ネップ期国営工業組織における基本環はト
ラストである．主に水平的な同種工場の合同
管理組織であり，補助企業や泥炭採掘所など
関連施設も統合する．他にトラストと同等の
権利を持ち，国営工業中央管理局ないし国営
工業管理局に直属する自治企業や地方機関管
轄の工業合同＝工業コンビナートがある．
トラストは複数の企業を統合し，独立の法
人格を有し，その名において取引などの活動
を行う．その最高意思決定機関として本部会
をもつ．通常の株式会社の取締役会に相当す
る．議長，副議長，本部会員及びその候補の
数名から構成され，彼らは最高国民経済会議
によって任命され，国家のエージェントとし
て行動する．最高国民経済会議作成の模範組
織図規程によれば，本部機構として計画部，
生産‐技術部，商業部，労働経済部ないし
ビューロー，経理部，総務部及び法律ビュー
ローないし法律顧問をもつ１）．職員は数百人
規模である．
幾つかのトラスト本部についてその組織構
造を見ておこう．
①第３綿トラスト（２７年３月）
本部会の下に総務部，技術経済部，財務商業
部が置かれる．本部会員は６名，財務商業担
当の本部会員を除き党員である．総務部は事
務課，庶務課，法律ビューローから構成さ
れ，定員は３７名である．技術‐経済部は生産
課，機械建設課，計画‐統計課，労働経済課
から構成され，定員は３９名である．財務‐商
業部は供給課，商品課，財務課，泥炭課に３９
名が配置され，組織系統上ここに所属する総
経理部が７５名を抱える．職員総数は１９６名で
ある２）．
②第２綿トラスト（２６年）
本部会員は６名，本部機構は①管理‐経営部
（一般事務課，トラスト経営課，工場経営課
から構成），②計画部（統計‐経済ビュー
ロー，合理化ビューロー，計画ビュー
ロー），③生産‐技術部（生産課，機械‐建
設課），④労働経済部（労働課，賃率‐ノル
マ化ビューロー），⑤商業部（供給課，商品
課，財務‐予算課，燃料課），⑥総経理部（予
算‐監査課，財務‐予算課，一般経理課），
⑦法律ビューローからなる．職員総数は２４７
名である．ほぼ最高国民経済会議の模範組織
図に相応しているが，労農監督人民委員部の
調査によれば部署が過度に細分化され，活動
のパラレリズムがあり，任務の不明な部課も
ある３）．
③南部鉄鋼トラスト（２６年）
本部会員は５名，議長はトラストの活動の一
般的指導を行い，その代理は財務担当，他の
メンバーはそれぞれ，労働及び ekonomika
［経済分析と思われる］，生産，商業を担当
する．本部機構は①総務部（組織‐監督課，
管理‐経営課，庶務課，法律ビューロー，情
報ビューローから構成）２２名，②技術‐生産
部（統計‐経済ビューロー，合理化ビュー
ロー，計画ビューロー）３９名，③商業部（販
売課，原材料課，木材課，生産資材供給課．
食料供給課）１１４名，④輸送部１７名，⑤労働
経済部（賃金課，賃率‐ノルマ化ビュー
ロー，法律課）７名，⑥経理部５１名，職員総
数２８２名である．この他に文書使い，掃除夫
など補助人員が２７名いる４）．
④電機トラスト（エリマシ）（２５年初め）
本部会は５名，中央本部は３つの部分から構
成される．①商業部（中央技術‐建設ビュー
ロー，中央業務‐商業ビューロー，書記課，
一般経理課，地区‐支部課，ガラス‐陶磁器
課）１６４名，②技術‐生産部（生産‐技術課，
軍需調達課，労働及び作業時間測定課，技術
７５
文書及び図書課）１９名，③総務部（庶務課，
総経理部，供給課，統制‐監査課，法律
ビューロー，運輸課）１１３名である５）．
⑤ドンウーゴリ（ドネツ石炭トラスト）
トラスト中央機構―鉱山地区本部―鉱山の３
層構造をもつ．鉱山は下位生産単位であり通
常一つの炭坑，鉄道支線，積出所，製作所，
労働者宿舎などで構成される．鉱山地区本部
はそれらを地域的に統合する方面企業といえ
る．２８年初めに鉱山地区本部は２７を数えた．
加盟炭坑数は１から２８までバラツキは大き
い．ドンウーゴリはそれらを統括する企業合
同であり，強力な中央機構をもつ集権的組織
であった６）．
Ⅱ 工場組織
工業企業（工場，鉱山，採油所など）ない
し事業所の法的地位や権限は不明瞭であっ
た．それは単なるトラストのヒエラルキー構
造における下位生産単位に過ぎないのか，そ
れとも一定の自律性をもったトラストの有機
的な構成要素であるのか．どこまで独立性を
もつのか．
２３年４月１０日のトラスト布告は事業所及び
それらの長の法的権限の基礎すら規定してお
らず，それらの自律性の可能な限度も定めら
れていない．反対にそれらの法的権限の境界
そのものもトラスト本部会の裁量に全面的に
委ねられた．言い換えれば工場の法的能力と
行為能力はトラストの裁量に依存していた．
２５年１２月３１日のロシア共和国最高国民経済
会議回章―共和国及び地方事業所のための特
別規程―は一見，工場の一定の独立性を規定
しているようにみえるが，実際は空文化して
いる．この規程によれば，トラストと事業所
の相互関係は注文システムにより規定され
る．トラスト本部会と事業所長は双方の合意
によって製品販売について品質，価格，納入
期限の条件を定め，及び原材料納入について
も同様の条件を定め，互いに義務を引き受け
る．トラストが中央集中方式によって供給を
行い得ない原材料については事業所が独自に
調達する．製品の一部は事業所長に実現の権
限を与え，流動資産や利潤の一部は事業所長
の処分権に委ねる．事業所自身の損益勘定が
わかるような記帳を行う．
ところがロシア共和国労農監督人民委員部
の行った多くの共和国及び地方企業の調査に
よれば，実際には工場長の活動の独立性につ
いて何らの保障も与えられていない．工場長
の法的権限の限度は依然としてトラストの特
別委任状によって定められているからであ
る．この委任状は本質上，事業所やそれらの
長の権限を定める基本文書である．その結
果，事業所によりその長は全く異なった権限
をもつ．ある場合は全く独立性をもたず，別
の場合はかなり広汎な独立性をもつ７）．
工場の機構を概観しておこう．
①モスクワ機械トラストの『赤いプロレタリ
ア』工場（２７年２月）
工場には１４の職場があり，生産的労働者５６１
名，補助労働者３８３名，間接要員２０名，下級
作業員３２名が働いていた．職場職員は４９名
（職場長及びその補佐６，マスチェール２１，
上級技術者３［技師］，下級技術者２［技
手］，事務員１３，その他４）である．工場管
理部は総経理部３３名，生産部２０名，技術部２０
名，総務部，人事課，経済課が８名，設備
ビューロー５名，ディーゼル建造ビューロー
１１名，コントロール［品質管理］部１０名，供
給部及び資材倉庫８名，総数１１８名（部課長
１３，マスチェール１，上級技術者２４，下級技
術者２５，会計２４，事務員２４，その他７）であ
る８）．
②モスクワの『赤いバガティリ』ゴム工場
２４年１０月の改組で工場管理は生産部，機械
７６
部，営業‐物財部，財務‐会計部，総務部の
５つの部に分けられた．その後，生産合理化
の常設機関として労働の科学的組織化ビュー
ローが創設され，次いで財務‐会計部から経
理部が分離され，また工場の発送業務の迅速
化と弾力化のため営業‐物財部から『製品
部』が分離・独立した．２５年１月には生産部
では技師の間で任務分担が行われ，一部は各
製作所グループ（例えば，オーバーシューズ
部門関連）を直接指導する．生産ビューロー
の下に生産技術記録・特別計算課を設ける．
賃率‐ノルマ化ビューロー設立も日程に上
る．また独立の原材料買付けのため営業‐物
財部特別課を設け，倉庫課を置く．更に勤務
員人選のため『特別労働者職員雇用の照会
ビューロー』が設置された９）．
③第３綿トラストN工場
これは織布，紡績，更紗捺染，ニット，機械
工場などを統合し，労働者２４，５７５人，職員
１，２３４人（２６年１０月）を擁する巨大工場群で
ある．
工場長の下に２人の副工場長を置き，第１
副工場長は管理‐経営を担当し，第２副工場
長は技術指導を担当する．管理－経営部のほ
か，供給部，経理部などがある．
各傘下工場には工場長補佐を置き，工場長
交付の委任状に基づき工場長の権限で働く．
これらが生産活動を行う．中には事務所，生
産部，合理化ビューロー，賃率‐ノルマ化
ビューローなどを置く工場がある１０）．
④『赤いソルモヴォ』工場［工場グループと
いうべきである］（２５年４月）
工場は生産の基本グループ毎に多くの部門に
分けられた（蒸気機関車製作，貨車製造，冶
金など）．各部の長はその部門の活動の技術
的及び経営的側面について完全な責任を負
う．工場管理部は原材料を定められた価格で
与え，製品をやはり事前に定められた価格で
受取る．価格は４半期毎に改定される．その
価格と実際の原価との差額は各部の借方もし
くは貸方に記入され，管理‐技術者のプレミ
アム算定材料となる．部門間調整，品質管
理，価値その他のコントロールは工場管理部
が少数の専門家グループ［検査員制度］を通
して行う１１）．「一般指導やコントロールの中
央集権化と業務活動の分権化」を意図してい
た１２）．一種の職場ホズラスチョットといって
よい．
だがこのシステムは成功しなかったよう
だ．例えば，検査員制度は上手く機能せず，
職場はガラクタで溢れた．職場の指導者は頻
繁に代わり（年に４－５人），下級技術者－
マスチェールの間では縁故主義が蔓延り，そ
のため仕事の不合理な配分が行われていた．
配分ビューロー長はその仕事を等閑にしてお
り職場に何があり，誰がどんな仕事をしてい
るか知らない，といった状況であった１３）．
⑤ウクライナ農業機械トラストのハリコフ工
場『鎌と槌』（２５年）
工場の司令塔となるのが生産‐計画ビュー
ローである．職場毎の注文配分，倉庫の資材
の職場への供給その他，工場の活動を計画化
する．全ての職場が多かれ少なかれ均等に稼
動するように注文を配分する．他に機械部，
賃率‐ノルマ化ビューロー，品質検査制度，
合理化活動を助成する特別組織ビューロー，
生産改善ビューローがある．最高国民経済会
議はこの工場を模範工場と呼んだが，機構は
肥大化していたようだ１４）．
⑥レニングラードの『エレクトリク』工場
この工場にも司令塔というべき配分ビュー
ローがあり職場毎の仕事の配分を司り，必要
な資材の注文も出す．新規注文の際，遂行期
間を決め，必要な労働力を定め，製造期間や
品質を監視する．ビューローは注文主と交渉
したり，トラストから材料などを執拗に強請
７７
る．ビューローの直接の課題は職場を資材，
設計図，鋳型，鋳物などの自己供給のような
仕事から解放することにあったが，成功せ
ず，廃止された．その原因はビューローが仕
事の評価やノルマ化のような本来的でないこ
とに手を出したり，ビューロー長が１年に４
度も代わり，技手も不慣れであったこと，そ
して何よりも他の部署ことに資材部や設計部
が妨害したことにある．だが，間もなく別の
上部機関が作り出される１５）．
⑦ペトロフスキー記念工場（ドニエプロペト
ロフク）
ここにも中央注文統制‐処理ビューローがあ
り同様の役割を果たしていたが，注文の工場
内部処理には８の写しと１０以上の署名が必要
であった．このシステムは「工場内官僚制」
として批判された１６）．
Ⅲ トラストと工場との相互関係
V．フローニンによればトラストと工場の
ヒエラルキー関係を前提とした工場管理には
３つの形態がありうる．
一つはホズラスチョット制であり，工場は自
己流動資本，完結的バランスを持ち，トラス
トとは契約関係にある．この形態は公認され
ていないが，一部工場は採用している．
一つは承認された計画，予算の範囲で工場管
理が工場長に完全に委任される．事前に定め
られた独立の調達及び財務業務の権限をも
つ．
一つは従属型である．工場はトラストの各機
能部によって管理され，その許可なしには何
らの措置も行うことが出来ない１７）．
その分類に踏まえ，次のようにタイプ分け
をしよう．
第１のタイプは両者がそれぞれ一定の自律性
をもち情報を分有し，双方の合意した契約に
基づいて活動を行う．国営セクターにおいて
純然たるホズラスチョットはありえないとし
ても活動の自由度は高い．R１タイプと名付
けよう．
第２のタイプは上位機関の権限・決定が限定
され，一定範囲内で現場の自律的な情報処
理，行動が許容される．但し，このタイプは
より正確には更に２つのタイプに分かれる．
一つは情報共有，意思決定参加型であり，い
ま一つは情報が上部に集中され，上位組織が
下位組織の目標や行動の大枠を決め，何らか
のインセンティブを用いてコントロールする
操作型である．それぞれR２a，R２bタイプ
とする．
第３のタイプは一方に権限・情報が集中さ
れ，下位組織は上位組織の意思決定の単なる
遂行者である．これをR３タイプとする．
これらシステムは情報共有，分有，集中，
また権限，意思決定，資源配分の集中，分
権，関与及びインセンティブ，モティベー
ションのあり方の違いによって区別される．
とりあえず各タイプの大まかな特徴付けを
図示すれば下表のようになろう．ここで工場
が基本的にその権能をもつ場合は○，もたな
い場合は×，部分的にもつ場合は△で示す．
タイプ
自己流動
資本
製品販売
権
調 達 権 財務活動
自己バラ
ンス
計画作成
への参加
情報処理 制御方式
R１ △ ○ △ ○ ○ 独自計画 分散 自律
R２a × △ △ △ △ ○ 協同 間接
R２b × △ △ △ △ × 集中 間接
R３ × × × × × × 集中 直接管理
７８
ネップ期，ことに２０年代中葉まで多かった
のはR３ないしそれに準ずるタイプである．
「現行の企業とトラストの相互関係の基本的
特徴は後者の前者の全活動に対する立ち入っ
た後見である」．「トラスト本部会は企業を指
導するのでなく，管理する」（A．シェヴァ
トフ）１８）．「企業は自己の利潤も赤字も知らな
い．全てトラストに集中している」１９）．
「トラスト本部の各部は企業の活動の細部
まで介入する」にも拘らず「工場の日常的活
動とは遊離していて必ずしもあれこれの生産
上の現象を正しく評価できない」．「しばしば
トラスト各部の命令は工場の生産上の利益と
齟齬する」（セルプホフの第２更紗‐捺染工
場）．利益相反も生じうる．
またトラストによる工場の管理‐技術者の
人事権行使（上級職員だけでなく，多くの場
合中級職員や，時には下級技術者人事にも口
を挟む．俸給や専門給もトラストが決めるこ
とが多い）は管理‐技術者の企業長に対する
責任性を低める．例えば，工場の部長が工場
長を通さず何らかの問題の解決をトラストに
求める．もし実務面で工場長との間でコンフ
リクトがあれば，トラストから工場長へ圧力
をかけてもらおうとする（第３綿トラストの
バラシンスキー工場）．あるいはトラストに
より任命された経理係が工場長の命令は「私
にとって義務的ではない」と言明する（混紡
トラストのスターリン工場）．トラストによ
り任命された工場長補佐が自らを工場長と
「同等のディレクターである」と思念する．
これは工場長の権威を貶め，その指令の不履
行の口実にもなる．こうして企業において特
異な『二重権力』が現出する．
計画の中央集権化それ自身は現場の自立的
で具体的且つ明敏なイニシアチヴを排除しな
いが，実際には工業財務計画作成において企
業の自立性やイニシアチヴは抑え込まれ，計
画化方式により中央から生産を全般に亘り把
握しようとする志向が見られる．企業長や企
業の技術者の参加なしに工業財務計画や予算
が作成され，資本投資や合理化措置が立案さ
れる．それ故，それらはしばしば企業の生産
‐技術的及び経済的可能性に不相応で，非現
実的となり，往々にして承認された計画が遂
行過程において変更を蒙る．例えば，第１更
紗捺染工場（旧ツィンデリ工場）の１９２６／２７
年度生産計画は８５００反であったが，業務年度
開始後，９５００反に引上げられた．『赤い繊維
労働者』工場ではトラストの作成した工業財
務計画は１９２６／２７年度に入って数ヶ月の間に
５回も変更された．工場は自分で作成した４
半期生産計画に従って操業せざるを得ない．
フルンゼ工場は生産計画における織物の品目
構成の度重なる見直しから頻繁な織機の段取
り替えや休止を余儀なくされた．合理化措置
もままならない．例えば，デグーニンスキー
化学工場では２つの小規模な貯蔵槽を設置す
れば硫酸保管費を年，２０－２５千ルーブリ節約
できるが（設置費用は３０千ルーブリ以下），
トラストは認めなかった．第１更紗捺染工場
では生産委員会提案の合理化措置（染色用自
動濾過器設置）のためコンプレッサーが必要
となったが，予算項目に計上されていなかっ
たために許可されなかった．トラストも新し
い機械の入手は最高国民経済会議のサンク
ションなしには出来ない．
融資面も同様である．交付された資金の支
出はその都度，申請によってのみ行いうる．
厳しい予算規律が要求され，それに規定され
ていない緊急の支出はたとえ小口であっても
特別の許可なしには行い得ない．許可なき予
算項目の移動も禁止される．例えば，デグー
ニンスキー化学工場ではトラストから賃金支
給総額ではなく各労働者職員への支給の個人
リスト提出を要求された．もっとも詳細な資
７９
金支出報告を要求されるにも拘らず，実際に
点検されるわけではない（モスチャジャルト
機械工場や旧ツィンデリ工場）．
調達‐供給機能はトラストに集中される
が，企業のニーズに目が行き届かない．トラ
ストは供給組織と企業の参加なしに総体契約
を締結する．企業は供給の規則性や期限，ま
た供給の質や在庫量の適正化に関与できな
い．例えば，『解放労働』工場では供給の集
中化が大量の利用できない原材料在庫の累積
を齎した．補助材料の４半期の需要は８０千
ルーブリだが，トラストは１１４千ルーブリ
送ってきた．建設資材の需要４４千ルーブリに
対し送ってきたのは８３千ルーブリである．ス
コーラプスコフスキー化学工場では資金交付
の遅れによって工場の調達する材料供給の中
断が起きた．２６年の１，２月，１週間半の
間，籠が入手できなかったため硫酸の製造が
中止された．
主力製品の販売の集中システムは企業にと
り不利益とは限らないが，企業の参加なきト
ラストと商業組織との契約締結は多くの不正
常の素因となりうる．
トラストと労組の包括的団体協約はしばし
ば企業の参加なしに，また企業での協約案の
事前の審議なしに締結された．そうすると現
場の実情は顧慮されない２０）．
レニングラードの多くのトラストでは往々
赤色工場長が然るべき『規程』を持たないだ
けでなく，委任状すら持たないケースがあ
る．そこでは全ては上からの裁量に，あるい
は企業長の精力や執拗さに依存している．
『ロシアディーゼル』工場ではトラストから
の何らの訓令もなく，委任状もない．トラス
トが受注しても工場の利益は考慮されない．
契約のテクストはトラストの執務室の静けさ
の中で作成され，そこには工場に不利益な条
項もある．工場への原材料や工具の供給につ
いて技術的に正確な合意はない．工場はあれ
これの物資を自らのため購入する権利を持た
ない．真空管工場では工場への正しい供給が
ないため事前の原価計算は意義を失う．トラ
ストはなお官僚的習性を残す．時々，企業の
可能性を考慮せず，委任状にある企業長の権
限すら，活動の過程で侵害する２１）．
「木工工業のトラストは本質上，トラスト
というより大企業である．そこに工場の個々
の業務の全ての指導が集中している．工場長
は単に中継階梯に過ぎない．そうした状況で
はそのイニシアチヴを発揮する余地はない」
（M．チュブラコフ）２２）．
ハルツゥリン木工工場長はトラストの日常
的なコントロールと後見の下にあり，工場の
生産においてはトラスト本部会が決定的役割
を果す．１９２６／２７年度工業財務計画の作成に
は工場長は参加せず，独立の買付け権は５００
ルーブリ以下の小口に限られた．それも実際
には行使できない．蓋し相応のアヴァンスを
もたず，その都度トラストに貨幣を求めねば
ならない２３）．
モスクワ縫製トラストの各工場は専門化さ
れ，中央集権的に管理された．工場長はトラ
スト本部会のサンクションなしに生地の１
メーターも裁断する権限を持たない２４）．ドネ
ツ石炭トラストも過度に集権化され，鉱山地
区本部の権限や独立性は不充分であった２５）．
油脂トラストの『自由』工場・工場長には
定められた額の範囲で独自に支出を行う権利
がない．現行では工場管理部は善き事［合理
化］をこっそりとやらねばならない．５０％の
節約をするために３－４千ルーブリの資金が
必要となり，然るべき各級機関に提起するの
だが，その回答は資本修理であれ，設備改造
であれ「予算には規定されていない」，であ
る２６）．
アニリントラストの『赤い光』工場には
８０
「ほとんど毎日のようにトラストの『ボス』
がやって来て労働者を叱り，運ぶ際に故意に
煉瓦を壊したから裁判にかけると脅す」２７）
［ゴムトラストの］『赤いトレウゴリニ
ク』工場には２７年６月２９日のトラスト布告に
対応した『工場管理規程』はない．企業長の
委任状は不明瞭である．１９２７／２８年度の工場
の生産計画はトラストが工場を参加させずに
作成した．その場合，トラストは毎月のよう
に計画の新しいヴァリアントをつくる．労農
監督部人民委員部が２７年１２月に作成したばか
りの調査資料によると『トラストからの指導
は工場の直接管理の形をとっており，工場の
働き手の活動をスポイルする』．トラストに
座っている働き手はレニングラードに出張す
る何千もの口実を思いつく．例えば，『工場
が実際に計画を遂行しているか』を確認する
ため．往復文書で点検できることがわかって
いるのに．１９２６／２７年度にはトラストの訪問
は１２７回に及ぶ．工場での滞在はきっかり７５０
人×日となる．彼らは座っているだけならば
まだ良いが，ともかく上司だ．企業長を無視
し，管理のあらゆる手続きを無視して，あら
ゆる活動面の命令を出す．こうして無責任の
環が閉じられる２８）．
印刷トラストの染料工場ではトラストの働
き手が工場にいるのは代表者会議の時のみで
ある．生産計画は工場との合意なしにトラス
トが作成する．工場管理部は工場でイニシア
チヴを発揮する可能性をもたない．トラスト
からの過度の後見ゆえに工場はトラストの許
可なしに処方を変更できない．他方，トラス
トは工場の実状を知らない２９）．
トヴェル綿トラストの P工場（綿花受取
りから完成品製造までの一貫コンビナート）
の場合はトラストの計画機能は限定的であ
る．例えば，工場へ供給される綿花の量も上
級機関が決める．製品実現面でもトラストは
純仲介機能を果すにすぎず，年一回，シンジ
ケートとの契約に調印するだけである．その
代り最高国民経済会議各部の細かな介入傾向
がある．例えば，工場は金属加工所の窓（７６０
ルーブリ），日除け（８００ルーブリ），更衣室
設置（１，２００ルーブリ）などの予算や設計図
を最高国民経済会議に送らねばならなかっ
た．最高国民経済会議からの異議がなけれ
ば，仕事を進め，最高国民経済会議がそれら
に責任を負うと考えられた．下部の働き手の
責任性は弱まる．他方，トラストのコント
ロール機能は過度に大きい．投資予算も全て
例外なくトラストにより審査される．とはい
え工場の全てのデータを点検，統制できるわ
けではないから，実際は純形式的官僚主義的
コントロール及びスタンプ押しに留まる．つ
まりトラストは事実上，最高国民経済会議の
エージェントになっていた．トラスト及び最
高国民経済会議への提出書類は年次報告が
５７，半年期報告３２，４半期報告５７，毎月の報
告７９，半月期報告３，毎日のそれが４であ
る．「書類が現実に代わろうとしている」
（ジェルジンスキー）．『不信のシステム』で
ある３０）．
２６年秋の改組前の南部鉄鋼トラストもこの
タイプに属していた．工場は本部から年度初
めに生産課題を受取り，その後は本部に貨幣
受取りや原料供給の定期的申請を提出した．
計画は本部が作成し，企業は本部に対し何ら
の計画義務をもたない．本部は計画遂行につ
き上級機関に対し全面的に責任を負う．本部
機構は工場の活動を細かな業務まで直接，管
理しようとした．企業の活動の成否の指標は
製造量であった．予算価格によって工場との
相互関係を調節するが，トラストと工場の互
いの供給はコンヴェンツィアの商業価格に基
づいて行う代わりにトラストが予算価格を押
８１
付ける．これは恣意的で実際の原価を上回る
こともあれば，下回ることもある．こうした
狭い生産者的心理の帰結は本部と工場間の官
僚主義的相互関係，軋轢，不要またはノーマ
ルな消費量を超える商品，原材料在庫や絶え
ざる財務困難であった３１）．
砂糖トラストの機構には上から下まで官僚
主義的な計画化が存在する．計画，予算その
他は各級機関（支部から本部，最高国民経済
会議の５つの各級機関，ゴスプラン，労働国
防会議まで）により点検され，特殊な『削減
欲』が蔓延している．つまり，全ての数字は
各機関により削られた．その結果，活動は計
画にも，予算にもよらず行われる．それ故，
原材料や資金の申請は削減を見越して過大に
行われ，原材料滞貨や資金の浪費を齎す．工
場の権限・責任が乏しいため倹約カンパニア
も歪なものになり易い．例えば，ある工場は
錫鍍金工が亡くなった際に新規採用しないこ
とによって節約した．あるいは化学者を解雇
した後，その化学者を日雇いとして採用した
こともある（２６年９月下旬の砂糖労組全連邦
代表者会議におけるトラスト議長報告）３２）．
こうして「企業長の権限は紙上に留まって
いる．その結果，企業長は良くても手代であ
り，悪ければトラスト管理部の文書使いであ
る」３３）．
２７年６月の新トラスト布告後，少なくとも
表面上はR２a， R２bタイプが増える．
R２a型の代表は第３綿トラストである．
新トラスト布告後作成された第３綿トラス
ト加盟工場規程（２７年１０月）は次のようであ
る．加盟工場は単一の企業としてトラスト本
部会の一般的管理下に置かれる．生産企業の
直接的管理は企業長が行う．企業長はトラス
ト本部会が任免し，特別委任状に基づいて単
独責任方式で活動する．技術及び商業担当の
企業長補佐と経理部長は企業長が任免し，経
理部長の任免はトラスト本部会が承認する．
企業長及び補佐の任期は１年以上３年以内と
する．企業長の報酬は本部会が定める．補佐
の報酬は本部会の定めた基準の範囲内で企業
長が定める．トラスト本部会には企業長と特
別個人雇用契約を締結する権限が付与され，
企業長には補佐と同様の契約を締結する権限
が付与される３４）．
企業長は交付された委任状に従い，企業の
全ての業務を指導し，資産を処分し，本部会
の命令や指令を遂行し，報告する義務があ
る．就任した時点より委任された財産の保全
や事業の経済的運営，ことに計画及び財務規
律や与えられた資金の使途どおりの支出に対
し刑事上，民事上，及び綱紀上の責任を負
う．
毎年，最高国民経済会議の一般的課題に基
づいてトラスト本部会は定められた期間に企
業に対し目標課題（統制数字）を与える．企
業はそれに基づき次年度の具体的な生産‐財
務計画を作成，提出する．本部会はそれを企
業長と共に審議し承認する．各企業は製品の
予算原価を作成し，本部会が承認した原価は
企業への注文‐出荷命令の基準となる．企業
の新建設，資本修理，設備増設，改造計画は
本部会により企業長が参加して審議され，承
認後本部会のコントロールの下，遂行され
る．
採択された工業財務計画に従い本部会は製
品の製造と定められた原価による引渡しを義
務づける注文‐出荷命令を与え，企業が遂行
する．工業財務計画の遂行のため本部会は企
業長と共に企業に必要な資金及び物資をルー
ブリ表示で定める．その場合，在庫ノルマや
与信の大きさも定める．トラストは特別日程
表（供給の量，質，期限を定める）に従い実
際の原価で原料，半製品，燃料，生産資材を
８２
供給する．それらの受入れは企業の責任で行
い，要件を充たさない製品の受け入れに伴う
欠損は企業が負う．それらの納入の遅れや品
質の低さにより生じた全ての損失は本部の負
担とする．
原則として製品販売はトラスト本部が行
い，トラスト本部会の定めた条件と範囲での
み独自の製品実現，発注・受注の権限が与え
られる．
企業の責任で期限に製品を引渡せない場合
にはそれに伴う損失は企業が負担する．但
し，本部会は企業長との合意により供給期限
を変更できる．引渡された製品が出荷命令書
（注文書）に定められた技術的要件にそぐわ
ないか，そもそも欠陥品を引渡した場合には
引渡した企業の代表参加の下，証書を作成
し，それに基づき本部会は定められた価格か
ら相応の割引を行いうる．
各企業は本部会承認のフォーマットや訓令
に従い独自の会計をもち，バランス作成，原
価計算を行う．企業長は本部会に定期的活動
報告を提出し，在庫調査を行う．予算原価に
対する節約の一部は企業長の処分に委ね，労
働国防会議の２８年６月１４日決定に定められた
手続きにより所定の目的に支出しうる．経営
活動の最終結果はトラストの決算バランスや
年次報告の承認の際に定められ，その時に企
業と本部との間の節約や超過支出の最終決済
が行われる．
企業長は工場管理部と関連する全ての取引
を最高国民経済会議承認の模範委任状に準拠
したトラスト本部会交付の委任状に従いトラ
ストの名において行う．企業長は交付された
委任状の範囲内で事業について企業を代表
し，全連邦及び連邦共和国の上級及び中央機
関を除く全ての機関や個人と交渉する．
企業長は本部の誤った活動について本部会
に通知のうえ連邦最高国民経済会議に異議申
し立てを行う権利を持つ．但し，本部会の命
令の遂行を妨げない３５）．
トラストと工場間の取引関係を規定する注
文‐出荷命令書フォーマットは次のようであ
る．工場は自己の生産のため必要な分を除い
て全ての紡糸，粗布，屑糸，製品を注文価格
にてトラスト本部に引渡さねばならない．製
品は繊維シンジケートの定めた標準的段取り
に従い加工し，不良品の価格割引率も定め
る．捺染，染色，仕上げは本部会が工場長や
シンジケートと定めた各四半期スケジュール
に従って行う．
製品は本部会と繊維シンジケートの総体契
約に基づき，本部会が工場長と調整した四半
期スケジュールに従って工場が繊維シンジ
ケート倉庫全権委員に引渡す．出荷命令に規
定した引渡し期限に遅れた場合は本部会がト
ラスト本部と取引相手や企業との契約におい
て約定した額の違約金を工場に課す．これら
契約で工場は製品の取引相手への製品の全
量，適宜の引渡し及び品質の約定条件に対し
責任を負う．生産‐財務計画遂行のために工
場には何がしかの流動資産が与えられ，１年
を通じてその水準に自己のバランスを維持せ
ねばならない．
工場への原料，燃料，資材供給上の決済は
本部がそれらの実際の調達価格に輸送費をプ
ラスして行う（一般管理費や商業費除く）．
トラスト加盟企業製造の半製品や燃料は注文
‐出荷命令書の価格で受取人の工場の勘定か
ら差引く．それらが約定条件に合わないか，
供給が遅れた場合は双務的受入れ証書に基づ
き実際の損失の補填を本部に請求する権利を
持つ．製品に対する支払いが遅れた場合は工
場に違約金を加算する．定められたノルマを
超える物財の増加は工場の責任である場合
（過剰申請）はその分につき工場に年９％の
資本利子を加算する．本部の責任で余分に引
８３
渡した場合はその分を本部バランスに組み入
れる．但し，本部の工場に対する財務的義務
は免除されない３６）．
２６年秋の改組後の南部鉄鋼トラストも同様
である．トラスト本部はその活動を計画の審
議や承認，及び企業の報告に基づく企業活動
の結果と承認された計画の遂行の調査に限定
する．本部は個々の企業が提出した計画に基
づいてトラストの計画を作成する．工場はト
ラストに製品を出荷すると共に，原材料など
の注文を行う．供給面でも生産計画のための
原材料注文の正しさに対する全責任は企業に
ある．本部は財務計画に従ってクレジットを
開設し，原材料注文と積出された製品に対す
る決済を行なう．但し，出荷価格全額ではな
く暫定決済価格による．これは本部会承認の
工場の生産財務計画により定められたもので
あり，工場原価から償却控除を差引いて計算
する．計画で規定された利潤と償却控除は本
部に入金され，特別計画により企業の資本活
動に交付される．工場には商業－財務機構が
創設され，記帳を行ない，原価計算書や経理
バランスを作成する．誘因システムが広範に
適用され，本部は何よりも計画で規定されて
いなかった節約や資源動員を行なった企業に
資本活動拡大の許可を与える３７）．
『再生繊維』のR混紡工場はR３からR
２aタイプに移行した．
従来はトラスト代表が１年に１度，工場に
やってきて報告を行うが，無駄話に現を抜か
した挙句引上げる．次にはトラストから誰か
がやってきても労働者は罵り，報告者から出
るのは汗ばかりである．「空約束は椅子のよ
うなもので，しばらくは人を繋ぎとめてもす
ぐに見捨てられる」．その後，トラスト本部
会のメンバーが一新された．本部会員は織物
工場の代表と共に工場にやってくる．報告を
行うと共に話合い，集会で労働者に説明し，
加えて自ら工場の活動を知る．集会では共通
の言葉を見出しえた．それまで１，５００千ルー
ブリ以上の赤字であったのが，新本部会のも
とで黒字に転じた３８）．
レニングラード皮革トラストの履物工場
『スコーラホード』の工場長は最高国民経済
会議公布の模範委任状よりずっと大きな権限
を享受し，かなりの独立性をもっていた．生
産－財務計画の作成に直接参加し，機械部品
その他の独立の買付けやアヴァンスのために
４００千ルーブリを保有していた３９）．
レニングラード繊維トラストは企業との関
係に気を使う．しばしば赤色企業長と協議会
をもち，生産上の多くの緊要な諸問題の解決
において彼等の要望を容れる４０）．
ここでは情報が共有され，重要な意思決定
に企業長も参加し，企業活動にはインセン
ティブが組み込まれていた．そうした場合は
良好なパフォーマンスが期待できたようだ．
次にR２bタイプをみてみよう．
非鉄トラストの工場（コリチューギノ工
場）ではトラスト交付の委任状に基づき運営
される．工場への供給はトラストが行い，小
口の費用については貨幣を支給する．現行の
委任状にはどれだけの額の範囲で工場長が独
立の買付けを行えるかの指示はない．独立の
バランスももたない．工場に供給される全て
の原材料はトラストの定めた価格で工場の勘
定に記入される．その場合，その価格が実際
の仕入価格と一致しているかどうかは工場に
は判らない．工場の製品はトラスト経理部の
定めた価格で引渡されるが，工場にはどれだ
けの価格で実現されるかは判らない．前年工
場はトラスト価格と工場原価の差により約
２００千ルーブリの生産利潤を計上したが，ト
８４
ラストの実際の利潤は知らない．工場管理部
がトラストに提出した原価計算がどうなるか
も知らない．情報は共有されない．
生産計画作成手続きは次のようである．ト
ラストが一定の大項目（ノーメンクラトゥー
ラ）について工場に課題を与える．工場管理
部はその課題に基づき生産可能性に応じて詳
細な項目に亘る計画を作成し，トラストに提
出する．トラストは生産条件を考慮せず，生
産計画を変更することがある．時には商業部
の要求で既に生産過程に入っている計画を変
更する．こうして決定は一方的となる．
トラストと工場の交渉は煩雑である．往復
文書の他，工場管理部がトラストに出かけた
り，トラストから担当者が派遣される．トラ
ストの生産‐技術部代表は工場に計画作成や
工場設備改造・増設のためにやって来る．他
方，トラストからの技術指導はほとんどな
い．
トラストに提出される膨大な報告の他，地
方ソヴェト機関からのありとあらゆる資料提
出の要求をこなさねばならない．県国民経済
会議の要求は比較的少ないが，いつも実務的
である．県労農監督人民委員部や県統計部は
様々な問合せをどっさりと持ち込む．職場レ
ヴェルまで多くの報告を提出せねばならぬた
め職場の人々の時間も多く取られる４１）．
『赤いヴィボルジェッツ』工場長（非鉄ト
ラスト）によれば工場がホズラスチョットに
移行した後も，実際には工場長の義務や責任
性だけが高まって，権利はごく制限された．
しかも以前には生得権と見做されていた工場
管理部の権限をもカットされた．工場管理部
は従来，レニングラードの工業から独自に注
文を受取る権利を持っていたが，今では小口
の注文であっても必ずトラスト本部（モスク
ワ）またはレニングラード支部を通して処理
せねばならなくなった．逆に，かっては純形
式的理由から遂行出来なかったレニングラー
ド工業の何らかの注文が工場の繁忙期に無理
やり押付けられた．他方，小額の補助材料で
すら独自に入手する権利を失った．例えば，
圧力計購入のためレニングラード支部と本部
との交渉には３ヶ月掛かった．
一応１９２６／２７年度の生産計画は工場管理部
によりトラスト代表参加のもと７月６日に作
成された．だがこの計画はモスクワで改訂さ
れ，次いでレニングラードでも改訂された．
そのためレニングラードにはトラストの働き
手が１１人派遣された．１１月１５日に計画はトラ
スト本部会の承認を受け，金属総管理局に持
ち込まれ，最終承認を待つ．その間，工場は
承認された計画なしに活動する．
工場製品価格について，従来はトラストが
その裁量で決めてきた．それらはしばしば実
際の工場原価に照応しない．２６年１０月には工
場管理部も参加して原価計算に取り組み，作
成した原価に関する資料は承認のためモスク
ワに送られたが，何ら音沙汰がない．万事こ
んな具合である４２）．協議は全く形式に留まっ
た．
アニリントラストでは予算や予定された活
動リストの削減は工場管理部との合意なしに
行われる．技術者へのプレミアムも計画さ
れ，団体協約への追加協定も調印されたが，
実施されていない４３）．
モスクワ皮革トラストの『パリコミュー
ン』履物工場では大部分の場合，トラストと
工場代表との会議は場当たり的に召集され
た．工場長はトラストの事業の状態について
余り知らされない．トラストからの系統的通
知はない．４半期の景況報告は送ってくる
が，遅れてくるため意義を失う．１９２５／２６年
度第１四半期の報告が届いたのはやっと４月
である．他方，工場長がトラスト本部会会議
で報告したのは３年間で１度だけである．ト
８５
ラストの責任による財務困難はなかったが，
工場の予算はトラストにおいて機械的に審議
されるだけである［機械的に削減］．だから
もし１５千ルーブリが必要ならば２５千ルーブリ
の予算申請をせねばならない．トラストに提
出すべき報告書は膨大である．毎月の生産報
告は３人のタイピストが丸々１週間かかって
作成される．
工場は自らの活動が赤字か黒字か判断でき
ない．工場はトラストから原料を出荷価格で
受取り，自己の製品はトラストに原価で引渡
す．トラストの出荷価格の調整や注文システ
ムの導入にはトラスト本部会は乗り気ではな
い４４）．
製錬鋳物トラストは一部工場に工場管理部
との合意なしに生産計画を与えた．工場の予
算や原材料申請は『目分量で』削減される．
トラストと工場の往復文書はごく官僚主義的
性格をもつ４５）．
リュベレツキー農業機械製造工場はトラス
トの権利で活動するが，職場の予算勘定へ移
行した．職場長は予算の範囲内で自律的に行
動する．但し，労働力ノルマ，原料，燃料，
蒸気，水，電力などの支出ノルマが定められ
た．予算枠を超える原材料注文の場合は専ら
工場長の許可により支給する．職場間資源配
分の調節は工場管理部が行う４６）．
R１のケースもある．但し，ネップ期には
無論，企業の純然たる独立採算性や自律性は
存在しない．とりあえず工場に一定の流動資
本が付与され，独立のバランスをもち，比較
的活動の自由度が許容され，トラストとの相
互関係が基本的には契約によって律せられる
場合をこのタイプと考える．そのようなもの
としては次のような組織がある．
オデッサ造船工場は２５年１月１日より独立
のバランスに移行し，６月１日より完全な独
立採算制に移行した．受注も行う．各工場指
導者は任務を明確に分担した．管理－技術者
へのプレミアムシステムも導入した（課題達
成，原材料燃料節約に対し基本給の４０～
１００％の範囲で）４７）．
モスクワ木工トラストの第２工場は２６年の
段階ですでに広範な経営権をもつ．工場長は
トラストからの委任状に基づき活動する．ト
ラストは工場の年次予算及び生産計画を承認
し，また必要原材料を工場に供給する義務を
引き受けるが，もし，有利な条件が呈示され
れば工場は自ら購入できる．トラストからは
主に量産型標準品の注文を受取る．それ以外
に工場自身も受注を行い，契約も締結する．
工場の遂行する注文の大部分は直接，注文主
から受取るか，入札による．工場は注文主に
クレジットを開設し，トラストと信用能力問
題を調整する．但し，工場には手形振出権は
なく，トラストを通して信用を受取る．工場
が受取った購買者手形は実現のためトラスト
に引渡す．賃金フォンドはトラストからも受
取るが，工場自身が注文遂行により受取る資
金で確保する４８）．
モスクワ印刷トラストはホズラスチョット
が最も進んでいると言われた．印刷所は自己
の出納部をもち，独自に資金を取り扱い，直
接，注文を受け入れる．トラストが紙と燃料
は供給するが，副次的原材料は印刷所が調達
する．資本修理や大口投資はトラストが行
い，必要な場合はトラストが印刷所から資金
を引上げる．そのO工場は製品を原価に１０％
の利潤を加えてトラストに引渡す．この利潤
はあくまで会計上の数字で，そのまま処分で
きるわけではないが，自己の活動の収益性を
高める誘因となりうる４９）．
モスクワ機械トラストでは全ての加盟工場
が事実上，ホズラスチョットの全ての権利を
享受する．実際，『赤いプロレタリア』工場
８６
はトラスト本部会から与えられた委任状によ
り資産の売買，原料調達，受注の権利を有す
る．トラストは工場の生産計画，財務予算を
承認し，基本的原料供給を引き受ける．工場
管理部は必要な原材料をトラストと同じ価格
で入手する可能性があれば自ら購入する権限
をもつ．トラスト交付のクレジットの枠内で
原材料や工具在庫形成を行いうる．但し，取
引の限度額は１５千ルーブリ，購入価格は取引
所価格を超えない．工場は１０千ルーブリ以下
の製品販売取引を行いうる．工場が引き受け
た注文の遂行期間と方式は事前にトラストと
調整する．原価計算は工場管理部が行う．工
場への融資は四半期予算による５０）．
レニングラード機械製造トラストは２６年半
ばの時点で工場との関係はほぼ完全なホズラ
スチョットに近かったという（『ロシア
ディーゼル』工場・赤色工場長の見解）．主
要原料（金属）供給はトラストが行い，補助
材料供給は直接，工場が行う．注文は大部
分，工場が受け入れる．供給についてトラス
トと工場の特別契約はないが，トラスト承認
の工場の生産計画には納入さるべき原材料と
それらの価格が指示されている．バランスは
工場管理部が独自に作成し，工場の利潤も計
上される．トラストは原材料の工場間移送に
は強制力を行使しうる（他の工場が不利益と
いう理由で鋳造品などの供給を拒否する場合
など）５１）．
モスクワ中型金属製品トラストの場合はR
１型というよりは結果的に工場が自律分散的
となったものである．このトラストはモスク
ワ機械トラスト非加盟だが，国家的意義をも
つ中小工場を集めて２２年に設立された．当初
はR３型であり，全面的に工場を管理しよう
とした．ところが実際には工場に原材料その
他を充分供給できず（予定の８０％ではな
く，３０％しか供給出来なかった），貨幣も適
宜に提供できなかった．そのため注文遂行も
大幅に遅れた．そのことから工場管理部の自
律志向を呼び起こした．工場は貨幣も手形も
トラストに引渡そうとせず，出来るだけ長く
自分の所に留めておこうとする．P工場では
倉庫に製品在庫があるのに労働者を集め，夜
間交代制を実施した．工場の生産協議会でそ
のことを指摘されると，工場長は「やりたい
ことをやるのだ」と嘯いた．トラストはおず
おずと工場に提案した．「あなた方の賃金を
引下げてもらえないだろうか」．他の工場で
も同様で，労働者を集めては，減らし，再び
集める．こうして加入工場は活動上，全く自
律的であり，自分で注文を取って，手付けを
受取り，注文主と決済した．原材料その他の
納入契約も独自に締結した．トラストには指
導性も責任性もないという５２）．
とはいえネップ期の状況で真に企業の自律
性が許容され，ホズラスチョットが実現され
たかは疑問である．後に見るようにネップ期
後半の企業の独立採算制移行も実質的意義を
持ち得なかった．垂直的ヒエラルキーの亜種
か，擬似契約関係とでも言うべきものであっ
た．
トラストの介入は大きいが，肝心のトラス
トの工場への技術指導は弱い．
①非鉄トラストの《赤いヴィボルジェッツ》
工場
技術指導についてトラスト本部から幾分なり
と重要な援助があったとはいえない．２７年ま
ではトラスト本部技術部はあれこれの問題に
ついて種々の問合せをしてきただけである．
工場では大規模な建設が行われ，科学‐技術
的性格の多くの問題に直面してきたが，トラ
スト本部技術部はあれこれの作業が終わって
から予算を点検したに留まった．資本建設計
画の技術的側面の検討や新しい設備のタイプ
８７
の選択に何ら関与しなかった．工場の生産活
動やその改造はトラストとは係わりなく行わ
れた．トラストは設備の注文交渉は行ったが
自分では全ての事情に通じているわけではな
いので，工場が必要なものを受取れなかった
ことがある．
２８年には幾分指導は強化された．レニング
ラードにやってきたトラストの技術部長と共
に資本活動の項目リストが検討され，作業の
手順が定められた．次年度の年次計画は工場
管理部がトラストと共同で検討した．トラス
トは指導強化の方針を採った．だが本当の意
味での技術援助はまだない．原価引下げや生
産性向上などのアドバイスに留まる．
②中央国営ガラストラストのB工場
原価引下げや生産合理化についてトラスト本
部からの援助や指示はほとんどない．工場は
自力でそれを行うしかなかった．トラストは
企業の活動から遊離しており，トラストが何
らかの指示を出しても工場の働き手には有益
ではなく，時には馬鹿げたものであった．例
えば，１９２６／２７年度にB工場のガラスの原
価は１箱４１ルーブリ９９コペイ カ で あ っ
た．１９２７／２８年度，政府の原価６％引下げの
一般的指令に従えば少なくとも３９ルーブリ４７
コペイカとすべきはずの所，トラスト本部会
が指導のため工場に送ってきた短い原価計算
書によると１箱４６ルーブリ４０コペイカとな
る．それと共にトラスト本部会は燃料と原料
の支出係数を送ってきたが，これらは前年の
実績を大幅に上回っていた．例えば，B工場
はガラス１箱当たり燃料を２．３９立方m支出
していたが，トラスト本部会は２．６と定め
た．原料支出は１９２６／２７年度実績が２３０．５５㎏
であったのに，２４６kgと定めた．
破損や不良品の減少についてもトラストか
らの援助はない（窓ガラスで１８％超．他の工
場では８％）．同種工場でも装入物の構成が
工場により異なる．ある工場ではアルカリの
含有量が１２％，他は１３％とか１４％である．こ
れを１％でも減らせば年１０千ルーブリ超の節
約となる［不良品が減って？］．だがトラス
トの援助はない．
③モスクワ機械トラストの『プロレタリア労
働』工場
経常的生産活動において上級組織からの指導
はない．なるほど，工場への文書や回状は多
い．日に４０にもなる．だがトラストはその文
書であらゆる問題に触れるが，技術的問題は
ない．
ある文書は書類のナンバーのない書簡，電
報，電話の送付は禁止するという．別の文書
は工場管理部の代表者が委任状を持って労働
部会に出席することを要求する．あるいは磨
かれた木製筒の販売許可である．道路舗装の
やり方，工場長，代理，技術指導者の任務配
分，トラスト本部会員の間の指令配分，防火
措置等々の回状は一杯ある．だが注文の期限
内未遂行のような重大問題についての回状は
次のようなごく一般的なフレーズに留める．
「最も精力的な措置を採れ……．遂行期限の
コントロール，監督を強化せよ．行政的処分
の措置を採れ……．報告を提出せよ」．予算
課題超過に関する回状も同じく「早急の措置
を採れ……．工場長は一般工場費，職場費用
削減問題にもっと関心を向けよ」．具体的に
どうせよとは指示しない．工場では自力で全
ての生産－技術的活動をやらねばならぬ（工
場の技師長 L談）．
④羊毛トラスト『解放労働』工場
トラストからの紙の上の指導は充分である．
トラストはあらゆる種類の問題についてたく
さん，頻繁に工場に回状や命令を書き送って
くる．
だが工場は技術面では自力で活動してい
る．工場の改造，合理化措置は誰も点検せ
８８
ず，修正もしない．トラストにはラシャ生産
を良く知る多くのスペツがいるが我々の工場
の状況には眼を向けず，関心もない．原価引
下げの課題にとって原料の有効利用，つまり
屑の減少は重大な問題である．工場はこれま
でとは違う疏毛方法を試みている．だがトラ
ストからは何らかの指導方針を受けとってい
ない．
生産指導上のトラストの役割は通常，工場
が原価の構成要素について定めた数字の削減
にとどまる．これらの削減はしばしば機械的
である．トラストはどんな生産条件である
か，設備がどんな状態であるかといったこと
をあまり考慮しない（工場長K談）５３）．
⑤レニングラード紙トラストのG紙工場
ここ数年の工場改造，拡張活動においてトラ
ストの援助は単に視察のみである．全ての計
画は工場が自力で作成し，トラスト本部会に
承認のため提出した．あれこれの修正を加え
た上，計画は各級機関に持ち込まれる．ここ
から企業への後見が始まり，企業は計画に盛
りこまれた諸原則や構想を主張する可能性を
失う．トラストは統制数字を作成し，生産計
画や報告の点検は出来ても，トラストの働き
手が定期的に工場を訪問することは出来ず，
工場の実状を把握できない．
指導機関が活動を妨げることもある．換気
のような簡単な問題に調節機関が細かく口を
挟む．老朽化した蒸気機関を強力なモーター
を取り替える必要があった時に工場の働き手
は蒸気機関の価格を良く知っていたから，充
分な理由がなければ取っておこうと決めた．
だが工場の技術者への不信の所為か特別委員
会に老朽化した蒸気機関の状態の調査が委任
され，長いこと審議され，決定は必要もなく
引き延ばされた５４）．
⑥ドンウーゴリ・ペトロフ鉱山地区本部
鉱山地区本部や炭坑の活動へのドンウーゴリ
本部からの然るべき指導はない．例えば，機
械化や集中について問題の技術－経済的検討
なしに現場に指令を出す．この鉱山地域本部
の№７炭坑は土壌の含水量が多く，機械化に
は不適合であった．コールカッターが設置さ
れたが石炭原価は１トン２０－２５ルーブリにも
なった．炭坑の技術者は鉱山地域本部に手掘
りのほうが原価が半減できると申し立てる．
ドンウーゴリ本部会にこうした機械化の愚か
しさを訴えたが，トラスト生産管理部は我々
の課題はなんとしても採炭を機械化すること
だと答えた（本部長補佐F談）．
⑦小金物トラストの蹄鉄‐釘工場（レニング
ラード）
工場があれこれの［技術的］問題でアドバイ
スを求めても，そうした支援は稀で，ごく緊
急の場合に限られる．
⑧ゴムトラストの『赤いトレウゴリニク』工
場
トラストの全指導は形式的な行政的圧力に帰
する．毎日，何百の郵便物がトラスト本部か
ら工場に届くが，その中に技術的性格の具体
的指示は見出しえない．工場電化について工
場の技術者が何十もの計画を作成しトラスト
に提出した．だが単に作り直しを勧告するだ
けで，どのように作成するかの具体策は与え
られない．
次のようなこともあった．トラストの代表
者が工場にやってきて工場の働き手と実施さ
れた措置，提案，展望などについて話し合
う．その後しばらくすると中央から当該問題
について一体何が行われたのかといった類の
問合せが殺到する［全く理解されてなかった
ということ］．工場幹部によればトラスト機
構には仕事を知る経験あるスペツが少なすぎ
る５５）．
⑨ゴムザのトヴェリ工場
トラストからの技術指導が弱く工場はほとん
８９
ど全ての問題を自力で解決せねばならなかっ
た．例えば，流れ作業による貨車組立の構想
は工場で生まれ，工場の働き手の力で実現さ
れた５６）．
⑩国営電機トラストの『エレクトロシーラ』
工場
トラストからの技術的指導はない．変圧器に
ついてトラストは製造停止を決定したが，工
場は構わず生産を続けた．その後，トラスト
本部会はその増産計画を工場に押付ける５７）．
⑪馬車製造中央本部TSUPVOZの荷馬車‐
貨車製造工場
トラストからの具体的な技術指導はなく，工
場の全ての資本建設計画は自力で作成する．
トラストの代表が工場を訪問するのは稀
で，３ヶ月に一回程度である５８）．
こうしてネップ期の工場と工場の相互関係
は大部分，情報や利益を共有しない垂直的ヒ
エラルキー型あるいはインセンティブによる
外在的コントロール型であった．そうしたト
ラストと工場の相互関係からして様々な問題
が生じた［後述］．
Ⅳ シンジケートとトラストの相互関係
シンジケートないしそれに準ずる組織は一
部を除きトラストの財務・商業活動を調節す
る共同出資組織としてトラスト自身のイニシ
アチヴで設立され，最高国民経済会議が事後
的に承認したものである５９）．その組織形態は
多様である．商業機構をもつ本来のシンシン
ジケートもあれば，カルテル的性格をもつコ
ンヴェンツィアもあり（澱粉糖蜜ビューロー
や基礎化学工業連合ソヴェトなど），事実
上，シンジケートやコンヴェンツィアの機能
をもつ組織もある（『タバコ原料』，『金属倉
庫』など）．塩，タバコ，石油，石炭の各シ
ンジケートは強制加盟で上から組織された．
他のシンジケートは任意加盟である６０）．他に
工業内部の利害調整組織として国営商工業連
合ソヴェト，シンジケートソヴェトなどが存
在する．
これら組織の主たる課題は加盟組織の販
売，調達地域区分や注文配分，合理的な販売
や調達条件設定，出荷または調達価格設定，
市場の需要に応じた製品の品目構成とその加
盟者間生産配分，市場調査などである．本来
のシンジケートは国内外市場で共同の販売な
いし調達を行う機関をもつ．シンジケートや
トラストの商業活動のために補助企業をもつ
場合もある６１）．
だが実際にはシンジケートはトラストの生
産を含めた様々な活動分野に介入してい
た．２５年５月最高国民経済会議・総経済管理
局工業組織部の調査報告によればほとんど全
てのシンジケートはトラストの生産活動に影
響力を及ぼしていた．
皮革シンジケートはトラストの商業活動を
調整し，軍事注文の配分において重大な役割
を果すだけでなく，生産計画の作成に参加
し，シンジケートの技術ビューローは生産設
備や皮なめし剤，染料その他の供給について
トラストに具体的指示を与えた．補助的生産
の実験的な化学工場ももつ．
マッチシンジケートは技術‐生産課を設
け，生産機械化や化学的問題を検討する．
金属シンジケートはトラストと共同で生産
計画を検討し，繊維機械製造ラインなどにつ
いて指示を与える．
ウラルメトは銑鉄，圧延のスタンダードの
作成に参加する．その全権委員協議会は新生
産組織化，工場専門化に関する諸問題を処理
し，海外で必要な設備を購入する．
農業機械シンジケートには技術部があり，
トラストに技術的助言を与える．機械の商標
の設定や工場専門化実施に参加し，加盟工場
に設備や金属を供給する６２）．
９０
プロダシリカートの工業ビューローは加盟
トラストに対し機械化，生産計画の調整，品
目構成設定，製品のノルマ化，標準化，価格
計算について支援を行う．シリカ工業機械化
の特別委員会も設けた６３）．
セリマシ（農業機械シンジケート）はメン
バーとの契約による決済，製品の受け入れ，
生産への融資を加盟者たるトラストの状態を
考慮して行った．必要な場合，シンジケート
は手形の期限前買受けを行い，契約を超えた
財務援助を与えた６４）．後見的役割を果してい
た．
塩シンジケート議長リプシッツは不満を込
めて語る．シンジケートは何よりも価格引下
げや品質向上に関心を持つ．しかし規程上で
はこうした要因に影響力を行使する権限はな
い．塩シンジケートの場合は塩工業の実現を
１００％集中しているが，定款によればトラス
トとの関係は確定商業契約に基づいて構築さ
れ，シンジケートの生産，合理化，機械化，
コスト引下げ，品質へのいかなる影響力も排
除されている．全てのこれらの問題は相応の
共和国，州，県国民経済会議に集中され，シ
ンジケートとは関係なく決められる．生産上
の経験交換もない．とはいえ生産価格の大幅
引下げはシンジケートの『非合法』の介入に
負う所がある．一方で，市場が価格引下げを
要求し，他方で，トラストがシンジケートに
融資を求めれば，シンジケートは現行定款に
反して製塩所の生産活動への容喙を融資の条
件とする．イルクーツク工場，クリム塩トラ
スト，イレツキー工場などでそうしたケース
があった．また製油輸出に際し，製油の塩処
理用に出荷された塩の品質問題を提起したこ
ともある．スラヴァンスキー製塩所は正しい
生産工程に対する監督に冷淡であり，化学的
に純化されたはずの上質塩に不純物が多かっ
たからである．但し，この介入は多分に状況
依存的であり，系統的ではない６５）．
組織問題も規程通りというわけにはいかな
い．シンジケート本部会員は原則，最高意思
決定機関たる加盟者の全権委員会議で選出さ
れるが，時々は最高国民経済会議が直接，任
命する．
例えば，塩シンジケート本部会員は最高国
民経済会議が任命する６６）．石油シンジケート
本部会は定款によると本部会６名のうち半数
のみ石油トラスト代表であり，議長とその２
名の代理は最高国民経済会議が任命する．株
主総会と同等の権限をもつはずのトラスト全
権委員会は実際にはその権限を行使しな
い６７）．
他方，皮革シンジケートの本部会メンバー
はトラスト指導者の仕事を兼任する．本部会
員８名のうち４名はシンジケートの最大の地
方支部の長でなければならない．
ではシンジケートとトラストの関係は果た
して対等の契約関係であるのか，トラスト代
表機関または共同の商業機関に過ぎないの
か，それともシンジケートはトラストの上位
機関であるのか．
「シンジケートはトラスト自身のコーポ
レーションであり，派生物である．シンジ
ケートの本質や活動からして組織的に切り離
しえない．にも拘らずシンジケートは独立の
法人格をもつ．この矛盾はシンジケートが労
働国防会議の課した計画指令や課題を実現す
る計画機関として登場した時にはことに先鋭
化した．［形式上］シンジケートとトラスト
の間には契約関係があるが，典型契約や総体
契約は本質上，契約ではなく，全てのトラス
トに義務的な一般的規則のネクサスである」
（V．キシネムスキー）６８）．
シンジケートはトラストの共同出資会社で
９１
あるにも拘らず両者が対立することもあ
る６９）．
製油・油脂シンジケートと油脂骨加工トラ
スト（モスクワ国民経済会議管轄）との対立
は地域的利害と絡んで深刻であった．モスク
ワソヴェト幹部会によればシンジケートの
誤った活動の所為でひまわり油を住民に供給
できなくなり，５千人の労働者を抱える油脂
骨加工トラストの工場を閉鎖の危機に追い込
んだという．
これに対しシンジケート本部会は反論す
る．モスクワソヴェトが言う通りであれば，
責任を取ることに吝かではないが，シンジ
ケートが油脂骨加工トラストと活動を調整し
ようとした多くの試みにも拘らず，油脂骨加
工トラストと他の製油及び油脂工業との統一
的方針を見出せず，その結果，すべての計画
及び調節機関における限りない諸問題の審
議，往復文書，報告書そして上級政府機関の
決定の遂行のかってない遅れが生じたのであ
る．多くの場合はそもそも不履行であった．
シンジケートは労農監督人民委員部に油脂骨
加工トラストへの供給の途絶の実際の原因の
解明と現在の不正常な状況に終止符を打つこ
とを求めた７０）．
化学総管理局はロシア共和国最高国民経済
会議幹部会に対し油脂市場の健全化と油脂工
業の活動の正常な条件を作り出すため全ての
国営油脂工業は油脂骨加工トラストを含めそ
の製品を現地消費市場への供給分を除き，シ
ンジケートに引渡すことを指示した．製油工
業ではそうした集中はすでに実施している．
油脂骨加工トラストは頑としてシンジケート
への加盟を望まず，そのためレニングラード
油脂トラストもまた自己の販売網を通して活
動せざるを得ない．化学総管理局は油脂骨加
工トラストのシンジケート加盟によって国営
油脂工業の販売活動におけるパラレリズムを
なくすべきだと考える７１）．
農産物加工管理局長によれば，製油‐油脂
工場は向日葵が豊作であったにも拘らず，原
料を確保できなかったのは多くの主要原料地
域において地方執行委員会が油脂用種子の搬
出を禁止したからである．地元の製油工場が
完全操業できないことを恐れた．シンジケー
ト加盟工業はシンジケートと原料納入総体契
約を締結した．非加盟工業では主要部分は現
地市場で調達し，一部はシンジケートとの総
体契約により受取った．油脂骨加工トラスト
の大工場のみが計画的集中方式で原料供給を
受けることを望まず，原料納入契約を締結し
なかった７２）．
商業人民委員部・工業品管理局長もモスク
ワ油脂工業へのひまわり油供給不調の原因の
１つをシンジケートと油脂骨加工トラストの
不正常な相互関係にあると考えた．
化学労組モスクワ県支部もモスクワ油脂工
業の原料危機の原因を油脂骨加工トラストと
シンジケートの意思疎通欠如に求め，労農監
督人民委員部に問題検討を委ねた７３）．
これに対しモスクワ国民経済会議はシンジ
ケートが油脂骨加工トラストに呈示した厳し
い決済条件にも原因があると考える．以前，
綿花総委員会がトラストに供給した綿実油の
決済条件は成約時の１０％の現金支払いと貨物
引換証副本に対する１０％現金，８０％７５日手形
支払いであったが，製油油脂シンジケートは
供給額の９０％の現金払いを要求した．問題は
シンジケートが油脂骨加工トラストを除く全
ての油脂トラストを統合していることにあ
る．シンジケートは自己の活動の軌道に油脂
骨加工トラストを引き入れようとしたが成功
しなかった．そこでトラストに対し『経済的
働きかけ』措置［厳しい決済条件と言う制
裁］を採ろうとした．シンジケートのその執
拗さは一定程度は油脂骨加工トラストが自己
９２
の製品をシンジケートより低い価格で販売し
ていることによる（高級石鹸など）．シンジ
ケートは２７年秋にトラストと蝋燭購入契約の
交渉を行ったが，不成立に終わった．シンジ
ケートはトラストより高い価格で売る権利を
要求し，トラストが合意しなかったからであ
る７４）．論議は平行線を辿って噛み合わない．
その後も相互関係の改善はみられない．
油脂製品の油脂シンジケートへの集中に関
する労働国防会議決定から１年経っても油脂
骨加工トラストはなお自己製品の独自の実現
を続けている．最高国民経済会議幹部会はト
ラストによる政府決定不履行問題を改めて労
農監督部に持ち込むことを決定した．
連邦最高国民経済会議やロシア共和国最高
国民経済会議及び上級労組機関が油脂骨加工
トラストのシンジケート化の必要性を支持し
たにも拘らず，また上記労働国防会議決定に
も拘らず，トラストはそれら決定のどれにも
従っていない．
トラストとシンジケートの組織的及び業務
上の結びつきの必要性はシンジケートの指導
者の報告によると何よりも原料供給問題に規
定されている．油脂工業の主たる原料は植物
油である（全ての消費原料の８５－９０％）．そ
の配分はシンジケートに集中している．植物
油の激しい不足やその工業用と食用との絶え
ざる競合のため，承認された計画の枠内で配
分さるべきである．しかし供給の規模を巡っ
て油脂骨加工トラストとシンジケートの間に
は絶えず軋轢があった．油脂骨加工トラスト
はシンジケート非加盟の油脂及び製油工業の
立場を装って狭いトラストの経済的利益を追
求する．工業全体の状況を考慮せず，最高国
民経済会議機関がトラストに対し定めた供給
の数字に合わせない．トラスト独自の商業政
策もシンジケート加盟グループと絶えず衝突
する．
労組は当然，全体としての安定的共存を望
む．化学労組中央委員会の見解によれば本質
上，この問題は２つの地域，モスクワとレニ
ングラードの争いである．モスクワの油脂工
業については資本建設の大きな投資が工業発
展の基盤を与えている．レニングラードその
他の地域では油脂工場は必要な資金の欠如の
ために発展していない．またモスクワの油脂
工場は完全操業だが，レニングラードの工場
の操業率は６０％である．油脂工業の統合が妥
当なことは疑いない．だから全油脂工業の油
脂シンジケート加盟方針に変わりはない．
油脂骨加工トラスト長G．N．ラリコフは
シンジケート化を支持するとしても，製品を
全てシンジケートに引渡すことには断乎反対
する．その主力製品は香水や化粧品である
が，生産の性格からすれば化学工業に含めら
れるべきである．工場の生産工学過程は全て
基礎化学工業と緊密に結びついている．油脂
工業は化学シンジケートに加入すべきであ
る．実際，化学シンジケートはまだ充分強固
ではないが［弱体であるが故に？］，それと
家庭用品実現の総体協定を締結した．
シンジケートへの統合は油脂工業にとって
有害である．シンジケートの活動は主に農業
作物や食品市場への原料供給改善の方向に向
けられてきた．油脂工業へは然るべき関心が
向けられない．トラストは油脂シンジケート
の外部にあり，種々の芳香油生産の自己の実
験室の活動を広げている．トラストの企業は
連邦の香水，化粧品製品の９０％，化粧石鹸の
７８－８０％を製造しており，シンジケート化の
必要はない，自己の商業網をもつ，と主張す
る［強い立場にあるから加入しなくてもよい
というわけだ］．
モスクワ国民経済会議幹部会も油脂骨加工
トラストの油脂シンジケートとの活動の経験
からトラストはシンジケート加入に慎重にな
９３
らざるを得ない，という．香水‐化粧品や化
粧石鹸の販売面ではシンジケート化は全く妥
当でない．これら製品やその商業は油脂シン
ジケートには相応しくない．
またかってモスクワ国民経済会議の工業が
香水や化粧品のような特殊な商品の商業機構
を国営商業や協同組合に移譲した時，市場掌
握の意味で否定的結果を齎した．油脂シンジ
ケートはすでに整備されていた活動を壊し，
販売を妨げただけであった．洗濯石鹸，膠，
蝋燭のような家庭用品（油脂骨加工トラスト
の製造の２５％を占める）のシンジケート化は
原則的に受入れられる．但し，不健全な競争
を避けるため全ての同種トラストがそれら商
品を１００％油脂シンジケートに引渡すこと，
及びシンジケートがトラストに相当量の原料
を与えることを条件とする．そうした条件で
のみ油脂シンジケートに加入できる，と主張
する［香水や化粧品のような特殊な商品はト
ラストが商業を行う？］７５）．
その後，対立は相手をデマゴーグ呼ばわり
するまで嵩じ７６），２８年１０月には最高国民経済
会議幹部会が業を煮やして責任者の厳重戒告
を検討するに到る７７）．
Torgovo-promyshlennaia gazeta 紙編集部
はトラスト及びモスクワ国民経済会議を名指
しで非難した．１年に亘る油脂骨加工トラス
トの上級機関決定の頑固なサボタージュはわ
が国の経営者がなお最も基本的な国家規律を
身に付けていないことを示す．１年の間，油
脂骨加工トラストは政府決定を遂行せず，何
としても上級機関により誤りとされた立場に
固執しようとした．何としても『自己の』ト
ラストを庇うべきと考えるモスクワ国民経済
会議の立場はことに目を引く．モスクワ国民
経済会議はその所属工業に中央機関の指令を
実施させようとする代わりにそのトラストが
今後も勝手に計画規律に違反できるようにあ
りとあらゆる理屈を探し出そうとしている．
最高国民経済会議がこの事件を持ち込んだ労
農監督部は意識的に計画規律を壊した働き手
に活を入れる手を見出すに違いない．油脂骨
加工トラストのようなトラスト中心的『志
士』は然るべき学習を受けるべきである．同
時に労農監督部はモスクワ国民経済会議の特
殊戦術にも評価を下すものと考える７８）．こう
して工業組織間の軋轢の解決は外部の労農監
督人民委員部に求められた．
マッチシンジケートは２５年１月に再興され
るが，弱体で充分な権限も財務的影響力も持
たず，２７年半ばでも製品実現のシェアは低い
水準に留まった［７表］７９）．シンジケートの
販売独占志向に対するトラストの抵抗は強
い．販売不振を背景にトラストの販売地域区
分協定違反も目立つようになる．２７年４月上
旬の総経済管理局コレギアでその商業政策部
は販売地域区分をシンジケートへの販売集中
に代えることを提案した．有力トラストたる
北西州マッチトラストは販売地域区分にもシ
ンジケート化強化にも反対した．いずれも非
加盟工業やクスターリとの争いにおいて技術
的に強力なトラストの地位を弱めるものだと
いう．財務‐経済部もこれに与した．マッチ
市場のそうした『自由』が一部企業の倒産を
齎すとしてもそれは特に悪いことではない．
どの道，最高国民経済会議は最も活力のある
トラストの選別や工業集中問題に直面せざる
を得ないと強弁する．
総経済管理局コレギアはその見解には与し
なかった．企業の選別や集中化は［自然淘汰
ではなく］計画的方式で行われねばならな
い．マッチ市場組織化のためにシンジケート
を通ずる製品販売を強化する．そのためにシ
ンジケートの資金補強を要請する．同時に滞
貨を抱えるマッチトラストに対し長期商品担
９４
保貸付交付の必要性を認めた８０）．後見的立場
に立とうとした．
２８年に入ると転回があるが，それは経済的
諸力の合成的結果ではなく，上からの行政的
措置であった．化学総管理局によってマッチ
工業の調節や計画化のシンジケートへの権限
委譲が行われた８１）．
金属シンジケートと出資者たるトラストの
相互関係は労農監督部の調査によると不正常
であった．両者の契約が受入れがたい内容で
あったり，契約が双方によって履行されな
い８２）．
ウクライナ農業機械トラストは分離主義的
行動を行った．１９２６年，トラストはロシア共
和国内で農業機械シンジケートを通さず，国
営農業倉庫と約２５百万ルーブリの（全製品の
約５０％）農具予約販売契約に調印した．シン
ジケートの取扱い品目からウクライナ工場の
製品がなくなればロシア共和国の工場の製品
販売は困難となる．そこでシンジケートは最
高国民経済会議幹部会に早急な事態の打開を
要請した８３）．
産業用機器販売のシンジケート化は進ま
ず，トラストは独自に実現する方を選好し
た．シンジケートの出資者となっている場合
でさえしばしばトラストはシンジケートの競
争者として登場する．
２７年２月金属シンジケート全権委員会議は
本部会に産業用機器シンジケート定款の作成
と相応の各級機関を通してその承認を求める
ことを委任した．シンジケートの臨時本部会
は出資者に対しそれらの製品の委託販売に移
行することを提案した．しかしトラストは必
要な流動資本をもたず，それに同意しなかっ
た．
労働国防会議の委員会はこの問題を審議
し，トラストに今年度［１９２７／２８年度］より
漸次シンジケートへの委託販売に移行するこ
とを勧告した．トラストはそれでもなお依然
消極的で，一部トラストは製品の一部のみを
シンジケートに引渡した．そのためシンジ
ケートは自己の１９２７／２８年度調達計画を７０百
万ルーブリから５８百万ルーブリに縮小せねば
ならなかった．その計画ですら実行は困難で
あった．
シンジケート定款承認後，新本部会は再び
金属トラストに対し産業用機器シンジケート
化問題を提起した．品目は大幅に削減した．
今回もトラストはシンジケートの要請に応じ
なかった．そこで機械シンジケートは金属総
管理局に産業用機器シンジケート化の必要な
措置に関する書簡を送った．金属総管理局の
下にトラストとシンジケート指導者からなる
協議会が設置された．その協議会でトラスト
はシンジケートの提案に反対せず，削減され
た品目について製品の１００％シンジケート化
の必要性を支持した．にも拘らずその後もシ
ンジケートは自己の製品のシンジケートへの
引渡しについてトラストの頑強な抵抗に遭っ
ている．
トラストは原則的には製品引渡しに反対し
ないが，シンジケートにとても受入れられな
いような相互決済条件を出してくる．それで
もシンジケートはトラストの製品を確定勘定
で且つ非計画的方式で実現する場合の決済条
件で受入れる用意がある．だがそれも効果は
ない．製品シンジケート化の反対者の最右翼
はモスクワ機械トラスト，ゴムザ，Ruzh，
アルマトラストその他である．
アルマトラスト本部会議長は言う．「取付
部品 armatura は大量生産の製品ではない．
消費者の個別的要求に応じて生産を行う．全
製品をシンジケートに引渡せば，トラストは
消費者から切り離される．現在は製品の４４％
をシンジケートに引渡している．シンジケー
９５
ト本部会が我々に企業の順調な活動と正しい
融資を保証するならば，１００％の引渡しに反
対しない」．モスクワ機械トラストでの聞き
取りからも同様の答えがかえってきた．「シ
ンジケートへの製品引渡しに反対しないが，
企業の順調な活動を保証して欲しい．シンジ
ケートが販売を保証し，適宜の融資を保証す
るならば，全製品の引渡しに反対しな
い」８４）．
金属シンジケートコンヴェンツィアの場合
も２６年夏頃，多くのメンバーは緊縮政策を口
実に加盟費支払いを拒否し始めた８５）．
プロダシリカートとトラストとの関係もギ
クシャクしている．トラストはシンジケート
への不満を隠さない．マリツェフコンビナー
ト議長によればコンビナートは地方に多くの
商業コントーラをもち，それらの仕事量不足
を避けるためにシンジケートへの製品引渡し
を抑えざるを得ない．シンジケートは生産の
条件を考慮せず，一種の委託機関に転化して
おり，市場調査も不充分なまま売行きの良い
製品のみを取り扱おうとする．トラストとの
決済は遅れ，しかもシンジケートの諸掛りは
高く（７％），コンビナートのそれ（２．７％）
を大幅に上回る．
中央陶磁器トラストのシンジケートへの引
渡率は高いが，シンジケートの義務履行は滞
り，決済の遅れや原料供給の不備がある．ト
ラストが引渡した製品についてシンジケート
は２０～３０％の現金を受取る条件で実現する
が，トラストとの決済はかなり長期の手形で
行う．トラスト側はシンジケートに６０日期限
の商業信用を与え，シンジケートより半月分
のアヴァンスを受取る．他方，ウクライナ陶
磁器トラストはシンジケートに１０日信用を与
え，１か月分のアヴァンスを受取る．ノヴゴ
ロド陶磁器トラストの製品は外観も品質も中
央陶磁器トラストより劣るのにシンジケート
から契約以上にアヴァンスを受取った（４か
月分）．トラスト議長は差別的決済条件が適
用された，と憤る．
モスクワガラス陶磁器トラストは独占的タ
イプのビンを製造しているが，シンジケート
には２０％しか引渡さない．トラストの決済は
２‐３ヶ月遅れた．２６年６月，最高国民経済
会議価格ビューローがビン価格を１００本７
ルーブリ５０コペイカから８ルーブリ７５コペイ
カに引上げたが，その差額の支払いが滞る．
原料のソーダはトラストならばトン当たり７２
ルーブリで入手できるのにシンジケートは９３
ルーブリを提案する．
トラストはガラス嵌め所を閉鎖し，シンジ
ケートに移譲したが，しばらくしてシンジ
ケートの手に負えず，受け容れた注文と共に
返還してきた．シンジケートは全く生産の条
件を顧慮せず，第１種の製品のみを要求して
きた．しかしガラス炉の通常の操業では第１
種の製造は約３０％に過ぎず，残りは第２，３
種である．それらの実現も引き受けるべきで
あろうと詰る．その後もシンジケートとトラ
スト間の契約締結の遅れを非難している８６）．
２７年６月，労働国防会議は半白及びボヘミ
アンガラスの完全なシンジケート化を決定し
たが，１年経っても進展していない．ウラル
ガラス工業は自己の製品の販売のシンジケー
ト化を望まず，スヴェルドロフ，チュメニ，
クルガンスク，クルグールの工業コンビナー
ト，スモレンスクガラストラストは独自の商
業活動を行っている．
２８年４月２０日の労働国防会議の第２の決定
は半白ガラス及びボヘミアンガラスの販売の
シンジケート化を求めた．この決定は強硬
で，工業企業により独自に締結された窓ガラ
ス実現の全ての契約を破棄した．そればかり
か労働国防会議はその決定に従わない者を裁
９６
判にかけることを決めた．こうした決定にも
拘らず，スヴェルドロフ，チュメニ，クルガ
ンスクの工業コンビナートは依然，シンジ
ケートへの自己の製品の引渡しを避け続けて
いる．夏頃にやっとこれらコンビナートを代
表してウラル国営トルグがプロダシリカート
と年度末までに６０ワゴンのガラスを引渡す交
渉に入った．
シベリア地方のビイスキーガラス工場もプ
ロダシリカートに製品を引渡さない．引渡し
に反対しているわけではないが，シンジケー
ト加入の条件としてそれがシベリア地方執行
委［地方政府］と締結した契約の遂行を出し
てきた．この契約によると工場は執行委にそ
の生産可能性をはるかに超えるガラスを引渡
さねばならない．
その後，トラストとシンジケートの係争は
全製品のシンジケート化よりは品目構成を巡
る問題に移った．トラストは市場の要求に左
右されずに生産を行うことを望み，シンジ
ケートが彼らの全ての商品を引き受けること
を主張する．他方，シンジケートは生産調節
の自己の権限を行使することを望み，トラス
トに市場に受入れられる品目構成での製造に
移行するタスクを出す８７）．同床異夢というわ
けだ．
２８年５月のプロダシリカート全権委員会で
はトラスト（特に地方トラストなど）からの
シンジケート批判が相次いだ．
ドン木材ガラスプロム代表曰く．「シンジ
ケートの政策は８大トラストの利益のみに基
づいている．我々の工場の利益が軽視され
る」．
ヴォルガ工業トルグ代表曰く．「シンジ
ケートの活動におけるより重要な原則的決定
について我々に伝えることすら必要とは思っ
ていない．私が日常的活動における指導のた
めに本部会の決定を送付してくれるように頼
んだ時，シンジケート本部会は自己の決定は
誰にも送らないと答えた」．
中央ガラストラスト議長も続く．「シンジ
ケート自身が契約義務に違反している．契約
によるとシンジケートは我々の全製品を引き
受ける義務がある．だがシンジケートは契約
に違反して製品の受け入れを大幅に減らし
た．しかもそのことを事前にトラスト本部会
と交渉することなく，一片の文書で伝えてき
た．
シンジケートが製品に対するアヴァンス交
付を止め，積出された商品に対する確定決済
システムに移行したため，トラストは厳しい
状況に追い込まれた．そうした硬直的財務政
策はシンジケートには良くても，トラストは
良くない．自己の厳しい財務状況から脱却す
るためにトラストはあらゆる策を弄し，非合
法な手すら使わざるをえなかった．多くのト
ラストは自己の製品を抵当に入れた．そうす
る権限はないのだが」．
発言者の多くは品目による工場専門化を支
持した．この点でシンジケートの政策は必ず
しも一貫していない．１年の間にシンジケー
トは数度品目構成を変更した．工場は労働者
を削減したり，新たに採用したりせねばなら
ず，そのため不良品や破損が増大した．工場
が生産計画または品目構成変更を拒否した
時，シンジケートは彼らに言った．『やりた
くないなら，工場を閉鎖してもらっていいで
すよ』．
中央陶磁器トラストのビャルコフスキーは
シンジケートシステムに疑問を投げかける．
「工業はこれまでシンジケートの商業政策に
なんの影響も与えていない．工場の倉庫はシ
ンジケートの倉庫となるべきである．工場は
製品をシンジケートの注文に従って製造し，
シンジケートがそれを受入れ，貨幣を支払
９７
う．［だが］伝聞によれば，シンジケートが
市場の大きさを良く知らない．その結果，工
場に滞貨が生じる」．
化学総管理局代表は諌める．「シンジケー
トを何も与えずにそこから資金を引き出すこ
とができる金箱とみなすべきではない．トラ
ストが良質の商品をシンジケートが発注した
品目構成と量で納入すれば，シンジケートの
活動は改善される」８８）．
その後も同じようなシンジケートへの不満
が表明される．中央ガラストラストとプロダ
シリカートの相互関係はガラス製品引渡しの
年次総体契約によって調節されるが，ガラス
工業は厳しい財務状況に置かれていた．流動
資金は全く不充分であるのに１年分の燃料在
庫を持たねばならない．現地燃料だけに依存
しているからである．シンジケートへ引渡し
た製品の決済は専ら出荷製品の貨物引換証副
本に対して行われる［それまで入金がな
い］．しかもガラス工場の大部分は鉄道駅か
ら離れた所に分散しているから，１年のうち
２－３ヶ月は雪解けで出荷できない．また原
材料や燃料調達には多くのアヴァンスを支払
わねばならない．
シンジケートは充分，ガラス工場の特殊な
活動条件を考慮しておらず，工業の利益を確
固として擁護しているとはいえない．例え
ば，ツェントロスピルトとの契約においてガ
ラス工場は４ヶ月も製品を倉庫に保管せねば
ならなかった．シンジケートが抑圧的措置を
採ることもある．例えば，契約を無視したシ
ンジケートが受入れるべき商品量の恣意的設
定や計画課題を超えて製造された商品の受け
入れ拒否などである．製品が振分けられない
ままであったり，出荷命令書交付が完全に停
止されたことすらあった（２８年５月）．トラ
ストは契約規律強化，生産計画超過分の受け
入れ，製品在庫の実現，各４半期開始２ヶ月
前の発注に関する労働国防会議指令の遂行，
工場倉庫渡しでの受け入れ，規則的な製品積
出しを１９２８／２９年度契約に含めることを要請
した８９）．情報も利益も共有されない．
一部繊維トラストはシンジケートを通さず
独立に製品を実現する．モスクワソヴェト幹
部会は労働国防会議に対し次の問題を提起す
ることを決定した．繊維商業における予約注
文システムに関する労働国防会議決定の第一
項はモスクワソヴェト管轄の繊維トラストに
対し自己の製品をモスクワの消費者協同組合
へ直接，販売することを許可するものと解釈
する．
これに対して商業人民委員部はモスクワソ
ヴェトに書簡を送り，モスクワソヴェトの決
定を実施すれば，労働国防会議の承認した二
重定価システム（シンジケートとトラストの
決済価格とシンジケートと商業組織との決済
価格）への移行を困難とすると伝えた．前者
は実際の生産原価とノーマルな利潤に基づ
き，後者は大衆消費財の出荷価格の最大限の
引下げの原則に基づく．この２重定価の適用
は全てのトラストが製品を全面的にシンジ
ケートに引渡す場合にのみ可能である．その
場合，ある品目の商品［大衆財］を赤字また
は少ない利潤で販売しても別の品目を高い価
格で販売してカヴァーできる．またシンジ
ケートを通さないトラスト製品の部分的実現
はシンジケートに商業定価を維持する可能性
を失わせる．それゆえ商業人民委員部はモス
クワソヴェトに対しそれが採択したモスクワ
のトラストが製品の一部を実現のためモスク
ワの商業組織に直接，引渡しうるという決定
の見直しを要請した９０）．
他方，繊維シンジケート（前繊維総管理
局）はトラストや企業の技術‐生産活動に充
分な関心を向けない．トラストにはシンジ
９８
ケートからの技術的問題解決の援助がない．
計画に関心を集中し，技術指導の経常的活動
は行わない．
シンジケートの働き手は企業の活動から遊
離しており，この４年間で繊維総管理局の代
表の１人がトラストの工場を訪れたのは一回
だけである．この数ヶ月のシンジケートとの
往復文書をみてみると生産の技術指導に関す
るものは１つもない．技術的問題は全て自力
で解決せねばならない．化学技術管理部
NTUに技術的援助を求めても成果が得られ
ない（第２亜麻本部トラスト議長A．M．オ
レチョフ談）９１）．
皮革シンジケート監査委資料によるとシン
ジケートはトラストから遊離していた．シン
ジケートはトラストから報告，価格計算の適
宜の発送の然るべき措置を採らず，またトラ
ストに対し生産合理化の相応の圧力を加えな
かった．シンジケートのトラストへの原料供
給に際し，４ヶ月の信用を与えたが，協同組
合や私人はもっと有利な条件で販売してい
た９２）．
ロシア共和国労農監督人民委員部の調査に
よれば皮革シンジケートとトラストの決済は
不正確で充分トラストの利益が守られていな
い．シンジケートは原料の調達価格を概算で
定め，５ヶ月も経ってから正確な勘定書を
送ってくる９３）．
一方ではシンジケートがトラストを搬送計
画や定められた価格を守らないといって責
め，他方でトラストはシンジケートへの不満
を募らせる．ニージェゴロド‐ボゴロド皮革
トラスト議長によればシンジケートは全シン
ジケート加盟工業の見解を反映していない．
皮革工業の最重要問題が皮革工業の積極的参
加なしに処理される．原料問題も，定価問題
もしかり．固定資本復興問題もしかりであ
る．例えば，このトラストのクロム革は他の
トラストより品質が高い．消費者はより高い
価格を支払う用意がある．だがシンジケート
はそれを他のトラストのクロム革などフィー
トもの製品［品質が低い］と抱き合わせで販
売する．フィートもの製品の需要は３０％しか
充足されていないのにそのシンジケート在庫
は急増している（２５年１月，約７０万フィート
から同年８月には２５０万フィート．この在庫
にはニージェゴロド‐ボゴロド皮革トラスト
の製品はない）．これは品質が悪いためであ
る．それに対しこのトラストの製品は１１月ま
で予約販売済みである．にも拘らずシンジ
ケートはクロム革生産拡張への資金交付を拒
否した．皮革製品の単一定価も廃止すべきで
ある．工場により生産条件も原料も同じでは
ない．半クスターリ的生産も多い．従って品
質も違い，品種毎の産出率も，原価も異な
る．そうした場合，単一価格制は不可避に品
質低下を齎しうる．あるトラストの高価値の
製品を他のトラストの低価値の製品と同列に
置くからである．皮革原料の標準化問題も生
産者たるトラストの積極的参加なしに調達者
中心に検討されている．概してシンジケート
の決定は深く検討されているようにはみえな
い．シンジケートの活動は皮革労組中央委員
会の一般的な経済活動とは違うのだから［責
任は負わない］，シンジケート本部会は全シ
ンジケート加盟工業に対しもっと責任を負わ
ねばならない．
これに対しシンジケート側が反撥する．他
のトラストは工業品の標準価格を『必要悪』
として受入れているのに，ニージェゴロド‐
ボゴロド皮革トラストは国内商業人民委員部
の価格の下での利潤には満足できず，自分の
製品を投機市場で単一定価より高く販売した
いのだ．標準価格政策は工業にとっても利益
である．それによって原価の６０％を占める原
９９
料の標準価格も維持できるからである．「シ
ンジケートの倉庫にはニージェゴロド‐ボゴ
ロド皮革トラストのフィートもの商品はな
い」という言い草は国家調節機関や広範な市
場の消費者に対する侮蔑のように聞こえる．
一級品の標準的要件を充たしているならば，
どのトラストの製品も同一価格であるべき
だ．充たしていなければ二級品の価格とな
る．生産のローカルな条件の差は販売に際し
ては考慮されない．個別定価を定める権利を
与えよというのは投機的価格で販売するのを
合法化せよということだ．その要求は中央調
節機関が商品をそれを必要としている地域に
振り向ける可能性を失わせる．スタンダード
についてはシンジケートが作成した案を全て
のトラストに送り，その意見も聞いた．その
作成や審理にはトラストの働き手も参加して
いる．ニージェゴロド‐ボゴロド皮革トラス
トはシンジケート全権委員大会で義務づけら
れた定期報告すらシンジケートに送ってこな
い９４）．
些か感情的な感じもするが，ここにはシン
ジケート‐トラスト関係の本質が示されてい
る．各トラストは同一価格を甘受せよという
標準化の論理と単一価格制の場合は品質低下
を伴うという市場的論理は確かに相容れな
い．
木材シンジケートとトラストは生産財供給
のシンジケートへの集中問題を巡って，対立
する．シンジケート側はシンジケートに集中
すれば最も計画的な供給が可能になるのに，
トラストは適宜，注文を出さない，とその消
極性を咎める（例えば，屋根用トタン）．
これに対しヴォルガ木材トラスト本部会員
はシンジケートが納入契約遂行の遅れに対す
る責任を負わないと詰る．だからトラストは
独自に繊維シンジケートと浮送用具やロープ
の納入契約を締結せざるを得なかった．その
場合の入手価格の差額はシンジケートが支払
うべきである．シンジケートの契約不履行の
所為なのだから．トラストは必要な資材を規
則的に且つ市況とは係わりなく受取る保証を
要求した．シンジケートは充分な経験も力も
ないのだから供給の集中化は漸次的に行うべ
きである．
ヴォルガ‐カスピ木材トラストによれば
１９２７／２８年度トラストの資材需要の３０％しか
シンジケートは充足しえていない．その部分
についてすらトラストに赤字を齎した．こと
に１５００本の鋸は工場に必要な部品なしに送ら
れてきたため，３ヶ月も使用できなかった．
しかもシンジケートが納入したロープは繊維
シンジケート価格に加え，２％の手数料を徴
収する．シンジケートが次年度の設備輸入に
ついても任務を遂行できるかどうか信用でき
ない．シンジケートは契約遂行の責任回避を
目論んでいる９５）．
かように相互不信は根深いものがある．
２８年３月の全連邦冶金シンジケート第２回
全権委員会議ではトラストのシンジケートへ
の不満表明が出された．市場調査に充分な注
意が向けられていない．シンジケートが実際
の市場のニーズを知らないためシンジケート
がトラストに出す要求が頻繁に変わる．南部
鉄鋼トラスト代表によると冶金シンジケート
がある時は厚物鉄板製造停止を要求したかと
思うと，それからほどなくして，まさにその
商品の増産を要求し始めた．同様の現象が中
型鉄，鋳鉄その他にも見られた９６）．
２８年５月の最高国民経済会議商業政策部の
協議会でモスクワ機械トラストの製品の冶金
シンジケートや機械シンジケートを通ずる販
売について審議された．ここでも双方の言い
分は噛み合わない．
１００
冶金シンジケートによれば，トラストの工
場の専門化は市場向け製品販売のシンジケー
ト化の下でのみ合理的に行いうる．また約定
ではシンジケートは製品積出から２週間後に
支払うことになっているが，実際には支払い
は積出しの３－４日前にすら行われる．加盟
トラストを優遇している，というわけだ．
トラスト代表の発言内容はこれと異なる．
シンジケート化に原則的に反対しないが，そ
の障害となっているのはトラストの財務状態
である．提案された決済条件は現在，消費者
から得られるよりも不利である．トラスト自
身が圧延品を実現する場合，８０％現金で受取
るが，シンジケートは信用である．
協議会はシンジケート化への原則的反対は
ないため最終決定は最高国民経済会議幹部会
に持ち込むことを決めた．機械シンジケート
参加についてもトラストに交渉を続け，意見
の一致を見ない場合は最高国民経済会議の最
終決定に委ねることを求めた９７）．交渉はこう
して結局，国家機関に頼ることになる．
このようにネップ期にはシンジケートとト
ラストは一応，販売にせよ供給にせよ契約関
係にあったとはいえ，それは本来の市場的関
係とは言い難い．自律性や他者依存性，安定
志向や権力志向が交錯し，それらに国家機関
の利害が絡む．そうした利害関係や力関係の
合成結果としてシンジケート化過程が進行し
た．概して言えば，逆風の環境においては統
合化傾向が強まり，順風の環境では分散傾向
が強まる．強い立場の組織は自律傾向が強
く，弱い立場の組織は他者依存傾向が強い．
この場合，弱者は従属と引き換えに安定性を
手に入れた．
このシンジケートとトラストの必ずしも明
瞭ならざる相互関係は結局，シンジケートの
行政機関化によって決着がついた．その先鞭
をつけたのが繊維シンジケートの繊維総管理
局の統合である．
Ⅴ 国家機関と企業
Ⅴ－１ 最高国民経済会議
工業の監督官庁はいうまでもなく最高国民
経済会議及びその地方機関である．１７年１２月
に設立され，工業を直接の管理するが，ネッ
プ期に入って指導，調節機関となる．
ネップ期前半の最高国民経済会議機構は大
きく２つの構成部分から成り立っていた．一
つは国営工業中央管理局であり，国営大工業
中心の業務的指導機関である．その下に金
属，鉱業，繊維，化学などの工業部門別管理
部や総経理部，人員登録配員部，金融財政
部，報告監査部といった部課がある．いま一
つは総経済管理局であり，工業を含めた経済
全体の調節機関である．その下に工業プラ
ン，建設プラン，法律部，燃料部，中央統計
部，労働経済部，財務及び商業政策部といっ
た部課がある９８）．
だがこれら２つの機構は最高国民経済会議
幹部会によって「純粋に機械的に結びついて
いるだけ」で，機能上，「互いにオーヴァー
ラップしていた」（I．カシオール）９９）．
２６年にはこの最高国民経済会議機構は全面
的に改組される．３月にG．L．ピャタコフ
起草の改組案が提出され，最高国民経済会議
幹部会が基本的に承認する．その骨子は現行
の国営工業中央管理局を廃止し，工業部門別
総管理局を創設する．管轄の範囲を連邦工業
以外にも広げ，権限を高め，指導を強化しよ
うとした．同時に現行の固定資本復興特別協
議会OSVOK及び工業プランの代わりに計
画－報告管理局を設け，計画機能も強め，会
計‐監査管理局を新設して監査機能を集中す
る．更に科学‐技術管理局を設けて，その面
の指導強化を図る１００）．国営工業中央管理局
１０１
は連邦企業の活動の『集約』と整序という歴
史的使命を果し終えた，という１０１）．
各労組中央委員会はそれぞれの工業部門の
総管理局創設を支持した．一つの工業部門全
体の統合に利益を見出した１０２）．
ゴスプラン幹部会は最高国民経済会議の工
業人民委員部への改称を提案した．エネル
ギー総管理局の創設は歓迎したが，総経済管
理局と計画‐報告管理局の同等的並存は統一
性を損なうとして反対した．また［最高国民
経済会議の］業務計画は［ゴスプランの］基
本計画に従属すべきである，と牽制した１０３）．
２６年８月，最高国民経済会議議長V．クイ
ビシェフは連邦人民委員会議において改組に
関する報告を行った．これは既にジェルジン
スキーが提起した［ピャタコフ起草の］３つ
の基本ライン（一つは工業計画化機能強化で
あり，一つは個別工業部門指導のより広範な
掌握であり，いま一つは経常的な工業政策の
諸問題を掌る調節機関の権能拡大）を踏襲
し，幾分修正を加えたものであった．計画－
報告管理局は計画管理局とし，調節や報告機
能は他の管理局に移譲する．また総経済管理
局の権能を拡大し，その中に財務‐経済部を
設ける，等々である．
討議ではゴスプランや労農監督人民委員部
が基本的に同意した．人民委員会議はクイビ
シェフ報告のスキームに従い最高国民経済会
議中央機構の改組を行うことを認めた．但
し，人員は削減し，機構維持費を減らすこと
を義務づけた１０４）．
その決定に踏まえ９月４日付けクイビシェ
フ指令が公布された．それによると連邦最高
国民経済会議は次のように改組される．最高
国民経済会議の指導は幹部会及び最高ソヴェ
トが行う．幹部会の下に行政‐執行及びサー
ヴィス部門として行政‐財務管理部（書記，
組織部，財務部など）を設け，各種委員会（商
業及び原料問題委員会や価格ビューローな
ど）を置く．中央機構は次の部局から構成さ
れる．計画管理局，総経済管理局，金属総管
理局，電機総管理局，軍事工業管理局，繊維
総管理局，化学総管理局，木材紙総管理局，
農産物加工総管理局，鉱業燃料総管理局及び
総管理局と同等の皮革工業委員会，印刷工業
委員会，報告‐監査管理局，及び科学‐技術
管理局（前科学・技術部）である．それに伴
い国営工業中央管理局，最高測地管理局，
OSVOKなどは廃止する１０５）．
最高国民経済会議幹部会は２２名から１１名
（議長と３名の代理含め）に縮小し，それを
支えるものとして８５名からなる最高ソヴェト
が設けられた．そのメンバーとなるのは幹部
会員，個人的に参加する者（G．Lピャタコ
フ，P．I．スダコフ，L．D．トロツキー，
工業銀行のV．N．クサンドロフ，労働人民
委員部のF．G．ノア）を除き，シンジケー
ト及びトラスト代表１６名，有力工業企業指導
者１０名，労組代表１０名，科学技術者７名，共
和国及び州の最高国民経済会議機関代表１２
名，最高国民経済会議幹部（総管理局長な
ど）１４名である．この中には１４名の非党員が
含まれ１０６），実務的には枢要な役割を果して
いる．幹部会員は他の人民委員部コレギアと
同様，人民委員会議が任命し，最高ソヴェト
メンバーの承認を受ける．最高国民経済会議
機構の定員は２，８９５人に減った１０７）．
ロシア共和国最高国民経済会議も同様に改
組され，定員も５５５名から４７８名に削減され
た１０８）．
だが，最高国民経済会議の権能拡大は揺り
戻しを伴った．早くも２６年１２月には連邦中央
執行委員会幹部会においてクイビシェフは計
画活動の更なる最高国民経済会議への集中と
共に工業の下部機関の権限拡大，最高国民経
済会議機構簡素化の方向でのシステム見直し
１０２
を提起した１０９）．２７年５月の第１回最高国民
経済会議生産協議会でも機構簡素化問題が審
議された．会議や審議数を減らし，担当者の
責任性を高めようという１１０）．
２７年夏の労農監督人民委員部による最高国
民経済会議調査結果は次のようである．まず
は官庁間の活動のパラレリズムや相互干渉が
ある．最高国民経済会議は他の人民委員部所
轄の活動も掌握しようとしている．例えば，
計画経済管理局は工業の統制数字や工業財務
計画などだけでなく，農業，鉄道その他の
５ヵ年目標計画も作成する．こうしてゴスプ
ランの活動と抵触する．商業人民委員部の活
動とも同様にパラレリズムがみられる．両機
構は共に小売価格インデックスを作成し，シ
ンジケートの活動を調節する．最高国民経済
会議内部でも活動の重複がある．計画経済管
理局は部門別総管理局が充分にこなしうる業
務ですら自己に集中しようとする．総管理局
もまたトラストに委譲さるべき活動を抱えて
いる．にも拘らず総管理局の経済的指導は弱
い．トラストの財務的，経済的実情からして
何が必要かを正しく分析する代わりにしばし
ば割当てその他の要求の際に彼らを擁護す
る．指導ではなく後見である．実際，電機総
管理局は１９２５／２６年度の国営電機トラストの
粗利益を５－６百万ルーブリと見込んでいた
が，実際には１８．８百万ルーブリを計上した。
企業の活動を全く把握しえていないのであ
る。更に総管理局は連邦企業の範囲を超えて
自己の影響力を拡げようとする．その場合，
工業調節の共和国機関を通り越す．そのため
多くの連合ビューロー，連合ソヴェトまたは
コンヴェンツィアが設立される．２７年６月１
日，それら組織を合わせると人員は３５３１人に
上った．他に科学技術管理局や研究所で５７４３
人が働く．こうして全体として機構が肥大化
した１１１）．
最高国民経済会議幹部会も充分調節機関と
して機能していない．２７年１－６月の間［原
文は５ヶ月間という］に２７５の問題が処理さ
れたが，そのうち実際に幹部会の会議で報告
されたのは２４のみである．残りは実務レヴェ
ルの予備会議のプロトコールにより事後承認
の形で処理された．案件のうち原則的及び組
織的性格の多かれ少なかれ重大なそれは４９件
（１７．９％），仲裁委員会へのクレームは２９
件，不要な資産の廃棄処分及び売却（大部分
小口）が９４件，種々の小さな組織問題は３２
件，その他雑多な細かな問題は７１件であっ
た．幹部会ではこの５ヶ月間，景況，計画化
方法や実施の基本問題，工業の財務状態その
他の報告は一つもなかったのである１１２）．
こうした状況に対し最高国民経済会議幹部
会は権限の一部を総管理局に委譲した１１３）．
労農監督人民委員部も最高国民経済会議が工
業計画化や調節の基本問題に関心を集中し，
人員を２千人に縮小すると共に総管理局は連
邦トラストについてのみ業務機能を残し，権
限の一部（新工場，工場改造・拡張計画作成
など）はトラストなどに委譲することを提案
した１１４）．
最高国民経済会議機構における党の影響力
を党員比率からみてみよう．２３年４月に連邦
及びロシア共和国最高国民経済会議の勤務員
は２，５５０人であり，うち党員は１３０人（４．９％）
であった．２４年には勤務員は３，４５０人に増
え，党員も３３８人（９．８％）に急増した．管理
職に限れば党員比率は１８．４％である．階梯が
下がるほど党員比率も下がる．幹部会員につ
いては党員は９０．９％を占めるが，管理局長及
び補佐では４６．５％，部長では１３．８％となる．
ことに種々の分野の専門家（科学者は除く）
については７１９人中，党員は４０人（５．６％）に
過ぎなかった．ことに技師やエコノミストに
は少ない１１５）．
１０３
その後，党員比率は大幅に高まる．２９年１０
月１日現在，連邦最高国民経済会議の勤務員
は２，８３２人，うち党員は６４５人（２２．８％），コ
ムソモール員は１０６人であった．管理職４２１人
中，党員は１９１人（４５．４％），専門家１，１８９人
中，党員は２５８人（２１．７％），コムソモール員
１２人であった．
連邦共和国最高国民経済会議の勤務員は
１，３４４人，うち党員は２６８人（１９．９％），コム
ソモール員は７３人であった．管理職２０６人
中，党 員 は１０４人（５０．５％），専 門 家５４４人
中，党員は９１人（１６．７％），コムソモール員
１４人であった１１６）．党によるヘゲモニーはほ
ぼ確立したといってよい．
総管理局の経緯をみておこう．
皮革総管理局は２２年４月，管理機関として
は解散され，皮革工業の調節は中央生産管理
局・皮革セクツィアに移譲された．次いで最
高国民経済会議に皮革工業委員会が設置さ
れ，計画化と調節の課題を担う１１７）．
燃料総管理局は２１年４月に，鉱業総管理局
は２３年夏に設立されるが，これらは鉱業管理
局に改組され，全連邦鉱業‐燃料工業を管理
する．他方，全鉱業‐燃料工業全体の調節は
総経済管理局・鉱業部及び燃料部に移譲さ
れ，両者はしばらくパラレルに活動した．エ
ネルギー総管理局とするか，鉱業総管理局と
するかの議論があったが（前者は最高国民経
済会議幹部会が提案し，ゴスプランが支持し
た．後者は鉱業労組中央委員会が提案し
た），２６年夏には鉱業‐燃料総管理局が設立
される．規模は小さく人員は１５０人にも満た
ない１１８）．
化学総管理局は２１年秋に設立されるが，２２
年４月には中央生産管理局・化学セクツィア
に改組される．２３年春には国営工業中央管理
局・化学管理部が設立される．２５年の合同化
学委員会設立を経て，２６年秋に化学工業総管
理局が登場する１１９）．
繊維工業では１９年秋に大企業は繊維企業総
管理局に集中され，小企業（連合本部加入）
は地方国民経済会議に移管された．ネップ期
に入り，まず比較的原料を確保できた亜麻工
業の独立採算制移行が決定され，２１年秋には
綿工業や羊毛工業の移行準備が慌しく始まっ
た．小企業連合本部の地方国民経済会議への
移管は停止され，新しい方式での管理のため
繊維総管理局から委任状が交付された．
市場的環境の下で新しく設立された繊維ト
ラストの市場行動と繊維総管理局の計画活動
を結びつける試みは成功しなかった．トラス
トは生産面では繊維総管理局の管轄下にある
が，その他の分野では最高国民経済会議の他
の部局に依存した（財務，労働力，原料供
給）．そこで全国営工業の管理を一つの機関
に統合する構想が生まれ，国営工業中央管理
局が誕生した．しかし，この機関も任務を全
うしえず，新しい繊維総管理局が繊維工業の
中央計画・調節機関として再生した１２０）．２８
年には，繊維総管理局は解散し，その権能は
繊維シンジケートに移譲された１２１）．
農産物加工及び食品工業では工業国有化の
時から多数の食品総委員会（製粉，砂糖，タ
バコ等々）が管理機関に転化し，全食品工業
の国有化を実施した．２１年にこれらは砂糖と
アルコールを除き，農産物加工総管理局に統
合され，その生産セクツィアとなった．この
改組と同時に食品工業の圧倒的部分は地方機
関に移管され，ごく限られた工業経営のみが
総管理局の直轄となった．総管理局は直轄企
業をトラスト化し，地方工業のトラスト化の
一般的指導を行った．２３年に食品工業の国有
化過程が一段落すると共に農産物加工総管理
局は解散し，全食品工業の指導は最高国民経
済会議・中央工業管理局の食品セクツィアに
１０４
集中された．２４年の最高国民経済会議改組に
より連邦工業を管理する国営工業中央管理局
に食品管理部を設け，３つの連邦トラストを
その管轄とした．残りの工業の調節は総経済
管理局に委ねた．２６年秋の改組で再び農産物
加工総管理局が設立され，食品１１部門を纏め
る１２２）．
木材・紙工業では２２年にそれまでの木材総
委員会は木材工業中央管理部に改組され，次
いで木材工業管理部に改称された．２４年にこ
の管理部は解散し，木材工業の管理は共和国
最高国民経済会議と連邦最高国民経済会議の
間で分担され，一般的監督は最高国民経済会
議幹部会の木材セクツィアに集中された．２６
年には再び木材紙総管理局が設立され，紙工
業管理も統合された１２３）．
国営金属工業総管理局は２１年に設立され，
以後２８年まで基本的に大きな変化はない．２７
年には金属総管理局は８３のトラスト，シンジ
ケート，独立工場を管轄していた．うち連邦
組織は３０である．その仕事量の２０％以上は共
和国及び地方トラストや工場に係わるもので
ある１２４）．その指導性は低下したようだ．金
属総管理局は『確認機関』に過ぎない，こと
に非鉄部門では金属総管理局は全く指導して
いない，金属工業の資本建設の規模は大きく
なり，これまでのような指導は出来なくなっ
た，といった声がある１２５）．２８年秋には工業
管理強化のため金属総管理局は３つの独立の
部門別総管理局に分割される［後述］．
Ⅴ－２ 国家機関の企業活動への介入
ネップ期において党＝国家機関はかなりは
場当たり的であるとはいえカンパニア政策，
直接規制，行政指導，誘導政策など多様な政
策を展開した．ここでは国家機関の直接規
制，行政指導を中心に企業活動への介入の態
様を考察する．
金属総管理局本部会会議のプロトコール
（２５年１１月から２６年３月）からすると扱った
課題は生産計画，年次報告，組織問題，トラ
スト幹部人事，非流動的資産の処分，設備購
入や譲渡，出資，融資，貸付保証，金属配
分，修理契約，利潤配分，欠勤問題，職業技
術教育，その他である．なかでも多いのが計
画，組織問題，人事，融資，非流動的資産の
処分である．そうした面からトラストの活動
を規制した１２６）．例えば金属総管理局本部会
において国営非鉄トラストの流動資金の５百
万ルーブリ引上げ，それを非鉄フォンド委員
会に移譲することを決め，その詳細な検討を
特別委員会（官庁，労組，トラスト代表）に
委ねた（２５年１０月）１２７）
木材紙総管理局と中央紙トラストとの往復
文書を内容をみてみると（２７年１０月－２８年８
月），融資，新建設，輸入，製品品質，幹部
人事，合理化，若手技術者の海外派遣，余剰
労働力，給与体系，遅配など多岐に亘り，か
つ具体的である．ことに人事問題が多い１２８）．
繊維工業では３織機制や３面制は繊維管理
部の圧力の下，導入された１２９）．また茶事業
本部によるロンドン取引所での茶買付けの実
践的措置について国営工業中央管理局本部会
において食品工業管理部が財政セクツィア及
び食品労組中央委員会と共同で検討された
（２５年９月）１３０），等々．
とはいえ真に必要な指導は疎かにされた．
その人材も欠いた．中央陶磁器トラストは化
学総管理局や化学管理部から企業の活動の技
術的問題についてほとんど何らの指示も受け
取っていない．化学総管理局には陶磁器工業
全体に対し１人のスペツしかいない．１人で
は多様な問題の技術指導は無理である．トラ
ストが直属している化学管理部も実際には指
導できない．１９２７／２８年度，化学管理部の代
表が現場を視察するためトラストの工場に出
１０５
かけたのは１度だけである（本部会議長 I．
S．ビャルコフスキー談）１３１）．
ヴォルガカスピ木材トラストには木材紙管
理局からの技術指導はそもそもない．高資格
専門家による個々の技術的問題についての助
言のようなものが最も必要だが，実際にはな
い．木材紙管理局には強力な技術的機構の創
設が必要である（トラスト本部会議長G．
G．ゲルベカの報告）１３２）．
一般的な指令や間接的規制は余り実効性を
伴わなかった．また外観上企業経営が問題な
く営まれている限りは通常，国家機関の干渉
は余りみられない．だが大幅な課題の未達成
とか，大きな赤字や債務，あるいは紛争が生
じるような場合は国家機関の直接的介入があ
る．どのような事態が生じた場合に，いかな
る指令，指示が出されたかを，みてみよう．
時 期 企 業 国家機関 直面した事態 提案・指令内容 備 考
１ ２５年２
月
モスクワ
の繊維ト
ラスト
最高国民
経済会議
国営工業
中央管理
局・繊維
管理部
モスクワの繊維トラストが
ゴムトラストの繊維製品注
文の受入れと遂行を停止．
大衆市場向けとは異なった
品質，品目を要求されるた
め．
ゴムトラストの注文
を繊維トラスト間に
強制的に割当て
その後，繊維
トラストはゴ
ム工業の注文
をまずまず遂
行
２ ２５年初
め
木材トラ
スト
中央官庁
連合伐採
委員会及
び県伐採
委
１９２４／２５年度の生産のため
の伐採フォンド（伐採地）
が公開入札方式でも編入方
式＊でも確保できない．
後者の場合は農業人民委員
部・木材機関が配分する
が，木材トラストの計画を
大幅に下回る伐採地を提
示．他の経済機関との係争
が生じやすく，その解決に
は時間が掛かる．また優良
な伐採地が県木材部により
抑えられていることがあっ
た．
前者の場合はことに鉄道周
辺地などに需要者が集中す
るため，工場に近い伐採地
を得る可能性が少なくな
る．
これら委員会の介入
によってのみ伐採地
を確保しえた．
＊２４年１２月５
日の全ソ中央
執行委員会及
び人民委員会
議決定により
伐採地は企業
への森林地編
入または競争
入札により宛
がわれる
３ ２５年５
月
南部鉄鋼
トラスト
金属総管
理局本部
会
報告の不備
過大な賃金諸掛り
しばしば注文遂行上，契約
期限不履行が見られる
報告整序，賃金諸掛
り正常化，１９２３／２４
年度の償却費は７．５
百万ルーブリ以上と
する，バランスの主
要項目が不分明なた
め利潤の６百万ルー
ブリは留保すべき．
操業工場の設備更新
計画提出を急ぐこ
と，また商業活動と
生産計画遂行の暦上
１０６
の期日を合わせるこ
と
４ ２５年６
月中旬
南部鉄鋼
トラスト
金属総管
理局本部
会
レンガ，耐火材不足
コークス不足
住宅建設遅れ
直ちに P及び Sレ
ンガ工場の操業に着
手すること．D及び
B工場の拡張を急
ぎ，それらの耐火材
部門の完全操業を行
う．コークス生産拡
大のため S工場に
新規コークス炉建
設，またK工場の
コークス炉操業やマ
ケーエフスクでの５６
のコークス炉の並列
設備建設を検討す
る．D-Iu 工場の修
理・拡充計画作成や
旧 P工場での形鋼
圧延機操業を行うこ
と．２工場での住宅
建設を進める
５ ２５年１０
月
モスクワ
機械トラ
スト
金属総管
理局本部
会
圧延部門の能力不足で中央
で市場に放出された古鉄を
利用できず，南部に流れる
『鎌と槌』工場の圧
延部門拡張案承認．
古鉄をそこで利用，
南部に発送すべきで
ない．工場の改造・
拡張のため１，４４８千
ルーブリ交付
６ ２５年１０
月
繊維工業 総経済管
理局コレ
ギア
屑糸不足により市場が投機
的となっているため，それ
を原料とするピクーニャ風
織物Vigon’トラストなど
はコスト上昇に苦しむ（他
方，製品は規制価格で出
荷）
屑糸は繊維シンジ
ケートに全て引渡
し，シンジケートが
消費者の間に配分
（市場への組織的介
入）．
A．M．ギン
スブルグはそ
の場合，小工
業やクスター
リの需要が満
たされないた
めに反対
７ ２５年１１
月
南部鉄鋼
トラスト
金属総管
理局本部
会
１９２５／２６年度第１四半期は
コークス供給の不足や耐火
材の品質低下その他の理由
で生産計画は１０％未達成の
恐れ
第１四半期の消費者
への発送は予定通り
行う．半製品の不足
は梁や鋼材の製造削
減及びマルチン鋼半
製品増産によりカ
ヴァーする．マンガ
ン鉄を増産する（溶
鉱炉の１つをその製
錬に使う）．直ちに
グルジア最高国民経
済会議とマンガン鉱
石買付け契約交渉に
入る．銑鉄不足を考
慮し，そのマルチン
ハリコフで１１
月中旬開催さ
れた協議会で
は在庫を減ら
して対処する
ことを決定
１０７
鋼への支出を５％削
減．その代り古鉄を
溶解炉に添加．
８ ２５年１１
月
南部鉄鋼
トラスト
金属総管
理局本部
会
D工場での貨車製造組織化 ２６年１月１日までに
工場管理部をコンビ
ナート形態に改組
（貨車工場と冶金工
場から構成）．その
設備調査に１，１００千
ルーブリ割当て
２週間以内に
完全な設備改
造予算を提出
すること
９ ２６年１
月
ドンウー
ゴリ
国営工業
中央管理
局・鉱業
管理部
中央地域繊維工業の燃料危
機
ドンウーゴリに緊急
支給命令：１月の基
本予定量を超えて，
国営工業中央管理局
管轄工業予備のうち
から４１５ワゴン積出
す
国営工業中央
管理局・繊維
管理部の要請
による
１０ ２６年１
月
ロシア共
和国木材
トラスト
ロシア共
和国最高
国民経済
会議幹部
会
合意方式でゴムザの木材注
文を木材トラストの間で配
分出来ない．
注文を強制的方式で
木材トラスト間に割
当て
１１ ２６年２
月
南部鉄鋼
トラスト
金属総管
理局本部
会
コークス供給不足などによ
る生産計画縮小の懼れ
旧D工場の溶鉱炉
をコークス供給に応
じて期限に操業す
る．K工場の溶鉱炉
は４月１日までに操
業する．M工場の
溶鉱炉操業を急ぐこ
と．現有契約を改訂
して決済条件や納入
期間を新しい市況に
合わせること．また
４月１日までに各工
場の原材料在庫の内
容を明らかにし，工
場間移送や不要分の
実現を行う．各工場
の必要最小限の流動
資産を定める．
政府に要請：
鉄鋼工業の資
本活動計画並
びにそれに応
ずる融資を削
減しないこと
また国営工業
中央管理局・
鉱業管理部に
対しドンウー
ゴリが６７百万
プードのコー
クス（当初申
請分）を出荷
するよう働き
かけることを
要請
１２ ２６年３
月
南部鉄鋼
トラスト
最高国民
経 済 会
議・調査
委 員 会
（メジュ
ラウク議
長）
生産計画は大幅未達成．
コークス供給不足などによ
る生産計画縮小
調査の上，１９２５／２６
年度銑鉄生産計画を
９１．２３百万プードま
で引下げ（以前に承
認 さ れ た そ れ の
９５％）．鉄鋼生産は
８７．３百万プード（同
じく８９％）
５月 労働国防
会議
１９２５／２６年度上半期はほぼ
２２百万ルーブリの赤字，労
働生産性上昇２１％，賃金上
トラストへの割当て
を１７．５百万ルーブリ
から２０百万ルーブリ
４，５月は健全
化の兆し企業
の独立採算制
１０８
昇４１％，製品原価は計画を
２９％上回る．
に引上げ．ゴスバン
クの長期商品貸付
（３．５百 万 ル ー ブ
リ）継続
への移行予定
（トラスト本
部会報告）．
１３ ２６年８
月
イヴァノ
ヴォ‐ヴ
ォズネセ
ンスク綿
トラスト
最高国民
経 済 会
議・国営
工業中央
管理局本
部会
燃料費用の異常な増大，工
場の木材在庫過多，薪の工
場間の不均等な配分，その
非合理的利用，各工場の不
良品率高い，欠勤増，トラ
ストの供給機構の責任によ
る生産の中断，計画，予算
や建設活動契約承認の際の
経営的アプローチの欠如
繊維管理部はトラス
ト本部会と共に次の
措置を行う：供給活
動を一つの部に統
合，倉庫や生産にお
ける原材料の統一的
記録導入，トラスト
の機構再編，在庫の
再点検と原価計算正
確化
亜麻工場分離
案も検討
１４ ２７年９
月
機械シン
ジケート
金属総管
理局
多くの製品の販売収縮，一
部製品の滞貨により財務困
難
但し必要な品揃えがないた
め，一部製品は不足，また
大都市では在庫多いが，地
方では品不足
売行きの悪い商品に
ついては追加的な価
格引下げを行う，シ
ンジケートは支店に
対し倉庫在庫の断固
たる削減の指示を出
すこと，製品納入者
たるシンジケートメ
ンバーに対し長期
（６ヶ月期限）の手
形を受取ることを義
務付け，委託販売を
組織化し，手形振出
しから徐々に購買者
手形による決済に移
行すること［文字通
り手取り足取りとい
う感じ］
金属総管理局
は金属製品の
小売価格調節
手続きに関す
る労働国防会
議への報告作
成に着手した
１５ ２８年４
月
ドンウー
ゴリ
最高国民
経済会議
幹部会
１９２６／２７年度の資本活動に
おいて約８０百万ルーブリを
不動化．
１９２７／２８年度計画の
作成の期限や正しさ
を守るため組織的措
置を採ること，計画
作成に際しては輸入
は最大限制限し，大
規模な施設は出来る
だけ慎重たること，
新規コークス炉価額
を定める際にあった
ような計算違いをな
くすこと．採炭の全
工程の機械化
最高国民経済
会議総監査部
が行ったドン
ウーゴリ調査
に基づく
１６ ２８年５
月
機械製造
工業及び
ドンウー
ゴリ
最高国民
経済会議
幹部会・
機械製造
委
コールカッター製造につい
て当初，クラマトール工場
ないしレニングラード機械
トラストでの製造を予定し
ていたが，前者は重量機械
に特化すべきであり，後者
ドンウーゴリの補助
工場で製造すべき
機械シンジ
ケートは補助
工場での生産
を疑問視，ニ
コラエフ工場
またはウクラ
１０９
は主たる需要者たるドネツ
石炭工業から遠いため，ド
ンウーゴリの補助工場での
生産を考える
イナ機械トラ
ストの工場で
の生産を提起
１７ ２８年６
月
紙工業 労働国防
会議
１９２７／２８年度生産計画不履
行（紙で６％，カートンで
１７％）．その主たる原因は
海外への設備発注の遅れ，
注文の頻繁変更・修正にあ
る．国内及び海外の工場が
設備納入・組立期限を守ら
ず．企業の活動も計画性に
欠ける
監督官庁たる最高国
民経済会議への指
示：分散している紙
工業を独立のトラス
トを統合し，且つ現
行トラストを大型化
する．機械を最大限
専門化し，紙品目を
削減
最高国民経済
会議報告に基
づく
１８ ２８年７
月
プロダシ
リカート
化学総管
理局
１９２６／２７年度のシンジケー
トの活動：トラストのシン
ジケートへの債務超過，シ
ンジケートが自己資金を持
たないため銀行からの借入
によりトラストに前渡し．
その資金の多くはトラスト
により計画外資本建設に投
下された．市場の要求に生
産が適合できないためシン
ジケート倉庫の在庫累積，
実現計画は１２％未達成．そ
の結果，３百万ルーブリの
補助金を受けながら２７年末
には厳しい財務危機に陥っ
た．
消費者協同組合との
より緊密な取引関係
を構築し，商業活動
中，総体契約の比重
を高める．オープン
アカウント縮小，顧
客との決済条件改善
等々
ゴスバンクも
シンジケート
に対し懲罰的
措置を採った
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このように企業において異常事態が生じた
場合には，懲罰も含めた具体的な行政的措置
がなされる．時には強行手段にも訴えた．企
業自身も自ら解決の努力をするより国家機関
に委ねることが多い．コンティンジェントな
対応（不測事態即応型介入）といってよい．
経済官庁によるモニタリングの他に労農監
督人民委員部によるモニタリングが行われ
た．それはネップ期後半にはますます強ま
る．労農監督人民委員部の勧告は企業に対し
てだけでなく，官庁に対しても行われた．そ
の存在感は昂まる．
概ね一般的な指導といってよいが，中には
かなり立ち入った提案もある．
代表的な例のみ挙げておこう．
①モスクワ機械トラスト（２５年７月）
欠陥：製品滞貨，多くの資金が非流動的な原
材料や半製品在庫に投下された．
提案：より特恵的決済条件を与えて売行きの
悪い商品の実現を拡大する．トラストと工
場の相互決済改善（取引の性格とは係わり
ない一律３％の仲介手数料システムの代わ
りに工場出荷価格に対する上乗せを導
入）１３３）．
②タムボフ羅紗トラスト（２５年７月）
欠陥：労働者冗員，ボイラー経営不備，副次
的企業（レンガ，製材工場）への支出過
多，遅配，諸税未納，滞貨，小売市場の赤
字，高コストなど．
最高国民経済会議への提案：より高級の紡糸
を低品目に移すことやその逆は許容できな
い．不良品率引き下げ，コスト引下げのた
め再生用廃棄物利用拡大，補助企業解散，
人員整理，本部会維持費削減，販売拡張の
ためけば立て商品を増産し，その分トリ
コットや民需用羅紗を減産する，卸‐小売
店網の拡張は詳細な市場調査の後にのみ行
う，原料供給整序，国内羊毛標準化．
また繊維シンジケート標準化委に対し粗羅
紗品目の標準化措置の検討を委任する１３４）．
③カムヴォリトラスト（２５年８月）
欠陥：不良品や屑のノルマが作成されていな
い，原材料在庫過多，織物の実現が生産か
ら遅れており滞貨齎す，シンジケートへの
出荷を減らし，自己の小売店での販売増や
す，商業諸掛り高く，３５％になることもあ
る（国内商業人民委員部の定めた１５％を大
幅に超える）．
労農監督部・繊維セクツィアへの提案：織布
設備を工場間に配置替えし，幅やシステム
において同タイプの織機は集中する．同時
に製造品目を工場毎に専門化する．また製
造される紡糸番手の監視を義務付け，屑糸
比率を引き下げる．最も売行きの良い季節
的織物品目はシーズンの最盛期より１－
２ヶ月早く生産されるように計画を立て
る．低廉の織物は増産する．トラストは全
ての工場で海外羊毛，紡糸などの試験所の
検査に基づいた収納手続きを導入すべき．
製品については品質検査を行う．原料在庫
の限界ノルマを定める．国家機関の原料納
入者の数は最小限に減らす．
販売面では最近組織された株式会社『カム
ヴォリ販売』はモスクワ支部を商業部・業
務課に改組し，そこに卸商業を集中する．
トラストの他都市支部店舗にはモスクワの
中央基地倉庫から供給する．自己小売商業
は縮小し，可能な所では協同組合に移譲す
る［この提案にはトラストは反発した］．
滞貨品目は定価を引き下げても処分する，
卸定価の作成に際しては原価に対する差別
的上乗せ率を定める（低廉品はより低い上
乗せ率とする）．生産の拡張は実際の需要
に合わせて慎重に行う．
最高国民経済会議への提案：一時，新規紡績
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工場建設は棚上げにすべき，及び２工場で
の新規織布部門の建設も延期すべき１３５）．
④モスクワ木工トラスト（２５年８月）
欠陥：需要充足率低い．クスターリからの激
しい競争に晒されている（それらは８時間
労働に縛られず，各種諸掛りも免れてい
る）．トラストの生産活動は計画性に乏し
い．８０％は偶発的な注文方式による．その
ため休止が３０％になる．
提案：生産集中，合理化，機械化，大衆消費
財の標準化１３６）．
⑤マリツォフトラストの L 工場（主に牽引
機関車製造）（２６年４月）
欠陥：生産活動や原材料供給の非計画性，工
作機械（単品生産）やボルト，ナット，リ
ベットなどは内製で効率が悪い．工場管理
部の関心は専ら量的拡大に向けられ，品質
や生産改善へは目がいかない．
最高国民経済会議への提案：いずれ牽引機関
車の製作は他の新鋭設備の工場に移すべ
き．工作機械の単品生産は止め，外注すべ
き．牽引機関車の買い手へ与信すべき１３７）．
⑥南部機械トラスト（２６年５月）
欠陥：トラストの財務破綻
労働国防会議の委任によりその原因を調
査１３８）．
⑦モスクワ中型金属製品トラスト（２６年１１月
のモスクワ労農監督部の調査・勧告）
欠陥：工場は専門化されず，それぞれ分散的
に活動していた．トラストには指導性も責
任性もなく，生産も受注も，原材料調達も
計画性に欠けていた．２６年初めには財務的
に破綻した．
提案：工場を専門化し，品目数を削減する
（家庭用品の品目４０，サイズ９８であったの
をそれぞれ８，２７に減らす，等々）．この品
目構成で要求されるノーマルな原材料リス
トを作成し，それらの限界在庫率を定め
る．完全な受注高のデータを作成し（これ
まで作成していない），遂行期間の見直し
を行う．同時にトラスト管理部と共同でト
ラストや工場の組織構造を整備し，各構成
部分の規程，権利・義務に関する訓令を定
める．更に計画ビューローを設置し，供給
や注文決済の中央集中化を図る．
措置実施結果：１９２４／２５年度にはトラストは
３５０千ルーブリの赤字であったが，１９２５／
２６年度上半期には大凡１３０千ルーブリの黒
字に転じた１３９）．
⑧国営電機トラスト（２７年３月）
欠陥：機構肥大化（最高国民経済会議の定め
たノルマを超える人員），出張費多い
（１９２５／２６年度に本部で１１１千ルーブリ，
ネットの給与の１４％），事務用品への支出
過多（１０２千ルーブリ）．スペツのため必要
性を考慮しない住宅，家具の購入．商業面
では前渡を得るため注文を追い求め，工場
に期限に遂行できないような要求を出す．
その結果，違約金や延滞利子の支払いが多
くなる．他方，売行きの悪い品目の滞貨
（製品在庫がノルマの２倍となる所もあ
る）．杜撰な価格政策（上乗せは最高国民
経済会議の定めた３０％に対し５２％，利潤も
計画の９％に対し実際は２７％）．原材料在
庫過多（２６年１０月１日，年間消費量４５百万
ルーブリに対し６３．２百万ルーブリ）．手付
け金を含めた外部資金多い．その結果，資
本回転率が低く，１．０８（１．５がノーマル）．
トラスト本部会への提案
 ．最大限の人員削減と機構簡素化．そのた
めに電気総管理局，金属労組及び化学労組
中央委員会，労農監督部代表から成る委員
会設置．
．出張，広告，事務用品の費用削減，勤務
員のための住宅や家具調度購入は原則とし
て止める．必要な場合はその都度，最高国
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民経済会議の許可を求める．
 ．トラスト支部や企業の活動へのコント
ロールや監督強化．
．原材料収納の技術的要件正確化．
．納入者との取引を見直し，トラストに不
利な条件は変更する．外国商社と締結され
た契約上の権利をトラストが行使するよう
厳格に監視．
．工場への生産課題及び計画はいずれにせ
よ生産年度の開始までには（及び各四半期
初めに）渡されること．
工場には今後強制的かつ遂行不可能な課題
は出さないこと，同時に電気製品標準化を
進める．
．生産の技術的記録（設備の仕様書作成，
労働力，原材料，燃料支出など）強化，エ
ネルギー支出削減，生産コントロールを整
序，休止を減らす．
．価格計算正確化．
．新規受注は生産，供給，財務的可能性を
厳密に考慮して行う．期限を越えた注文に
ついて顧客との関係を正常化するため現有
注文を見直す．
．商業費を削減し，最高国民経済会議・工
業プランの定めたノルマに近づける．
．製品倉庫監督強化．実際に受入れ文書に
よるもののみを工場製品とする．
	．最高国民経済会議の定めた限界マージン
を遵守．ノーマルな総利潤率から逸脱しな
いこと．
 ．製品の品質管理．
．引き続き債務者勘定を減らすこと．不良
債権は処分する．労働者職員との前渡上の
清算を進める，現行債務を返済するための
前渡は止める（２６年６月４日のトラスト決
定）．取引相手との決済はトラストの出納
部で行う．
．企業の独立採算性に移行する．物財の回
転を速める為である．
．２６年１０月１日のバランス承認に際し，延
滞利子や違約金のための保証された６．２百
万ルーブリの予備を許容しないこと．
最高国民経済会議幹部会は次のことに関心を
むけること．
．トラスト製品の販売価格に対する厳格な
コントロール．
	．注文履行の慢性的な遅れ．
 ．国営工業中央管理局のモスクワでのガラ
ス工場建設許可に対する安易な態度（トラ
ストにはすでに２つのガラス工場があ
る）．
．国産原材料の契約により定められた当初
価格を納入者が引き上げないようにするこ
と，またそれらの品質向上．
．資本回転の遅さ．
．電気総管理局からのトラストのコント
ロールや指導強化１４０）．
⑨ヴォルガ・オカ木材トラスト（２７年５月）
欠陥：１９２６／２７年度上半期，トラストの財務
予算の収入部分は５６．４％しか遂行できず，
出納上の赤字は４百万ルーブリ，賃金債務
は２６年５月１５日現在，６６０千ルーブリ（勤
労者１人当り３０ルーブリ以上）に上る．浮
送活動にたいするゴスバンク貸付はその使
途以外に使われた．木材調達プランの遂行
率は６４％，それに伴い製材計画も縮小，購
買者から前渡を受け取ろうとして，明らか
に遂行できない高級品販売契約を締結した
（供給可能性を超える）．他方，流動性の
低い製品在庫が累積した．トラストの管理
機構維持費は高い．高資格勤務員が多い
が，その資格と従事する職務は不相応であ
る．縁故採用が蔓延る．報告や記録は杜撰
である．
ロシア共和国労農監督人民委員部コレギア決
定：本部会員の即時解任，非経済性ことに
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賃金債務については責任者を党及びソヴェ
トの司法機関に送る．部課長５名解任（ロ
シア共和国最高国民経済会議は５月２３日命
令により本部会議長解任）．
ロシア共和国最高国民経済会議への提案：本
トラスト，上流ヴォルガ木材トラスト，コ
ストロマトラストを統合する１４１）．
⑩国立出版所（２７年６月）
欠陥：機構肥大，部課多く，機能的にパラレ
リズムがある．人員はモスクワの中央管理
部だけで２６年１月１日，１，０９４人，２７年１
月１日，１，１４８人（定員外や臨時雇い除
く）．人的構成の流動性も高い．従業員平
均１５００人で２５年は採用１３１５人，解雇１１３８
人，２６年はそれぞれ６９２人，６３３人．しかも
同じ者が何度も採用と解雇を繰り返すケー
スがいくつか見られた．その度に解雇手当
を支給する（２６年の解雇手当は１００千ルー
ブリに上った）．
需要を考慮せず出版するが（稼働率は
７８％，しかも１９％は部外的注文），コスト
が高い．特に諸掛りが大きい．その結果，
高価で売れず，滞貨となり，その後は屑と
して重さで叩き売られる．それが出版総額
の３０％を超える．粗利益は多く，２５年，原
価の６５％，２６年，６７％を占めるが，高い諸
掛り，商業費や欠損のカヴァーで吸収さ
れ，２６年は３百万ルーブリ以上の赤字とな
る．
更に必要もないのに紙工場などに投資し
た．それ故，財務状態も逼迫し，銀行債務
は２６年１月１日，１３．６百万ルーブリから２７
年１月１日，１８．５百万ルーブリに増加し
た．
提案：教育人民委員部からの指導強化，経営
改善．印刷事業委員会には出版事業健全化
を勧告．所長解任１４２）．
⑪国営鋳物トラスト（鋳物製品，セメントな
ど）（２７年７月）
欠陥：生産計画は市場の需要との結びつきが
なく，膨大な滞貨が生じた．例えば，セメ
ント在庫は２７年６月１日に６００千樽であっ
た（月間製造量２６千樽）．２７年５月にセメ
ント１樽の原価は８ルーブリ５２コペイカで
あったが，販売価格は５ルーブリ７５コペイ
カ～６ルーブリ５０コペイカである．
トラスト全体で不良品率は高く１５．４％にな
る．労働者数は計画を１２．４％上回り，資本
活動も非経済的であった．その結果，財務
困難に陥った．
トラストへの提案：品目構成見直し，製品を
スタンダードに近づける，R 工場のエナメ
ル食器職場を閉鎖し，その生産はトラスト
の他の工場に移す．労働者の責任による不
良品に関しては労働法典８３条を適用する．
ロシア共和国最高国民経済会議への提案：セ
メント工場の操業を２８年３月１日まで休止
する．赤字のためトラストに１百万ルーブ
リの貸付交付を急ぐ１４３）．
⑫ゴムザ（機械製造工場合同）（２７年９月）
欠陥：中央機構肥大ことに事務系．
提案：部課を１２から８に減らす．各部のセク
ツィアへの分割及びその管理職を廃止．中
央機構の定員を現行の３３５人から２６６人とす
る．トラスト本部会は工場レヴェルの構
造，人員調査を行う１４４）．
⑬国立印刷局 Goznak（２７年９月）
欠陥：管理の構造はその生産及び経営の可能
性に不相応．工場には当該生産全体に対し
責任を負う者がいない．工場の個々の部分
は国立印刷局管理部の相応の課に直属す
る．何らかの問題の解決のためには工場の
働き手は直接に管理部にお伺いを立てねば
ならない．２５年１０月１日から２７年４月１日
に生産的労働者は２０％削減，補助労働者は
６％削減され，会計‐事務機構も１０％削減
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されたが工場のそれだけである．管理部の
スタッフは３５１人から３５０人に減っただけで
ある．
職員の出自は管理‐技術者及び会計‐事務
員総数７４４人のうち貴族，名誉市民，商人，
官吏は２３９人であり，労働者は４人に過ぎ
ない．党員は４８人，管理部自体では党員は
８人しかいない（長はエヌキッゼ）．機構
の労働者化の要がある．
また国立印刷局は種々の国家有価証券製造
の独占者であり，外部注文は５．４％に過ぎ
ない．
対処：この件につき中央統制委員会メンバー
のノビコフが労農監督部調査結果をまず党
細胞集会で，次いで国立印刷局のモスクワ
の工場総会で報告した．生産上の成果も認
めるが，資金の不合理な支出やエヌキッゼ
と第一工場の労働者組織との不正常な相互
関係を確認した．エヌキッゼの責任を問
う．今後彼の責任で社会的組織と衝突する
場合は労農監督部が国立印刷局の指導者か
ら解任する問題を提起せざるを得ないこと
を警告する１４５）．
⑭国営ミシン（２８年７月）
労農監督人民委員部コレギア決定［かなり具
体的に指示している］
成果はあるが（製造高増，工場原価幾分減
など），多くの大きな欠陥がある．組織面
では機構肥大，スタッフの過度の流動性
（１９２５／２６年度本部で１７７人採用，９４人解
雇，１９２６／２７年度１３７人採用，１３８人解雇），
それに伴う解雇手当，赴任手当過多，誤っ
た商業網配置，不要な州支店や基地倉庫設
置，商業費及び管理費は販売価額の１１％．
資金の非経済的支出（１９２６／２７年度商業機
構へのプレミアム３５３千ルーブリ，出張費
１００千ルーブリ，等々）．
生産面では不良品多く，品質管理不充分，
資材在庫多く，資金の非経済的支出，人員
過剰，高コスト，生産や資産の記録不備，
誤った価格計算，技術‐ノルマ化の不備，
縫製工業のための機械製造措置を採らな
い，等々．
提案
１）組織面
最高国民経済会議及びトラスト本部会への提
案：
  生産の基本的指導は直接，企業（工場）
に集中すべき，トラストには企業との結び
つき及びそれらの活動の監督のための小規
模な細胞を残す．
 中央機構の人員削減：１ヶ月以内に１５０
人とする．２８年１２月１日には１２２人と す
る．財務部と経理部は統合する．
 州支店は解散し，地方組織との結びつき
や集荷所の活動の監督のために全権委員や
監督員をレニングラード，ハリコフ，ロス
トフ，タシケント，ノボシビルスク，スベ
ルドロフスクに一人ずつ残す．モスクワや
レニングラードの基地倉庫は解散し，集荷
所や代理店への供給は直接，生産場所から
行う．
 商業人民委員部と共同で商業網の地域区
分を見直し大センターでそれを縮小し，消
費者に接近する措置を採る．協同組合との
ノーマルな相互関係を確立し，その商業網
を製品実現ことに農村消費者へのサーヴィ
スのために最大限利用する措置を採るべ
き．
 中央及び地方の商業機構にトラストによ
る製品実現の専門家を補強すること，その
分現従業員は削減する．商業担当者の技術
的指導の組織化．修理‐組立所において全
ての品目について消費者への技術的サー
ヴィスを行うこと．
機械技師の人員を充実させること．彼らの
１１５
ために製造ノルマを定め，修理・修繕の料
金を定める．
トラスト本部会に対する提案：
  中央及び地方において労組組織を管理職
への働き手の人選に参加させること．全て
の機構で職員の内部昇進方式による空きポ
スト補充を行うこと．
 機構の合理化や維持費引下げ，消費者へ
のサーヴィス向上面での職員の大衆的イニ
シアチヴや自主的活動展開の然るべき条件
を作り出すこと，その活動において経済委
員会や経済協議会の全ての望ましい提案に
は適宜，応え，利用すること．
２）商業面
最高国民経済会議，商業人民委員部及びトラ
スト本部会への提案：
  マージンは１ヶ月以内に見直し，全ての
商品について引下げること．実施状況につ
いて労農監督人民委員部に通知すること．
 ミシン，自転車，編機，映写機，無線受
信装置の割賦販売については労働者，農民
個人や社会的組織の最もそれらを必要とし
ているグループを優先すること．彼らの信
用能力を考慮して．
 信用に対する高利率は断乎，止め，今後
は割賦販売の際は最低利率を定め，労働
者，職員，農民のうち恵まれない買手には
未払い分について信用への引下げられた利
率に応ずる割引を与えること［弱者保護を
強調している］．
トラスト本部会への提案：
  工業との契約は計画方式で締結し，契約
においては消費者への供給のための部品の
用意，工場の原価計算を知る権利，製品の
品質への責任性を約定すること．
 需要や調節機関の指令に応じた地域別商
品搬送計画を定めること．その場合季節性
や充足状況 komplektnost，を考慮し，好
ましからざる転送は避けること．
 デポ（集荷所）を通ずるラジオセットの
商業を行うこと，それらに必要な品目構成
を保証する．協同組合網を最大限利用する
こと，商業人民委員部の指示に従いそれと
商業地域を区分する．農村地域のための無
線設備申請を優先的に充足すること．
 K 工場の製品の抱き合わせ販売を直ちに
止めること．
 シベリアでの映写装置販売問題を『キ
ノ‐シベリア』や『ソヴェトキノ』と調整
すること．それを『キノ‐シベリア』に任
せる方向で．
３）財務面
最高国民経済会議及びトラスト本部会への提
案：
  買付け商品の納入者との決済やアヴァン
ス方式の見直し．外部の流通での資金の長
期で不生産的な滞留は避ける．
 基本的及び補助的原材料の過大な在庫を
２８年１０月１日には金属総管理局の定めたリ
ミットまで削減すること．６ヶ月以内に死
蔵資本となっている非流動的及び流動性の
低い資材や製品を清算すること．
 割賦上の買手の債務動向をチェックし，
等閑にされている買手への割賦債務徴収に
特別の関心を向けること．
 調査により示された１９２６／２７年度の工場
やトラストのバランスの誤りは断乎除去す
る措置を採り，１９２７／２８年度のバランス作
成に際しては相応の修正を行うこと．
 デポの記録や報告システムを簡素化し，
その会計機構をトラストの財務会計部その
他の部へのパラレルな情報提出から解放す
ること．デポの活動の全記録は財務会計に
集中すること．同志ボリヤンのグループは
報告簡素化や削減の相応の指示を出すこ
と．
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  支出削減の政府指令を無条件で遂行する
こと．
４）生産面
最高国民経済会議及びトラスト本部会への提
案：
 K 工場の活動の改善，低コスト化の全て
の必要な措置を採ること．市場が必要とし
ている手縫い針を製造し，工場の収益性を
高める
 ミシン需要が完全には充足されておら
ず，またミシンのかなりは農村で販売され
るため出来るだけ多く，速やかに増産を急
ぐこと．そのため早急に工場設備の最大限
の利用可能性を調べ，２交代制への移行を
急ぎ，加えて至急３交代制への移行可能性
の問題を検討すること．同時にミシンのタ
イプの統一，自前の木工品生産の妥当性，
特に事務机のそれを検討すること．
 １９２８／２９年度から工場で縫製工業の需要
を充足するだけの工業用のミシン及びそれ
らの部品の生産組織化に着手すること．
 主力生産拡張の必要性のため１９２８／２９年
度より工場での副次的製品（アイロン）の
生産中止が妥当であると考える．それらは
他の工場で製造．工場はミシン生産に集
中．
トラスト本部会への提案：
 １９２８／２９年度には自然的摩損をカヴァー
するため売行きの良いミシン部品製造強化
の措置を採ること．
 生産合理化に格別の注意を向けること，
殊に鋳造部門の運搬の機械化，乾燥機仕事
量や作業改善，蒸気機関や発電所の経済的
運営，より低価格の原材料利用等々．
 不良品減少のあらゆる措置を採り，不良
品の大きさや原因を確認し，主要部品の不
良に係わる費用を調査し，更に全ての不良
部品に係わる費用調査の措置を採ること．
 品質管理を整序する．部品間の摺り合せ
に格別の注意を向け，製品の塗装，研磨改
善，機械の自動テスト，製品検査係の出来
高給廃止．
 労働経済部の活動の指導改善：賃金と労
働生産性の正しい比率を定める．工場設備
目録作成を１９２８／２９年度中に終える，
等々．
  資本投資の計画，予算の詳細な検討，殊
に輸入設備について．項目リストからの逸
脱，リミット外投資，自己資金による実
施，投資額の高騰を避ける．
 原材料の支出ノルマを正確化，生産の特
殊条件を考慮して原材料，半製品，仕掛品
をノーマルな水準まで引き下げ．
 厳格な職場予算を定め，それらの遂行を
監視．一般工場費用削減の政府指令を無条
件に遂行すること．
 調査により確認された計画部と生産準備
部の生産部との遊離に起因する諸欠陥に注
意を向け，トラストは工場管理部や生産協
議会と共同で２８年９月１日までにこれらの
欠陥の除去，計画部と生産準備部の独立の
存続の可否及び全工場機構簡素化について
検討すること．工場統計記録整序の措置を
採ること．
	 トラストと工場管理部の２８年１０月１日か
らの２交代制への移行に伴い労働者数と職
員数の比率がノーマルとなり，現在過剰な
工場職員は完全に利用されるであろうとい
う言明を検討課題とする．
	 工場の生産及び物財記録を整序し，原価
計算見積りを作成し，原価計算報告の技術
的分析を行う．そのデータにより原価引下
げ措置を採る．
	 工場への必要な工具，ゲージを供給する
ための措置を採る．
	 工場管理部の賃率‐ノルマ課長が任務に
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不適任であるため更迭するとの言明を検討
課題とする［課長人事も労農監督部の了解
が必要か？］
５）コントロールセクションの提起したポ
ドーリア工場を独立の経営単位として分離
し，国営ミシントラストを商業株式会社に
改組するという問題を重要視し，これを最
高国民経済会議，トラスト本部会，工場管
理部及び金属労組中央委員会の充分な検討
に移す．期限は６ヶ月とする．
６）コントロールセクションは本決定実施
（２９年３月１日 を 期 限）を 点 検 す る こ
と１４６）．
⑮全連邦冶金シンジケート（２８年９月）
欠陥：注文遂行の慢性の長期的な遅れ（３ヶ
月からそれ以上），また供給の不均等性．
銑鉄の工場在庫過少（生産者側工場で１９２７
／２８年度に５～２５日分，戦前は７０－７５日，
消費者側工場でもノーマルな水準の から
）．金属価格が実際の工業の費用に不相
応となり，品目構成が市場の要求に合わな
くなる．しばしば売行きの良い製品の出荷
を減らし，消費者があまり必要としない製
品を増産する．
提案：冶金工場の倉庫での恒常的在庫形成．
シンジケートの下に特別品目構成ビュー
ローを設立し，商業及び生産組織の代表者
が参加して事前に市場の要求に合わせた品
目構成とする．地方での仕分け基地設
置．２９年１月１日より金属製品の品質，サ
イズ，型に応じた価格への割増 priplata の
新しいノルマ導入．本部会は技術的可能性
に応じて漸次，出荷命令書とフォンドのシ
ステムを止め，メンバーとの４半期協定に
変える（各ユニットの種類やサイズ，製造
時期を決める）．同時にシンジケート支店
と工場との直接的取引方式を検討する．シ
ンジケート支店の権限を拡大する．
商業人民委員部や最高国民経済会議への勧
告：シンジケートへの加盟促す．ウラルメ
トにとりストーブ用鋳鉄の出荷価格が赤字
のため，それを見直し他のトラストの価格
と均等化し，原価引下げを図る１４７）．
⑯ガラス工業（６２の最大級工場の調査結果に
基づく）
欠陥：ガラス工業指導上の共和国最高国民経
済会議や化学総管理局の役割は単に工業財
務計画の審議に留まり，しかも大幅に遅れ
る．ガラス工業調節上，最高国民経済会議
とプロダシリカートとの系統的結びつきは
なかった．その結果，プロダシリカートの
政策は不健全な性格を帯び，不足商品に対
し工場に広範な融資を行った．その場合，
国営工業だけでなく，私有工場にもアヴァ
ンスを出した．
海外でのパテントや機械の買付けにおける
不正常もある．２４年８月，最高国民経済会
議は化学総管理局やプロダシリカート，ヒ
ムウーゴリの代表者からなる委員会をガラ
ス工業機械化のため機械や設備を買付けに
海外に派遣した．イギリスでフルコ機械の
パテントを２００千ルーブリ払って購入し
た．だがこのパテントは委員会が来る前に
全露協同組合商会が D 工場のために５５０千
ルーブリ払って入手していた．しかもこの
機械の特許期限は１３年に終わっていたこと
が，購入の２週間後に判明した．アメリカ
でグラアマの２つの機械のパテントを９００
千ルーブリで購入した．だがアメリカでも
これら機械は試作段階である．機械が到着
してから２年超経ったが，利用されていな
い．
新工場建設面でも機械化ガラス工場の建設
にほとんど同時に着手したため，技術者が
分散化し，建設の経験を利用できなかっ
た．プロダシリカートは機械化工場の設計
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を引き受けたが，その仕事を実際に知るス
ペツは１人もいなかった．建設面でプロダ
シリカートの後を継いだガラスストロイも
機械化工場の建設の用意ができていなかっ
た．設計や据付の狭い専門的仕事の代わり
に実際には民生的施設や動力装置，水道そ
の他の一般的建設に従事した．
また『ダゲスタンの火』工場の建設期間は
１２ヶ月の計画に対し１７ヶ月掛かった．製品
原価は計画では１トン当り１１６ルーブリに
対し３３７ルーブリ，製造量は８千トンに対
し約４千トンであった．他の工場でも同様
である．その結果，１９２６／２７年度全機械化
工場で欠損は１百万ルーブリ超となった．
未完了工場についてはウルシェリ工場は計
画では建設費が１７６千ルーブリの所，すで
に１０８５千ルーブリ掛かった．住宅建設に更
に２５０千ルーブリ必要である．グーシ‐フ
ルスタリ工場は３．９百万ルーブリで建設を
予定していたが，建設に着手した後に予算
は７．２百万ルーブリに引上げられた．すで
に３，３１２千ルーブリ支出したが，完了のた
めには更に５百万ルーブリの支出が必要と
なる．原料基地については建設開始から
５ヵ月後にやっと思い至った．その場合，
砂は沼地の下から採掘せねばならず，大き
なコストが掛かる．
５つの完了した工場のうち２のみ（『ダゲ
スタンの火』工場とコンスタンチノフの工
場）が操業している．しかもガラスの破損
や不良品は多く，ノルマを大幅に超える．
その後，操業率改善，破損や不良品率も幾
分低下した．
労農監督人民委員部の結論：外国人技術者を
広範に利用して完了した機械化工場のノー
マルな生産組織化の必要がある．相応の効
果を得てから経験を生かして新工場の建設
に着手すべきである．
最高国民経済会議への勧告：労働人民委員部
や化学労組中央委員会と共同で社会保険料
率や賃金加算分を見直し，引下げること，
有害度に応じて賃率の確定的区分を行うこ
と（手工業生産や機械制生産及び労働者と
職員の間で）．最高国民経済会議はポクロ
フスキー及びセルギエフ工場操業のため資
金の更なる支出に関する労農監督人民委員
部コレギア決定不履行の原因説明を労農監
督人民委員部に提出すること．機械制工場
での原価計算システムを見直し，正確化
し，実際の原価を明らかにすること，窓ガ
ラスの暫定的係数や引き上げられた破損評
価の適用を止めること．
ほかに労農監督部コレギアはガラス工場統
合やトラスト大型化を進めるガラス工業管
理再編に関する決定案を労働国防会議の承
認のため持ち込んだ１４８）．
このように労農監督部によって経営不備に
対するモニタリングが行われ，事後的対処が
指示された．かなり立ち入った指示もある．
最高国民経済会議への発言力も強まってい
る．
更に費用の予算大幅超過や契約調印の遅れ
などに対して経営者が処分されるケースが多
くなる（経済犯罪に対する処罰は別とす
る）．その代表例みておこう．
①南部機械トラスト
非現実的生産‐財務計画，流動資金の誤っ
た配分，指導の弱さなどにより１９２５／２６年度
上半期に財務的に破綻し，２６年４月１日に
９，６９９千ルーブリの手形不渡りを出し，国
庫，南部鉄鋼トラスト及びドンウーゴリその
他に多大な損害を与えた．
２６年７月，労働国防会議は労農監督人民委
員部の調査結果に基づいて南部機械トラスト
議長，その代理及び技術‐生産部長を規律裁
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判にかけることを決定した．同時に労働国防
会議の特別決定に定められた条件によりトラ
ストに６百万ルーブリの長期貸付を与える．
その一部は補助金方式とし，２６年１０月１日の
バランス承認の際に財務人民委員部との合意
により定められた分はトラストの流動資産に
組み入れる．更に最高国民経済会議にトラス
トの加盟事業体に最大限の経営上の独立性を
与える措置を取ることを勧告した１４９）．
②アニリントラスト，コークスベンゾール，
北部木材トラスト
指令違反（管理機構維持の予算割当て超
過）のため２６年１０月，最高国民経済会議命令
によりそれらの本部会が譴責処分を受け
た１５０）．
③バランス・シート未提出の３９企業
最高国民経済会議管轄の企業のバランス・
シートの財務人民委員部への提出は大幅に遅
れた．自己の業務年度を２７年１０月１日に終わ
り，２８年１月１日までに提出義務のある１１７
工業企業のうち１月１７日現在，定められた全
ての添付資料をつけてバランス・シート提出
したのは２５企業，３６企業は説明書や報告を付
けずバランス・シートを提出した．残り５６企
業はバランス・シートをその日までに提出し
なかった．１７企業はそれらの要請により延期
され，１月１５日及び２月１日に提出すること
が認められた．
こうした大幅な遅れからバランス・シート
の審議，承認は遅れ，１９２７／２８年度バラン
ス・シートカンパニアの全計画は崩れ，工業
利潤からの財政への控除の入金が滞る懼れが
あるため，財務人民委員部はモスクワ県裁判
所検事にバランス・シート未提出で且つ猶予
されていない３９企業のリストを送付した．管
理部の報告公表規則違反に対し司法上の責任
を問うためである１５１）．
④中央紙トラスト
最高国民経済会議総監査部の調査資料によ
ると１９２４／２５年度の建設は自然発生的に計画
もなく，本部会への通知もなく進行した．活
動の６０％は全く予算なしに行われた．その結
果，多くの大規模な活動が（１，４８４千ルーブ
リ）が未着工のままとなった．それとは別に
建設クレジットは４５．５％超えた．１９２５／２６年
度は割当てに対する超過は全体で５４％
（２，６７１千ルーブリ）であった．にも拘らず
本部会は１９２５／２６年度も１９２６／２７年度も何ら
改善の措置を採らなかった．１９２６／２７年度は
事業全体の予算がなく，割当ても大雑把過ぎ
た．荒っぽい見込みに基づく項目リストが作
成され，計画外活動の遂行のため割当て超過
は合わせて２，５２８千ルーブリ（３７．５％）に上っ
た．
大規模な建設の４年目に入ったにも拘ら
ず，建設についての相応の報告も建設活動の
日程表もない．建設向けの物財供給計画もト
ラストにより作成されなかった．資材の期限
や実際の消費の記録もなかった．余分に調達
した資材の実現からトラストは２３０千ルーブ
リの損失を蒙った．建設融資計画も作成され
なかった．
トラストにより２４年に設置された新建設委
員会は事態を改善するものではなかった．例
えば，オクーロフ工場の拡張と関連する問題
は事前に検討されず，無計画で必要な設計図
もなしに進められた．そのことは工場拡張の
終了期間の遅れとほぼ１．５百万ルーブリのコ
スト上昇（最高国民経済会議採択の割当てを
３１％上回る）を齎した．オクーロフ工場の強
力な蒸気発電所の建物の設計図は建設委員会
技術ソヴェトにより建設が開始されてから１
年経って，建物が完成してから承認された．
他の工場でも同様の無計画さがあった．
これに対し２８年４月の最高国民経済会議命
令はトラスト議長を厳重戒告とし，３ヶ月以
１２０
内に欠陥除去に必要な措置を採ることを勧告
した．厳罰に処さなかったのは多くの客観的
状況とトラストの仕事に就いて日が浅いこと
を考慮したものである．技術部担当本部会員
は解雇された．資本建設に必要な規律や計画
性を根付かせる措置を採らず，トラスト計画
部の作成した資本建設諸計画の調整を不当に
怠ったためである．
木材紙総管理局長補佐及び同総管理局紙部
長は解任された．トラストの資本建設面の大
きな混乱を知りつつ，建設整序やその任務に
相応しくないトラストの働き手更迭の然るべ
き措置を採らなかったためである．木材紙総
管理局長はトラスト代表と共に相応の組織の
参加のもとトラストの人的構成を見直すこと
が求められた１５２）．
⑤合板トラスト
最高国民経済会議総監査部の調査によると
ポヴォルジェ合板工場の建設は詳細に作成さ
れた計画なく行われ，細部まで計画されてい
る所もその一部は不完全で，施工図も充分用
意されず，当初予算と実際の費用との乖離が
大きく，投資効率は低下した．作業期間が申
請と実際とは食違い，トラスト機構と建設機
構の間の不正常な相互関係があった，等々の
ため２８年６月，最高国民経済会議命令により
合板トラスト議長及び本部会員は戒告処分を
受けた１５３）．
⑥セメントトラスト
２８年７月，ロシア共和国最高国民経済会議
幹部会は Ch 工場操業の際の３００千ルーブリ
の国家資金の合目的的でない費消に対しトラ
スト本部会を譴責処分とした．
同じく，プロダシリカートとの窓ガラス販
売契約調印の遅れに対し，モスクワガラス陶
磁器トラスト長及びディレクター，タタール
シリカトラスト・ディレクター，B 工場長，
P 工場長（いずれも党員）を厳重戒告とし
た１５４）．
⑦第１羊毛トラスト
最高国民経済会議総監査部による S 工場
における建設の調査の結果，その非経済性が
発覚した．建設費は当初の４．５百万ルーブリ
から８百万ルーブリに膨張していた．２８年８
月，最高国民経済会議幹部会はトラスト議
長，本部会員，管理‐生産部長などを厳重戒
告とした１５５）．
⑧繊維シンジケート
ピクーニャ風織物 Vigon’トラスト・K 工
場の杜撰な建設計画に対して，２８年１０月の最
高国民経済会議命令によってシンジケート本
部会員候補，資本活動課長などが処分され
た１５６）．
ネップ期後半には国家機関と企業との関係
は厳しいものとなった．
こうしてネップ期には国家機関は主に異常
事態をシグナルとして企業の状態の事後的な
モニタリングを行い，経営に介入し，行政的
措置やサンクションをもって対処した．
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９１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月２７日，№１７３
９２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１月１３日，
№１０
９３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１月３日，
№２
９４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
９月１０日，№２０６；９月２６日，№２２０；９月
３０日，№２２３
９５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月１６日，№２１６
９６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年３月１０日，
№６０
９７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月２３日，№１１８
９８）V. Z. Drobizhev, Glavnyi shtab sotsialis-
ticheskoi promyshlennosti, M., 1966, p.193
９９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年４月１５日，
№８６
１００）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年３月２１日，
№６５：Pravda，１９２６年３月２１日，№６５：Iz-
vestiia，１９２６年３月２１日，№６５ ２６年の最
高国民経済会議改組については F. V.
Samokhvalov, Sovety narodnogo Khoz-
iaistva v１９１７‐１９３２gg., M.,１９６４, pp.１９６‐
１９９
１０１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年９月２３日，
№２１９
１０２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
３月３０日，№７２
１０３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年６月２６日，
№１４４：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年６月２６日，№１４４：Pravda，１９２６年
６月２６日，№１４４：Izvestiia，１９２６年６月
２６日，№１４４
１０４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２６日，№１９４；８月２８日，№１９６：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９８月２８日，№１９６：
Izvestiia，１９８月２８日，№１９６：Finansovaia
gazeta，１９８月２８日，№１９６
１０５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年９月５
日，№２０４：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年９月５日，№２０３
１０６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
９ 月１７日 ， №２１３： Ekonomicheskaia
zhizn'，１９２６年９月１５日，№２１２；９月１６
日，№２１３ 尚９月１５日付けEkonomicheskaia
zhizn'紙の報道は正確ではないようだ．
１０７）Khoziaistvo i Upravlenie，１９２７年，№９－
１０，p．５４
１０８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１０月２日，№２２６；１０月２１日，№２４２：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２６年１０月２１日，
№２４３
１０９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１８日，
№２９３：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年１２月１８日，№２９２
１１０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
５月１２日，№１０５；５月１３日，№１０６；５月
１４日，№１０７
１１１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年７月１６日，
№１５９：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９７月１６日，№１５９：Trud，１９７月１６日，№
１５９
１１２）Khoziaistvo i Upravlenie，１９２７年，№９－
１０，p．５２－５４
１１３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年８月１０
日，№１８０
１１４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年８月１４
日，№１８４：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年８月１４日，№１８４：Pravda，
１９２７年８月１７日，№１８５
１１５）Rukovodiashchie kadry R. K. P. i ikh
raspredelenie, M. i L., 1925, p.74-7：E. G.
１２４
Gimpel'son, Sovetskie upravl'entsy. ２０‐e
gody, M., 2001, p. 108 １８年には最高国民
経済会議の指導者，技術者，下級管理職の
うち党員は４．６％，２２年には４．３％であった
（V. Z. Drobizhev, Glavnyi shtab sotsialis-
ticheskoi promyshlennosti, M., 1966, pp.230
-1, 241-2）．
１１６）Kadry gosudarstvennogo i kooperativnogo
apparata SSSR. Gosplan SSSR. M., 1930,
p.114, 126
１１７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１２月２４－２５日，№２９５
１１８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１２月２４－２５日，№２９５；３月１１日，№５８：
Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年２月１８
日，№４０；５月１２日，№１０７：Trud，１９２６
年１月２４日，№１９
１１９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１２月２４－２５日，№２９５
１２０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１２月２４－２５日，№２９５ 繊維総管理局の規
程，構造については Torgovo-promyshlen-
naia gazeta，１９２６年１０月７日，№２３０；１２
月２１日，№２９４
１２１）Pravda，１９２８年１月２１日，№１８：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２８年１月２１日，
№１８;１月３１日，№２６:Torgovo-promyshlen-
naia gazeta，１９２８年１月２１日，№１８
１２２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１２月２４－２５日，№２９５
１２３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１２月２４－２５日，№２９５
１２４）Khoziaistvo i Upravlenie，１９２７年，№７－
８，p．３６－４７ 労農監督人民委員部はトラ
ストへの後見を減らすことを提案していた
１２５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月３１日，
№１２５
１２６）GARF, fond374, op.8, d.441, l.66-143
１２７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
１０月１７日，№２３８
１２８）RGAE, fond3705, op.4, d.51
１２９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年９月１４日，
№２１１
１３０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年９月３０日，
№２２３：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２５年９月３０日，№２２３
１３１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月３１日，№１７６
１３２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月２５日，№１７１ ２６年に国営工業中央管
理局・木材工業管理部のスタッフは１０名に
過ぎなかった．化学工業管理部１３名，食品
工業管理部１４名，紙工業管理部にいたって
はわずか３名であった（Samokhvalov, op.
cit., p.196）
１３３）Trud，１９２６年７月３日，№１４９
１３４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年１月１３日，
№１０；８月９日，№１８０
１３５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年８月２５日，
№１９２
１３６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２５年９月２日，
№１９９
１３７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年４月１６日，
№８７
１３８）Khoziaistvo i Upravlenie，１９２６年，№６，p
４１－５５
１３９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１１月３０日，
№２７７
１４０）Pravda，１９２７年３月２０日，№６４；３月２７
日，№６９ なおその後人員整理や本部費用
削減，財務などについては一定の成果が
あったようだ（Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２７年９月７日，№２０３）．
１４１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年６月１日，
№１２２：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年６月１日，№１２２
１４２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年６月２３日，
№１３９：Trud，１９２７年６月２３日，№１３９：Iz-
vestiia，１９２７年６月２３日，№１３９：２７年６
月２３日，№１４０
１４３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年７月２３日，
№１６３：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年７月１９日，№１６１
１４４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
９月１０日，№２０６
１４５）Pravda，１９２７年９月２７日，№２２０
１４６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年７月８日，
№１５７：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年７月８日，№１５７：Izvestiia，１９２８
年７月８日，№１５７：Trud，１９２７年７月８
日，№１５７ cf. Ekonomicheskaia zhizn'，
１９２８年５月２０日，№１１６
１２５
第３章 ネップ期工業管理体制改革
の試み
Ⅰ ネップ期工業管理体制の綻び
ネップ期の工業管理の基本的スキームは工
場―トラスト―シンジケート―国家工業管理
機関であった．その法的体系化が２３年のトラ
スト布告である．だがトラスト布告に示され
たネップ期工業管理体制は２６年には綻びを見
せ始める．それは急速な工業化の要請にとっ
て２３年体制が桎梏になりつつあったからであ
る．その機構や経営集団の行動様式が資本投
資拡大，生産合理化，生産性向上にとって抵
抗要因と思われたのである．
その欠陥は何よりもまず機構の肥大化，非
効率性と意思決定の遅さにあった．工業組織
自身も官僚機構に変質しつつあった．モスク
ワ労農監督部計画外監査部が行ったモスクワ
の経済組織（トラスト，商業組織，銀行を含
む１７組織）を対象とした調査によれば全ての
組織で『雑然とした無秩序なスタッフ増員』
がみられた．［１９２５／２６年度上半期に］工業
グループは平均１４％増加し，商業グループ，
協同組合グループ，銀行グループはそれぞれ
２９％，１３～７９％，１４～２８％増加した．ことに
管理者層は工業グループで２０％，協同組合グ
ループで１００％，銀行グループで３０％増え
た１）．
同様の結果が労農監督人民委員部・コント
ロール及び実行点検委員会が行った経済組織
の調査でも見られる．調査組織では半年間に
職員総数は１５．５％増加し，とりわけ管理者層
は５０％も増えた．職員への給与も膨れ上が
る．その給与には法律や団体協約に規定され
ていない『隠された給与』も多い．朝食，茶
の提供，自宅電話料金，新聞の支払い，「病
気の時」，「石油コンロが爆発した時」，「休息
の家で盗難にあった時」等々の扶助，住宅や
家具の提供（勤務員の持ち家を買い上げて，
それを別の勤務員に無償貸与したり，本部会
員のために高級家具を購入するといったこと
もある），などである．規定給与であって
も，それらが拡大適用される．例えば，『賞
与』を文書使いや守衛に支給したり，専門給
を非専門家が受取る．スペツの『大量生産』
もみられる．一部組織では職員の５０％が専門
家である．こうした『膿』は組織の中に依怙
１４７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年９月６日，
№２０７：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年９月６日，№２０７ その後，更に注
文遂行の遅れを減らすために４半期別出荷
の月別出荷への移行，延滞利子引上げなど
を提案した（Ekonomicheskaia zhizn',１９２８
年１１月２日，№２５６；１１月３日，№２５７）．
１４８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月２９日，
№１００：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年４月２９日，№１００：Pravda，１９２８年
４月２９日，№１００：Izvestiia，１９２８年４月
２９日，№１００：SZ, １９２８，№２７, st. ２７０． ゴ
ムトラストについては SZ, １９２８，№２７, ST.
２５９
１４９）Khoziaistvo i Upravlenie，１９２６年，№６，
pp．４１‐５５：
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
７月２９日，№１７１
１５０）Izvestiia，１９２６年１０月２０日，№２４２
１５１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１月２２日，
№１９
１５２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
４月７日，№８３：SZ,１９２８, №７, st．６２
１５３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年６月１２日，
№１３４
１５４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年７月６日，
№１５５
１５５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月２２日，№１９４
１５６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１０月１７日，№２４２
１２６
贔屓を生み出し，機構の中に敵意や分裂を持
ち込む２）．
ウラル州国民経済会議のアンドロニコフは
中々に辛辣である．「わが国の全機構には上
から下まで不信のシステムが染み込んでい
た．職場は工場長に自己の計画を提出する
が，賃金，労働力，原材料，燃料その他につ
いて予備を持とうとする．これらの予備が職
場に平穏な活動を保障する．工場もトラスト
に自己の予算を提出するが，同じ理由で予備
を持とうとする．トラストもまた下位組織の
志向性を繰り返す．最高国民経済会議では逆
のベクトルが働く．全ての組織を厳しいリ
ミットに収めようとする」３）．
最高国民経済会議各部のトラストに対する
細々とした世話焼きがある．例えば，勤務員
への前渡の停止命令があり（１人当り１６ルー
ブリ強），不要な設備の処分の許可にも大変
な努力を要する（レニングラード機械トラス
ト議長 M）４）．「しばしば最高国民経済会議の
訓令は詳しく細かい．トラストや企業はごく
些細な事まで噛み砕いて説明せねばならな
い，年端のゆかぬ幼児と考えられているよう
にみえる」（国営電機トラスト本部会議長代
理 F）５）．
企業の活動にはありとあらゆる機関からの
コントロールがある．例えば，造船トラスト
本部会員 V は北部造船所で故障があり，至
急そこに駆けつけねばならぬ時に突然，労農
監督部の委員会が現れ，管理機構の人員整理
の不首尾についての説明を求められ，トラス
トに留めおかれた．丸１日造船所に行けな
かった．しかも翌日も労農監督部との会議の
プロトコールの作成に潰された６）．
トラストは管理機構改善を行うのに必要な
権限や独立性をもたない．仕事に不適任の働
き手を解雇するとあらゆる所から問合せがく
る．なかには検事もいる．そんな優秀なスペ
ツをよく解任したな，等々と言ってくる（レ
ニングラード繊維トラスト議長 M）７）．
トラストと中央調節機関との交渉は非常な
事務渋滞を伴う．報告提出義務のある機関の
数は限がない．レニングラード紙トラストの
場合で言えば北西州工業ビューロー，ロシア
共和国最高国民経済会議，連邦最高国民経済
会議，ロシア共和国経済評議会，労働国防会
議，更には紙工業連合ビューロー等々であ
る８）．その工業財務計画の審理は次のような
各級機関を経た．トラストの各部及びそれと
パラレルに監査委，北西州工業ビューロー各
部，同幹部会，ロシア共和国最高国民経済会
議・国営工業管理局，ロシア共和国最高国民
経済会議・木材紙管理局及び建設管理局，ロ
シア共和国最高国民経済会議・工業プラン，
ロシア共和国最高国民経済会議幹部会，ロシ
ア共和国ゴスプラン，ロシア共和国経済評議
会，連邦ゴスプラン，連邦最高国民経済会
議・木材紙総管理局及び建設管理局，連邦最
高国民経済会議・工業プラン，連邦最高国民
経済会議幹部会，最後に労働国防会議９）．こ
の場合，最高国民経済会議の業務各部はそれ
までに行われた仕事に満足せず，しばしば北
西州工業ビューローの諸結論を全く考慮しな
い．
トラストの幹部職員が何ヶ月も最高国民経
済会議の廊下をうろつき，中央の各種機関に
おいて自己の計画の説明に時間と精力を費や
す（これは北西州工業ビューローでも何週間
も行ってきたことだが）．これらの『押し
屋』の粘りにも拘らず計画の審理は中々進ま
ない１０）．
北部糖蜜トラストは中央機構の問題解決に
おける生きた結びつきの欠如や時間の長さを
訴えた．例えば，ヴォルガでのとうもろこし
工場建設は以前に連邦最高国民経済会議，ロ
１２７
シア共和国最高国民経済会議，経済評議会，
連邦ゴスプラン，労働国防会議によって採択
された．それでも最終的解決には至らず，再
びロシア共和国最高国民経済会議で審議され
ている．その結果，建設シーズンは過ぎ，始
められた工場建設は中断された１１）．
計画の承認は概して大幅に遅れる．例え
ば，レニングラード紙トラストの１９２５／２６年
度輸入計画は２６年５月にほぼ１５％削減の上，
承認された．しかしこの時までには輸入計画
はすでにかなりが実現されていた．これは生
産の中断からトラストを救う唯一の途であっ
た．けだし上半期に輸入計画の完全充足を見
込んだ工業計画が採択されていたからであ
る．
建設計画については建設管理局の活動は
「無限を抱擁する」［実現できぬことに取り
組む］方針を貫く．トラストは管理局で細か
なことも一々争わねばならなかった．ところ
で管理局側担当者である技師はそれまで偶々
炭坑で働いていた．彼は炭坑には受入れられ
ても，紙工業にはそぐわない基準で建設計画
を批判した．移動式仮設小屋を参考に各階の
床組みを考えようとさえした．こうしたこと
の処理のためにトラスト議長は年に２４回もモ
スクワに出張せねばならなかった．その中に
は非常に長期の出張もある．幹部職員も絶え
ず出かける．OSVOK やら，総経済管理局や
ら，紙セクツィア幹部会等々へ通う１２）．
垂直的且つ外在的ヒエラルキーは『書類の
海』を齎す．モスクワ羅紗トラストでは１９２５
／２６年度上半期に受取り書類は３万，発信書
類は１万５千であった．日に３００件となる．
カムヴォリトラストは同数，オレホヴォ－
ズーエヴォ綿トラストは日に５００，年１２３千，
ゴムザは日に６００強，年１７５千となる．他の大
規模な経済機関も似たり寄ったりである１３）．
そうした指令系統があるにも拘らず実際に
は上級機関は企業を実効的に管理し，指導で
きているわけではない．
最高国民経済会議の工業に対する関係は主
に種々の問題についてのコンサルタントであ
り，様々な細かな問題の後見人である．だが
自己の機構の肥大化の故に最高国民経済会議
は充分なイニシアチヴを発揮できず，事態が
最高国民経済会議を通さず進展することがあ
る．例えば，塩シンジケートは２４年にシンジ
ケート傘下塩工業の全製品のシンジケートへ
の集中問題を最高国民経済会議に提起した．
最高国民経済会議の方針は当初，曖昧であっ
たが，次いでトラストに独立の商業を維持す
る方向に傾いた．にも拘らず，客観的条件か
らしてシンジケートに塩販売を集中すること
になった１４）．
上級機関は企業における倹約問題について
も形式的な『上から見下す』態度をとる．機
構縮小の要求を出すが企業がそれを実行する
のを助けるためには何も行わない．そればか
りか反対に報告の要求を増やして活動を妨げ
る（イジョール工場）１５）．
最高国民経済会議が第１四半期にあったト
ラストの欠陥を正す指令を出すのは４，５ヶ
月先である．その間にトラストは自分でなん
とかする．最高国民経済会議の機構はトラス
トを管理するものと観念されているが，実際
には放たらかしにされる（合板トラスト議
長）１６）．
利潤の再配分についてもかなりは機械的に
行われる．例えば，モスクワ国民経済会議は
収益性の低い企業にも高い企業にも同じ控除
をおこなった．そればかりか充分な理由もな
しに営業状態の悪い企業が収益性のある企業
より多く控除を受取るといったケースもあっ
た（ピクーニャ風織物 Vigon’トラスト・マ
ルコフ名称工場長）１７）．
１２８
総じて「口出しはするが，指導はない」．
官僚主義は国家機関だけではない．シンジ
ケートとトラストの関係についても同様のこ
とがある．例えば，繊維シンジケート・技術
コントーラはトラストの問合せに対する回答
に時には何ヶ月も掛かる．わずかばかりの補
助材料の受取りに多くの時間が掛かる．他
方，それらは市場に現にある．クスターリが
シンジケートでは埒が明かないといって直
接，トラストに材料の売り引合いを持ち込む
こともある．供給の総体契約には問合せへの
回答は３週間後に行うという条項を含めてい
る（エゴリエフ－ラーメンスコエ綿トラスト
議長代理 E）１８）．
広範な地方機構をもつ多くの経済組織（繊
維シンジケート，砂糖トラスト，ゴスバンク
など）は管理の『３階梯システム』（本部―
地方支店―支部）を採用している．本部が直
接，支部を指導できないからだが，そのため
に必ずしも位階的機構が必要となるわけでは
ない．文書のやり取りを増やすだけであ
る１９）．
トラストの合議制も事実上の無責任体制に
転化する虞がある．実際に本部会の個々のメ
ンバーがあれこれの決定に対し，意識的に自
らの責任を解除しようとしたケースがある．
例えば，自己の異見を提出することによって
あたかも本部会の見解には不同意であるよう
に示そうとした２０）．
トラストと工場の関係も国家機関とトラス
トの関係のミニチュアである．
ある工場に工作機械が必要となり，長いこ
と探してやっと国営店で見つけた．しかし工
場は独立に買付けを行う権限を持たず，トラ
ストと時間を掛けて交渉せねばならなかっ
た．その場合，書類は最も緊要なものですら
トラストの各部署毎に４日以上掛かって処理
された．その挙句，トラストが買付けに必要
なアヴァンスを交付した時には当該機械は
とっくに売られていた２１）．
非鉄トラストの《赤いヴィボルジェッツ》
工場は同じレニングラードの隣接する工場か
ら受注する場合でもモスクワ本部と調整せね
ばならず，この調整にしばしば３ヶ月は掛か
る．注文主が痺れを切らして自力で何とか対
処し，注文をキャンセルしてから出荷命令書
が届くといったことがある２２）．
輸入設備注文もトラスト本部を通して行う
が，これには膨大な時間の浪費を伴う．例え
ば，ブリケットプレスは工場が２４年にトラス
ト本部会に注文を要請した（工場に大量にあ
る銅の削り屑を煉瓦状に固めるため）．それ
が実際にドイツに注文されたのは２６年８月２６
日である．機械がないまま手作業や旧い油圧
プレスを利用して時間をかけてブリケット化
を進めた．機械が到着したのは２７年５月で
あったが，その時にはすでに仕事は終わって
いた．この外国製プレスは２８千ルーブリ以上
掛かったが利用されない２３）．
モスクワ縫製トラストは全ての工場のため
の中央集中裁断計画を作成した．それに伴い
次のような問題が生じた．従来，洋服裏地裁
断の際，様々な端切れが出るが，それらを利
用してズボンのポケットのような小物をこし
らえてきた．集中化されてからは各端切れは
荷札を縫い付けられて中央倉庫に送られ，そ
こで襤褸切れとしてプード単位で売られる．
何故態々，そんなことをするのかと問えば，
「正しい記録のために必要だ」と答える．ま
た毛皮襟は他の材料と同じように中央工場か
ら受取るが，その大部分はサイズが合わな
い．サイズを合わせる為に多くの時間をとら
れ，縫製のための時間が足りなくなり，現行
ノルマでは賃金が受取れなくなる．良質の外
１２９
套に腐った襟が与えられることがある．労働
者は縫わずに買手から貨幣を受取るまでは持
つようにする．あるいは婦人用上着の型や主
要な材料を送ってくるがしばしば何らかの小
さな付属品（レースなど）がないため製作が
滞る．管理－技術者はそれを求めて何週間も
奔走せねばならない．市場では国家機関の所
にそれらは余っており，その入手について生
産委は生産部長に煩く言い，生産部長は中央
に訴えるが，回答はこうだ．「それは君たち
の仕事ではない．そのままでやることだ」２４）．
馬 車 製 造 中 央 本 部 TSUPVOZ は２６年５
月，貨車製造工場にそれが不用と考えた５０ワ
ゴンの圧延品の販売を命令した．工場には５０
ワゴンもなかった．それでも１５ワゴンの鉄製
品と８－９ワゴンの資材を販売した．その中
には貨車製造計画遂行に極めて必要な鋼鉄ス
プリングがあった２５）．
絹トラストには頑固な後見志向がある．そ
の『プロレタリア労働』紡績工場の企画の大
部分は受入れられない．工場で電力供給の中
断があった時，労働者は自力でディーゼル機
関を操業させようとした．だがトラストは
「ディーゼルの組立も良いが石油や材料は受
取れませんよ」と回答してきた．労働者は繭
の切断のための機械を組み立てた．そのテス
トのためにわずかの資金が必要であったが，
トラストは長いことそれを送ってこなかっ
た．工場への石油供給も止められた．工場は
ディーゼル機関の一部の操業を停止せざるを
得ず，モスクワ水力発電所の電力に頼った．
これは自前の電力より７５％高くつく．トラス
トは工場のため請負人と薪納入契約を締結し
た．この契約では１サージェン当り１７ルーブ
リである．工場は９ルーブリで納入する良い
請負人を知っているのに．工場のエージェン
トがトラストの商業部長にその責任を追及す
るといって脅さなかったならば，薪の輸送は
トラストの請負人に任されたであろう．トラ
ストは工場の指導者たる技師 L を疎んじて
その異動を打診してきた．トラストは明らか
に彼を騒ぎを起こす張本人と考えている２６）．
トラストと工場の間で利益相反がある．モ
ルゼ工場は旧『ラジオ放送』より P２型のラ
ジオ受信機をトラスト［弱電気トラスト］を
通して受注した．トラストによる注文引渡し
の際，受信機の原価は２０ルーブリと定められ
た．この工場はその原価を当初１９ルーブリ，
次いで１６．５０ルーブリに引下げえた．ところ
がトラストはそれを自己の店舗で５０ルーブリ
以上の価格で販売した．トラストの働き手は
『ラジオ放送』の注文価格より安くは売れな
い，と説明した．それほど高い利潤を計上し
たのにトラストは団体協約で約束された労働
者クラブのための定率控除を切り詰めようと
した２７）．
国営電機トラスト職員協議会でトラスト議
長は工場の原材料在庫を抱え込もうとする
『やらずぶったぐり』主義や製品の品質の低
さや注文遂行の遅れを非難する．他方，工場
はトラストによる供給の中央集中システムが
工場の需要を充足せず，それが注文遂行の遅
れの原因だと反撥する２８）．
レニングラードの工場からのトラスト本部
会批判がある．供給が中央集中化されている
が故に一方で工場には大量の原材料の滞貨が
あるのに，他方ですぐにも必要なそれが足り
ない．例えば，『エレクトロシーラ』工場に
は当面全く必要もない多くの絶縁材料はある
が，わずか２００g の針金が得られず，そのた
め何ヶ月も注文主に製品を引渡せない．国営
電機トラストの工場は次四半期開始の２ヶ月
前までに原材料の４半期申請書を作成せねば
ならぬが，それらの入荷は無秩序で，申請か
ら何ヶ月も経ってからである．だから『やら
１３０
ずぶったぐり』も起こる．注文処理も長たら
しく，形式主義に苦しむ．それが活動テンポ
を遅らせ，コストを高める２９）．
旧ツィンデリ第１更紗捺染工場の敷地内の
住宅のそばにパイプがある．これは危険であ
るため撤去しようと決めた．工場とトラスト
との，及びトラストとシンジケートとの往復
文書が始まる．最後にシンジケートが撤去を
許可した．だが工場管理部は更にトラストに
予算を提出せねばならず，その承認を得ねば
ならない．許可までに１ヵ月半，予算承認ま
で数ヶ月掛かった３０）．
モスクワ農産物加工トラストのババエフ菓
子工場ではトラストの１９２５／２６年度資本活動
計画が４度変更され，最終的に承認されたの
が８月であったため，調達された資材の一部
が不要になった３１）．
レニングラードの『コミンテルン』工場で
はトラストから何らかの注文について回答を
得るには最低７日掛かる．こうした例は限り
ない．
取引に問題が生じても水平的交渉によって
は解決されない．レニングラードの『カール
マルクス』工場では計画方式で小金物トラス
ト Tremass に工場のためのボルトが注文さ
れたが期限に納入されず，受取った時には品
質に問題があった．ボルトの納期や品質問題
の調整のため国営工業中央管理局がレニング
ラードに派遣した特別委員会の介入が必要と
なった３２）．
品目構成を巡るカムヴォリトラストと第３
紡績工場の対立がある．工場管理部は製造さ
れる紡糸の品目構成の安定性を志向する．こ
れは不可避にトラストの課題とぶつかる．ト
ラストは毎月のように計画を変更する．それ
は紡糸番手の段取り替えを要し，機械の休止
を伴い，紡績工の仕事が滞る．これまで製造
品目の２５％は恒常的だが，残りは絶えず変更
される．トラストは市場の需要の変化による
という．必要な原料が不足する場合も計画の
変更を余儀なくされる３３）．
情報が共有されないため，他の工場の経験
を活かせない．
国営電機トラストのモスクワ工場の１つが
技師をレニングラードに派遣した．最も模範
的な工場を視察しその組織的及び技術的改善
を見習うためである．その技師が《赤いヴィ
ボルジェッツ》工場を訪れた時に生産部長は
必要な資料の提供を断固拒否した．工場が加
盟している非鉄トラスト本部会の特別許可を
要するという．技師はこの『秘密主義』に
憤った．直後に非鉄トラスト議長のイヴァノ
フが弁明する．「この生産部長の態度は正し
い．最高国民経済会議命令によれば種々の資
料の引渡しは最高国民経済会議総管理局の了
解を取り付ける必要がある．この工場は重要
な国家注文を遂行している」．モスクワでの
事前の同意を取り付けるべきであった３４）．南
部機械トラストでも工場間の経験交流が出来
ない３５）．
「トラストはありとあらゆる細々したこと
に介入するが，全体としての工場の活動は掌
握せず，しばしば計画機関ではなく単にケチ
付けの統制者にすぎない．人員削減はトラス
トの圧力のもと，実際の活動を調べることも
なく極めて非合理的に行われる」．報告につ
いても同様である．例えば，国営電機トラス
ト労働経済部は傘下企業に月毎，等級毎，労
働者のカテゴリー毎の時間当り平均賃金の作
成を命じた．この作成のために各企業はほぼ
３週間を取られた．しかもそれから得られた
調査結果は極めて疑わしいものであった．
工場の経理は一応，独立に処理されるが，
１３１
それを指導するのは工場管理部ではなく，ト
ラスト経理部である．それは非弾力的であ
り，工場へのサーヴィスにはそぐわない．
組織によっては賃率‐ノルマ化ビューロー
は技術管理部の管轄から外され，生産的に正
しい方向には進まず，むしろ賃金の配分に従
事している．原価計算機構が正しく機能しな
いだけでなく，管理部はそれらから受取った
数字を分析しようとしない．それらは通常３
－４ヶ月遅れる．職場管理部はなんら資料を
受取らない．管理は単純な監視に基づく３６）．
トラストの過度の後見は時に工場側の出し
抜き行動を誘発する．トラストの細かな後見
を避けるため工場は奥の手を使う．「トラス
ト本部に無数の報告資料を送りつけ，机に縛
り付けて処理に忙殺させるようにする．［そ
の間］我々は平穏でいられる」（モスクワメ
リヤスの工場長）３７）．
工場管理部は自らを全体の官僚制度の一環
とのみ感ずる．そこでは主たる関心は指令の
正確な遂行と諸問題の各級機関との調整手腕
に集中される３８）．
工場管理部やトラストの働き手は徐々にイ
ニシアチヴを発揮することなく上からの指令
を遂行する生気のない無責任な官吏に転化し
つつある（V．I．メジュラウク）３９）．トラス
トは本部会の意思を無批判的に遂行する自主
性のない消極的な者から管理‐技術者を選任
する（V．ボブロフ）４０）．
生産現場の技師は自分の時間の大部分を自
己監視的な正当化の書類で防衛することに費
やす．何よりも自己の過ちを恐れる．不信の
環境や失敗を一つ一つ論うような状況は彼ら
の自発性を殺ぎ，彼らを官吏にする．
生産現場の技師は事実上，『説得係長』に
転化し，実際には皆が必要悪として慣れてお
り誰も驚かない『畑の案山子』の役割を果た
している．
中級技術者も不正常な地位に置かれ，技師
は生産において彼らに依拠できない．マス
チェールは一所懸命働く充分なインセンティ
ブをもたない．生産上の成果に物質的な利害
関係がないのである４１）．
カードルの流動性は異常に高い．２６年には
工業部門に約７００のトラスト，１６千の企業が
あり，工業幹部は２万人ほどであった．彼ら
は専門性のある「知的資本を蓄積」していた
が，ユニバーサルな管理者ではない．だが今
日は繊維工場を管理し，明日はドンバスの鉱
山を管理する．職場を代わる毎に改めて学習
せねばならない．戦前は当該の働き手はでき
るだけ長く同じ職場で働こうと努めた．その
ため個々の機械や個々の労働者をよく知って
いた．現在は工業幹部のそうした定着性はな
い．１年を超えて同じ企業に留まる企業長は
稀である．トラスト内の工場間異動，工場か
らトラストへ，トラストからシンジケート
へ，更にはある工業部門から別の工業部門に
移るのが一般的な現象である．
繊維トラストを指導していた働き手が半年
後には石油シンジケート州支店長となり，次
いで２ヵ月後には南部鉄鋼トラストのコンビ
ナートの１つを管理している．彼らは工業の
指揮官ではなく，彷徨えるオランダ人であ
る．そうした状況ではディレッタンティズム
や皮相性が生み出され，無責任性と結びつ
く．高いポストに就いていて［経営に］失敗
した働き手が必ずまた責任あるポストに就
く，兎も角も監査委員会メンバー以上の地位
には就く，という慣行が根付いている．トラ
ストやシンジケートの定款や工場長規程によ
ると工場指導者の任期は１年であるが，実際
にはこの条項は紙上のものとなっている４２）．
組織の長が代わるとスタッフも入れ替わる．
そうするとその分野で働き手の積み上げた経
１３２
験は意義を失う．始から学び直さねばならな
い４３）．
トラスト議長，赤色企業長，技師長が３年
間，その地位に留まるトラストや工場は少な
い．工業幹部は頻繁に交替する．仕事に通暁
した幹部が解職され，新任が来るが，彼らは
新しい仕事を知ろうとするよりも，通常は前
任者を罵り始める．そして前任者がやったこ
とと正反対の事を始める．こうした政策の過
程で事態は良くて『安定化』，大部分の場合
は悪化する．
現在，トラスト本部会は単に責任ある任務
を解かれた者から構成されている．企業指導
者の交替が早過ぎて，その在職期間中に委ね
られた仕事を知ることも出来ない．次のよう
なケースもある．あるトラストの幹部が海外
の事業のあり方を研究に行く．帰国して，い
ざその成果を活かそうとする時には彼らはす
でに当該組織には在籍していない．企業でも
同じことがある．企業心や独立心の旺盛な赤
色企業長は企業には残らない．職場のスペツ
も同じく頻繁に交替する４４）．
外国人スペツの目には工場経営は次のよう
に映る．
「工場管理部には権限が不足しており，且つ
責任を引き受けることを忌避している」（レ
ニングラードの『スコラホード』工場で働く
技師 B）．
ガラス工場で建設に従事する技術者は余り
に頻繁に交替しすぎる．ある技師がやっと仕
事に慣れ，外国人スペツとの仕事上の意思疎
通が確立されたかと思えば，何らかのわけの
分からぬ理由によって任務から外されるか，
あるいは別の職場に移される．新人が来る度
に始めから仕事上の関係を作り上げねばなら
ず，共通の言葉を見出す努力をせねばならな
い．西欧では指導者と実行者の間に一定のコ
ンタクトが確立され，約束の期限での遂行は
守られる．技術においては，ことに建設では
指導者にとり部下が課題を期限に遂行するか
どうか信じることが出来ない存在であるなら
ば真の成果は期待できない．ロシアではまさ
にそうした現実に直面している．
仕事上，充分明白な権限区分がなく，パラ
レリズムが多すぎる．同じ仕事が二度，時に
は三度遂行される．実行者にとって仕事内容
が明確でないためである．労働時間の不合理
な利用が目立つ．ことにスペツについて言え
る．事業の組織的欠陥の故に３人の技師が数
日間，ボルトやら桶やらを求めて奔走する．
作業員には任せられない．しかもこれらの小
物がやっと見つかった時には技師は直接の任
務とは関係のない仕事をしていた．無数の書
類や設計図の作成に追われていた（『ガラス
建設』の技師 K）．
仕事上のパラレリズムにより，同じ問題の
限りない摺り合せが必要となる．合議制への
拘りがある．これは機構の弾力性を失わせ
る．アメリカでは技師の経験や知識は一定の
資本として評価される．専門外のことを行う
ことはまずない．ソ連では技師の仕事はしば
しば専門外のことに振り向けられる（技師
R）４５）．
Ⅱ ２６年の工業管理改組方針
２６年に入って，工業の内部蓄積強化を目指
す倹約体制カンパニアと共に工業管理機構の
改善・効率化が日程に上り始める．
連邦人民委員会議は最高国民経済会議に対
し２６年５月１５日までにトラスト布告改訂草案
を提出することを指令し，４月初旬には改訂
委員会が設置された．基本軸は国家機関によ
る価格規制や計画搬送などにより企業の活動
が制約を受ける中で「商業的採算の原理と国
家計画指導の原理の両立」（A．M．ギンス
ブルグ）が可能かという問題であった４６）．
１３３
４月５日の会議ではギンスブルグの提案に
よりトラストは「最高国民経済会議や労働国
防会議の計画課題に応じ，工業管理の現行法
規に従って，商業採算方式で工業事業所を運
営する独立の経営単位」と定義された．その
場合，委員会はこの商業採算の概念にホズラ
スチョット（独立採算制）と区別して利潤追
求のモメントを含めた４７）．４月１２日の会議で
論争になったのはトラストの資産処分権であ
る．一部メンバーは所有権とすべきと考えた
が，大勢は労働国防会議や最高国民経済会議
に帰属する最終的処分権と定款で定められた
手続きの範囲内でのそれを区別する方向に傾
いた４８）．その後，定款資本の定義などが議論
された４９）．２６年５月には最高国民経済会議総
経済管理局の委員会が暫定的新布告案の作成
を終える５０）．ギンスブルグの纏めによると重
要な変更点は次のようである．
まずはトラストの概念規定に係わるもので
ある．国営工業管理の基本原理として『商業
採算性』は維持するが，計画原理と結合せね
ばならない．それ故，トラストが最高国民経
済会議及び労働国防会議承認の計画に従い自
己の生産及び財務‐商業活動を行うことを義
務づける項目を入れる．それと共に「トラス
トは利潤追求を目的として活動する」という
文言は削除する．目的ではなく活動方法であ
る．価格は原価に平均利潤を加えて定められ
る．労働国防会議決定による製品の強制的割
当分についてもこれは保証される．また定款
資本における固定資本と流動資本の区分はな
くす．定款資本はトラスト設立時に国家から
委譲された資産の評価額とみなされる．その
変更はトラスト定款変更によってのみ可能で
ある．トラストの固定資本に対するトラスト
の処分権が制限されるのは，その譲渡がトラ
ストの活動の経済的基盤を壊す可能性がある
からである．それよりもトラストの資産の財
政的形成と非財政的形成の区別を明確にす
る．それは重大な政策実施に際し最高国民経
済会議にトラスト資産の再配分に関するより
広範な権限を与えるためである．長期貸付
フォンド組織化と関連して借入面の最高国民
経済会議の権限も強化される．但し，長期借
入方式は簡素化する．国庫はトラストの債務
について責任を負わないと同時にトラストも
国庫の債務に責任を負わない．利潤配分方式
も変更される．現行布告では全ての利潤は一
定の控除の後，国庫収入となっていた．新布
告では利潤はまずもって赤字をカヴァーし，
企業活動の拡張を確保する控除を行う．つい
でに付け加えれば現行布告ではローマ法から
定式を借用して「トラスト本部会は『善良な
家長』の注意をもって任務を遂行する」［善
管注意義務］とあるが［パターナリズム的匂
いのある表現］，これを「トラストは『必要
なる配慮と注意』をもって活動する義務があ
る」と修正する５１）．
その後も論議は続く．
いま一つの係争問題はトラストの監査委の
存在意義である．実際には無用な瘤のような
存在になっていた．
２６年５月中旬の経営者協議会ではトラスト
代表から布告における監査委の権利・義務に
ついて非難が集中した．例えば，アゼルバイ
ジャン石油トラスト代表は監査委の権限は広
すぎて本部会の活動にブレーキを掛けてい
る，ことに監査委による本部会員の非公式の
個人的評定を出す権限は有害である，と述べ
た．逆にゴムザ代表は監査委の権威と活動の
質を高めるべきだと主張した．E．I．クヴィ
リングは次のように議論を纏める．監査委の
活動は強化すべきだが，それは最高国民経済
会議がトラストを信用していないからではな
く，監査が管理の重要な機能の１つだからで
ある．その場合，雰囲気は健全化すべきであ
１３４
り，監査委が本部会の上に立つかのような
誤った観念を払拭する規定とすべきであ
る５２）．そのしばらく後に総経済管理局コレギ
アは布告の当該箇所に「最高国民経済会議は
トラストの経常的な管理及び業務活動を監督
するが，直接，それには介入しない」と明記
する決定を行った５３）．更にコレギアはトラス
ト資産の収用はもっぱら定款の変更によって
行いうる，１年超の銀行信用は最高国民経済
会議の許可を要する，といった規定を加え
た５４）．
２７年１月２５日の最高国民経済会議協議会で
は財務人民委員部やゴスバンクからの修正提
案があった．財務人民委員部は布告の導入部
には「国営企業」の一般規定のみを与えるべ
きだと提案したが，退けられ，総経済管理局
法律部布告案通り，「国営工業企業」の完全
な定義を与えることにした．また財務人民委
員部とゴスバンクはトラスト資産の無償収用
に対する国庫の追加責任を記すことを提案
し，これは基本的に受入れられた５５）．
更にはトラスト布告案にはトラスト加盟事
業所の権限を規定する項目が追加されること
になる（後述）５６）．
トラスト布告案と同時に工業組織の具体的
改組が検討される．
２６年４月，国民経済会議協議会（連邦最高
国民経済会議幹部会，連邦共和国最高国民経
済会議，工業ビューロー及び大県国民経済会
議拡大会議）において F．E．ジェルジンス
キーはトラストのコストの無駄や機構肥大化
などの問題点を指摘したうえで，「現在のよ
うに全国家及び経済が単一の有機体である時
は計画規律がトラストの政策と実践のアル
ファでありオメガとならねばならない」と述
べた．まずは計画性の強化である．
ジェルジンスキーの提案により倹約体制実
行委員会，計画審議階梯削減委員会，工業管
理改組委員会，地方トラスト布告改訂委員会
が立ち上げられた．
倹約体制実施に係わる組織面の改革につい
ては工業における集団的管理の無責任性のシ
ステムから信頼に基づく単独管理＝単独責任
性のシステムへの移行，トラストから商業機
能は外し，シンジケートに移譲し，企業の技
術者の権利・義務，責任性を明確化する，生
産に必要でない支出を行うトラスト本部会は
裁判にかける，といった方向性を打ち出
す５７）．
この他にこの協議会では工業の商業政策，
財務状態，固定資本再生産，目標計画と工業
建設などの問題が審議され，それと関連して
シンジケートの地位強化や最高国民経済会議
改組が検討された．G．L．ピャタコフは新
規工業建設の課題が前面に出てくる以上は工
業の連邦と非連邦への相対的分割は意義を失
う，工業の全体としての計画化や調節を可能
とするためには連邦最高国民経済会議は共和
国工業や地方工業とも関係を持たざるを得な
い，連邦工業を管理すると共に当該工業部門
全体を調節しうる中央の機関をもつべきであ
る，と述べた．ジェルジンスキーは例によっ
てより融和的な表現を使って，これを「連邦
企業が地方に近づくと同時に地方工業が中央
に近づく」「管理と指導のジンテーゼ」と呼
んだ．直接管理は出来ないが中央からの指
導，調節，調整，計画化は強化するのであ
る．
地方からはシンジケートの独占志向や新た
なグラフキズム，地方の地位低下を懸念する
声が上がったが，協議会は反対１の圧倒的多
数で改組案を承認した５８）．
２６年７月の最高国民経済会議幹部職員協議
会では組織を構成する担い手の働くインセン
ティブが問題とされた．ジェルジンスキーは
「組織フェティシズム」を排し，中央集権的
１３５
責任性つまり無責任体制を各人全ての責任
性，いうなれば帰属責任性に代えることを主
張した．
ここで興味深い議論は管理上，外的誘因つ
まり飴と鞭をどう捉えるかという点である．
一部指導者はその要因を強調する．「人間性
は報酬の一定の誘因を必要とする」（ミハイ
ロフ）．「上級管理者［党員？］は質の低い人
材［旧専門家？］を扱わねばならない．彼ら
を働かせるのは給与引上げによってのみ可能
である」（タマリン）．ジェルジンスキーは彼
らに反論する．「ソヴェト工業は仕事に打ち
込む多数の働き手をもつ．だが［現状では］
彼らを上手く利用できない」５９）．外的誘因よ
りも『組織的不信のシステム』を廃し，『信
頼‐責任』のシステムを打ち立てることが大
切だという６０）．
後に A．B．シュテルンも述べる．「最も
深い問題は活動に参加する管理‐技術者の誘
因が不充分なことである．それも物質的誘因
だけでなく，組織‐技術的誘因である．工場
長が実際に工場の主人となる状況を作り出す
べきである．……現行の管理の中央集権化は
主に現場の働き手への不信に基づいてい
る」６１）．
２６年１１月１６日の最高国民経済会議の工業管
理システム改善特別委員会では下位組織への
権限委譲が議論された．曰く「総管理局はト
ラストにより独立性を与え，トラストはまた
企業の権限を拡大すべきである」（ギンスブ
ルグ）．曰く「各級機関はそれぞれ自己の権
限の５０％を下位機関に譲るべきである」（コ
シオール）．但し「厳格な計画の集中化と管
理の分権化」を両立させる（メジュラウ
ク）６２）．
ジェルジンスキーは『わが国の経済問題』
と題した未公表演説で次のように論ずる．
「我々はこれまで平均値を利用してきた．南
部鉄鋼トラストのような巨大な有機体では平
均とは抽象であり，絶対的に何も語らない．
この平均が基準であったため我々は誰に問合
せ，誰に要求するかを知らない」．企業がホ
ズラスチョットに移行するとしても「集権制
の優位点は維持される．一方で責任性，供
給，貸付融資については中央集中化し，他方
では構成単位［企業］にこの中央集中的仕事
に参加し，助けることができるように独立性
を与える」６３）．つまり集権制と矛盾しない分
権化というわけである．
最高国民経済会議の機関紙社説も同様の趣
旨である．
「計画的な組織された経済では中央集権制
の原則は揺ぎ無い」．但し，細かな介入では
なく経済単位の『最大限の独立性』と結びつ
け，行政的方法ではなく主に経済的調節に
よって基本的利益の統一性の途に方向付け
る．その調節のファクターは最小限ではある
が，決定的要因とする（固定資本の部門間配
分，価格政策，蓄積，幹部人事など）６４）．
２６年１１月２７日の最高国民経済会議拡大協議
会（シンジケート，トラスト代表参加）にお
いて A．M．ギンスブルグ報告はネップ導入
以降の工業管理の些か彼岸的な総括を行う．
ソヴェト経済システムは２つの対立的原理
の結合に基づいて管理される．この結合は過
渡期経済には全く不可避である．２つの原理
の結合は計画指導機関と業務遂行機関との明
確な分業を要求する．２４年まではまさにこの
機能区分原則が工業管理の基礎に置かれ
た．２４年以降の国民経済の状況はこの原則を
揺るがした．尖鋭的な商品不足，時には過少
生産恐慌に紛うそれが現出し，激しい資本不
足の下でそれらの集権的配分の必要性に迫ら
れた．工業企業の指導者のかなりは彼らに委
ねられた業務単位に対する私営経済的アプ
ローチ偏向を示し，満足できる報告や価格計
１３６
算も欠如し，そして工業指導者の多くは生産
拡大やコスト引下げの重要課題を遂行しうる
能力を発揮できなかった．
そうしたことから工業業務機関に対する積
極的な中央集権的指導を余儀なくされた．そ
こではかなりの程度，調節活動と業務活動の
境界は消えた．それ自身では健全な原理であ
る工業指導における計画的モーメントの強化
は，しかしながら徐々に官僚主義的規制のシ
ステムに変質した．経済機関の活動のほとん
ど全ての側面はありとあらゆるノルマと命令
によって雁字搦めにされた．監督機関，調節
機関，計画機関，調整機関，監査機関の数は
異常に膨れ上がり，しかもこれら機関は同じ
問題についてパラレルに活動する．それと同
時に生産組織と市場との切断が生ずる．市場
的諸関係は指令的配分に席を譲る．取引相
手，供給や販売の形態や方法，決済条件の選
択は極度に制限された．シンジケートが非常
に多様な活動計画をもつ半強制的なグラフキ
に転化する虞がある．初級生産単位の自律性
という高唱された原理はトラスト自身がその
独立性のかなりを失ったが故に実現されな
かった．多くの場合，行政的規制が経済的調
節に取って代わった．［客観的状況から中央
集権的管理は止むを得なかったというのであ
る］
ところがこの３年の間に状況は変化してき
た．商品飢饉はその先鋭さをかなり失い，品
目構成，品質，価格の問題が前面に出てくる
ようになる．
他方，経済改造過程が始まり，新建設のた
めの資本，クレジットの配分，貿易独占と並
ぶ生産リミットの設定，指導者人事などの戦
略的中枢を国家機関が掌握する．これらは国
家の手に経済活動調節の掛け替えのない武器
を与える．そのことは細かな規制を余分で有
害なものとする．
現在，工業の直面する主要な課題は生産コ
スト及び取引コスト引下げ，現有資本のより
良い利用，蓄積強化である．これらの課題は
全ての働き手の活動の直接的結果への積極的
関心なしには果たしえない．工業の構造は最
大限，簡素化し，低コスト化する．運営上の
弾力性が必要であり，生産単位には承認され
た計画の範囲内で経常的活動における相応の
独立性を確保する．合議制の適用は更に縮小
する．官庁は経常的な管理，業務活動への介
入は控え，一般的指導に留める．工業の単一
の指導者は最高国民経済会議たるべきであっ
て，他の人民委員部は工業の活動に介入すべ
きではない．
現行の事業所―トラスト―シンジケートの
スキームは維持する．トラストを解散してそ
れらの機能を事業所やシンジケートに移譲す
る方策は妥当ではない．一方で過度の分散化
を，他方で，肥大化した独占組織を齎す．
下位生産細胞の独立的販売，供給及び金融
面の権限は拡大する．事業所の活動の基本的
条件に係わるトラストの措置は全て企業長と
の合意により行う．出荷命令‐注文システム
は出来るだけ広範に実施する．そこでは価
格，品質，引渡し期限などを定める．事業所
はそれぞれのバランスや独自の原価計算書を
もつ．企業長の権限は必ず委任状により規定
され，出来るだけ個人契約に基づく．管理‐
技術者には委任された事業を指導する現実的
可能性を与えるべきである．
トラストの基本的課題は互いに依存関係に
ある事業所の生産活動を纏め上げることであ
り，資本活動の実施，生産専門化とその具体
化，新生産の組織化，販売や供給，融資の組
織化（それが個々の事業所により行われない
限りは）である．
トラストはシンジケートの活動への直接的
影響力を保持し，シンジケートはその活動を
１３７
基本的に販売と供給及びそれに伴う財務機能
に限定する．新建設はシンジケートの課題に
含めるべきではない．トラストがそれを行い
得ない場合には建設のための新組織を設立す
る．シンジケートの生産への参加は生産の全
体的規模，品目構成及び補助企業の組織化
（それが独立の組織として分離する必要があ
るほどの規模でない場合）に留める．
信用計画の現行システムは見直す．但し，
銀行組織の信用政策と統制数字で定められる
一般的生産，商業政策及び工業の生産計画は
調和さるべきである．
工業の順調な活動の必要条件は工業指導者
の［地位の］一定の安定性の確保である．指
導的管理‐技術者の権利は厳密に定められ
る６５）．
こうした方針は一部の指導者には歯痒かっ
たようだ．例えば，L．サブソヴィッチはト
ラスト解体，事業所の完全なホズラスチョッ
トとシンジケートと工場との契約関係を主張
した．だがトラストやシンジケートの代表の
多くは事業所の独立性拡大を一般的には受入
れたが，トラスト解体は支持しなかった．こ
の会議では「共通の言葉は見出せず」結論は
次回に持ち越された６６）．
２６年１１月３０日の２回目の会議も進展はな
い．トラスト解体や企業の徹底したホズラス
チョットのようなラジカルな方針は排して，
現行の管理スキームは基本的に維持し，その
皮袋に新しい酒を盛るように努めるというの
が一応の結論であった６７）．
同じ頃，労農監督人民委員部の S．オル
ジョニキッゼも人民委員会議への報告書で上
級管理機関の簡素化，下位機関への権限及び
責任性委譲の方針を支持している（中央統制
委員会幹部会承認済み）６８）．
工業部門についてみれば金属工業はいち早
く工場のホズラスチョットへの移行を決めて
いる．２６年６月に労働国防会議のホズラス
チョット原則に基づく金属工業の全てのトラ
ストの改組決定に従い，金属総管理局は訓令
を作成した．それによると工場にはホズラス
チョットへの移行に際し，独立の資本分与を
予定している．その場合工場への融資はトラ
ストによって生産上の成果に即して行われ
る６９）．
８月下旬には金属総管理局が全ての金属ト
ラストに対する工場のホズラスチョット移行
のアッピールを作成した．それによるとトラ
ストは金属総管理局の一般的課題に基づいて
工場に次年度の生産目標を与える．工場はそ
れに従って具体的な生産及び財務計画を作成
する．トラスト本部会は工場管理部と共同で
承認された計画遂行に必要な工場の流動資産
を定める．全ての製品の販売はトラストを通
して行う．出荷された製品に対しトラストは
工場と毎月，暫定的決済を行い，４半期ごと
に最終決済を行う．決済価格は工場原価に基
づく（償却費は除く）．資本修理，新建設，
休止工場維持，住宅建設費用及び製品原価に
含まれない他の費用はトラストが交付する特
別クレジットにより工場が支払う．工場はト
ラストの定めた期限と形式により独立の記
帳，報告を行う．団体協約，賃金協定締結，
労働条件の一般的問題の解決は工場管理部参
加のもとトラストが行う７０）．
２７年１月上旬，化学総管理局の工業改組委
員会はトラストと企業，トラストとシンジ
ケートの相互関係に関する多くの規程を作成
した．それによると企業はホズラスチョット
方式に移行し，トラストのシンジケートへの
加入は義務化する７１）．
１月８日の木材紙総管理局における木材，
紙トラスト，社会的組織，労組の代表者会議
も企業のホズラスチョットへの移行を原則的
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に支持した７２），等々．
Ⅲ 経営者の工場のホズラスチョット
への態度
経営者達は工場のホズラスチョット実施に
ついてどのように考えていたのであろうか．
工業経営者は一般に上級機関の後見，干渉に
反対し，下位機関への独立性付与，権限拡大
を支持した．とはいえその見解は一様ではな
い．大雑把に分類すれば，積極的独立説，中
間説，消極説に分かれる．
中には赤色工場長コロレフのようなトラス
ト不要論者もいるが７３），そこまで極端でなく
とも極めて積極的な見解もある．例えば，非
鉄トラストの『赤いヴィボルジェッツ』工場
管理部がトラスト本部会に提出したホズラス
チョットへの移行規程案は次のようである．
工場管理部はトラスト交付の全面的委任状に
基づいて工場管理の責任を引き受ける．工場
は原材料燃料その他を自ら調達し，製品実現
や受注も行い，借入，手形振出などの権限も
与えられる．所轄官庁との直接交渉，輸入許
可証や外貨を受取る可能性も保証される．工
場の生産活動は工場管理部がトラスト本部会
と共に作成する年次生産計画に従って進めら
れる．計画の変更はトラストと工場双方の合
意によってのみ可能である．工場管理部との
事前の合意なき注文条件や技術的条件の変
更，注文の破棄，変更は許容されない．トラ
ストの課題により工場が製造した製品の売上
金はトラスト帳簿の工場勘定の貸方に記入さ
れ，その支出はその都度工場管理部の合意を
得て行いうる．注文により直接，工場出納部
に入金する資金は工場管理部が自己の裁量で
利用する．トラストへの報告も中央機関の命
令による期限，形式には従う義務があるが，
トラストのそれには従う義務はない．先述の
R１タイプである．Torgovo-promyshlennaia
gazeta 編集部のコメントによればこの案は
「トラストの経営上の役割をほとんど無にす
る」ものである７４）．
モスクワの大繊維工場の１つであるフルン
ゼ名称工場長も完全なホズラスチョットとト
ラストとの純契約関係（トラストが定められ
た価格で企業に発注し，他方，トラストは企
業への必要な原材料の供給義務を負う）への
移行を支持した７５）．但し，工場は「承認され
た工業計画の範囲内で裁量的運営」を行
う７６）．
非鉄トラストの『金属ランプ』工場・技術
部長は信用，手形業務その他の工場への委譲
も含めたホズラスチョット制を考えてい
る７７）．赤色工場長の F．ソロヴィエフは「今
後の工業発展でものを言うのは工場への独立
性付与である．復興し，強化した工場はトラ
ストの形態を採り始めている」とホズラス
チョット移行に期待を込めた７８）．
多くはそこまで自立化を望んでいるわけで
はない．２６年９月から１２月にかけての赤色企
業長クラブの会議でも慎重論が大勢を占め
た．例えば，油脂トラストの機械工場長は
「企業長に権限が与えられてもそれを享受す
る能力がない」．「企業が本来の仕事より商業
活動に従事するならば活動上，重大な困難を
蒙る可能性がある」と懸念する７９）．L 金属工
場長も経験に基づいて「工場が商業及び財務
活動に従事せねばならないとすれば本来の生
産的任務が疎かになる」と語る．モスクワ機
械トラスト・『赤いプロレタリア』工場長は
「トラストの課題は企業への商業的及び財務
的サーヴィスであり，工場管理部の課題は純
生産的なそれである」と割り切る．レニング
ラード大麻トラスト・R 亜麻ジュート紡績工
場の赤色工場長は語る．「トラストの基本的
指令の範囲内でホズラスチョットを実施す
１３９
る」．「工場の直接の実現は機構の分散化や諸
掛り増大を齎すだけである．生産に専念すべ
きである」８０）．『鎌と槌』工場長や赤色企業長
クラブ・化学‐皮革セクツィアビューローも
同様の見解である．工場がホズラスチョット
制に移行する場合の資金確保の不安も大きい
（モスクワ機械トラストの工場長）８１）．大方
の見解は工場の権限は拡大するとしても，根
本的改革の必要はない，という所である８２）．
赤色工場長クラブ議長の N．V．アルハン
ゲリスキーは『管理とは予見なり』という金
言を思い起こさせて８３），過度の自立志向を戒
めている．「分権化構想に入れ込み過ぎて展
望を見失ってはならない．工場のホズラス
チョットへの移行は企業の責任性の明確化以
外の何物でもない」．「全責任のトラストから
企業への転嫁及びその逆は無条件に排除され
ねばならない」．あくまで計画－業務課題の
範囲内での資源運用の自由度であることを強
調している８４）．ある経営者は「トラストの商
業及び組織‐生産活動の単一性の完全な維持
と保障の下での企業長への大きなイニシアチ
ヴの付与」に留める（S．K．）８５）．M．グロス
マンも承認された生産計画，予算の枠内での
工場の独立性享受とトラストとの契約関係を
求める８６）．D．シャピロは原材料調達面では
中央集中を最小限に留めるとしても工場への
「販売権付与には慎重」である．「全ての商
業採算はトラストが留保し，工場管理部には
工場内部の経営の独立採算を委ねる」と述べ
た８７）．
全く消極的な工場経営者もいる．レニング
ラード機械トラスト議長 M によれば『赤い
プチロフ』工場その他金属工場にトラスト内
部でのホズラスチョット移行を提案したが，
彼らは拒否した８８）．トラストがあれば「自分
で注文を探さなくとも済むし，基本原材料の
調達もやってくれる」（『赤いプチロフ』工場
長），というのが本音であろうか８９）．
ネヴァ造船工場長も否定的である．現状で
は稼働率は低く，標準化された生産もなく，
赤字体質である．燃料や原材料の中央集中的
供給方式は避けられない．今のままでも工場
は月１５千ルーブリ未満の原材料や工具の買付
権はもち，１０千ルーブリ未満の小口注文は受
けられる．現行方式を廃止するほど造船トラ
ストとの関係はまずくない，と慎ましい９０）．
モスクワ皮革トラストの『赤いパスタブシ
ク』工場長も経営権拡大を望まない．２３年以
降，トラストと工場はほぼ契約関係にあり，
工場はトラストに定められた価格（原価）で
出荷するが，その場合トラストから資金を受
取れない時には製品の一部を独自に販売する
権利をもっていた．ところが工業が回復し，
計画原理が強化されると共に企業自身による
製品販売を許容する可能性はなくなった．
「工場にとり必要なことは円滑な原料供給，
賃金支払い用資金の遅滞なき受取り，予算に
規定されない当座の支出向けの一定資金，ト
ラストが計画方式で供給できない一部材料の
入手であるが，そうした条件はすでにあ
る」．率直というべきか．
同じトラストの B 工場長はトラストが工
場への原料や資金の供給が順調である以上，
工場の完全なホズラスチョットへの移行は必
要ないと述べる．ただ工場の製品を原価で受
け入れ，工場への原料供給は出荷価格で行う
決済方式には不満を表明した．これでは生産
の収益性を判断できないため，注文システム
に代えることを求めた９１）．
モスクワメリヤスの T 染色工場長は完全
な独立採算制へ移行すれば工場間の競争が激
化すると懸念する．また工場自身の商業，調
達機構が必要になる９２）．リスク負担回避的立
場である．
だからまた経営が安定し，財務に不安がな
１４０
ければ現状維持志向である．モスクワ農産物
加工トラストのチョコレート工場長は製品へ
の需要は安定的で商業も順調なため，財務困
難はない，菓子工場にとり経営権の問題は特
に実践的意義を持たない，と述べる９３）．
トラスト指導者は表向き工場への独立性付
与に賛意を示しているが，概して生産システ
ムの下位環の自立化に対し積極的ではなかっ
た．企業が独立のバランスをもつようなホズ
ラスチョット制には反対した．あくまで承認
された計画の枠内での自主性である９４）．「よ
り良いことは良いことには有害である」［過
ぎたるは及ばざるがごとし］とのたまう
（Al．フェドートフ）９５）．
茶事業本部議長は企業の独立のホズラス
チョットへの移行は不可能と考える．原料は
９５％が輸入であるし，トラストへの販売集中
は決定的優位性をもつ．それにより流通費を
節約できる．生産の一般的指導はトラスト生
産部に集中し，工場は承認された生産計画遂
行に専念すべきである．工場長には労働力利
用面の独立性が与えられている．但し，監査
委はそれに異を唱えホズラスチョット移行の
必要性を説いている９６）．
木材工業は一般に流動資産不足のため移行
は困難であった９７）．ドヴィノ木材トラストな
どは乏しい流動資金の分散化を懼れて工場の
ホズラスチョットに否定的であった９８）．木工
トラスト副議長も各工場に流動資金を与えた
り，製品実現の権限を与えることは許容出来
ない，と断ずる９９）．同様にヴォルガ・オカ木
材トラストも現状では妥当でないと判断し
た．規模も小さく，流動資金が不足してい
た１００）．
印刷トラスト議長も工場のホズラスチョッ
トへの移行はただでさえ制約された流動資金
の分散化を齎すとして反対した．工場に供給
を委譲すると人員を増やす．また内部決済の
ために更なる銀行借入が必要となる．とはい
え２つの機械化工場はホズラスチョットへの
移行を計画している．これら工場は赤字でト
ラストが支えねばならないからである．但
し，ホズラスチョットへの移行とは係わりな
く全ての工場の損益バランスは開示されるべ
きである１０１）．
国営電機トラスト本部会は基本的に現状維
持説である．工場に特別の流動資本を計上す
ることは不適当である．どんな形であれ資本
の分散はトラストの一般的経営課題にとり有
害である．それよりも各工場管理部とトラス
トとの緊密な有機的結びつきを確保するべき
である１０２）．モスクワ基礎化学トラスト議長
も経営基盤が強固でない限り移行は難しいと
考える１０３）．モスクワ石炭トラスト議長は鉱
山地区本部のホズラスチョット移行は時期尚
早と考えた１０４）．マリツェフコンビナート本
部会副議長もトラストと工場の現行の相互関
係維持説である１０５）．
多くのトラストは限定的なホズラスチョッ
トへの移行論である．
モスクワ皮革トラストは全面的な工場のホ
ズラスチョットへの移行には反対した．それ
は供給の分散化，活動上のパラレリズム，原
料市場における皮革工業の立場の悪化を齎す
と考える．但し，現状では企業はよく商業利
潤と生産利潤を混同している．その結果，企
業は自己の生産上の欠陥を原料価格の低下の
ような外的要因で得られる利益で埋め合わせ
ようとする．そこでトラストは工場に対し注
文システムを導入する．一定期間，全ての主
要な生産要素について原価計算を行い，それ
に基づいて工場はトラストに製品を引渡す．
原料からの産出率を高めたり，労働力や諸掛
りを削減すれば生産利潤に反映する．とはい
１４１
え一部企業は必ずしもこのシステムへの移行
を好感しない．従来のシステムは弱点を隠す
可能性があるからである１０６）．
モスクワラシャトラスト本部会は大工場に
限りホズラスチョットへの移行を支持した．
作成された工業財務計画の範囲内において，
工場長は大きな自律性を付与される．原材
料，燃料の支出ノルマは正確に定める．小口
の供給は工場自身が行う１０７）．
２７年１月上旬の繊維トラスト代表者協議会
でも同様に参加者は工場に大きな独立性を与
える必要性は認めたが，事業所のホズラス
チョットへの移行については大部分は否定的
であった．「計画経済は事業所のホズラス
チョットを排除する．承認された計画の範囲
内で工場管理部は独立に調達活動を行
う」１０８）．
２７年初め中央紙トラスト工場管理者協議会
においてトラストは次のような改組案を開陳
した．企業はトラストに製品を定められた価
格（例えば，工場渡販売価格から２５％割引
く）で引渡すと共にトラストから一定額の貨
幣，原材料，燃料を受取る．各事業所は独立
の完結的バランスと損益勘定をもつ．利潤の
一定部分はコレクチーフの生産上の成果に対
するプレミアムフォンド創設に充てる．資本
活動は直接，トラストが行うが，年々の償却
フォンドの１５％は工場の裁量的支出に委ね
る．商業活動はトラストに集中する．企業の
市場への進出はたとえわずかであろうと紙市
場の現況では許容されない．原材料や燃料の
調達はトラストと企業の契約によりトラスト
の中央供給機構が行う．工場管理者の間でこ
の提案に対する原則的反論はなかった１０９）．
その直後，トラストや労組代表との協議会
において紙工場のホズラスチョットへの移行
の基本的モーメントが確認された．それによ
ると移行は２７年４月１日までに完了する．工
場は契約に基づいてトラストに製品を引渡
す．基本原料や鉱物性燃料はトラストが全面
的に行う．現地調達，季節的調達，薪燃料調
達は直接，工場が行う．工場には当座修理，
一部資本修理を行う権利が与えられる．２７年
１０月１日の時点で工場に存在する原材料，燃
料は工場の流動資産と見做す，１９２７／２８年度
より流動資産の利用につき工場はトラストに
対し４％支払う．原価引下げにより得られる
利益はプレミアムフォンドとして計上し，労
働者福利厚生や管理‐技術者や労働者の活動
の成果に対するプレミアムに充てる１１０）．
ゴムトラストの工場のホズラスチョット移
行の動機はエネルギー支出の節約や職場レ
ヴェルの製品滞貨解消である．例えば，第１
工場の一部職場では３か月分の製品在庫を抱
えていた．生産不足の時の予備フォンドと
なっていたのである．トラストが工場から製
品を実際の原価で取得する場合にはその滞貨
はなくなるであろうと考えた１１１）．そこでト
ラストは企業への流動資本の計上なき年次予
算方式の暫定的ホズラスチョットへ移行する
措置を採った．手形振出や銀行借入の権利や
製品実現権は全面的にトラストが留保する．
資本活動の規模はトラストの提案により総管
理局が承認する．その場合，トラストは工場
管理部に資本修理向け割当ての２５％をその裁
量で支出する権利を与える．こうした条件設
定によってトラストの計画指導を維持しつつ
工場の経営上の独立性やイニシアチヴを保障
できると考えた１１２）．
北部化学トラストは工場の部分的ホズラス
チョットに移行する．従来の方式では工場は
受取った資源の最大限利用に関心がなく，工
場管理部は多くの計画外活動を行ってコスト
を高め，トラストの工業‐財務計画を壊し
た．労働力の過剰な引き入れもある．だが傘
下企業の多様性からして完全なホズラス
１４２
チョットへの移行はできない．トラストの流
動フォンドも乏しく工場に分与できない．ま
た多くの赤字企業を抱えていた．そこでトラ
ストは自己の企業への供給の年間予算システ
ムの導入を計画した（従来は申請方式）．最
低限の流動フォンドを定め，年次計画により
工場に資金及び物財を供給し，生産計画遂行
に応じて融資を行う１１３）．
アセトメチルトラスト本部会は工場管理部
の権限を拡大する決定を行った．それによる
と工場予算は製品原価総額に基づいて作成さ
れ，トラストは工場による生産計画遂行に応
じて資金，原材料等を供給する義務を負う．
製品の実現は専らトラストの任務とす
る１１４）．アニリントラスト議長もほぼ同様の
考えである．大企業のホズラスチョット移行
は認めた１１５）．
モスクワガラス陶磁器トラストも工場の条
件付きホズラスチョットへの移行を試みた．
原則として各期の生産計画はトラストが工場
代表と共同で作成する．企業には流動資産が
分与され，損益勘定も行う．それと共に工場
は生産計画の正確な遂行に対し完全な責任を
負う．トラストは工場に原材料を供給し，製
品を受取るが，それは定められた暫定価格で
記録される．工場から受取る製品のカヴァー
のためトラストは支給さるべき賃金，社会保
険その他の額を工場の勘定に算入する．建設
のための資金は最高国民経済会議承認の予算
により交付され，その後，工場の資産に算入
される．トラストが調達するより有利な場合
は工場自身が補助材料や燃料を調達しうる．
ユニークなのは賃率規定である．団体協約
締結に際し，トラストは第１等級賃率の三つ
のヴァリアント（１５ルーブリ５０コペイカ，１５
ルーブリ，１３ルーブリ）を設定する．第１の
ヴァリアントは無欠損の工場に適用され，第
３のそれは赤字企業（生産計画未達成，製品
単価当り原価が計画を上回る，原料，燃料の
過剰支出などの場合）に適用される．それに
より工場に引き受けた義務の正確な遂行を促
そうとした１１６）．だが生産成果がプレミアム
でなく基本賃金に係わる場合は問題が生じよ
う．
上流ヴォルガ木材トラスト本部会の考えで
は企業のホズラスチョットへの移行は何より
も生産活動について工場管理部に大きな独立
性を付与し，且つその活動に対する大きな責
任性を分担させるためである．これまで非常
にしばしば工場はトラストの陰に隠れ，自己
の活動の拙い結果を原料供給の不備や融資の
遅れ，トラストの過度の規制の所為にしてき
た．そこで工場には生産面で独立性を与え，
原料供給も工場に委譲し，工場管理部自身が
伐採すべき森林区も確保された．だが商業活
動はトラストに集中し，工場への融資はトラ
スト本部会承認の工業財務計画に基づいて行
う．工場に何がしかの流動資本を計上する必
要は全くない，と断ずる１１７）．
合板トラスト議長によれば企業長への信認
は高めるべきであるが，企業長の法的地位は
書面の委任状によってではなく彼等の専門知
識や経験によらねばならない．ホズラス
チョットへの移行に際し流動資金を工場に分
与することは有害である．トラストによる保
有資本の運用可能性を失わせる．また事業所
のバランスに損益を計上することは出来な
い．工場の活動が損益によって左右されるか
らである．つまり工場が［例え必要性があっ
ても］赤字の注文を拒否することになる１１８）．
同じトラストの本部会員 A は優秀な管理
‐技術者をもつより大きな工場のホズラス
チョット移行は支持した．A の構想によれ
ば工場管理部は自己の工業財務計画を作成
し，トラスト本部会が承認する．それに基づ
いてトラストは工場と製品引渡しや融資に関
１４３
する協定を締結する．製品の５～１０％は工場
に地方市場での実現のために留保されるが，
実現の多くを工場に委ねるのはトラストの商
業政策を壊す．小工場のホズラスチョットへ
の移行は無理である１１９）．北部木材トラスト
議長も大企業についてはホズラスチョットへ
の移行を妥当と認めている１２０）．
これに対し絹トラスト本部会員 Ch は工場
のホズラスチョットへの移行を積極的に支持
した．現状では企業の長はコスト意識がな
い．トラストが経営全一体として全てをカ
ヴァーしてくれると当て込んでいるからであ
る１２１）．ペルミ鉱工業トラストも同様の見解
を示す１２２）．ラカー染料トラスト議長は受注
や財務活動の工場への委譲も考えた１２３）．
赤いプレスネン綿トラスト副議長は工場の
ホズラスチョットへの移行を妥当と認めた．
工場は独立のバランスをもち，損益計算も可
能となる．工場は定められた価格でトラスト
の製品を引渡す．現行のシステムではトラス
トが工場に原材料などを供給するが，過大支
出を免れない．けだし工場はしばしばその申
請に当面，必要でないものも含めるからであ
る１２４）．これが移行の主たる動機である．
２６年１２月の実務クラブにおける経営者集会
で多くのトラストやシンジケート代表は企業
の独立バランスをもつホズラスチョットへの
移行には反対した．中にはすでに工場長は充
分な権限をもっており，その拡大の必要はな
いと言う者もいる１２５）．
商工業連合ソヴェトの最高国民経済会議へ
の覚書によれば「現行のトラストによる融資
システム（財務計画による）は受容可能であ
り，その面で根本的変更はすべきではな
い」．「連合ソヴェトは工業管理部に額の多寡
は問わず自己の名での手形振出権を付与する
ことは望ましくないと考える．蓋し，ごく小
額であっても手形カヴァー上の些細なしくじ
りがトラストにとり深刻な結果を齎すからで
ある」１２６）．
官庁による過剰な後見については経営者自
身にも問題があるようだ．ゴムトラスト『赤
いトレウゴリニク』工場長 A．ヤーネンは
悔悟する．２３年４月のトラスト布告によって
トラストや企業の指導者は工業経営上の権限
と責任を与えられたにも拘らず経営者たちは
布告に従って自律性を発揮する代わりに怯懦
に囚われて，最高国民経済会議幹部会やその
各機関にありとあらゆる要請を持ち込み本質
上，必要でない許可まで求めた．それに伴う
様々な回章と訓令の氾濫は経営者に責任性や
権限を失わせた１２７）．
最高国民経済会議機関紙社説は経営者の保
守主義に不満を表明している．「トラストの
一部働き手は自己の権限拡大や最高国民経済
会議からの過剰な後見から解放されるのを志
向しながら，他方，事業所の権限拡大には決
然と反対している．その面では『全てはうま
くいっている』とみる．これはウルトラセク
ト主義的観点である」１２８）．
Ⅳ 工場のホズラスチョット導入の試
み
一部トラストは実際に工場のホズラス
チョット導入を試みた．ゴムザ，南部鉄鋼ト
ラスト，モスクワ機械トラスト，レニング
ラード機械トラスト，非鉄トラスト，第１綿
トラスト，ドンウーゴリなどの実施準備状況
を見てみよう．
①ゴムザ
１９２３／２４年度末には工場の全面的ホズラス
チョット移行準備に着手していた１２９）．トラ
スト本部会はトラストと工場の相互関係に関
する訓令を作成し，これは工場管理部及びト
１４４
ラスト本部会と工場長の合同協議会で詳しく
審議された．その結果，工場は独立のバラン
スをもち，固定資本及び流動資本を計上され
ることになった．
だが実施は遅れた．１９２４／２５年度及び１９２５
／２６年度上半期には原料不足や計画性の欠如
（能力を超える過大な生産計画）から注文不
履行が累積し（２６年４月１日現在，受注額の
１７％が期限に履行されなかった），それに伴
い財務困難に陥った．供給や財務面で工場が
全面的にトラスト本部に依存せざるをえない
状況では工場は言葉の完全な意味において注
文遂行に対し責任を負えないのである．
その後状況は改善し始め，ホズラスチョッ
ト移行が具体的に日程に上る．２６年６月のト
ラスト本部会と工場長合同協議会は各工場に
対し，生産計画遂行を保障する流動資本の大
きさ及びそれらの生産種類別及び工場別回転
期間を定め，実際に工場のホズラスチョット
に移行する１３０）．工場は主要原料をトラスト
から事前に約定された価格で受取る．計画注
文を除き，工場は自己の製品をやはり事前に
定められた価格でトラストに引渡す．工場は
小口注文は独立に受入れる権利をもつ（M
工場の場合，年１００千ルーブリ未満）．但し，
その受注が基本計画遂行を妨げないことを条
件とする１３１）．
２７年１月のトラスト本部会と工場長合同協
議会は細部の仕上げに取り掛かる．協議会は
次のような措置を必要と認めた．工場は各四
半期の直前にトラスト供給部と調達すべき原
材料の品目，数量，価格，買付け先を交渉す
る．工場が独立に原材料を調達する場合は自
己の委任状の範囲内でその支払いに手形を振
出す．支払い期限はトラストが承認する．
トラストは注文から受取る全ての前渡を工
場の勘定に移す．資本活動，新建設，住宅建
設のためにトラストに交付される資金は工場
の勘定に算入される．トラストは工場との決
済を工場による勘定書の定期的提出に基づい
て行う．決済は現金及び購買者手形による
が，後者の場合，トラストは信用機関の相応
のリミットを工場に引渡す．
トラストは余分な原材料の工場間移送ない
しそれらの販売の権利を留保する．但し，工
場が余剰物資及び非流動的物資を直接，実現
することを妨げない１３２）．
②非鉄トラスト
従来は厳しい集権体制をとっており，工場
にはトラストの監督員が配置され，トラスト
商業部は工場に自己の注文受付所をもってい
た．２６年６月から工場のホズラスチョット移
行準備を始めた．工場は独立のバランスをも
ち，在庫調査や物財再評価に基づいて固定資
本及び流動資本が計上される．工場には生産
の成果に直接，対応して資金が提供される．
約定の品質以下では工場は出荷できない．
７月のトラスト本部会と工場長の合同会議
では工場は性急な移行には難色を示したよう
だ．工場には隠された流動資産があって，そ
れによって多くの費用をカヴァーしてきた．
ホズラスチョット移行によってそれは不可能
となる１３３）．トラストが積極的であったのは
ここいらに理由があるのかもしれない．
トラスト本部会の承認した移行に関する
『規程』によれば年度初めにトラスト本部会
は工場管理部と共同で予定された計画遂行に
必要な工場の流動資産を工場在庫ノルマを考
慮して定める．工場の引渡した製品に対して
はトラストは生産計画作成時に決められた工
場原価に従い毎月，決済を行う．基本的な原
料，設備，燃料の供給はトラストの調達機関
が行い，小口のそれは工場自身が行う．工場
は定期的報告，バランスを提出し，一般的計
画化，工場の生産活動や経営活動及び資金利
用に対するコントロールはトラスト本部会が
１４５
留保する１３４）．
③アゼルバイジャン石油トラスト
２５年２月，トラスト調査に踏まえた労農監
督人民委員部コレギアの決定に基づき，最高
国民経済会議・国営工業中央管理局はトラス
トに管理部改組を含む経営改善指令を行っ
た．改組方針の骨子はトラストの経営・管理
の統一性を厳守しつつ，構成メンバーたる個
別経営体をホズラスチョットに移行させるこ
とである．主力企業はトラスト長交付の委任
状に基づいて活動を行い，委ねられた資産の
保全や経営に対し，法的責任を負う．各企業
に対し承認された月間計画に従って支払われ
るべき資金は企業の当座勘定に振り込まれ，
資金の引き出しは企業幹部が署名し，経理係
の確認した小切手により行われる１３５）．だが
後にみるように実際には改革は進展しなかっ
た．
④第１綿トラスト
２６年秋に本格的取組みを開始した．１１月２７
日には加盟工場の全ての工場長を召集し，移
行規程を審議，採択した．その要旨は次のよ
うである．工場の流動フォンドを確定する．
工場の製品引渡しは注文システム（価格，品
質，納入期限，違約金を約定）へ移行する．
トラストは基本原料，燃料を供給し，工場は
全ての補助材料を独自に購入する．工場の経
営，生産，財務その他の全ての業務に対する
完全な責任性を定める．トラストの介入なし
に上級管理‐技術者を選任する権限を工場長
に与える．工場は自己の完結的バランスをも
ち，複式簿記による報告や価格計算を行う権
限を与えられる．工場はトラストの統制数字
に基づきその工業計画及び生産計画を作成す
る．この規程に従い，２７年２月初めまず４工
場と移行に関する協定に調印した１３６）．これ
は一定の成果があったようだ．
⑤ドンウーゴリ
このトラストは全ての鉱山地区本部が自己
の固定及び流動資本をもつ完全なホズラス
チョット移行（この場合，トラストはシンジ
ケートの役割を果たす）を計画していたが，
その後，より穏やかな改組となった．事業所
に調達業務，手形振出，流動資本の処分権を
与えるものではなく，生産計画と予算原価に
基づくホズラスチョット制である．
その予算原価と実際の原価の差額が事業所
に留保され，生産改善やプレミアムに使われ
る．調達活動は従来のように『申請』と『予
算』方式ではなく，生産計画に従って各事業
所にはクレジットが開設され，その枠内でト
ラストはもっぱら事業所の注文に基づいて調
達を行う（現地の原材料を除き）１３７）．
２６年１０月１日より鉱山地区本部は商業採算
制に移行し，自己のバランスをもち，独自の
会計と原価計算を行う１３８）．鉱山地区本部規
程が作成され形式上，鉱山地区本部はかなり
の独立性を得た１３９）．
本格的な改組は２８年に入ってからである．
その方向性は次のようである．トラストの中
央機構には計画，調節，監督機能のみを残
し，鉱山地区本部は固定資本や流動資本を委
譲され，完全に完結的な経営‐生産単位とな
る．発展目標を指針とし，厳密に作成された
計画に従い活動し，その計画遂行を基本指標
についてトラストに報告する．鉱山地区本部
もまた一次的基本単位である炭坑を細かな後
見から解放し，ホズラスチョットに移す．炭
坑は一定の生産‐経営計画が与えられ，その
遂行上のイニシアチヴをもつ１４０）．
２８年５月下旬，ドンウーゴリ本部会は新し
い管理システムの基本規程を作成し，鉱山長
や鉱山委員会に労働者組織や現場の管理‐技
術者と審議するために送付した．その概要は
次のようである．下位経営単位である鉱山
（炭坑）に最大限の権限を与える．地域毎に
１４６
複数の鉱山を統合する鉱山地区本部は国営工
業トラスト法に従って完結的企業としての権
限を付与する．トラストの中央機構は計画，
統制及びトラストの全製品の販売を組織する
機能を果す．鉱山の活動の直接的管理は鉱山
地区本部長が任免する炭坑長ないし鉱山長
（原則として労働者‐登用者）に委ねられ
る．鉱山地区本部長は鉱山の生産‐技術及び
管理‐経営活動の正しい指導につき完全な単
独責任を負う．鉱山長の下に技術指導者を置
く．その任免は炭坑長が鉱山地区本部長との
合意の上行う．業務年度開始直前に鉱山地区
本部は鉱山長と共同で資本活動を含めた生産
計画を作成する．同時に鉱山が引渡す製品の
原価を定める．年度初めには鉱山に対する物
財及び貨幣のリミットを定め，その枠内で鉱
山長には自由に運営する権利を付与され，従
業員の採用・解雇権をもつ．また鉱山地区本
部の中央基地からその要求により資材を受取
ることが出来ると共に現地市場での資材調達
に対し資金が交付される（工業財務計画に規
定された範囲で交付され，報告義務があ
る）．予算に対する原価引下げによる節約分
の一部は鉱山長が最高国民経済会議の許可を
得て生産改善や労働者の福利厚生に支出でき
る．鉱山の活動に欠陥があったり，生産計画
違反があった場合には鉱山地区本部が鉱山の
活動に介入できる．
鉱山地区本部は幾つかの鉱山を統合する企
業として生産‐技術及び経理の完結的報告と
バランス作成を行い，ホズラスチョットで活
動する．年度初めにトラストは鉱山地区本部
と共同で当該鉱山地区本部の生産計画を作成
し，引渡すべき製品の原価や決済価格を定め
る．製品販売は原則としてトラストにより中
央集中方式で行われるが，鉱山地区本部にも
現地市場での販売権が付与される．トラスト
の内部決済部に置かれた鉱山地区本部の当座
勘定に積出された製品に対し支払われるべき
貨幣が払い込まれる．これら資金の処分権は
専ら鉱山地区本部長に属する．年度初めにト
ラストは鉱山地区本部と共同で後者に必要な
流動資金とクレジットの大きさを定める．
資本修理については年度初めトラストが鉱
山地区本部と共に生産維持に必要な総額を定
め償却フォンドから交付される．鉱山地区本
部長は項目リストを提出することなく自己の
責任においてこの資金を支出し，事後的に報
告を行う．新規投資については業務年度開始
までに項目リストをトラストに提出する．工
業財務計画で定められた期間にトラスト内部
決済部の鉱山地区本部当座勘定に資本活動に
必要な資金が振り込まれ，その利用は鉱山地
区本部に委ねられる．
資材や設備の調達はトラスト中央調達機構
と鉱山地区本部の取引関係として行われ，注
文・納入に対する双務的物質的責任を負う．
中央機構より有利に調達できる場合には鉱山
地区本部に独自の調達権が与えられる．鉱山
地区本部には工業財務計画に定められたリ
ミットの枠内でトラスト名で手形を振出す権
限も付与される．但し，輸入資材，設備は必
ず中央機構を通して調達する．
新炭坑や設備改造の設計は最高国民経済会
議に設立された国立炭坑設計事務所に移譲さ
れ，トラストには中規模計画のための設計
ビューローのみを残す．建設ビューローは独
立営業所とする１４１）．
こうしてかなりの分権化が意図されたとは
いえ当初の方針よりは大幅に後退した（販
売，供給や財務，大規模投資は中央機構に集
中）．要諦は掌握した上での分権化であっ
た．
⑥南部鉄鋼トラスト
トラストは２６年１０月１日からホズラス
チョットに移行した．S．P．ビルマンによ
１４７
れば移行は２段階で行われる．まずは１９２６／
２７年度に一種の過渡的形態が導入される．そ
の基本はトラスト本部が積出される製品価額
と企業に交付される資金総額の間に直接的関
係を定めたことである．２６年１０月１日からの
資金交付はすでに供給方式ではなく実際に積
出された製品への支払い方式で行なわれた．
但し，本部会承認の工場の生産財務計画によ
り定められた暫定決済価格による．これは工
場原価から償却控除を差引いて計算する．計
画で規定された利潤と償却控除は本部に入金
され，特別計画により企業の資本活動に交付
される．これらの［自己］蓄積資金及び信用
業務や財政融資による外部資金を資金源とす
る．
ここでは工場がまずもって独自に自己の生
産計画や財務計画を作成せねばならなかっ
た．これは改革の本質的モーメントの一つで
もある．１９２６／２７年度に本部はすでに個々の
企業が提出した計画に基づいてトラストの計
画を作成した．供給面でも生産計画のための
原材料注文の正しさに対する全責任は企業に
移った．それまで存在した供給部の廃止に伴
い調達コントーラが設立され，企業の取引相
手として独立採算制に基づき活動し，企業の
注文を遂行する．その支払いは本部が財務計
画に従って交付するクレジットにより及び積
出された製品に対する決済として行われる．
本部は細かな口出しは止め，その役割は一方
で，計画の審議や承認，他方で，企業の報告
に基づく企業の活動の結果や承認された計画
の遂行の調査に限定した．
調節機能と業務機能の区分原則の明確な実
施のために本部は商業管理部という名の特別
機構を設けて残された全ての業務機能（販
売，財務その他）を委ねた．これは独立採算
制で自己の流動資金，完結的バランス，経理
部その他をもつ．
更に本部と企業の間の官僚主義的，機械的
相互関係を直接的，人的関係，信頼と責任の
体制に代えようと努めた．誘因システムが広
範に適用された．本部は何よりも計画で規定
されていなかった節約や資源動員を行なった
企業に資本活動拡大の許可を与えようとし
た．
工場には商業－財務機構が創設され，記帳
も正式に行なう．各企業は報告月経過後２５日
には原価計算書を，３０日目には経理バランス
を用意できた．もっとも経営上の弾力性には
欠ける．１９２６／２７年度は支出予算を優先的に
履行し，それを収入計画に合わせようと配慮
しなかった．そのため工場はここそこで生じ
た赤字のカヴァーを本部に求める必要に迫ら
れた．これは授業料であるが，まだなくなっ
ていない．
改革はそれなりの成果はあったようだ．ま
ずは企業の報告の遅れがなくなった．南部鉄
鋼トラスト本部が１９２４／２５年度年次報告を中
央に提出したのは７月１５日，つまり業務年度
終了後９ヵ月半．これに対し１９２５／２６年度報
告は３月１日に，１９２６／２７年度報告は２月１
日頃に提出できた．本部機構も簡素化され，
低コスト化した．２６年夏には９４５人，現時点
では５５０人．本部機構維持費も１９２６／２７年度
には前年比で１９％減り，製品原価も２．８％低
下した．
トラストの資金回転も速まった［下表 単
位千ルーブリ］．
２４年
１０月１日
２５年
１０月１日
２６年
１０月１日
２７年
１０月１日
原材料在庫 ３９，００４ ４６，９０１ ５７，６１６ ５１，５００
未 完 了 生
産，半製品
及び製品在
庫
２８，４０５ ２８，１５０ ３６，８５１ ３２，５８３
計 ６７，４０９ ７５，０５１ ９４，４６７ ８４，０８３
年間製造高
１００に対し
‐ ３５ ３２ ２４
１４８
こうして内部資金源の一部を固定資本拡張
に回しえた．１９２６／２７年度後半には当初計画
より１８百万ルーブリ多く資本活動を行う課題
を採択しえた．
１９２７／２８年度からは次の段階となる．積出
される全出荷価額は企業に入金され，直接，
買手（シンジケート）と決済する．販売面に
おいてトラストには総体契約締結や四半期計
画策定のみが残る．その実現は悉く企業に委
譲される．トラストの商業管理部は売上げ取
立ての役割を果す．企業は直接，蓄積分を承
認された工業財務計画に従って資本投資に振
り向ける．トラスト本部は工業財務計画に企
業への補助または控除を定める［企業間再配
分］．調達コントーラは企業の機関に転化
し，企業の全権委員に対し報告義務がある．
固定資本や流動資本は企業間に配分される．
二重決済（商業管理部と企業との暫定決済価
格による決済とシンジケートとの出荷価格に
よる決済）の代わりに単一決済を残す．こう
して活動は簡素化され，完全なホズラス
チョットが目指された．とはいえ「これらの
課題を実現する上でトラストが克服すべき困
難は大きい」ことは認識されていた１４２）．
ほかに国営電機トラストが２７年夏に一部工
場のホズラスチョット移行を計画した．これ
はかなり大胆な改組案である．トラストの本
部機構は簡素化し，工場の計画指導を強化す
る．調達の大部分は工場に移管し，トラスト
供給部の機能は縮小して，輸入商品や一部基
本的物資の供給のみを残す．倉庫在庫も相応
の工場に移す，といったものである１４３）．と
はいえ実際には中央集権的管理体制が変った
わけではない．
では労組は工場のホズラスチョット移行に
ついてどのように考えていたのであろうか．
２６年１２月に行われた労組へのアンケートに
よれば繊維労組中央委員会は工場のホズラス
チョットへの移行を支持し，建設労組中央委
員会は企業が生産計画の範囲内で生産管理面
の全ての権限を持つこと，印刷労組中央委員
会はトラスト大型化，食品労組中央委員会は
工場長へ独立の活動を委任し，より大きな責
任を負わせること，砂糖労組中央委員会は工
場へのトラストからの余分な後見をなくすこ
と，木工労組中央委員会はトラスト大型化，
商業機能からの解放，企業の権限拡大をそれ
ぞれ支持した．皮革労組中央委員会はトラス
トを大型化し，シンジケートは販売‐調達業
務も生産‐技術指導も行う（これまで皮革工
業全体の調節機関がないため）こと，工場の
自己流動資本を計上する完全なホズラス
チョットへの移行は時期尚早だが，細かな後
見は止め，半年または年次予算の範囲で独立
に行動することを求める１４４）．鉱業労組中央
委員会は企業に対し一定の流動資金を確保
し，トラストの工場への供給について工場は
品質，納期に対するコントロール権をもつべ
きである，と主張する．金属労組中央委員会
は一般的には下位機関への権限委譲，機能面
での分権化，計画面での集権化を支持す
る１４５）．但し，連邦共和国への権限の過剰な
委譲には否定的である１４６）．
全ソ労働組合中央評議会のトルストピャト
フは工場長への幹部人事権を付与すべきであ
るが，事業所のホズラスチョットは賃金費用
が中央で締結される団体協約によって規定さ
れるため困難である，と述べた１４７）．賃金確
保を懸念したのである．
２７年４月初旬の紙工業技師大会は工業管理
下位環の権利・義務を拡張し，トラストは一
般的指導に留めることを求めた．トラストの
大型化は支持した１４８）．
概して言えば，組織統合には乗り気である
１４９
が，工場のホズラスチョット移行にはさほど
積極的とはいえない．
Ⅴ ２７年の工業管理改組案
こうした一部トラスト，とりわけ金属トラ
ストの試みに踏まえて最高国民経済会議は工
業管理改組案を打ち出す．２７年２月１５日の労
組中央委員会代表者会議で V．V．クイビィ
シェフは最高国民経済会議作成の工業管理改
組案を報告した．それによると工場には業務
上の大きな独立性が付与される．金属工業に
おける企業とトラストの契約原理に基づく活
動は所期の成果を挙げた．この方式を拡張す
る．但し工場に法人格や資産の完全な処分権
を与えることは出来ない．工場の製品は予め
約定された決済条件でトラストに引渡され
る．賃金については企業にかなりの権限を与
える．工場は工業財務計画の作成に積極的に
参加する．トラストは法人格を持つ．その活
動は総管理局の承認した工業財務計画に従っ
て行う．トラストは与えた指令から大幅な逸
脱が認められるまでは傘下企業の業務活動に
介入しない［事後的モニタリング］．総管理
局は個々の工業部門の管理及び調節機関であ
る．トラスト監査委や最高国民経済会議の監
査管理局の代わりに最高国民経済会議議長や
総管理局の下に小グループの専任監査官を置
き，トラストの活動を定期的に点検する．
労組中央委員会代表はこうした最高国民経
済会議案が及び腰であることに不満を表明し
た．地方機関への不信やそれらの権利の拡大
への惧れが感じられる，企業長の権限も正確
ではない，という．とはいえ会議は基本的に
は最高国民経済会議案を了承した１４９）．
２７年２月中旬の最高国民経済会議党細胞公
開会議及びロシア共和国最高国民経済会議第
１回総会（２月１６－１８日）でも最高国民経済
会議の改革案が討議された．議論は個別企業
への業務活動上の大きな独立性付与と監査委
の問題に集中した．監査委存続問題について
は意見が分かれたが，改組の基本方針と報告
簡素化は了承された．トラスト大型化も議論
されたが，これについては既にロシア共和国
最高国民経済会議が企業の統合・集中案を作
成済みであった．
総会は次のような決議を採択した．まず資
本活動計画作成の際，１０％以上の予備を計上
する．最高国民経済会議はトラストの活動を
計画及び指令によって指導する．トラストが
この指令から逸脱する場合のみ介入する．工
場には業務上の大きな独立性を付与し，工場
とトラストの相互関係はトラスト内部ホズラ
スチョットの原則に基づく．個々の企業は一
定の資金運用の権限を与えられ，独立の記帳
を行い，バランスをもつ．企業への供給とト
ラストへの製品引渡しは当該時期に事前に約
定された調達価格及び生産価格により行われ
る．統計上，経理上の報告は５０％削減する．
監査委は解散する１５０）．
同じ頃，工業管理改組協議会が統制数字は
基本指標に限定し，審理階梯を減らし，また
景況の変化に備え充分なレザーブを確保する
ことを決めた１５１）．
２７年２月１８－２５日の最高国民経済会議総会
で V．V．クイビィシェフ報告はそれまでの
方針を踏襲した改革案を提起した．
改革は現行の工業組織スキームの枠内で行
われる．その原理は計画の集権化と業務機能
の分権化，工場に面を向けよ，である．しか
し工場に法人格を与えるのは経済状況を混乱
させ，計画化を困難にする．工場はトラスト
本部（唯一の法人格をもち，トラストの全て
の資産の処分権者である）の委任状に基づき
大きな権限が与えられる．
トラストと工場の関係は出荷命令‐注文シ
ステムに基づき構築される．引渡された製品
１５０
に対する決済は定められた暫定 uslovnyi 価
格により行われる．工場には暫定価格に対す
る節約から得られた暫定利潤が留保される．
この利潤の一部は生産改善のために事業所の
保有分となる．事業所は自己のバランスと暫
定損益勘定をもつ．
また事業所はトラストと相応の労組の間で
締結された一般的団体協約に基づいてローカ
ル協定を締結する権限が与えられる．
工業財務計画や工場管理部予算はトラスト
本部会が事業所長と共同で定める．トラスト
は細かな後見から事業所を解放し，それに生
産計画遂行上，イニシアチヴ発揮の広範な可
能性を与える．事業所長はトラスト本部会の
誤った行動につき最高国民経済会議に対し異
議申し立てを行う権限をもつ．但し，命令の
遂行は停止しない．
トラストの組織的かつ法的構造に関しては
特に新しい権限を加えることはない．トラス
トと最高国民経済会議機関との相互関係は信
頼関係に基づいて構築される．法律上は資産
の取得，譲渡及び設備移転面の権限拡大のみ
を必要とする．
シンジケートは多くの欠陥があるとはいえ
工業の販売や調達活動を組織する制度として
は概ねその任務を全うしている．シンジケー
トはトラストの任意加盟組織であるが，原則
として連邦最高国民経済会議の直接的管轄下
に置かれる．
工業管理は垂直的にのみ構築することは出
来ない．連邦共和国最高国民経済会議に大き
な権限を与え，共和国工業の管理は専らその
任務とする．
全ての計画活動は政府承認の統制数字に基
づいて行われる．統制数字は一般的指令のみ
を与え，基本的指標に留める．その一般的指
令に基づきトラストが工業財務計画を作成す
る．その場合，連邦最高国民経済会議は工業
部門別及び共和国別の総工業財務計画のみを
承認し，労働国防会議の承認に持ち込むのは
工業全体の工業財務計画のみとする．報告も
簡素化する．
管理の下位環に大きな権限を与え，且つそ
れらに大きな責任を負わせることは遂行の点
検やコントロールの強化を伴う．コントロー
ルは工業指導における最重要機能となるべき
である．但し，コントロールの多重性や統制
機関過多はなくす．トラスト監査委や最高国
民経済会議・報告‐監査管理局は解散し，最
高国民経済会議幹部会や総管理局の下に小規
模な監査機関を設置する１５２）．
この報告を巡り活発な議論が展開された．
かなり率直な意見表明があった．主要な論点
を纏めてみよう．
最大の争点は企業長の権限であった．多く
の企業長は工場管理部と労組機関との不正常
な相互関係を訴えた．例えば，『バガティ
リ』工場ではある労働者がウォッカを販売し
ていることが摘発された．密売の罪で解雇さ
れた．だが労使紛争となり，その結果，彼を
復職させざるを得なくなった．この男は何度
も密売を繰り返した後に（累犯），やっと内
規により解雇された．工場長には犯罪を犯し
た労働者を解雇する権限もない，というわけ
だ．『赤いプチロフ』工場長は「工場委代表
よりも労組中央委員会と話し合う方がずっと
楽」だと本心を吐露する．それ故，工場と現
場労組とのローカル協定について多くの工場
長やトラストの働き手は否定的であった．そ
うした権限は同じトラスト内部での労働条件
の不統一を齎すという．
それに対して労組出身の最高国民経済会議
メンバーはローカル協定締結の権限付与を支
持した．全ソ労働組合中央評議会・賃率－経
済部長は言う．「多くの企業長がローカル協
定締結の権利に反対しているのは労働者大衆
１５１
から離れようとする官僚主義的性向と見做さ
ざるを得ない．わが国の企業長の一部は『し
つこい』労組機関から逃れようとすることだ
けを考えている．彼らはわが国の状況では別
の活動スタイルが必要なことを全く看過して
アメリカ的活動スタイルを目指している．
我々は組織や労働者教育における労組の役割
を強化せねばならない．そのためにはローカ
ル協定が必要である」．
より大きな権限を要求する者もいる．事業
所に自己の製品の販売や必要な原材料を購入
する権利を付与せよ，と主張する者もいれば
（『プロレタリア織物』工場，イジョフ工場
長），独自のバランスや利潤やフォンドの処
分権，手形振出権，当座勘定開設など財務的
独立を主張する者もいる（最高国民経済会議
幹部会員アヴァネソフ，グレヴィチ，ウラル
州国民経済会議のクラピヴィチ）．工場の管
理‐技術者の任免権を与えよ，と言う者はか
なり多い（フルンゼ名称工場長，『赤い繊維
労働者』工場，レニングラード機械トラス
ト，全ソ労働組合中央評議会のトルストピャ
トフ）．企業長に人事権がない場合，技術者
がトラストからの指示を口実に企業長の命令
を実行しない場合があるからである．
他方，企業長への権限委譲に消極的な者も
いる．これはトラスト指導者に多いが，工場
長の中にもいる．カムヴォリトラスト代表は
事業所の独立の販売，調達権に反対した．ゴ
ムザや北カフカース地方国民経済会議の代表
は工場の規模や状況に依存すると述べた．ド
ンバス鉱山地区本部のアバクーモフは独自の
財務的業務の事業所への委譲に反対した．そ
の場合，貨幣の支出は必ずしも合理的に行わ
れない，という．マケーエフコンビナート代
表やウラル州国民経済会議のアンドロニコフ
も同意見である．『赤いプチロフ』工場長は
技術指導者や経理部長はトラストが工場長の
合意のもと任命すべきだ，と考える．モスク
ワラシャトラスト代表や北カフカース地方国
民経済会議も任免権付与に反対した．
ギンスブルグはこうした点で保守的であ
る．トラストと工場の関係は商業的でなく，
部分の全体への所属の関係であることを確認
せねばならない．原材料や燃料の基本部分の
供給はトラストが留保する．事業所が得た節
約分の一部を工場の処分権に残すという提案
は受入れられない．工場は全体［の一部］と
して融資を受ける．生産改善の誘因は工場指
導者へのプレミアムにより与えられる，と主
張した．
クイビィシェフはやや柔軟である．事情に
よっては（現地市場の状況）工場の独立の販
売・調達権も付与しうる，と認め，またトラ
ストと工場の決済価格の設定も原価を基準と
する考えに理解を示した．
国家機関からの細々とした規制，繁文縟礼
やパラレリズムを無くすことに関しては異論
はない．労組代表のシュワルツは興味深い逸
話を紹介している．ウクライナである技手に
質問した．「アメリカではいつでもまず考え
るが，わが国ではしばしば先に行動してから
考えるのは何故か」．それに対する回答は一
言，「考える暇がない」．工業の働き手は報告
の仕事を抱え込み，余分で誤ってセッティン
グされた計画作成などに追われる．
『事業所』という言葉も工業の多くの働き
手には不満であった．この概念は革命前の工
業定款から借用されたものであって，現場の
働き手には理解できない．別のタームに代え
るべきだという．
こうした議論を経て一部は妥協的決定が行
われる．
総会の各種委員会はテーゼの一部を修正す
る．まずトラスト本部会が事業所長に与える
委任状について，工場長に労働者，職員の解
１５２
雇権を付与する条項が加えられた．達成され
た節約分の一部を事業所に留保する条項では
「定められた価格」でなく予算原価に変更さ
れた．
資本活動の審議に際しては最高国民経済会
議による現有事業所の資本修理，設備増設，
改造の許可が大きな争点となったが，長い審
議の後，委員会は最高国民経済会議は当該ト
ラストの資本修理総額のみを承認し，その枠
内での個々の項目はトラスト自身が決めるこ
とを決定した．設備改造・増設は大規模であ
るか，技術的に複雑である場合のみ項目リス
トを最高国民経済会議で審議する．
シンジケートについてはそれがいかなる形
にせよ生産活動に従事してはならない，とい
う条項を付け加えた．
トラストの出荷価格については一般原則と
してトラストは原価プラス一定率の利潤を基
準として価格を定める，という条項を採択し
た．
他に業務年度の開始を１月１日とする，
『事業所』というタームは『企業』に代え
る，トラストは『生産企業合同』（トラス
ト）の名称を採用する，工業の注文配分委員
会を設置することを決めた．
委員会で合意を得られなかった項目につい
ては総会で決定され，工業管理システムに関
するテーゼに結実する１５３）．
最高国民経済会議総会採択の工業管理シス
テムに関するテーゼは大略，次のようであ
る．
Ⅰ．一般的規程 略
Ⅱ．企業にはトラスト本部会の委任状に基づ
いて多くの権限を付与し，従来よりも大きな
独立性を享受しうる．企業長の権限にはトラ
ストの定めた範囲内での独自の調達，販売，
受注，発注，トラスト名での当座勘定開設，
手形割引，製品担保借入などが含まれる．ト
ラストと企業の財務的相互関係は出荷命令‐
注文方式に基づく．資本活動は企業長参加の
もと，トラスト本部会が定め，そのコント
ロールの下で実行する．中小規模の修理，設
備設置はトラスト承認の予算内で企業長が行
う．企業長はトラスト本部の誤った，不当な
行動についてトラスト本部会に通知の上，最
高国民経済会議に異議申し立てを行う権利を
持つ．但し，トラスト本部会の命令の執行は
停止しない．企業長はトラスト本部会が任命
する．技術担当及び商業担当の補佐は企業長
が任命する．経理部長は企業長の推薦により
トラストが承認する．
Ⅲ．トラスト
トラストは工業管理システムの基本的単位
であり，最高国民経済会議承認の計画遂行の
計画的且つ弾力的指導のための相応の権限を
もつ．最高国民経済会議は計画の策定，その
遂行の点検，トラストの活動の評価，監督な
どを行う．業務上の介入は最小限に留める
（固定資本の全体的処分，トラスト本部会人
事，原則的問題の指導，最高国民経済会議指
令からの逸脱が明らかに国家利益を侵害する
場合の干渉）．トラストは最高国民経済会議
から受取った統制数字に基づいて工業財務計
画を作成する．
Ⅳ．シンジケート
シンジケートとトラストの関係は確定勘定
での契約関係ないし委託関係により律せられ
る．シンジケートは国家がそれにより工業製
品の国内への供給計画を実現する組織であ
る．
Ⅴ．連邦最高国民経済会議と連邦共和国最高
国民経済会議
全国民経済発展のため後者へより大きな権
限を付与する．
Ⅵ．工業財務計画の作成と承認手続き
労働国防会議が統制数字を決定し，それに
１５３
基づいて連邦最高国民経済会議が指令を出
し，連邦共和国最高国民経済会議，連邦トラ
スト及び共和国トラストが工業財務計画を作
成する．連邦最高国民経済会議はそれらを集
計して工業全体の総工業財務計画を作成し
（工業部門別，共和国別を含め），ゴスプラ
ンを通して労働国防会議に承認を求める．
経済年度初めの時点で政府が不承認の場合，
トラストは連邦最高国民経済会議及び連邦共
和国最高国民経済会議承認の計画により活動
に着手する．
Ⅶ．報告簡素化 略
Ⅷ．遂行の点検とコントロール
工業管理の下位環への大きな権限付与と委
任された事業への大きな責任性の故，上位機
関による点検機能は強化される．工業機関へ
のコントロール機能は最高国民経済会議機関
と労農監督人民委員部のみが有する．最高国
民経済会議の報告‐監査管理局は改組して小
規模な監査‐監督機構とする（スタッフは高
資格エコノミストや技術者）．トラストの監
査委は解散する．株式会社，シンジケート，
合資会社のそれは残す．
Ⅸ．最高国民経済会議の構造
今後の検討課題とする．
Ⅹ．労組と工業管理
工業管理機関と労組の相互関係は本質的改
革を要しない１５４）．
結局，これは「根本的な改革ではなく，修
正」に留まった．企業には法人格は与えられ
ず，法人格のあるのは依然，トラストに限ら
れ，一定の範囲で企業に自主性が許容され
た１５５）．先にみた R２a タイプである．
このテーゼと関連してトラスト新布告案で
は企業長の権利・義務が拡大された．中でも
重要なのは企業への一定額の流動資本の委託
である．この額は毎年，工業財務計画に基づ
いて見直される．またトラストへの製品引渡
しやトラストからの原材料供給は契約関係と
して行う．副次的材料の調達や小規模な修
理，設備設置はトラスト承認の予算内で独自
に行いうる（細目リストの提出なしに），
等 １々５６）．
最高国民経済会議幹部会は２７年５月下旬，
人民委員会議に以上のような内容を組み込ん
だ布告案を提出し１５７），更に６月上旬に布告
改訂に関する報告を行った１５８）．６月７日の
人民委員会議はトラスト新規程案を審議し
た．ここでは改めて建設や大規模投資の厳格
な集権化（最高国民経済会議の所轄事項とす
る）と業務面のトラストの自立性，及び工場
長の権限拡大が確認された．諸官庁との審議
において最大の対立点となったのは利潤配分
である．これは利害調整の主戦場であった．
結局この問題は次のように決着した．まず利
潤より所得税及びそれへの地方付加税を控除
し，残りの１０％は予備資本，１０％は労働者職
員福利厚生フォンド，１０％は国家長期貸付
フォンド，２５％は企業拡張フォンド（その半
分は上記長期貸付機関の預金とし，残りはト
ラストが留保），及び０．２５％以下を奨励報酬
フォンドに充てる．残りは国庫収入となる．
但し，その一部を労働国防会議など然るべき
機関の決定により特別資本として計上でき
る１５９）．審議に踏まえ人民委員会議が作成し
た法案は６月２９日の中央執行委員会幹部会に
より審議，承認され，７月５日には新トラス
ト規程が公布された１６０）．
Izvestiia 社説によればこの新規程は業務
機関の機能拡大と計画面での中央集権強化の
原則に基づき作成された．改造期には計画性
のモーメントが決定的意義をもつ．トラスト
は自己製品の実現面では商業人民委員部が定
め労働国防会議が承認した一定地域への定め
られた品目構成での商品搬送計画により制約
１５４
される．まったく同様に法的手続きで定めら
れた工業と協同組合の総体契約は商業採算の
諸原則からの重大な逸脱である．けだし商業
採算の諸原則は他の条件が等しければ協同組
合組織を優先することを意味しており，義務
的ではない．そして現在トラストは実際上商
業採算において最も基本的な自己の販売価格
を自由に定める権利を失っている．新規程で
はトラストの『利潤追求』の活動に関する規
定は除かれて，トラストは『計画課題に応ず
る商業採算原理に基づいて』活動すると定め
られている．
所轄官庁の役割は計画‐調節活動，一般的
指導，一般的監督に限定され，トラストは全
く独立に業務及び管理活動を行う．トラスト
の財産権は大幅に拡大した．ことにトラスト
本部会には老朽化したまたは不要となった設
備，建造物の独立の処分権が与えられた．こ
れまではトラストの固定資本に含まれる資産
の処分は労働国防会議の許可によってのみ行
いえた．また承認された工業財務計画に基づ
いて独立に設備増設，改造，資本修理を行う
権利を持つ．トラストの権限も増大したがそ
れ以上にトラストを構成する企業の権限
（従ってまた責任も）も拡大した．企業長に
は企業の全業務の指導，任された資産の独立
の処分が委ねられた．そのためにトラストは
全ての必要な業務を行う委任状を交付せねば
ならない．例えば，当該企業についてトラス
ト名で当座勘定を開設，手形振出し，割引企
業の製品担保の借入れ，供給・販売業務，売
買・請負・納入・輸送その他の契約締結，老
朽化したまたは不用となった設備，建造物の
処分等々を行う．同時に企業長のトラストへ
の報告期限，形式が定められ，任された資産
の保全や経営状態に対する刑事的，民事的，
経営規律的責任が定められた．また生産コス
ト引下げのインセンティブも与える．企業の
活動の結果得られた節約分（事前の原価計算
に基づく原価と実際の原価の差）の一定部分
の処分は企業長に委ねる．但し，品質は落と
さないことを必須条件とする１６１）．
後に２８年７月１４日労働国防会議決定は国営
工業企業による原価引下げに伴う節約分の支
出手続きを定めた．燃料節約，不良品減，諸
掛り削減，設備のより合理的利用，休止の減
少その他による予算原価と実際の原価の差を
節約分とする．工場の活動と係わりのない事
情による節約（税，賃率．調達価格など）は
これに含めない．節約分のうちどれだけを工
場長の処分に委ねるかはトラスト本部会が工
場長と共同で定める（２５～５０％の範囲内）．
工場長に与えられる節約分の７５％以上は合理
化に支出する．残りは労働条件改善や福利厚
生に充てる．工場長は工場委とその支出計画
について交渉する１６２）．
Khr．バフチサライツェフはこの新トラス
ト布告を「生産企業のイニシアチヴや活動性
向上に明確な基盤を与えるものとして」高く
評価した．この「２７年６月２９日という日は歴
史的記念日として記憶されねばならな
い」１６３）．とはいえそれが幻滅に変るのにさほ
ど歳月を要しなかった．
Ⅵ 新トラスト布告の実施状況
新トラスト布告の実施は遅々としていた．
トラスト新規程（２７年６月２９日承認）は企業
長に経理部長を除く側近の選任権などの権限
を付与したにもにも拘らず，「残念ながら企
業長はこの権利をほんのわずかしか行使しな
かった．最高国民経済会議決定が実施された
トラストですらそうであった」．トラストが
直接，工場の技術指導者を任命することも稀
ではない．そうした技術者は企業長の命令を
義務的とは考えない．悶着も起こりうる．
注文－出荷命令システムも多くのトラスト
１５５
で実施されていない．この面ではどこにもト
ラストと企業との間に明確な相互関係は確立
していない．製品の確かな契約価格はなく，
原材料供給の確定期限も価格もない．詳細な
ノルマが導入されている場合も大体において
遵守されていない．要するにそれらには重大
な意義が認められていない（P．ドルジュー
ニン）１６４）．
労農監督人民委員部コレギアでの報告によ
れば新規程の実施状況は以下のようである．
第１国営羊毛トラスト，第２，第３綿トラ
ストの調査によるとこのシステムは実現され
ていない．トラスト本部会は工場との相互関
係の新システムに自己の機構を適合させな
かった．第１羊毛トラストと第２綿トラスト
は予備的形式的性格のそれも含め新規程実施
のため何ら措置を採らなかった．第３綿トラ
ストは『生産企業特別規程』の作成と工場へ
の送付に留めたが，その場合注文‐支給命令
書のシステムを歪め，それを工業財務計画と
同一化した．しかもその特別規程も実施され
ていない．
程度は異にすれトラストは加盟工場に対す
る細かな後見を行っており，中でも羊毛トラ
ストの工場の業務活動への介入は図抜けてお
り，トラスト本部会やその部の工場に対する
後見はそれらの活動の全ての面に及ぶ．例え
ば，個々の工場に対する内規はトラスト自身
が工場の参加なしに作成し，従って，しかる
べく現場の条件を考慮していない．賃率‐ノ
ルマ化ビューロー長や経理部長に至るまで工
場の勤務員の採用，解雇はトラストの承認を
要する．トラストは工場の個々の勤務員の俸
給額まで定める権限を持っていた．工場はご
く少数の労働者グループ（２人までの）に対
してすら評価を定める権限を失っていた．ト
ラストは古くなったり役に立たなくなった資
産の譲渡における工場の権限を大幅に制限し
た．幾つかの点で第１羊毛トラストは新規程
公布前の時期と比較して工場の権限を狭めさ
えした．第２，第３綿トラストはそこまでは
制限しない．
コレギアは調査結果を審議し，４人委員会
に規程がいかに遂行されているか，最高国民
経済会議がその遂行のために何を行ったのか
に関する正確な解明及び具体的対策を委任し
た１６５）．
その後労農監督部は更に１３トラストの調査
を行ったが，新しい規程は北部化学トラスト
と国営電機トラストしか実施していないこと
が確認された．但し，それらも最高国民経済
会議の模範規程からはかなり逸脱している．
ことに注文‐発注命令書システムにおいてそ
うである．非鉄トラストや機械トラストは多
くの規程実施の準備活動を行ったとはいえ，
この活動は布告の基本原則を必ずしもはっき
りとは反映していない．アニリントラスト，
モスクワ基礎化学，ラカークラスカ，絹トラ
スト，粗ラシャトラスト，ウクライナ農業機
械トラスト，北カフカース皮革コンビナー
ト，イヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク繊維ト
ラスト及びイヴァノヴォ繊維はトラスト新規
程も最高国民経済会議模範規程も全く実施し
ていなかった．
トラストからの企業の業務への介入は多か
れ少なかれ全てのトラストで見られるが，絹
トラストや粗ラシャトラストで顕著であ
る１６６）．
繊維工業の経済機関は事実上，新トラスト
布告を履行していない．その場合，ほとんど
は工業に立ちはだかる大きな客観的諸困難の
所為にする（２８年５月中旬の最高国民経済会
議での協議会における最高国民経済会議行政
財務管理局報告）１６７）．
レニングラードの特別委員会の行った１７工
１５６
場の管理構造の調査によると企業管理の単一
のシステム，単一の原理はない．多くの企業
で労働経済部がなく，あっても総務部に含ま
れていたり，あるいは生産部長管轄の賃率‐
ノルマ化ビューローがある．多くの企業で統
計係が経理部または生産部に所属している．
統計係は独立で，何らかの圧力を受けない方
がよい．労働経済部に所属し，技術部長の直
接指導の下に活動すべき安全技術係が何故か
機械技師主任の配下にある．合理化部がしば
しば生産部に所属する．調査企業のうちエレ
クトロシーラ，ボリシェビク工場を除き，独
立の経済分析の部（生産‐経済部，オルグ
ビューロー）がない１６８）．
労農監督人民委員部レニングラード支部特
別委の調査によると州人民委員会議などの上
級機関が必ずしもトラスト布告実施の速やか
な措置を採っていない．レニングラード繊維
トラストでは形式上，新しい規程に移行した
だけで３月１日に承認された組織スキームは
徹底せず，部によって管理方式が異なる．ト
ラストと上位機関との関係は不正常である．
建設計画の処理は１２階梯を経る．『赤い旗』
工場の計画の承認には１２ヶ月掛かった．トラ
ストの工業財務計画は２度作り替えられ，繊
維総管理局に届いたのは大幅に遅れ，２７年１１
月２２日である［１９２７／２８年度計画？］．項目
リストも６つ削減された［それまで削減され
たことはなかった］．供給面ではシンジケー
トに過度に集中され，供給中断もある．レニ
ングラードの工場の製品をトラストはシンジ
ケートを通してのみ受取る．トラスト傘下企
業はなお新規程に移行していない．移行案が
あるだけで，しかもその一部項目は模範規程
から逸脱している．
皮革トラストでは１９２７／２８年度工業財務計
画は企業の充分な参加なしに作成された．技
術部長や経理部長の任命はトラストが行って
いる．支給命令‐注文のシステムはない．企
業の古くなった建物の譲渡や解体はトラスト
の許可を要する．トラストへの製品引渡しは
原価による．節約によって得られた資金の配
分問題は抜け落ちている．建物や倉庫の賃借
契約はトラスト本部で締結される．これは模
範委任状に反する．企業の方も彼等の直接の
権能に属する事柄について頻繁にトラストに
伺いを立てる．ことに計画外原料の供給につ
いてそうである．
機械トラストにも支給命令‐注文システム
がない．紙トラストには唯一このシステムが
あるが（正確な訓令はない），それでも工場
長の権限は制限されている１６９）．
ロシア共和国の地方労農監督部の資料によ
れば地方でも共和国でも新布告は実際にはさ
ほど，適用されていない．ロシア共和国最高
国民経済会議も実施を急ぐ充分な措置を採っ
てこなかった．布告公布後５ヶ月経っても連
邦最高国民経済会議の相応の回状を確認する
２つの回状を出すに留まった．やっと２８年５
月２４日，連邦最高国民経済会議及び連邦労農
監督人民委員部コレギア決定発表の後にロシ
ア共和国最高国民経済会議幹部会は予備会議
でトラストがどこまで規程を実施しているか
を点検するために特別委員会を設けた．
法律によるとトラスト定款は３ヶ月以内に
最高国民経済会議により承認されるはずであ
る．けれども自己の定款及び規程案を提出し
た２８の共和国トラストのうち最高国民経済会
議が審議したのは１２のみであり，しかも最高
国民経済会議の機構が受取ってから４－５ヶ
月も経ってからである．残りの１６の案は２７年
１０月には提出されていたにも拘らず２８年半ば
まで全く進展がない．
一部の経済機関はこの重要法規を無視し
た．例えば，北カフカース地方労農監督部に
１５７
よると「工場やトラストの権限拡大に関する
政府決定はこの地方の大部分の企業において
これまで実施されていない」．
その端的な例が中央地域機械トラストの
リュヂノフ工場である．工場はその権限の制
限の故，トラスト本部会に２つの番小屋（こ
れらの評価額はバランスではそれぞれ１ルー
ブリと４ルーブリ）の譲渡許可を求めざるを
得なかった．トラストは要請の『審議』の後
にこれら『建物』の取壊しを許可した．ちな
みにこうした『原則的』問題の立ち入った
『審議』には１．５－２ヶ月掛かった．このト
ラストでは工場への会計係りの『供給』すら
行われている．他にトラストは報告提出につ
いての最高国民経済会議指令にも違反した．
定められた四半期報告の提出の代わりにトラ
ストは毎月の経理報告提出を要求し，更に８
つの種々の報告書を追加した．四半期資材請
求書は２７８頁にもなる．毎月の主要資材管理
表でも４０頁になる１７０）．
２８年２月初め，ウクライナ最高国民経済会
議幹部会はトラストが個々の企業の独立採算
制への移行に関する指令をいかに遂行してい
るかの点検に着手した．南部機械トラストや
ウクライナ皮革トラストなどを除き，関心は
低い．これまで独立採算制への移行規程（最
高国民経済会議が移行の模範規程を作成）の
実施についてトラストからの問合せはない．
一部トラストはまだ良く知らないはずだが．
これは大部分の企業やトラストが工業管理シ
ステムの予定された再編に対し重大な関心を
向けていないことを物語る．企業の保守性は
なお克服されていない．最高国民経済会議の
委員会にニコラエフ工場の代表が参加した時
の報告は『独立採算制への移行などたいした
ことではない』と語る．これまで点検した企
業のなかでは南部機械トラストのハリコフ蒸
気機関車工場，ウクライナ農業機械トラスト
の『コミュナール』工場，ヒムウーゴリのド
ンソーダのみが独立採算制問題を充分検討し
ている．
多くのトラストは財務困難の故，独立採算
制への移行に消極的である．しばしば企業は
原材料を抱え込み過ぎ，多くの場合，稼動で
きる限りは生産に走り，倉庫には大量の売行
きの悪い製品が滞貨となり，それに対して何
ら責任を負わない．また企業には多くの非流
動的財や未利用資産が溜まっている．独立採
算制への移行がそうした状況を打開したケー
スもある．実際，南部機械トラストだけで独
立採算制導入後，企業は四半期の間に原材料
への申請を１百万ルーブリ減らし，それによ
り自己流動資金を増やし，調達の一部を自己
資金で行なうことを予定している．南部機械
トラストは納入契約を締結し，企業はトラス
トの支給命令によって原材料を受取り，納入
者との決済は直接，企業が行なう．幹部会は
他のトラストにもこうした方式を勧める．ま
た職場予算を導入しない企業及び企業を独立
採算制に移行しないトラスト本部会には管理
‐技術者へのプレミアム（利潤の０．２５％）を
禁止することも辞さない１７１）．
第１回ウラル州工業企業赤色工場長大会
（スヴェルドロフ）における地方報告による
とウラルのどの工業部門でも完全にはトラス
ト布告が実施されていない．企業は相変わら
ず没個性的である．ホズラスチョットはユ
ニークにも企業長の最小の権利，最大の責任
と理解された．蓋し，企業の幹部はトラスト
本部会か地方調節及び計画機関により任命さ
れる．技術指導者，企業長補佐，経理部長そ
して部長ですらトラスト本部会により任命さ
れ，ほとんど企業長への打診すらない．ごく
小さな合理化措置ですらトラストの許可の後
にのみ実施された．達成された節約による資
１５８
金すら企業に支出する権利があるとはいえな
い．なるほどウラルメトの企業に関する『規
程』には節約の一部は企業長が独自に支出で
きるとある．だがその部分の大きさやこの節
約分の正確な支出項目はトラスト本部会によ
り承認される．実際には企業からの要請が
あってもそうした許可は１つもなかった．
各企業は原則として自己のバランス・シー
トをもつ．だが損益勘定はトラストに属す
る，企業長の権利は大部分の場合，彼らに交
付される委任状に定められているとはいえ，
実際にはその委任状を行使する可能性を持た
ない様な状況におかれている．だから企業に
関する規程もバランス・シートも委任状も紙
上に留まる．
その後，ことに党中央委員会総会の後に改
善の兆しがみられた．ウラルメトは経理部長
を除く工場管理部の全メンバーの独自の選別
に対する企業長の権限を宣言した．更にウラ
ルメトは実際にホズラスチョットを拡張し，
企業長に冶金シンジケートを通ずる直接の買
付け権を付与した．各企業に毎四半期与えら
れるリミヅトに基づいて．節約分の処分につ
いては未定である．大会ではウラルの企業の
大部分がホズラスチョットや企業長の権限を
誤って理解していることが確認された１７２）．
個別企業についてみてみよう．工場長たち
は以下のように言明している．
①アニリントラスト・D 工場長
トラスト法は工場が原価引下げから得た節
約分の一定部分は工場長にその裁量で合理化
活動に支出するため控除されることを規定し
ている．ところがトラスト本部会はこの問題
は最高国民経済会議・計画経済管理局がまだ
審議していないといって，この規定部分を実
施していない．
工場は何百万ルーブリの利潤を挙げなが
ら，数万ルーブリを合理化活動に投下できな
いでいる．工場は小口の合理化投資すら実行
できない．その資金をもたないし，予算では
通常，これらの費用が真っ先に削減される．
工場はこれまで自己の固定資本から不要に
なった資産を，たとえその価値が数百ルーブ
リであっても廃棄処分にはできない．そうし
た場合，工場はトラストに問い合わせねばな
らず，トラストはまた最高国民経済会議に問
い合わせねばならない．最近，工場で古い木
造の建物（約１．５千ルーブリ相当）を撤去す
る必要があった．新しい建築のため場所を空
けねばならなかったためである．問題の折衝
には１ヶ月掛かり，やっとその後に工場は撤
去の許可を得た．トラストと工場の相互関係
はとくに不正常と言うわけではないが，上級
技術者や経理係任命問題は未解決である．ト
ラストはそれが自分の所轄だと考える１７３）．
②第２綿トラスト・スヴェルドロフ名称工場
長
トラスト本部会はこの１年間に現状で可能
な範囲で工場に独立性を与えてきた．工場は
粗布や燃料を除き，繊維シンジケートと相応
の契約を結んで，必要なものを全て独自に供
給する．ほかに工場は自己の経常的な活動で
１０千ルーブリまでは独立の買付けができる．
概して言えば，供給面では工場は必要な額の
資金を独自に運用，処分する充分な可能性を
もつ．
［２８年］１月にトラスト本部会は工場長の
権利義務を定める委任状を作成した．この委
任状により形式上，工場長は完全に業務上の
独立性をもつ．だが実際にはトラストが工場
の業務上の独立性を狭めようとする志向がみ
られる．その場合，トラストはあれこれの問
題についての最高国民経済会議のその時々の
指令を執行するためにそうせざるを得なかっ
た．そもそも１年の間にクレジットや計画そ
１５９
の他の［裁量的］削減がある以上，工場の完
全な独立性はない．
工場が生産合理化による節約や原価引下げ
によって得られた資金を１コペイカも自由に
出来ないがためにトラストと工場の間に悶着
が生ずる．工場が得る節約分は全てトラスト
の共通の釜に入れ，各企業が得た節約の大き
さとは関係なく配分する．
最高国民経済会議の現行規程では鑑定委員
会により認められた発明に対するプレミアム
は企業長によってのみ承認されるはずだが，
トラスト本部会は５００ルーブリを超えるプレ
ミアムはトラストが承認すべきであると考え
る１７４）．
③モスセリプロム『赤い１０月』工場長
最高国民経済会議の命令（２７年１０月４日）
により企業の模範規程が導入された．これは
企業へ実質的な経営上の独立性を与えるもの
である．規程の条項によるとトラスト本部会
は業務年度の初めに企業長と共同で企業に必
要な資金と物財を定めることになっている．
年度初めに作成される特別命令で供給の量，
質，期日を正確に規定し，供給の遅れまたは
不足に伴う生産上の損失はトラストの負担と
されるべきである．過剰な供給の場合もその
保管に伴う費用はトラストの負担とする．他
方，企業の方もトラストに対し多くの義務を
負い，工場が節約によって得た資金からそれ
らの遂行に対し責任をもつ．
これに基づき予算原価を作成し，トラスト
本部会承認後，トラストが企業に出す注文の
基準となり，その原価に応じて決済を行う．
規程のこの条項が最も重要な意味をもつ．だ
がまだそれは実施されていない．工場は規程
のこの部分の実施を求めたが，音沙汰がな
い１７５）．
これにはモスセリプロムトラスト長が釈明
している．模範規程の１３，１４，１５項その他に
含まれる原則的モーメントはトラストがすで
に２７年１０月１日から実施した．上記項目にあ
るトラストと企業の相互決済システムは次の
ようである．トラストは自己の企業に原材料
を実際の調達価格で中央供給機構の維持費を
加えずに供給する．供給は全ての企業に対し
当該原材料の原価に基づく平均価格で行う．
距離その他の工場による条件の違いは考慮さ
れない．長期の調達業務の場合には不可避で
あるが，原価に基づく暫定出荷価格と最終的
に明らかとなった価格との差はトラストが各
四半期末に修正する．技術的性格の種々の原
因に基づく（文書受取りの遅れその他）費用
の微調整は最終的に企業の四半期報告におい
て確定され，企業ではなくトラストのバラン
ス・シートに計上される．
企業は各四半期にトラストに製品をとりあ
えずその前の四半期で明らかとなった工場原
価による価格で出荷する．それと当期の実際
の原価との差は企業の勘定に計上され，その
バランス・シートにも反映される．
１９２６／２７年度第１四半期のバランス・シー
トには前年第４四半期の工場価格と当該年度
第１四半期の価格差である１９８，３０４ルーブリ
の利潤が計上されているし，第２四半期には
同じく第１四半期と第２四半期の価格差であ
る１２７，３６３ルーブリの利潤が計上されてい
る．だからトラストが工場の原価引下げのイ
ニシアチヴを妨げているという工場長 Z の
言い分は納得がいかない１７６）．実際の所は不
明だが，トラストと工場の間に意思疎通が欠
けていることは確かだ．
④馬車製造中央本部のエゴロフ名称貨車製造
工場長（レニングラード）
布告交付後も企業の状況は変わっていな
い．これまで資本活動の面で工場は手足を縛
られてきた．リミットの範囲内でも運用の自
由はなかった．最近ではむしろトラストはそ
１６０
の要求を強め，自分で作業命令書交付を引き
受けるほどである．設備のうち工場がトラス
トを通さず入手できるものが何か明確でな
い．工場は空気ハンドドリルは入手できる
が，ボール盤はトラスト抜きで購入できな
い．工場はこれまで自己の予算をもたないか
ら原価ではなく，販売価格で記録せざるを得
ない．自己の工業財務計画作成の際に，前年
度どのように活動したかの観念をもちえず，
やっと翌年半ばにトラストが総バランスを作
成し終わってから知りうる．工場があれこれ
の事情から現金でなく手形で支払う場合，ト
ラストは直ちに干渉し，説明を求める１７７）．
⑤第１更紗‐捺染工場長（旧ツィンデリ）
トラスト本部会は企業に大きな権限を付与
する方針を採っているが，なお多くの問題は
片付いていない．例えば，トラスト本部会は
工場に手形信用の利用権を与えない．交付さ
れた委任状により工場長は一定額までは独立
に買付けを行う権利をもつが，それは現金で
しか支払えない，工場にとってもっと有利な
条件でつまり手形で取引を締結できる時に，
現行規則では手形振出の権利をもたない．手
形信用を利用するためには取引締結時にトラ
ストに手形振出を要請せねばならない．
またプレミアムについてもトラストの定め
た規則によると工場長は発明に対して１００
ルーブリ未満の額しかプレミアムを交付でき
ない．プレミアムがもっと高額になるとトラ
ストが定める．ところがトラスト布告による
と制限なくプレミアムを定めるのは工場長固
有の権利である．またトラスト本部会は本部
の技師に対し工場を訪問した時，工場長を通
さず直接，工場の技術者に指示を出す権限を
与えている１７８）．
⑥レニングラード紙トラスト G 工場長
新トラスト法公布以前にも中小の修理につ
いては承認された予算の範囲で事前の項目リ
スト提出なしに必要な活動を行う独立性を享
受していた．工場はまた自己自身のバランス
をもつ．しかし工場の独立性はこれらに限定
されていた．その他についてはトラストの後
見は大きい．合理化措置の実施はしばしばト
ラストの生産‐技術部の介入によって妨げら
れた．例えば，ボイラーの石炭から石油燃料
への切替が必要となった．この問題を一番
知っているのは工場の技術者のはずだが，ト
ラストの生産‐技術部は改造案の作成を外部
の技師に委任した．その結果，実際には役に
立たぬプランを受取った．その失敗の後にの
み工場の技師の作成した案が採用された．
工場長はこれまで布告で規定されたよりも
ずっと少ない権限しかもっていない．トラス
トとの契約により工場長は労働者，職員の採
用，解雇の権限をもつ．経理部長，技師長，
より正確には技術部長は除く．契約にはトラ
スト名での銀行での当座勘定開設，手形振出
その他は全くない．小さな納屋ですら，自己
の裁量で解体する権限はない．この点で幾分
の自由はあっても限られている．必要な資産
譲渡は出来ない．
工場長が締結できる法律行為，契約は５千
ルーブリ未満であり，建設，修理活動の引渡
しもこの額に制限される．工場の入札できる
額は１万ルーブリ以下である．
以前，工場長であったカリーニン名称工場
では大きな運営の自由があった．この工場で
は１００千ルーブリまで手形に署名する権限を
もっていた．２５千ルーブリまで契約は独立に
締結しえた．トラスト本部会の同意があれば
その額を超えることも可能であった１７９）．か
えって裁量の余地は狭まった．
⑦レニングラード繊維トラスト K 紡績‐
ニット工場長
工場長への技術者の任命，解雇の独立の権
限付与はなお話合いの段階である．トラスト
１６１
はこの権限の工場長への委譲について原則的
に同意したが，実際にはトラストとの合意の
後にのみ，これらの問題は工場長が決定す
る．紛争は一度もなかったが．
今の所，全ての節約分はトラスト全体の釜
に入る．トラストからは委任状を２年前に渡
された．この委任状ではほとんど全てがトラ
ストの許可によってのみ行われる．ただ中小
の修理はトラスト承認の予算の範囲内で工場
が独自に行えるようになった．以前は予算の
処理は３ヶ月ないしそれ以上かかったが，今
はずっと短くなった．とはいえ建設部などは
なお経常的な業務活動へ介入しようとしてい
る１８０）．
同じトラストの『ソヴェトの星』工場でも
工場長の権限は新布告前に作られた委任状に
より規定されている．工場長は労働者職員の
採用解雇につき権限をその補佐に委譲できな
い．相変わらず予算の範囲内で事前の項目リ
ストなしに中小規模の修理を行う権限はな
い．数千ルーブリの修理はトラスト本部会の
サンクションによってのみ可能である．３００
ルーブリ未満の買付けのみ自由に行いう
る１８１）．
⑧ゴムザ『プロフィンテルン』工場長
管理‐技術者の任免について工場管理部に
は完全な独立性が与えられた．全ての当座修
理についても独立に行う．トラストは投資総
額のみを定める．資本活動への割当ては問題
がある．しばしば資本活動の大きさは生産課
題のそれに不相応である．資本活動の規模や
生産計画を定める場合は工場の要求があまり
考慮されない．小規模な合理化措置の実施に
ついて，工場は完全に独立的であるが，投資
を要する措置についてはそうではない．これ
らの措置に関するトラストや他の上級機関と
の折衝は時間が掛かりすぎる．
原価引下げに伴う節約分を工場は受取れな
い．それはトラストが厳格過ぎる原価を定め
ているためである．予算原価は工場と話し
合って定められていない１８２）．
⑨モスクワ中型金属製品トラストのプレスネ
ンスキー工場
多くの活動部面でトラストからの余分な後
見に出遭い，必要な独立性をもたない．供給
面では幾分，分権化されたとはいえ，依然集
権度は高過ぎる．例えば，トラストは工場に
ロジンの混じった塩化アンモニウムを送って
きた．この混合は生産には許されない．トラ
ストが工場の事情に通じていないのである．
ことに工場長の独立性が制限されているのは
生産改善や合理化への投資である．工場には
特別合理化フォンドはなく，工場が受取る節
約分のうちからの控除も行われていない．そ
れらの投資は１年分予算の項目リストにより
行われる１８３）．
トラストについてみてみよう。
モスクワ基礎化学トラストでは２８年半ばで
も工場規程が作られていない．管理‐技術者
の雇用，解雇についてトラストは不法に工場
長の権限を制限している．工場長には自己の
直接の補佐を採用，解雇することが禁じられ
た．例えば，ラカー，染料の搬送のため技術
指導員を選任する必要のあった時，人選をし
て，任命したのは工場長ではなく，トラスト
長であった．その俸給を決めるのもトラスト
長だ．Ch 工場でも同様であった．
マスチェール解雇について S 工場とトラ
スト本部会の間に長たらしく頻繁な往復文書
が続いた．工場長はマスチェールが出来の悪
い生産者であると確信して，その解雇を要求
した．だがトラストは反対した．そしてトラ
ストの主張を通した．そればかりかトラスト
は工場長にこのマスチェールの仕事に『妨害
を加えないよう』命令書を送った．工場の内
１６２
規すら工場長でなくトラストの執務室に座る
者が作成するとすれば，何をか況や，であ
る．
アニリントラストでは注文－支給命令書の
システムは実施されていない．完全な無責任
体制がある．工場の工業財務計画システムす
ら導入されていない．相変わらず古いシステ
ムが支配している．
中央地域金属トラストの L 工場がコンプ
レッサー室の老朽化した示度固定装置を取り
外す必要に迫られた．それは精々１ルーブリ
程度のものであり，直ぐに出来そうなものだ
が，現行規則では工場はトラストに要請せね
ばならない．この件はトラストで決定が出る
まで２ヶ月掛かった．供給面で厳しい中央集
権制は工場の手足を縛る．１７の資材グループ
のうち工場が独自に購入できるのは掃除用ぼ
ろ切れと紐のみである．やっとこの１月に事
務用ペンと鉛筆が加わった．工場がテレピン
油を入手する場合，トラストのブリャンスク
支店が工場のためにゴーメリの私営業者から
キログラム当り５２コペイカで４，０１９kg 購入す
る．他方，工場が近辺で自ら購入すれば３９コ
ペイカで済む．工場の働き手の採用，解雇も
同様．工場の採算の異議申し立てにも拘ら
ず，トラストは会計係ですら送ってくる．彼
らの給与も事前に定められている．
こうした細かな後見の故に無責任の雰囲気
やしばしばトラストのボスに対するまさに敵
意が支配している１８４）．
２７年７月のドンウーゴリ鉱山長及び技師長
協議会の討議によれば，ドンウーゴリが鉱山
地区本部の権限拡大の方針を採ったにも拘ら
ず，真面目に独立採算制実施に取組んだのは
１０の地区本部のみであった（２７のうち）．そ
の場合，多くの鉱山地区本部は全く計画なし
に場当たり的に労働者募集を行った．その結
果，人員は２０－３０％増えたのに採炭量の増加
は１５－２０％に留まった．管理‐経営費も膨張
した１８５）．
２８年に入って，新たな改組が試みられる．
シャフティ地区の３つの鉱山地区本部の統合
に着手すると共に下位生産単位により独立性
を与え，管理機構を簡素化する．地区本部長
はトラスト本部会が任命し，その単独責任に
おいて，運営する．管理部の技術部長，商業
部長，経理部長は地区本部長がトラスト本部
会の承認を得て，任命する．トラスト本部会
は鉱山地区本部に統制数字を与え，その範囲
内で管理部は独自に資本活動計画を作成す
る．調達は管理部の注文方式で行う１８６）．
だが鉱山地区本部の働き手だけでなく，場
合によっては鉱山地区本部長自身も改組の意
義を理解しておらず，工業財務計画や改組の
破綻の恐れや綻びのエレメントを過小評価し
ている．鉱山地区本部にはトラスト供給部を
通ずる納入者との注文によって資材や設備が
供給されるが，１９２７／２８年度，建設資材注文
の主要部分が入手できたのは建設資材市場が
最も逼迫している第３四半期待つから第４四
半期初めであった．これはノーマルな活動を
妨げた．財務面でもトラストが計画をぎりぎ
りの所で作成するため，鉱山地区本部の原価
上昇をカヴァーできない．経営カードルの不
足も深刻であった１８７）．
また相変わらず鉱山地区本部は下位生産単
位である炭坑を「管理」している．鉱山地区
本部と炭坑の機構上のパラレリズムもなく
なっていない１８８）．こうして「当初，［改組］
計画は厳格な分権化原理で構築されたが，そ
の後，集権化の方向に大きく舵を切っ
た」１８９）．
南部鉄鋼トラストは既述のように比較的早
く工場のホズラスチョット移行を実施したは
１６３
ずなのだが，やはりその成果は芳しいもので
はない．やや詳しく見てみよう．
そのルィコフ名称工場（ドンバスのエナキ
エヴォ）は統制数字作成の活動を２７年３月か
ら開始し，４月１日には終わり，審議のため
トラストに提出した．トラスト本部会は第１
ヴァリアントを承認せず，製造高引上げを要
求した．
４月末，工場は本部会に製造高２０，９１３千
ルーブリの新たな統制数字ヴァリアントを提
出した．トラストはこのヴァリアントを承認
した．
７月半ば工場は統制数字に基づいて年次工
業財務計画を作成し，本部会に承認のため提
出した．本部会はこの計画を承認せず，その
引上げを要求した．同時に工場に対し計画で
予定された生産的投資の引下げを提案してき
た．その場合，計画引上げと生産的投資ノル
マ引下げの根拠は示されなかった．
２７年７月２２日，工場はトラストの全ての要
求を考慮して新しい計画を作成し，トラスト
に送った．それにも拘らず，８月初めに工場
はトラストから工業財務計画の最終ヴァリア
ントに多くの修正を加える命令を受取った．
その数日後には更に本部会はそれまでの修正
を変更し生産計画を２４，５２７千ルーブリに引上
げる命令を送ってきた．
工場管理部はそうした手続き渋滞や際限の
ない計画修正に異議を唱え始めた．計画は改
定されず，２７年８月から２８年２月までの全期
間，工業財務計画構築のための基本点の最終
確認をめぐりトラストとの往復文書や協議会
が続いた．この期間中にトラストは工場に生
産バランスの新たなヴァリアントを提案し
た．これは多くの誤りのため工場は遂行でき
なかった．
２８年１月半ば修正された生産バランスに基
づいて工場は３０，１３６千ルーブリ（ネット）の
新しい工業財務計画ヴァリアントを作成し，
南部鉄鋼トラストに送付した．２月末，トラ
ストから最終ヴァリアントより３％原価を引
下げる新たな基準に基づいて工業財務計画を
作り直す命令を受取った．
こうして工場は２７年３月から２８年３月まで
工業工場計画なしで活動している．このこと
は生産に悪影響をもたらす１９０）．
この記事については南部鉄鋼トラスト本部
会 議 長 S．ビ ル マ ン は Ekonomicheskaia
zhizn'編集部への書簡で事実を認めている．
ビルマンは最高国民経済会議への報告書にお
いてトラストの１９２７／２８年度工業財務計画の
作成と処理の経緯説明を行った．トラストの
企業の独立採算性移行前には工業財務計画は
企業の積極的参加なしにトラスト本部機構が
直接，作成していた．独立採算性移行後，１２
工場は計画作成に２ヶ月掛かり，トラストが
それらを審理し，集計するのにやはり２ヶ
月，最高国民経済会議機構がそれを審理する
のに，本部で審議するのと同じ時間を要す
る．
［２７年］２月末，南部鉄鋼トラスト本部機
構は１９２７／２８年度の工業財務計画の作成に着
手し，その１２企業の工業財務計画の集計は８
月末に終わった．それに基づき，工場に暫定
的な工業財務計画が与えられた．その場合，
トラスト本部会は資本活動やその融資規模に
ついてこれらの計画がよって立つ前提が正し
いという確信はない．
この時点から中央に提出すべき工業財務計
画の基になる最高国民経済会議の統制数字の
手続渋滞が始まった．それら統制数字を文字
通り，１日千秋の思いで待ち望んだ．
やっと１０月２２日，つまり業務年度の最初の
月も下旬になって正式の統制数字を受取っ
た．それから全力を挙げ，急いで工業財務計
画の作り直しを行い，１１月１０日に南部鉄鋼ト
１６４
ラスト本部会は正式の工業財務計画を提出し
た．ここから計画処理の最も苦難の時期が始
まる．金属総管理局の各部が最高国民経済会
議代表者の下，この計画の審議に着手する．
これらのフォーマットでは予見されない問題
が浴びせられる．
南部鉄鋼トラスト幹部のモスクワへの『移
住』が始まる．『諸問題に答える』ため南部
鉄鋼トラストの機構のほとんど全ての指導的
働き手が順次，モスクワに行かねばならな
かった．平均して１ヶ月間にトラスト本部の
１４－１５人の働き手，主に部長がモスクワに滞
在した．これら働き手の出張の直接的費用だ
けで８千ルーブリ掛かる．
最高国民経済会議，金属総管理局，財務人
民委員部の官吏は文字通り競って次々に新し
い問題を出してきた．メトプラン（金属計画
部）自身や小委員会の新しい会議のたびに
次々と『解明さるべき』新たなモーメントが
登場する．当座修理への補助材料支出を
０．７５％減らすか０．５０％減らすかで激論が交わ
される．トラストは丸１年，工業財務計画作
成に係わり，丸１年計画なしで活動すると
いっても過言ではない．
こうした困難の原因としてビルマンは次の
６点を挙げている．①信頼の原理の全き欠
如，②そもそも計画について誤った理解があ
る．計画が概算的な予測ではなく，［厳密
な］数学的課題とみなされる．③フォーマッ
トの膨張，審議の官僚主義的手続き，こうし
た複雑な書式ですら予見できない追加的問題
の多いこと，④計画承認の遅れ，⑤業務年度
に限った計画作成，⑥融資計画の系統的な不
履行，遂行されたとしても遅れて定められて
いる．企業を指導する経営者は計画に『保険
的』予備を忍び込ませようとし，上部機関は
これら予備を取り上げようとする１９１）．
ハリコフの B．バンクメンコは労農監督部
の 最 近 の ト ラ ス ト 工 場 調 査 に 基 づ き
Torgovo-promyshlennaia gazeta 編集部に実
状を書き送ってきた．
工場との相互関係についてトラスト本部会
は本格的なホズラスチョットの正しい方針を
立てた．実際には真のホズラスチョット実施
のためにトラストの宣言や回状以外には何も
なされなかった．個々の工場のために流動資
本の大きさをきちんと定めたことを除き．
工場とトラストの相互関係においては依然
旧来のシステムに特徴的なモーメント―工場
の管理権能への細かな干渉―が支配的であっ
た．販売や供給面では一層の歪みがみられ
る．工場の取引相手としてトラストにより組
織された調達コントーラは事実上，契約義務
の責任を負わず，調達コントーラを通さず供
給され，工場財政の負担となる．調達コン
トーラは工場に与えた損失に対しても物質的
な責任を負わず，工場にとり有利な条件で供
給を組織する誘因を失っている．現実の工場
の生産高［計算］はそれらの承認後１年の間
に何度もトラストにより作り直される．１９２６
／２７年度と１９２７／２８年度の生産課題は５回か
ら１２回変更された．その結果，工場は生産の
合理的組織化に必要な確定的計画枠をもた
ず，生産の最終結果に対し責任を感じない．
工場の経営上の独立性拡大指令の最たる違
反はトラストが定めた生産報告システムにみ
られる．この部面で本部会の役割は工場の活
動を逐一細かく且つ不必要に後見するものと
なる．［工場のトラストに対する］原価計算
報告の数はむしろ膨れ上がった（１９２５／２６年
度，１７３，１９２６／２７年度，１９９，１９２７／２８年
度，２３４）．その量は圧延職場だけで１１２ヶ月
の原価計算であり，しかも１ヶ月の原価計算
４部だけで１プードを超える．
資本建設の面では逆行的な工場の権能の圧
縮がみられる．全ての活動について中小の資
１６５
本修理も含め（その額とは係わりなく），項
目リストを承認のため本部会に提出する．
従って工場に付与されたトラストに承認のた
め項目リストを提出することなく資本修理を
行う権利は実現されていない．
資本活動の計画化自身の不安定性もある．
例えば，ルィコフコンビナートについて資本
建設計画は１９２６／２７年度中に１２回変更され，
最終的に承認されたのはやっと年度が終わっ
てからである．１９２７／２８年度もルィコフ工場
について上半期中に８度作り直され，２８年４
月末になっても仕上げられていなかった．マ
リウーポリ工場も同様であった．
設計面ではトラストの役割は工場の作業計
画の変更や修正なしに承認するだけに留ま
る．この活動面ではトラストからの技術的援
助はなく，事実上全く独立に活動した．輸入
設備の一部は工場に彼らの申請なしに，また
彼らの必要性や利用の技術的可能性を充分考
慮することなく（本部会のイニシアチヴで）
送られてきた．輸入設備の一部はその据付の
ために必要な設計図なしに届いた．
こうしたことの結果，２６年と２７年中にルィ
コフ工場のために受取った総額１，６７４千ルー
ブリのうち２８年４月までに利用されたのは
６％に過ぎない．残りの９４％は１年経っても
利用されないままである．
設計，資本建設，生産指導の面では［肝心
の］トラストからの工場への技術援助はな
く，他方，工場の細々とした口出しを行い，
意味もない詳細な報告で苦しめる．
工場管理部の個々の部署の任務の明確な区
分はなく，それらの責任の境界も曖昧で，経
営上の独立性も不充分である．各職場は予算
方式に移っておらず，まだ萌芽的段階であ
る．マリウーポリ工場でのみ職場は職場予算
に移行した．職場はまだ職場予算の枠内での
完全な経営上の独立性をもたない．職場予算
は今の所，確定計画枠でも，職場の生産課題
遂行に必要な資金の正確な予算でもない．工
場内計画化は職場の枠に留まり，職場内部の
構成部分の間の生産課題の配分までは深めら
れていない．それと関連して相変わらず生産
可能性の計算ミスがある．
職場のスタッフの任務は汎用的で，その責
任は明確化されていない．実際の仕事量を明
らかにするためのアンケートで一部の職場長
は原価の引下げは彼らの任務には入っていな
いと記した（！）．別の職場長たちは職場の
活動の技術係数改善や職場の製品の品質向上
は職場長のタスクには係わりないと考える．
機械技師長の任務の範囲は異なった専門知識
を要する多様な課題の総体である．つま
り，１つはエネルギー経営の指導であり，熱
工学担当者，機械技師，電気技手の狭い専門
を必要とし，１つは修理活動の管理であり，
生産工程の知識の他，建設の専門知識を要す
る．その結果，修理‐機械職場の活動調節の
主たる課題を犠牲にして生産の様々な分野に
関心を分散させることになった．
合理化活動は工場では３つの基本的な細胞
によって提起される．すなわちオルグビュー
ロー，熱工学ビューロー，賃率‐ノルマ化
ビューローである．これらの活動は互いに結
びついていない．オルグビューローは管理技
術の狭い分野で活動し，生産合理化問題には
係わりない．熱工学ビューローはエネルギー
経営面の実状を確認する標本調査を行うが，
それらの現象の基礎にある要因の解明まで深
めることはない．技術的ノルマ化は現実に生
起した主に紛争性格の個別的問題の解決に追
われている．賃率‐ノルマ化ビューローの活
動の重点は製造ノルマによって裏付けられて
いない出来高評価の設定にある．実際のノル
マ設定は『目分量』または（良くても）マス
チェールや職場評価係りの経験に基づいて行
１６６
われた．合理化の名目で更新的な通常の修理
活動のような活動が行われ，報告では合理化
の成果とされた．合理化の指標は曖昧であ
る．工場には詳細な報告の仕事が負わせられ
るが，トラストの機構はその分析から何ら実
践的結論を引き出せない１９２）．
これには S．ビルマン（トラスト長）の弁
明がある．バンクメンコはこの２年間の南部
鉄鋼トラストにおける工場管理部の活動のシ
ステムやそれらの活動への態度，企業とトラ
ストの相互関係の変化を看過している．
実際，ウクライナ共和国労農監督人民委員
代理マイオロフは正式の会議の場で南部鉄鋼
トラストは自己の企業のホズラスチョットへ
の移行について大きな活動を行った，と発言
している．１９２６／２７年度より南部鉄鋼トラス
トの企業は独自に自己の工業財務計画を作成
し，それらを承認のため本部会に提出してい
る．優れた計画がすぐ出来るわけではない
が．すでに南部鉄鋼トラストの工業財務計画
は企業が作成し，本部会が点検した独自の工
業財務計画の集計である．こうしてトラスト
は初めて１９２６／２７年度に多かれ少なかれ現実
的な工業財務計画を作成した．これは１０％超
過達成された（前年の生産計画は１５％未達
成）．１９２７／２８年度の生産計画は正確化し，
上半期は１０２％遂行した．
決済上の相互関係も前進した．１９２６／２７年
度までは企業に対しそれらの生産物やそれら
の実現とは全く関係なく，貨幣や資材が交付
された．本部会は毎月，何らかの抽象的予算
を作成し，企業に送った．当然のように実際
とは合わない．供給部が存在し，自己の裁量
で合わせて１６，０００品目の資材の供給計画を作
成した．この分野で決定的要因は企業が毎日
のようにあれこれの資材，もしくは資金が至
急送られなければ休止の虞があると訴えるヒ
ステリックな電報であった．
改革後は企業と本部会との相互関係は次の
ように調節される．年次工業財務計画のほか
にトラスト本部商業管理部は各四半期の開始
前に企業と四半期中に必要とされ且つ発送可
能な製品とそれらの現金及び資材による決済
方法を交渉する．現金については各月の開始
前にこうして締結された協定の枠内で各企業
に相応の銀行支部で信用状が開設され，その
信用状の範囲で企業は１ヶ月間自由に貨幣を
受取ることが出来る．
資材による決済の場合は企業に対し相当額
のクレジットが企業の裁量により新設のコン
トーラまたはモスクワ代表部，あるいは冶金
シンジケートの調達機構ないしはその他の組
織において開設される．調達コントーラはそ
こに商業管理部により開設され，企業との協
定のより約定された企業のクレジットに基づ
いてクレジットの範囲で企業の注文を引受
け，遂行する．注文の妥当性や物財在庫の状
態については全面的に企業が責任を負う．
ここで本部商業管理部は企業の上部機関で
はなく，企業との商業業務を行う一種の銀行
またはシンジケートであり，それ自身が独自
のバランス，報告，流動資産をもち，完全に
ホズラスチョットで活動する．これが調達コ
ントーラを監督する．
計画について頻繁な変更があったという
が，ホズラスチョット規程は２６年６月に作成
され，やっとその後に工業財務計画の第１案
作成に着手した．それには３ヶ月は掛かる．
けれどもトラストは９月初めに金属総管理局
に自己の工業財務計画を提出せねばならな
かった．だから本部会は企業の工業財務計画
を受取る前に見込みデータに基づいて全体の
工業財務計画を作成し，提出せねばならな
かった．企業の工業財務計画を作り変えねば
ならなかったが，それは多くの不正確さによ
る修正だけでなく，トラストの工業財務計画
１６７
が金属総管理局において受けた改作の結果で
もある．
その場合，企業の生産計画もそれらの融資
計画もトラスト本部会は一度も変更していな
い．自分ではまだ最終的な工業財務計画を
持っていなかったにも拘らず．変ったのは原
価引下げの課題（これはやっと第２四半期に
受取った）や管理費用引下げ課題及び資本活
動計画だけである．
資本活動計画は工業財務計画承認後の６月
に，クイビィシェフの訪問後，拡張された．
その時に独立採算化により１５百万ルーブリの
内部資金源を動員できることが判った．
１９２７／２８年度には企業はすでに２７年７月に
工業財務計画を提出し，本部会の暫定的承認
を得た．けれどもトラスト本部会は２７年１０月
２２日になって中央から統制数字を受取った．
これらに基づいて企業の計画に幾分の修正を
せねばならなかった．その場合，生産課題は
まったく変更されていない．変更されたのは
やはり原価削減の課題のみであり，それに伴
う自己蓄積の課題である．これら統制数字に
基づくトラストの工業財務計画は中央で審議
され，そこで新たな変更をうけた（原価の引
下げ幅は６．５％から８％に変った）．そこでト
ラスト本部会は再度，企業の工業財務計画の
この部分の変更を余儀なくされた．
トラストの資本活動計画については上半期
中に上からの削減を受けた．ところが４月初
めに人民委員会議決定により操業企業につい
て１６百万ルーブリ引上げられた．
生産課題については四半期ごとに生産可能
性や市場の需要に応じて修正される．資本活
動計画も四半期ごとに修正される．最高国民
経済会議が承認する工業財務計画は四半期別
に区分されていない．その資金源の１つは国
家融資（１９２７／２８年度は南部鉄鋼トラストに
対し７８百万ルーブリ）であるが，その動向に
資本活動も依存する．
ホズラスチョットへの即時の移行は難し
い．改革は一歩一歩行わざるを得ない．２６年
１０月１日よりホズラスチョットの中間的形態
が導入された．これは製品に対し工場の営業
原価（つまり償却費は除く）＋利潤で支払
う．償却控除は本部に入金し，それらから中
央フォンドを創設し，国家融資と合わせて，
個別に資本活動に資金を交付する．
２７年１０月１日よりホズラスチョットは深化
し，製品の支払いは全販売価額により行われ
る．利潤や償却控除は工場管理部に入金す
る．それらが承認された資本活動量をカ
ヴァー出来るかどうかに応じて，企業には補
助金が交付されたり，控除の一定額が引取ら
れる．輸入設備についてはその大部分の注文
はホズラスチョットへの移行前に行われた．
職場の予算制については５工場で移行し，
または移行に着手した．残りの工場では準備
活動中である．何もしていないわけでない．
実際にトラストの活動は成果がある．１９２７
／２８年度上半期の生産計画は１０２％遂行し，
原価も７％引下げた．トラストの機構も企業
のホズラスチョット移行前にスタッフは９４５
人であったが調達コントーラも含め５８２人に
減った１９３）．問題は過渡的困難を別とすれば
主に国家機関の側にあるというわけだ．
B．バンクメンコはビルマンへの再反論を
試みる．依然としてトラストによる工場の細
かな後見や工場の管理権能への干渉が支配的
である．例えば，細部に亘る報告の要求があ
る．またトラストにおける計画化のあり方も
合理的でなく，ホズラスチョットにそぐわな
い．ビルマンはトラストの計画は「企業が独
自に作成した工業財務計画の集計」という
が，１９２７／２８年度の計画は工場の計算に基づ
いていない．蓋し，工業財務計画作成の最終
的指令（２７年５月２１日）は統制数字準備のそ
１６８
れまでの活動とは全く関係なく与えられたの
である．１９２７／２８年度の計画では統制数字と
工業財務計画とは乖離していた．結局１９２７／
２８年度の工業財務計画は全く企業の参加なし
に作成された１９４）．
事実は定かではないが，意思疎通を欠き，
ホズラスチョットへの移行が極めて困難で
あったことはよく判る．
トラスト本部会の加盟工場への書簡による
と２８年前半に「憂慮すべき兆候」が現出す
る．生産低下と同時に就業労働者数が増加し
たり，原材料在庫水準が高止まりする．工業
財務計画により資本活動向け資金は全額交付
されたが，資本活動そのものは計画課題を下
回った．設備の故障が頻発している．これは
老朽化だけではなく，ぞんざいな扱いも影響
している．労働規律の低下も顕著である１９５）．
砂糖トラストでは２６年半ばトラスト本部会
で管理機構改組案が作成されるが，その基本
的方向は下位生産単位への権限委譲である．
トラスト議長のカルマノヴィチによると従来
の管理機構の集権制の下では工場は細かくト
ラスト支部により干渉され，工場指導部は単
なる執事に転化している．その結果，工場倉
庫の原材料滞貨や燃料，労働力の浪費，修
理・建設その他への無分別な資金支出が生じ
た．工場には最大限の権限を付与し，同時に
最大限の責任を負わすべきである．支部には
主にコントロールと監督の機能を留保し，本
部は生産面では計画‐復興機能のみを残し，
販売，財務は集中すべきである１９６）．
この案は労農監督人民委員部の肝いりであ
る．トラスト地方機関の独立性や責任性を高
めると共に本部，支部，支店の大幅な人員削
減を要求した１９７）．
トラスト本部会の規程案は２６年７月２２日の
食品工業管理部会議や７月３１日の砂糖トラス
ト技師‐技手評議会の委員会において批判を
受けた．「トラスト本部が全連邦トラストの
中央機関である以上，その任務の本質からし
て経常的な経営‐技術及び生産‐業務機能の
一定の最低限を外すことはできない」とい
う１９８）．
改組問題は２６年９月下旬の砂糖労組全連邦
代表者会議でも議論された．トラスト議長は
改めて集権的管理体制の欠陥を指摘した．工
場の権限・責任が乏しいため倹約カンパニア
も歪なものになり易い．例えば，ある工場は
錫鍍金工が亡くなった際に新規採用しないこ
とによって節約した．あるいは化学者を解雇
した後，その化学者を日雇いとして採用した
こともある．
現在の機構には上から下まで官僚主義的な
計画化が存在する．計画，予算その他は各級
機関（支部から本部，最高国民経済会議の５
つの各級機関，ゴスプラン，労働国防会議ま
で）により点検され，特殊な『削減欲』が蔓
延している．つまり，全ての数字は各機関に
より削られた．その結果，活動は計画にも，
予算にもよらず行われる．それ故，原材料や
資金の申請は削減を見越して過大に行われ，
原材料滞貨や資金の浪費を齎す．トラスト議
長は管理機構の根本的改組を訴えた．最高国
民経済会議議長もその主張に完全に同意し
た．
討議では技師‐技手評議会中央ビューロー
がこの改組案を時期尚早と主張した以外はほ
とんどの参加者がトラストの改組方針を支持
した１９９）．
２６年１０月の砂糖トラスト本部会と支部長合
同会議では改組案の基本規程は全体として承
認されたが，工場への資材供給方式は論争問
題となった．一部の発言者は工場への供給円
滑化のため中央供給部の存続，従って中央集
中方式を必要と考えたが，反対も多かった．
１６９
また工場管理のコレギアシステム廃止も幾
分，疑問が呈せられたが参加者の大部分は改
組案の単独責任制を支持した２００）．
資材供給については現行の供給方式を維持
しつつそれを工場に近づけることが決定され
た．つまり，支部毎に供給基地が組織され，
工場が余分な在庫を持たず必要な量と品目の
資材を受取れるようにする．その場合中央集
中的調達資材は依然，トラストが供給し，分
散的調達資材は工場が通常の商業方式で供給
基地に注文する．一部資材は工場が現地市場
で調達する２０１）．
２７年２月２３日最高国民経済会議議長代理承
認の砂糖トラスト管理の新規程は次のようで
ある．まず砂糖企業は完結的且つ独立の管
理‐生産及び報告単位であり，下位生産細胞
たる本来の工場（粗糖工場や精糖工場など）
と農場，補助企業から構成される．それら企
業は地域的に支部に統合され，方面管理体制
がとられる．モスクワのトラスト本部は依然
として全連邦の砂糖工業管理の中央機構であ
り，それらの計画指導，一般的業務指導，確
定注文に基づく工場への生産財供給の組織
化，製品の中央集中的販売，トラストの全資
本の管理その他が委ねられる．支部長はトラ
スト本部会により任免され，彼らに手交され
た委任状及び工業財務計画の枠内で独立に活
動する．支部は直接にそのテリトリーにある
企業の活動を指導する．企業長は支部により
任命され，単独責任方式で企業を管理する．
企業長は全ての生産に対する指導，監督を任
務とするが，業務活動そのものは直属の技術
指導者たる工場長，農場長その他が行う．工
場管理部には承認された予算に対し達成しえ
た節約分の一部が留保される．その資金は生
産機械化，合理化及び労働者の福利厚生に支
出されうる．控除の比率は最高国民経済会議
承認のうえ，トラストが特別訓令で定め
る２０２）．
しかし所期の成果は収められなかったよう
だ．労農監督人民委員部調査グループの報告
によれば，砂糖トラストの企業には経営上の
独立性は与えられなかった．最高国民経済会
議機関はその配分機能に立ち入った後見や介
入を行った．トラスト支部は本部からの遠心
的傾向を示し，企業に近い生産管理部の代わ
りに『半トラスト』となった．同時に企業の
イニシアチヴや自立性を抑えつけた．労農監
督人民委員部コレギアは支部の権限の一部を
企業に移し，トラスト本部による企業の指導
を強化することを求めた２０３）．
２８年５月上旬の砂糖工場管理者協議会でト
ラスト本部会議長アダモヴィチは改組方針を
纏める．「基本的業務‐生産機能はトラスト
本部が実現し，新トラスト規程を積極的に実
施する」．工場管理者の技術‐業務上の権
限・責任を高め（例えば，修理向けクレジッ
トの処分権をもつ），トラスト支部は工場に
密着したトラストの指導機構となる２０４）．こ
れもかけ声倒れに終った．
このように下位生産単位のホズラスチョッ
ト移行は進捗しなかった．
では不履行の原因はどこにあるのか．
P．ドルジニンによれば客体的原因と主体
的原因がある．まずは製品市場や原料市場の
不安定性による所が大きい．トラストは引き
受けた義務を遂行できない．価格でも期限に
ついても，注文－出荷命令についてもそうで
ある．企業も全く同様の状況に置かれてお
り，その所為で生産計画が遂行できないこと
もある．そうした場合，全ての責は工場長が
負う．それ故，権利をもっと少なく，責任も
もっと少なくというスローガンが出てくるの
も止むをえない，と一定の理解を示す．だ
が，それだけではない．トラスト指導者の間
１７０
ではなお工場長の実務能力に対する不信感が
払拭されていない．無論，自己の権利を行使
できない工場長にも責任はある．昨日は工場
長が企業の行政的管理に甘んじていたとすれ
ば，今日は指導が必要となり，明日は専門家
の報告を鵜呑みにせず，企業で何が行われて
いるかを自ら分析し，場合によっては専門家
の提案を批判的に点検し，修正する能力が要
求されるのである２０５）．それこそが真のホズ
ラスチョット実施に必要なエレメントであっ
たに違いない．
労農監督人民委員部は主体的要因を強調す
る．トラスト規程が実施されない基本的原因
は最高国民経済会議がその実施の監督に充分
積極的でないためである．最高国民経済会議
はこれまで決定実施の点検・調査を一度も行
わなかった．トラストは新規程実施を避けて
いるし，工場からも新規程で与えられた権限
の委譲を積極的にトラストに求めない．労働
者大衆だけでなく工場やトラストの指導的勤
務員ですらしばしばトラスト新規程の内容を
知らない．時にはその存在自身にすら気がつ
かなかった２０６）．
Ia．ヤコブレフによれば多くの場合，トラ
ストの長は工場についての一連の特権や何ら
かの権限（これらは新しい法律が彼らから剥
ぎ取る）を手放したくないトラストの技術者
に取り込まれている［言いなりになってい
る］２０７）．
労農監督部によるとトラストの異常な保守
主義や惰性から規程を実施したがらない．労
農監督人民委員部コレギアでのこの問題の審
議において（グロスマン報告）トラスト指導
者は異口同音に現行法規を『どうこう言う』
つもりはないが，彼らの工業部門の特殊性か
らして実施できないという．
トラスト代表者によっては技術者の任免権
を工場に委譲することは『とんでもないこと
だ』と言い放つ者がいる．別の者は工場長自
身が上からのスペツ任命に反対しないし，今
のままでよい，と言っているという．実際，
大量的トラスト布告不履行があるにも拘ら
ず，企業長がそれを労農監督人民委員部に訴
えてきた例はない２０８）．
だから工場長自身にも問題はある．
中央陶磁器トラストの工場は何らかの問題
の解決に際しトラストに責任を取らせようと
する．多くの場合，工場は技術的アドバイス
や助成を必要としているというよりは単にあ
れこれの新機軸に対する責任を免れようとし
ている．工場の鉱業部門で分業措置を実施せ
ねばならなかった時にトラスト代表は個人的
に工場に出かけて自分で実施せねばならな
かった．工場には独自にこの課題を遂行しう
る有資格技術者がいたにも拘らず．企業及び
ことにその技術者が責任を引き受けるのを避
けるからである．工場に付与された権限は完
全に行使されていない（本部会議長 I．S．
ビャルコフスキー談）２０９）．
非鉄トラスト本部会議長 T．A．ゲナーク
によれば企業のホズラスチョットヘの移行規
程はすでに前年，トラスト本部会と企業長が
承認したにも拘らず，まだ完全には実施され
ていない．基本原因は工場管理部自身がこの
方向性で充分積極的に活動せず，少なくとも
今までの所その実施を特に急いではいない所
にある．これまで工場管理部は年次工業財務
計画作成や四半期計画の作成，提出において
全く惰性的であった．彼らは四半期計画をあ
らゆる景況の変化を考慮して作成しなかっ
た．間題はごく単純に処理された．年次計画
が４つに分けられたのである．第３四半期か
らやっとトラスト本部会の主張により工場は
四半期工業財務計画を立て，本部会の審議，
承認のため提出されるようになった．
企業のホズラスチョットヘの移行の不可欠
１７１
な部分の１つは職場の独自の予算への移行で
ある．少なくとも四半期毎に生産課題，労働
者数，賃金，原価その他を定める．だがそれ
は実施されなかった．下半期から実施に着手
した．
外部からの製品注文受け入れや調達業務に
おける企業の権限については非鉄工業の特殊
な条件を考慮すべきである．原料は大部分輸
入品であり，トラストヘ集中する必要があ
る．金属バランスを壊さないように外部から
の注文受入れは禁止される．補助材料供給は
工場が独自に行いうる．場合によってはトラ
ストの調達部のサーヴィスに頼る．他の面で
は企業のホズラスチョット移行布告は．実現
している，という２１０）．
一部では成果もあったようだ．「国営電機
トラストや北部化学トラストでは最高国民経
済会議の模範規程公布を俟たずに布告の実施
に着手した．なお上記規程からの重大な逸脱
もあったが（これらは後に正された），大事
なのは始めたということだ．これらのトラス
トではすでに注文‐支給命令書 nariad のシ
ステムが実施され始めた．労働問題において
は企業に完全な独立性が与えられた．ノルマ
や評価の設定，内規，労働者発明者へのプレ
ミアム等々の面ではなんらトラストからの後
見は感じられない．
注文‐支給命令書のシステムの導入にあた
り，両トラストは自己の企業に確定課題を与
えた．そこでトラストへの製品引渡し条件，
トラストによる供給，融資の方式を規定し
た．予算原価に対する節約の一部は規程に
従って企業に留保され，生産合理化に使われ
る．この節約分の支出の目的や手続きに関す
る労働国防会議訓令がないにも拘らず，北部
化学トラストはすでに第１四半期の入金分を
自己の２企業に交付した．これらにより生産
活動改善，合理化活動活発化，古い作業方法
見直し，現場のイニシアチヴ発揮が可能と
なった．企業の責任性明確化により労働規律
が向上し，労働者の工場の生産への参加意識
が高まった」．
［やれば出来る］．だから経営者が不履行
を何か別の要因の所為にするのは「官僚主義
的言い訳」に過ぎないと Ia．ヤコブレフは
断罪した２１１）．
とはいえその国営電機トラストでも問題な
しとしない．
ここでは工場とトラストは契約関係にあ
り，工場は計画に従って然るべき品質の製品
を生産する義務を負う．トラストは工場に必
要な流動資金を計上し，価格は経済年度の初
めに工場に発注する際に約定される．工場へ
の供給はトラストが工場との契約によっての
み，工場と合意された価格により行う．これ
らは事実上，既に実行されている．但し，賃
金の期限通りの支給についてはトラストに責
任がある．トラストは工場に対しこの義務を
引き受けることを提案したが，工場は全てこ
の責任を引き受けることを憂慮した．
供給面でも大幅に分権化が行われた．トラ
ストには輸入商品と大口の原料調達のみが残
された．次年度は金属や燃料も含めてそうし
た物資の品目は更に削減された．だがその実
行は多くの困難を伴う．ドンウーゴリは個々
の企業との契約締結に反対する．トラストと
取引関係をもつのを望み，それと総体契約を
締結した．工場は自分の供給機構の弱体性を
理由にトラストの供給機構のサーヴィスを利
用する方を望む．工場への流動資金計上も不
充分であった．トラストで工場に対し当座勘
定を開設することが予定されており，製品引
渡しに応じて資金を受取ることになってい
た．流動資金が少なく，またトラストの財務
も逼迫している場合，工場への手形振出権付
１７２
与は大きな困難をもたらす．わずかでも各工
場のリミットを超過すれば全体としては大き
な額となり，トラスト全体の財務に影響し，
計画の破綻にも がる．国営電機トラストは
今の所は最大工場の一つで手形振出しを行っ
ている．うまくいけば他の工場にもこの試み
を拡げる心積もりではいる２１２）．
だが２８年１０月末に開催された国営電機トラ
スト生産代表者会議では電気総管理局やトラ
ストへの批判が相次いだ．ディナモ工場は工
場専門化計画により市電用モーター月産２００
台の課題が与えられたが，それだけの市場は
ない．またトラストはディナモ工場と『エレ
クトロシーラ』工場（いずれもレニングラー
ド）での変圧器生産を中止し，『エレクトロ
ザボード』（モスクワ）に集中した．だがレ
ニングラードの工場の方が経験豊富でコスト
も低い．モスクワ電線工場ではトラスト本部
会の命令により針金部門のための新しい棟の
建設が開始された．だが建物が完全に完成し
てから，本部会は新しい棟が別の職場のため
に必要であったことに気づいた．その結果，
建物は壊され，新たに建て直された２１３）．どっ
ちもどっち，という所か．
もう一つ別の問題がある．モスクワガラス
陶磁器トラストによればトラストが黒字企業
も赤字企業も抱える以上，後者の活動はかな
りはトラストの資金提供によって支えられ
る．もし工場がホズラスチョットに移行すれ
ば黒字企業はその利潤を赤字企業に振り向け
ることに同意しないであろうから，それを援
助する別の形態を見出さねばならない２１４）．
これは先の統合化の論理と絡んで，中々重大
な問題を孕んでいる．
シンジケートとトラストの関係も影響す
る．
第２綿トラストの工場は２８年１０月１日から
完全なホズラスチョットに移行する運びと
なった．だがその点でトラストにおいて重大
な懸念が生じている．問題はトラストと繊維
シンジケートの間の不正常な相互関係にあ
る．シンジケートと繊維総管理局の統合後，
トラストはホズラスチョット組織から財政依
存型組織に転化しているかのような状況が生
み出された．シンジケートは毎月，トラスト
の予算や信用計画を工場毎のそれすら含め収
支の細かな項目を，詳しく立ち入り審議す
る．その場合，クレジットの削減は主にトラ
スト毎に工場による独自の資金支出を抑える
ことによって行う．他方，工場やトラストの
シンジケート自身への支払いはまず減らされ
ない．工場の業務上の独立性はシンジケート
からのコントロールや企業が独自に支出でき
る資金の絶えざる削減により大きく制限され
る．例えば，第４四半期にトラストはシンジ
ケートに予算を提出したが，物財供給面の工
場の独立の支出は約４００千ルーブリであっ
た．これはシンジケートを通して中央集中的
に供給されない物資を工場が購入するための
資金であり，それも最低限度額であった．し
かしシンジケートはこれを６千ルーブリ未満
に抑えた２１５）．
中央陶磁器トラストでもプロダシリカート
が協同組合と取引する限り，トラストにはど
の工場がどんな製品を製造すべきか分から
ず，企業のホズラスチョットへの移行を妨げ
ているという２１６）．
最高国民経済会議や労農監督人民委員部は
この状況に苛立つ．
２８年５月１１日の最高国民経済会議命令は多
くのトラストがなお２７年６月２９日のトラスト
法や２７年１０月４日回章の求めたことを実行し
ていないため，全ての連邦トラストに対し直
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ちに傘下の生産企業規程を作成し，承認する
こと，総管理局に対しトラストが規程実施の
措置を採るよう指導すること，及び総監査部
が調査に際し本命令の遂行の程度を点検する
ことを勧告した２１７）．
２８年５月２１日の労農監督人民委員部及び最
高国民経済会議決定は既に見た第１羊毛トラ
スト，第１及び第２綿トラストの調査に基づ
いてこれらトラストに対し直ちにトラスト規
程その他が工場に付与した工場の権限を制限
する全てのトラスト本部会及び各部の回状や
命令を廃棄し，新規程を１０月１日から実施す
べく準備に取り掛かることを勧告した２１８）．
労農監督人民委員部はこうした決定が布告
を遂行しないトラストに対する最後通告と考
え，今後布告不履行が判明したら問題を司法
機関に移すことを調査グループ指導者グロス
マンに提案した．
更に労農監督人民委員部コレギアは最高国
民経済会議幹部会に２５のトラストを名指しし
て，本部会議長に対しトラスト規程や２７年１０
月４日付け最高国民経済会議命令を遂行しな
いことは絶対許容できない旨指示することを
勧告した．
また工場の生産協議会に対し全ソ労働組合
中央評議会及び労農監督人民委員部名で特別
書簡を出し，企業でのトラスト布告実施に関
する問題の詳細な検討の必要性と法律違反の
ケースは全て遅滞なく労農監督部に通知する
よう訴えることを決定した２１９）．
労組中央もこの点で協力を約束した．トラ
ストの中央集権は企業における労組活動を妨
げると考えた２２０）．労使の関係に楔を入れた
形になる．
これを受けて２８年７月２０日の最高国民経済
会議命令はトラスト関連法規や企業の模範規
程の早急の実施を断固として要求した．実施
を引き延ばすものは容赦なく処罰する．実施
上，上級指導者（本部会議長）の責任性も強
化する．解任や裁判も辞さない．不履行に対
しては労農監督部地方機関が調査する，と強
硬姿勢をみせる２２１）．経営者層への攻勢や政
策実施における最高国民経済会議と労農監督
部の連携が目立つ．
こうした威嚇は効果があったであろうか．
積極的にこの指令に応えたのは繊維シンジ
ケートであった．トラストに実施を勧告した
り，訓令を作成したり，経営者協議会を召集
しつまり，その訓令を審議して，トラストに
送付した．繊維トラストの中でいち早く新規
程に移行したのは第１綿トラストである．ト
ラスト本部会は工場長と任意原理に基づき双
務的契約を締結し，双方の権利・義務を定
め，各工場には月毎の手形リミットを決め
た．第２綿トラストも企業規程を作成し，工
場に送った．９月１日には次年度の出荷命
令‐注文を受取る．第３綿トラストも企業規
程を作成し，工場長に送り，工場長協議会で
全ての係争問題を最終的に調整する運びと
なった．
だがバラシンスキー工場長によればトラス
トは工場のホズラスチョットの移行に非常に
形式的な態度を採っているという．例えば，
トラストは工場には必要ないのに１５千トンの
泥炭を受取るよう提案してきた．単に泥炭場
に保管場所がないからである．
粗ラシャトラストや第１亜麻本部はなお及
び腰である．最高国民経済会議，労農監督人
民委員部，繊維シンジケートに対し，原料不
足や原価引下げの確固たる指令の下では工場
に独立性を与えることは出来ないという報告
書を送ってくる．シンジケートの執拗な要求
の後にやっと企業規程を提出したが，その中
味は大幅に後退していた．
モスクワ機械トラストも企業規程を作成し
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ていない．モスクワ国民経済会議から訓令が
送られてこないからだという２２２）．
モスクワ印刷トラストはモスクワの企業に
現金支払いの条件で製品実現権を与え，市外
企業には商業代表部の権利を与えた．モスク
ワ農産物加工トラストは工場に一定の流動資
本を与え，トラストの定めた範囲内での製品
実現権を付与した．予算外支出についてはト
ラストの許可を要する２２３）．アニリントラス
トは本部会と企業長との協議会において企業
長への委任状を承認した．企業長にはリミッ
ト内の手形振出権も与えられるが，振出の過
程自身はトラスト本部に委任される．建設活
動遂行手続きを定める権利は本部会に与えら
れる２２４）．他にもトラスト規程実施点検に関
する記事は多いが，グリゴリエフによれば実
際上はなお企業への上級機関からの過度の後
見がある．繊維工場はまだ不要な資産をたと
え小額のものであっても独自に処分する権限
を持たない．しかもトラストだけでなくシン
ジケートの許可も得なければならない．シン
ジケートはどんな条件で販売すべきかの指示
も出す２２５）．
レニングラードのトラストの大部分は企業
規程を作成した．但し，項目によっては模範
規程からかなり逸脱するものもあった．一部
トラストは工場に対し手形振出権や製品の独
立の実現権を拒否した．原料不足や計画活動
への支障を懸念した２２６）．
レニングラード繊維トラストは傘下工場に
１９２８年１０月１日からのトラストとの新しい相
互関係の移行に関する規程を送った．それに
よると工場長には大きな権限が付与され責任
を負わされる．工場長は５０千ルーブリまでの
手形を振出す権限をもち，事前の項目リスト
提出なしに中小規模の当座修理及び資本修理
を行いうる．新業務年度開始３ヶ月前までに
トラストは工場に次年度の生産の目標課題
（統制数字）を与え，工場はそれに基づき，
自己の生産可能性に踏まえて詳細な工業財務
計画と製品の予算原価を作成する．トラスト
は工場に注文‐出荷命令書を与え，そこに数
量，品質，品目構成，遂行及び引渡し期限を
定める．他方，トラストの方は原材料，燃料
の価格，品質，供給期限を定める．
トラストは工業財務計画を変更しうるが必
ず工場長と事前に審議せねばならない．現行
では工場の製品は実際の原価によりトラスト
に出荷するが，新業務年度からは予め定めら
れた価格によりトラストに出荷し，実際の原
価との差額の節約分は工場の資金となり自ら
の必要のために支出できる．工場管理部が引
き受けた義務は各個の職場に掛かってくる．
定められた予算原価からの乖離がどの生産工
程で生じたか，どんな原因かを正確に解明
し，相応の措置を採らねばならない２２７）．先
の R２a 型である．だが工場には販売権や製
品担保借入の権利は与えられていない．レニ
ングラードの主要トラストは一応工場のホズ
ラスチョットに移行するが，形式的である
か，販売や借入の権限は付与されないことが
多い２２８）．
A．ヴェルトマンによれば，いまもって企
業のホズラスチョット原理への移行は詰まる
所，企業への原材料『注文』（というよりは
トラストのインスピレーションで送られてく
る物を全て受取らなくても良い，というこ
と）及び次期工業財務計画を定める場合の
『意見をもつ』権利の付与に留まる．他の全
ては従来のままであり，工場を管理している
のはトラストである．ウクライナ農業機械ト
ラストはあえて１９２７／２８年度の工業財務計画
を全て工場の参加なしで作成した．現実問題
としては工場の要求でそれを修正せざるをえ
なかった．
これまでウクライナ共和国内の全てのトラ
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ストには技術－生産部があり，その課題は
『企業の生産活動の指導』である．輸入設備
はどこでも工場に通知せず注文される．ウク
ライナ農業機械トラストは国産設備も自己の
裁量で注文した．このトラストは工場がすで
に粉炭 を４０％燃 料 と し て 使 っ て い る の
に，２０％使う命令を出そうとした．南部鉄鋼
トラストの鉱業部は鉱山地区本部に天候，疫
病，採掘のあらゆる詳細について毎週報告す
ることを要求する．南部鉱業トラストは鉱石
洗浄装置の毎日の作動状態データを要求す
る，等々．
トラストの技術部は相変わらず彼らが工場
の技術面を指導すると考えている．現実は些
か違う．工場長は暗黙に自分の技師を通じて
企業の技術面の指導を掌握している．技術部
は依然，威圧的な問合せを行い，『改善』や
『規正化』その他の指示を出し続けている
（南部鉄鋼トラスト生産技術部指令の現場へ
の指示たる『具体化』については最も『際
立っている』）．
労働問題についても似たようなものであ
る．ウクライナ農業機械トラスト（ウクライ
ナ労農監督人民委員部の調査までは）や南部
鉄鋼トラストは現在まで企業から評価‐紛争
委員会の全てのプロトコールを要求してい
る．トラストの労働経済部はそれらを検討で
きるわけではないし，従って具体的状況を知
らないトラストの指示を工場が考慮するわけ
ではないが．南部鉄鋼トラストの労働経済部
はそもそも鉱山地区本部の計算（労働指標）
を無視し，工場は全く参加せずに『訂正して
いる』．南部鉱業トラスト労働経済部は鉱山
地区本部に春の到来と共に労働者居住区から
ごみを出すように勧告した（何故『春の到
来』の限定がつくのか）．事実上，R２b 型で
ある．
トラスト労働経済部の企業『指導』の空し
い努力と並んで下から団体協約や工業計画実
施問題における独立性確保の動きがある．南
部鉄鋼トラスト労働経済部は工場に対し報告
資料に記された欠陥をいかに匡すかの具体的
指示は１つも与えられない．労働経済部の働
き手は現場にはいかないで，現場の働き手を
指導する．
供給面でも同様である．
トラストは従来のように，企業に供給して
おり（南部鉄鋼トラストを除き），それが企
業に齎した欠損に対し何ら物質的責任を負わ
ない．これは明らかに２７年１０月４日の最高国
民経済会議の工業企業規程１５条の違反である
が，トラストは欠損に対する補償の権利を工
場に与えることに断乎異を唱え，より良き組
織を通じて調達する権利を工場に渡すことに
反対している（南部鉄鋼トラストの調達コン
トーラは１９２７／２８年度上半期に数万ルーブリ
の違約金を受取ったが，それらを工場に引渡
さなかった．ちなみに調達コントーラの前年
度の利益はトラストの商業管理部の収入と
なった）．
ウクライナ農業機械トラスト本部会議長で
ウクライナ共和国最高国民経済会議幹部会員
であるザルィヴァイコが農業機械工場への供
給の調達コントーラ創設提案は反ソヴェト的
だと嘯いた，のはいかにもというところだ．
ヴェルトマンはこうした事実からトラスト
の技術－生産部を解散し，トラストの活動は
技術指導，監督にとどめ，労働経済部も計
画，記録機能を除き，指導監督にとどめる，
トラストの本部は単一の強力な計画部となる
べき（生産，財務，労働，資本建設の計画化）
だと主張する２２９）．
２８年１０月の時点でモスクワ縫製トラスト，
レニングラード紙トラスト，国営電機トラス
ト，レニングラード繊維トラスト，モスクワ
皮革トラスト，中央陶磁器トラスト，油脂及
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び骨加工トラスト，ゴムザ，非鉄トラストの
工場，『鎌と槌』工場，『マルキスト』皮革工
場，ハリコフ電気工場，トリョフゴルナヤ織
物工場，『赤い納入者』皮革工場，モスクワ
昇降設備工場などでトラストと企業の契約関
係，財務面，調達面の自主性付与などで一定
の前進があったようだ．しかし，原材料供給
などの諸困難，不確実性が企業の計画活動を
妨げている．トラストはまた総管理局の業務
上の干渉を嘆く．もっとトラストの権限を拡
大せよという．そうでなければ企業にも権限
を委譲できない２３０）．
ハリコフ蒸気機関車工場長によればトラス
トと工場の契約関係は確立されていない．工
場が作成した原価はまずトラストが削減し，
その後上級計画機関により削減される．それ
も実現出来ないようなレヴェルまで削減され
る．そうすると赤字となって節約分は得られ
ない．機械製造総管理局は工場から予算を提
出させ，細かくクレジットを配分する．その
ため工場もトラストも自己の判断で割当て分
を運用できない．工場が資本活動計画を立て
ても，トラストや総管理局が大幅に削減する
（本年度は工場原案の 以下）２３１）．
１９２８／２９年度第１四半期半ばの最高国民経
済会議・総監査部の１１トラストの調査によれ
ば第１綿トラストのみ２８年１０月１日までにホ
ズラスチョット移行の指令を完全に実施し
た．
アゼルバイジャン石油トラスト，グローズ
ヌイ石油トラスト，ゴムトラスト，第１亜麻
トラスト，ウラジミル綿トラストはトラスト
布告や２７年１０月４日の最高国民経済会議指令
を何も実施していない．ウラルメト，電気通
信トラスト，国営電機トラスト，北部化学ト
ラスト，中央紙トラストはそれなりの措置は
行ったが，ホズラスチョットは実現されてい
ない．
一応全てのトラストは企業のホズラス
チョットへの移行『規程』を作成した．その
ものとして『模範規程』から逸脱しているも
のは少ない．それでも企業の独立性を抑えよ
うとする傾向がある．とくに中央集権的傾向
のあるトラストやホズラスチョット問題につ
いて最も保守的な企業を抱えるトラストはそ
うである（アゼルバイジャン石油トラスト，
グローズヌイ石油トラスト，中央紙トラス
ト，ウラジミル綿トラスト）．例えば，ウラ
ジミル綿トラストでは生産部長，機械技師や
経理部長の報酬決定についての企業長権限の
故なき制限がある．
ウラルメト，第１亜麻トラスト，ゴムトラ
ストを除き，職場のホズラスチョットについ
て検討していない．
出荷命令‐注文書はアゼルバイジャン石油
トラストやゴムトラストの企業には全く交付
されていない．また電機通信トラストなどは
決済価格は項目別予算価格計算に基づいて定
められていない．全体の生産予算に従って定
められた．
企業への供給についてはトラストの大部分
は混成的システムを採用していた．主要原材
料，輸入品，不足品については中央集中的シ
ステムが，補助材料については分散的システ
ムが採られた．アゼルバイジャン石油トラス
トとグローズヌイ石油トラストのみが全面的
に中央集中方式である．
流動資金について検討し，その大きさを定
めたのはウラルメト，第１亜麻トラスト，国
営電機トラスト，中央紙トラストのみであ
る．節約分の記録が行われたのはゴムトラス
トと国営電機トラストのみであり，他はまだ
準備段階であった．
資金融通は全てのトラストで行われている
が，製品に対する決済方式ではなく企業の資
金需要に応じてである．石油トラストではそ
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もそも引渡される製品に対する決済方式がま
だ作られていない．綿トラストでは余分な物
的資産の償還システムは定められていない．
中央紙トラストでは形式上，引渡される製品
に対する決済方式を定めてはいるが，実際は
必要に応じてである．トラストが流動資金に
不足すると支給額は支払われるべき額を下回
る．これは『過去の債務』を口実としている
が実際には債務はない．企業はそれを知りつ
つ反対はしない．こうしたことはホズラス
チョットの考えそのものに不信を抱くことに
なる２３２）．
ウクライナ最高国民経済会議の調査による
と２８年１０月１日現在でもウクライナ工業企業
ではホズラスチョットは実現されていな
い２３３）．
２８年１０月５日の企業長，トラスト職員及び
諸経済組織の代表者会議ではかなり煮詰まっ
た議論がみられる．マトローゾフ（北部化学
トラスト）報告の骨子は次のようである．現
行の工業管理４階梯システムは揺ぎ無いが，
それぞれの環の権限は明確にせねばならな
い．まずもって生産企業の独立採算性を実現
するためには，企業に流動資金，企業の個別
計画及び企業長の権限が与えられねばならな
いが，いずれもない．トラストはこの点で些
か保守的であり，企業長自身も地方で見られ
るように独立採算性を拒否している．これは
トラスト自身が企業に委譲出来る権限をもた
ないためであり，企業長にとっても現状では
ホズラスチョットはただ責任を余分に増やす
だけである．トラストと企業の相互関係は今
の所，大部分は指令，命令によって定められ
ているが，最も合理的な形態は両者の契約関
係である．生産計画が作成されるまではトラ
ストと企業は対等な交渉当事者であり，当事
者間の仲裁の可能性も排除しない．だが一旦
工業財務計画が承認されるや双方の関係はそ
れによって拘束される．トラスト本部会は企
業長に企業管理上の完全な委任状を出す．最
高国民経済会議の模範委任状は見直し，企業
への手形振出権などの権限を付与すべきであ
る．
概ね企業長やトラスト代表はこの方針を原
則的に支持した．ただ赤色企業長のロストフ
スキーは正面から異論を唱えた．かれは繊維
工業の経験に基づき，現状では企業は生産課
題をシンジケートから受取るし，シンジケー
トが企業に供給し，融資する，製品も直接，
シンジケートに引渡す，だからトラストは存
在意義を失っており，解体すべきだと論ず
る．他の企業長はこうした『最大限』方針に
は与しなかった．現状認識にはさほど違いが
ないとしても，その原因はグラフキからのト
ラストへの干渉にあるとみた．「トラストは
中間的などっちつかずの状況にある」（オシ
ンキン）．モスクワメリヤスのクレイネルに
よれば繊維シンジケートがグラフクとなって
からトラストとシンジケートの契約関係は指
令や官僚的『統制』に置き換えられ，トラス
トはほとんどの権限を失い，委譲したくとも
委譲すべきものがない．
それでもトラストの有する部分的な固定資
本の処分権は企業長に与えうるし（現在は壊
れた塀の解体や不用なトイレの片付けといっ
た『複雑な』仕事は上級機関の許可なしに行
えない），『外部世界との』取引関係の権限も
企業に与えうる（現状では隣接工場と共通の
パイプラインを敷設する際にトラスト本部会
を通して交渉せねばならない．また稼働率の
低い仕上げ工場が客もち粗布の加工を引き受
けられない）．
企業長やトラスト代表の共通の綱領はした
がってトラストの業務活動へのシンジケート
やグラフキの介入の可能性を制限して，もっ
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とトラストや企業に権限を与えよ，である．
シンジケート解散の極論も出された．
アゼルバイジャン石油トラストのフローロ
フは別の問題を提起した．労働国防会議決定
によると計画原価と実際の原価の差分は企業
長が使うことができるが，しかしこれは原価
引下げを過少評価した計画［人為的に計画原
価を膨らませる］を作成する誘因になりう
る，と陳べた．他のトラスト代表も同意見で
ある．他方，トラストやグラフキは計画作成
の際にもっと圧力を加えるであろう．結局の
所，現在よりもっと大きな要求や計画圧縮を
齎す．ロートシュテイン（第１亜麻本部）は
付け加える．誠実に計画原価を作成し，必死
に計画を遂行した企業長は一定の余裕をもっ
て計画を作成した企業長より受取る資金は少
ない，ということになる２３４）．
当時の経営者達は指令経済の問題点を理解
していたのだ．しかもそれを公然と明言して
いた．とはいえ，この会議では回答は得られ
なかった．
この根本的問題はひとまず棚上げした上で
２８年１０月２３日には最高国民経済会議リャボ
ヴォル委員会テーゼが提出された．このテー
ゼは行政的調節が優勢となりつつある現状に
おいてトラストや企業の経営上の責任性や独
立性を高め，それらの間の権利・義務を明確
に区分することを意図していた（シンジケー
トとの関係については後述）２３５）．だが最高国
民経済会議・機械製造総管理局の F．ポル
チェンコによれば，企業指導者の自発性を喚
起するはずにも拘らず，企業長の権利・義務
の規定はごく慎重であり，ほとんどの業務活
動は本部会の事前の合意，許可を要した．企
業はトラストからの指令，統制数字に従って
工業財務計画を作成せねばならぬが，大部分
の指令は一般的過ぎるか，『思いつき的』で
ある．輸入リミット，融資規模，原価引下げ
幅といった重要な指令を受取らないまま作成
するから計画は非現実的である（G．ラーキ
ン）２３６）．
実際，トラストや企業の地位が高まったわ
けではない．官庁，とりわけ最高国民経済会
議の役割は一般的な監督，指導，計画‐調節
活動に限定されたとはいえ，経営戦略の決定
権も公定出荷価格設定も掌握していた．か
えって経営面では従来の方がトラスト経営陣
の自由度は高かったのである．資産面の権利
が拡張されたといっても，「老朽化または不
用となった」それの処分権であり，施設や設
備の賃貸権である．設備投資のための特別資
本が計上されるとしても，それはむしろ最高
国民経済会議の資本再配分機能を強化するも
のである．監査委が廃止されても最高国民経
済会議や労農監督人民委員部の調査，監査は
強まったのである．
こうして企業のホズラスチョット移行とい
う面では工業管理機構の改革は進捗しなかっ
たが別の面では確かな変化が起こっていた．
それはシンジケートの権限強化とトラスト
の地位低下である．一部部門ではトラストの
大型化もみられる．
シンジケートの役割，地位は重大な係争問
題となった．２８年２月２９日に中央執行委員会
及び人民委員会議決定により『国営シンジ
ケート規程』が採択されるが，これはそれま
でに形成された制度の事後承認の性格をもっ
ていた２３７）．しかも皮肉なことにこれら規程
はすでに現実がその規程内容と変わりつつあ
る時に制定されたのである．
Ⅶ ２８年シンジケート論争とその帰結
２７年２月の最高国民経済会議総会の事業
所，トラスト及びシンジケートの相互関係に
関する委員会の決定によればシンジケートは
トラストの任意加盟組織であり，専ら製品実
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現や供給の商業機能を果たす．シンジケート
はいかなる形にせよトラストの生産活動に介
入してはならない．生産合同には最大限の業
務上の独立性と最大限の責任性を付与する．
シンジケートは工業品供給の計画‐調節原理
を実現すべき国営工業と市場の結節環であ
る２３８）．
最高国民経済会議のシンジケート規程案も
その生産活動の可能性を排除している２３９）．
２８年２月２９日採択の国営シンジケート規程
そのものもとくに大きな変更はない．
だが現実には工業化の進展過程でシンジ
ケートはその権限を強めていた．実際，２７年
春頃から経営者ことにトラストの働き手の間
で一部シンジケートの『帝国主義的』政策へ
の非難の声が聞かれるようになった．シンジ
ケートはあれこれの工業部門で，あれやこれ
やの口実で製品販売の独占化を志向してお
り，そうした政策は実質的に強制的シンジ
ケート化に がる．労働国防会議の商品流通
網合理化委員会がモスクワ皮革トラストなど
主要９皮革トラストに対しその製品を１００％
シンジケートに引渡すことを命じたことも
あった．この時点では最高国民経済会議はそ
の決定に異議申し立てを行った．シンジケー
トへの強制的販売移譲は不可避にシンジケー
トのみならず，トラストの機構も官僚主義化
させる．蓋しトラストは販売を保障され，品
質向上の充分な誘因を失い，市場から全く切
断されて消費者の要求に弾力的に適合するこ
とが出来ない．皮革トラストは自己の製品の
かなりを現地市場で販売せねばならない以
上，ことにそうである，と論じた２４０）．
だが２７年６月上旬，最高国民経済会議幹部
会が人民委員会議に対し行ったトラスト及び
シンジケート布告変更に関する追加報告はや
やニュアンスを異にしている．これまでのシ
ンジケートの成果を確認しつつも，総体契約
システムの成功から幾分修正を要すると述べ
る．なによりもシンジケートは生産品目構成
を実際の市場の需要に適合させねばならず，
そのためには注文システムを拡大し，生産専
門化や製品標準化に影響力を行使すべきであ
る．市場向け品目構成の収益性を保証する単
一商業定価も特別の意義をもつ．シンジケー
トの任意加盟制は維持しつつも，工業及び市
場への計画的働きかけのため可能な限り販売
及び調達をシンジケートに集中せねばならな
い２４１）．こうしてシンジケート強化路線にや
や傾斜した．その動機は少なくとも名目的に
はシンジケートへの機能・権限集中による計
画原理強化である．その嚆矢が既にみた繊維
シンジケートと繊維総管理局の統合であっ
た．繊維シンジケートと繊維総管理局の統合
問題は２７年夏頃に労農監督人民委員部や繊維
総管理局の一部から提起された２４２）．最高国
民経済会議，経営者，労組はこれに反対し
た．
２７年１０月の繊維労組中央委員会総会で最高
国民経済会議副議長М．L．ルヒモヴィッチ
は次のような報告を行った．全連邦繊維シン
ジケートの強化とともにこの一年，全連邦繊
維シンジケートと繊維総管理局の活動におい
て幾分の不協和音がみられた．国民経済全体
において大きな位置を占める繊維工業の管理
をいかに構築するかの問題について工業，ト
ラスト，労組の働き手の参加する多くの協議
会がもたれた．協議会において最高国民経済
会議は繊維総管理局の役割はシンジケートの
活動への影響も含め繊維工業全体の管理，計
画化，調節を行うことにあり，シンジケート
は製品販売，工業融資，原材料供給に従事す
る機関として維持さるべきであると論じた．
労農監督人民委員部の一部働き手が主張する
シンジケートは解散すべきとの見解は誤りと
考える．他方，生産計画確定，固定資本改造
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問題の許可その他は繊維総管理局に留保され
るべきである．これらの問題を全連邦繊維シ
ンジケートの決定に移すことは最高国民経済
会議の繊維工業への影響力を減ずることであ
る．
F．F．キレヴィッチ（繊維総管理局長）
は現在，繊維総管理局の影響力は限定的であ
り，実際上，工業は全連邦繊維シンジケート
が指導し，総管理局はその指導を裁可（サン
クション）するだけである．だから全連邦繊
維シンジケートの機構が商業機能と管理機能
とを併せ持つことが完全に可能である，と主
張した．
これに対しブラギンスキー（繊維労組中央
委員会幹部会員）は総管理局の維持を求め
る．繊維工業の管理形態について最高国民経
済会議との間に意見の違いはない．全連邦繊
維シンジケートはトラストの機関たるべきで
あり，工業の一般的管理は繊維総管理局に確
保される．
総会参加者の大部分は最高国民経済会議の
観点を正しいと考える．ゴリトベルグ（イ
ヴァノヴォ‐ヴォズネセンスク）の見解によ
ると繊維総管理局と全連邦繊維シンジケート
の統合は官僚的機構の創出を齎す．ネホロ
シェフ（第１綿トラスト）もその見解に与し
た．もし全連邦繊維シンジケートだけが残れ
ば販売は協同組合に移り，供給は株式会社に
移る．まだそうした時期にはなっていない．
シンジケートは販売の調節を行わねばなら
ず，繊維総管理局には工業の一般的管理を委
ねる．
繊維総管理局のユリソフも繊維総管理局が
廃止されると生産合理化や経営改造その他の
問題が忘れられる懼れがある，と陳べる．
エレーミン（繊維シンジケート副議長）は
全連邦繊維シンジケートと繊維総管理局の統
合は国内単一トラストの創設と看做す．だが
わが国の経済にはそのための前提はない．そ
うしたトラストが創設されれば管理の分権化
は困難であり，それは事実上，旧きグラフキ
ズムの再現となろう．
ルヒモヴィッチは討議を纏めて総管理局は
存続する，繊維総管理局の機能の正確化は最
高国民経済会議内部の仕事であると結論し
た．
総会は労組中央委員会に対し繊維工業管理
規程作成に積極的に参加し，全連邦繊維シン
ジケートの機能正確化と工業及び国民経済全
体のシステムにおける繊維総管理局の役割強
化の方向でこの問題を速やかに解決すること
を要請した２４３）．この時点では労組と経営者
の見解は一致していた．
だがその後，事態は転回をみせる．
２８年１月，最高国民経済会議幹部会は繊維
総管理局の解散とその権能の繊維シンジケー
トへの移譲を決定した．最高国民経済会議幹
部会の採択した繊維工業管理の新形態に関す
る最終決定によれば繊維シンジケートは連邦
繊維工業に対しては管理及び調節機関であ
り，共和国及び地方企業に対しては調節及び
計画化機関である．繊維シンジケートの管轄
にはトラストと並んで綿花総委員会を除く全
ての原料組織が入った２４４）．
エレーミンは宗旨変えした．統合支持の理
由を述べる．繊維シンジケートの強化につれ
てその本来の業務‐経営活動の枠を超えた問
題を処理せざるを得なくなった．生産合理
化，織物標準化，原材料供給集中，生産計画
作成などへのより積極的な参加である．そこ
で計画‐調節活動を工業や市場の現実的問題
に近づけ，供給活動と販売活動を一層結びつ
けねばならない．そのために計画‐調節機関
たる繊維総管理局と商業組織たる繊維シンジ
ケートの統合が必要となった．「行政的働き
かけと経済的働きかけを結びつける」のであ
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る．［些かこじつけ臭い］
とはいえ急いで次のことを付け加えた．そ
うした「繊維シンジケートの改組と機能拡大
はシンジケートをグラフキに転化し，その活
動を官僚主義化する幾分の危険性を孕む．シ
ンジケートが自己の経営‐業務機能をかくも
集中するとトラストの経営上のイニシアチヴ
を抑えこむ恐れもある」．だから計画原理深
化の下での最高国民経済会議との結びつきと
トラストの経営上の独立性を保障する組織ス
キームが見いだされねばならない２４５）．
同月，繊維シンジケート経済委員会での
A．M．フーシュマン報告も同様の趣旨であ
る．この統合は単に形式的ではなく，一定程
度はシンジケートの活動方針も変える．シン
ジケートの現行の活動では萌芽的性格をもつ
に過ぎない多くの課題に対する責任を負う．
やっと現在，繊維工業の業務‐商業活動と生
産を調節し，結びつける構想を実現しうる客
観的条件が作り出された．とはいえ新しいシ
ンジケートが一つの機構に全ての経営‐業務
機能と計画‐調節機能を統合すると，それが
巨大な官僚的機構に転化するのではないかと
いう懸念がある．また大きな課題だけでな
く，細かな，しかし企業にとっては重大な問
題にも注意を向ける必要がある．そのため次
のような組織的スキームを考える．
まず，独立の原料組織を存続させる．綿花
総委員会，株式会社『羊毛』，専門的原料組
織，『繊維輸入』，株式会社『ケナフ』その他
である．また繊維機械製造の専門的組織たる
『繊維機械』や技術‐化学コントーラも独立
の経営単位となる．商業組織のシステムは主
に『繊維トルグ』に依拠する．そこにもっぱ
ら市場的商品である大麻製品の小卸活動や実
現を移す．最後に輸出コントーラも独立の単
位となろう．
シンジケート本部には生産管理部を設置
し，生産計画を審議し，それらの遂行を監督
する．また注文システムと関連する諸問題の
検討も集中する．生産管理部の上には計画‐
経済管理部があり，生産，資本建設，原料問
題その他の計画化の一般的課題を遂行する．
これら管理部の他に更に財務管理部と商品‐
調達管理部がある．財務管理部の課題には現
行の活動の他，トラストの貨幣業務の指導も
入る．後者は典型契約を締結し，その遂行を
監督するといった活動を行う．
新シンジケートの傘下組織への影響力行使
はシンジケートの資本参加や指導者任命を通
して行なう．地方工業や共和国工業について
はもっぱら計画指導を行い，自己の所見を出
し，最高国民経済会議幹部会の承認を求め
る２４６）．
専門委員会作成のスキームでは繊維シンジ
ケートは依然，全権委員会議によって管理さ
れる．それはシンジケートの評議会と本部会
を選出する．この選挙制については多くの反
対意見があった．ことに繊維労組中央委員会
議長のメリニチャンスキーは本部会が同時に
総管理局コレギアである以上，トラストにシ
ンジケート本部会の選挙権を付与することは
危険と考える．しかし，最高国民経済会議幹
部会はシンジケートの商業的性格を考慮し，
その管理機関の選挙制を残した．
綿花総委員会の所属問題についても重大な
対立があった．報告者と多くの発言者は原料
供給が管理されるトラストへの経済的働きか
けの最重要な方法の一つである以上，綿花総
委員会は繊維シンジケートに所属すべきと考
える．また原料面での相応の措置なしに原価
引下げや品質向上の課題は実現されえない．
綿花総委員会議長ママエフはこれに反駁し
た．原料組織は原料の生産だけでなく，農業
技術的措置にも従事する．原料消費者たる繊
維シンジケートに所属することは出来ない．
１８２
その場合，繊維工業の利益が綿花業の利益に
優越する危険性が生じうる．
V．V．クイビシェフは「遠心的傾向」を排
し，綿花総委員会が繊維シンジケートに所属
すべきという委員会の見解に与した．但し，
慎重を期しまだ充分に検討されていないこと
を実施すべきではないと戒めた．そこでクイ
ビシェフの提案により幹部会は綿花総委員会
と繊維シンジケートの相互関係の問題は保留
とし，４ヵ月後に再審議する決定をした．そ
れまでは綿花総委員会は最高国民経済会議幹
部会の下に総管理局の資格で存続する．
そのほかの点は委員会提案通りに採択し
た．繊維シンジケートは連邦繊維工業に対し
ては管理及び調節機関であり，共和国及び地
方企業に対しては調節及び計画化機関とな
る．繊維シンジケートの管轄にはトラストと
並んで綿花総委員会を除く全ての原料組織が
入る．繊維シンジケートとトラストの商業的
相互関係は契約性格をもつ２４７）．
この限りではなお指導者の観念からネップ
的エレメントが消えたわけではない．
２８年５月上旬の繊維シンジケート全権委員
会はこの統合を「繊維シンジケートへの業務
機能と管理‐調節機能の統合」であり，「生
産管理を高度化する最初の試み（調節や管理
の行政的方式を徐々に業務‐計画機能に代え
る）」として評価した．それと共に傘下企業
の代表機関として繊維シンジケートソヴェト
を選出した（５３名．その構成はトラスト議
長，シンジケート子会社や繊維工業関連会社
議長，工場長８，現場労働者６，技術者６で
あり，他にゴスプラン，商業人民委員部，ゴ
スバンク及び繊維労組中央委員会代表が加わ
る．議長には最高国民経済会議幹部会員マン
ツェフが選出された）２４８）．エレーミンによれ
ばシンジケートの共同出資組織としての性格
を維持するためであり，その経営上，業務上
の決定はシンジケート本部会を拘束す
る２４９）．とはいえその内実は形骸化している
ように思われる．
当然といえば当然ではあるが，繊維総管理
局と繊維シンジケートの統合後にはシンジ
ケートの上部機関化が生ずる．これは決して
『予期せざる結果』ではない．
「それまでは一応，シンジケートとトラス
トは販売にせよ供給にせよ対等の関係におい
て契約を締結してきた」．「だが，現在はトラ
ストは売り手と買手として繊維シンジケート
と交渉するのではなく，シンジケートから管
理機関としてあれこれの指示された決済条件
を受入れざるを得ない．同じことが供給面で
もある．繊維シンジケートはトラストの申請
に基づき種々の経済機関と工業への原材料供
給の契約を締結するが，必ずしもこれらの契
約ではトラストの最大限の利益は保証されな
い．シンジケートはしばしば既得のトラスト
と取引相手との間のトラストにとって有利な
個々の約定条件を維持するという具体的な指
示すら無視する．シンジケートへの供給の集
中故にトラストは自己の買付け条件を直接改
善する可能性を失っている．このホズラス
チョット問題に繊維シンジケートの二重の性
格が何よりも厳しく立ち現れる．
それを示すのが第１綿トラストのケースで
あった．すでに１９２６／２７年度にトラストは工
場のホズラスチョット移行に着手した．工場
長には補佐を含む技術管理者の選任の権限が
与えられ，定められた品目の範囲で独自供給
の権利が付与された，等々．一部工場の活動
は協定システムに移行した．１９２７／２８年度に
はこのシステムは幾分深められ，生産体制の
確立した全ての工場に拡げられた．
だがこのシステムの実施はトラストとは係
わりのない多くの事情によって困難となっ
た．問題は次のことにある．協定（発注命令
１８３
書 nariad‐注文）は２面的な証書であって，
工場からの定められた価格，約定期限での決
められた量，品質，品目構成の製品の製造，
引渡しを規定しているだけでなく，流動フォ
ンドの他に相応の期限に決められた資金を与
え，必要な物資つまり一定の品質の原材料，
燃料，半製品を約定価格で供給することも規
定している．トラストがその義務に違反する
場合には工場がトラストに引渡すべき製品の
予算価格をその分修正せねばならない．
ところでトラストと繊維シンジケートの関
係は実際には一方的な義務関係となってい
る．繊維シンジケートは管理機関としてトラ
ストに対してそれらに基づいてトラストが活
動すべき生産及び財務リミットを指示する．
シンジケート自身はトラストへの原材料供給
を行うが，その際，本質上，その供給の条件
や期日の遵守に対する何らの責任も負わな
い．
原料問題についてみれば本年度，綿花や混
綿からの紡糸産出量は工業財務計画によって
厳しく定められた．その数字は綿花がノーマ
ルな品質であり，工業に規則的に供給される
ことを前提としてのみ達成され得るもので
あった．ところが綿花の品質は不充分であ
り，短く，強度も低かった，等．その結果，
産出量も足りず，原価も上昇した．シンジ
ケートは責任を負わず，計画も修正されな
い．
財務問題も同様である．シンジケートは全
体の工業財務計画に基づいて繊維工業への融
資を行うから，トラストはシンジケートから
然るべき期間に製品に対して相当額を受取る
わけではなく，信用計画により，いうなれば
予算方式で資金を供給される．これは頻繁に
トラストの実際の需要を充分に考慮せずに削
減される．そうするとトラストは企業への義
務を果たせない２５０）．
Gr．ザックスはそうした状態に危機感を
募らせる．「現在，繊維シンジケートは繊維
工業全体を絶対的に『掌握』しようとしてい
る．その後見はトラストの活動の全てに及ぼ
され，トラストに温室［但し，温かいとは限
らない］のような状況を約束する．仕事への
あらゆる関心，創造性，イニシアチヴは徐々
になくなっている．一方で，『完全な工業財
務計画とトラストの独立性』があり，他方
で，事後的通知による『貴下』抜きの『貴下』
勘定の支払い［シンジケートがトラストを無
視して事後的承認のみで支払う］，トラスト
抜きの自己の組織との契約，等々があ
る」２５１）．
２８年６月の中央執行委及び人民委員会議決
定（繊維工業管理システム再編）により連邦
繊維工業の計画化や調節及び連邦繊維トラス
トや繊維製品販売，原料，設備供給組織の管
理・指導についての繊維総管理局の権能，且
つ，それら組織の販売，調達，財務活動をま
とめる機能は「最高国民経済会議の一つの機
関たる」繊維シンジケートに統合された２５２）．
こうして繊維工業においてシンジケートの行
政機関化の先鞭がつけられた．
２８年１月２０日の最高国民経済会議計画経済
管理局コレギア会議ではシンジケート論争が
展開される．
論争の切っ掛けはシンジケートの総体的商
業財務計画である．そこでシンジケートに対
し今年度の最低利潤が定められた．商業政策
部代表ツェリケル報告によれば，これはシン
ジケートが悉く利潤を失うようになる第１歩
である．
財務人民委員部や最高国民経済会議財務部
代表はこの方針に反対した．シンジケートが
利潤を受取る権利を失うことは商業組織とし
てのシンジケートの換骨奪胎である．またそ
１８４
れはシンジケートをもっぱら財政融資に移行
させることになる．
A．L．ソコロフスキーはより原則的ディ
メンションで問題を提起した．シンジケート
の基本的機能である市場の組織化［の任務］
はすでに現在，悉く協同組合に移った．だか
ら国民経済のシステム全体においてシンジ
ケートの役割の変化が生じている．シンジ
ケートは計画‐配分及び決済機関となってい
る．シンジケートが市場から離れるほど自己
保存本能からしてますます工業との癒着，そ
の管理，工業の財務経営管掌の方向に押しや
る．シンジケートの利潤はこれまでなおシン
ジケートの従来の経営の面を保っている．そ
れは事業の経済的運営の誘因として必要であ
る．こうして利潤問題は本質上，シンジケー
トが市場的組織か，あるいは工業の商業機構
及びその調節機関か，という問題に至る．
シンジケートの代表の見解は分かれる．一
方で，エゼルスキー（冶金シンジケート）は
シンジケートはトラストの集中化された商業
機構であるべきと考える．それらの本質は市
場を組織化する機能にある．利潤は必ずしも
必要なものではない．蓋し，シンジケートは
トラストの仲買人として活動しうるからであ
る．
ガブリロフ（化学シンジケート）はシンジ
ケートの活動における調節の要因の強化には
賛成だが，これら機能に市場機能を対置する
ことには反対した．工業の調節は経営‐商業
活動の方法を通して実現さるべきであり，そ
れと共に市場組織化はシンジケートにとり絶
対欠かせない課題である，蓋し，協同組合が
成長しても大小工業や公営経済の市場には
サーヴィスできないのだから．しかも穀物調
達の経験が示すように広範な消費市場すらな
お充分には組織されていない２５３）．
塩シンジケート議長の V．リプシッツも生
産過程面での指導及びコントロールの権限を
シンジケートに付与すべきと主張している．
実際，２６年の一部トラストの生産価格の大幅
引下げはシンジケートの『非合法な』介入に
よる所が大きい（イルクーツク工場，イレツ
キートラスト，クリムトラストなど）．市場
が執拗に価格引下げを要求し，トラストがシ
ンジケートに融資を求めるとすれば，シンジ
ケートはその現行定款に反して製塩所の生産
活動への介入を融資の要件とせざるを得な
い．但し，これは状況依存的であり，系統的
ではなかった．現状ではシンジケートは生産
上の欠陥を除去する何らかの実定的権限をも
たない２５４）．
皮革シンジケートは２８年より多くのトラス
トの倉庫経営を引き受け，注文遂行のために
選別された品目構成で原材料を供給する義務
を引き受けた．他方，予約注文システム（皮
革シンジケート以外に繊維，機械，冶金の各
シンジケートが採用）によりシンジケートは
生産の品目構成を定めるにあたり決定的役割
を果たし，トラストや工場の専門化にも影響
力を行使した．また一部シンジケートは二重
定価システム導入に着手し，それによってシ
ンジケートは巨大な利潤再配分者に転化し
た．シンジケートの自己の工業部門との融合
は出資者との財務的相互関係についても進行
している．この点で特徴的な試みは銀行がシ
ンジケートと共同で行った信用のシンジケー
トへの集中やシンジケート内部の手形割引中
止の試みである．ある工業部門ではゴスバン
クとの契約によりトラストへの貸付はシンジ
ケートの単名手形担保でのみ行いうる．シン
ジケートは全ての保有する購買者手形を提出
し，自己の手形振出は銀行の監督下におく．
繊維シンジケートではトラストとの非現金決
済を導入し，銀行はシンジケートの債務の純
残高分のみを貸付けうる．金属シンジケート
１８５
も同様の形態を予定している．製油油脂工業
では工業への銀行信用の圧倒的部分はシンジ
ケートを通して行われる．皮革及び繊維シン
ジケートはトラストによる原料に対する支払
い期限の再配分システムを採用した（原料買
付けの大部分は秋期に集中するが，それを毎
月均等に支払う）２５５）．
２８年夏，最高国民経済会議幹部会は１９２８／
２９年度のシンジケートシステムの統制数字に
おいて更なるシンジケート化を目指す．その
ため予約注文拡大，二重定価制普及，生産へ
の影響力増大，銀行信用のシンジケートへの
集中などの方針を定めた２５６）．
シンジケートのオーヴァープレゼンスに対
するトラストの反撥は強い．最高国民経済会
議第４回総会に向けたコシオール・テーゼは
シンジケートのグラフキズム的傾向を非難
し，シンジケートはあくまでトラストの商業
組織であって，トラストとシンジケートの相
互関係は自由な契約関係に基づくべきだと主
張している２５７）．
２８年９月の国営商工業連合ソヴェト・工業
セクツィアにおいて報告を行ったマトローゾ
フ（北部化学トラスト議長）は危機感を吐露
する．シンジケートはますますトラスト自身
の機関から指令及び調節機関に転化してい
る．トラストの多くの機能（供給ばかりか，
財務やトラストの名での契約締結など）はシ
ンジケートによって掌握され，建設機能から
も切断されている．これでは管理，商業，計
画などの機能が麻痺し，トラストの責任感が
なくなってしまう２５８）．第１亜麻本部のアシュ
マリンも「現状ではトラストは意思なき執行
者に過ぎない」と不満を露わにする２５９）．
シンジケートに関する論争は新聞紙上を賑
わす．
C．ビルマン（南部鉄鋼トラスト議長＝最
高国民経済会議ウクライナ委員会議長）は
「シンジケートは官僚主義的上部構造になろ
うとしている」，「行政機関への転化傾向」が
あると批判した２６０）．それに対し M．アヴィ
ロムは市場における計画性の強化を官僚的と
いっているだけである，シンジケートはトラ
ストの機関であるだけでなく，何より国家の
機関なのだと反撥する．但し，シンジケート
の働き手のなかの一部にシンジケートには本
来的ではない機能を掌握しようとする志向が
あることは認める２６１）．
冶金シンジケート本部会議長代理のジャリ
コフは生産と消費の不均衡の現状ではシンジ
ケートの生産への影響を強化すべきであり，
シンジケートは市場の需要に関するデータを
伝えて生産計画の作成に参加すべきであると
主張する．紙シンジケートの F．コマルは
「基本的環は企業であり，それに大きな独立
性，権限，責任性を付与すればトラストは独
立の経営主体としての意義を失う．トラスト
は基本的環ではなく直接の生産者（企業）と
市場での再配分者（シンジケート）との結節
環たるべきである」，と語る２６２）．
繊維シンジケートの繊維総管理局との統合
についても意見が分かれる．
繊維シンジケート本部会議長キレヴィッツは
無論それを擁護する．「一部経営者がその試
みを不成功という場合，実際のデータには基
づいていない．トラスト指導者の中にあたか
もシンジケートが行政的圧力を加えているか
のように言う者がいるが，事実無根である．
一部働き手の政府決定に対する原則的対立は
この試みのノーマルな実施を妨げる」２６３）．コ
マルも「グラフクとシンジケートの漸次的融
合は正しい途である．グラフクは余分な環で
ある」と述べる２６４）．
繊維トラストの多くは統合に反対した．
「繊維シンジケートがグラフクとなって以
来，トラストとシンジケートの契約関係は
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『統制』に置き換えられ，トラストはほとん
どの権限を喪った」（モスクワメリヤストラ
ストのクレイネル）２６５）．それにより「トラス
トのイニシアチヴは弱化した」．「余分な行政
機関化である」（第２綿トラスト本部会議
長）２６６）．これは「行政及び調節機能と業務機
能という相容れないものの統合である．実際
上，行政的原理と商業原理が衝突する場合，
繊維シンジケートは得てして商業的弾力性で
はなく最小摩擦抵抗路線に従いトラストに対
する純行政的圧力に頼る．こうしてシンジ
ケートの活動には以前にはあった社会性のエ
レメントが欠け落ちる．またトラストの不利
益な契約に対する異議申し立ては繊維シンジ
ケートの命令権によって退けられる．今やト
ラストとシンジケートの係争の審判者はシン
ジケート自身である．シンジケートへの融資
の集中は厳しい財政融資の枠を超えられず，
トラストの財務上及び業務上の独立性を圧迫
する」（第１綿トラスト議長ネホロシェ
フ）２６７）．「統合は工業に極めて有害な影響を
与えた．商業機能と行政機能を一つの機関に
混ぜ合わせるものである．粗ラシャトラスト
は幾度となくグラフクとしての繊維シンジ
ケートの直接的圧力の下，シンジケートとし
ての繊維シンジケートと契約を締結せねばな
らなかった．例えば，トラストが株式会社
『羊毛』（ほとんど独占的な原料納入者）と
契約を締結することを決めた時に．繊維シン
ジケートはトラストにシンジケートを通して
この契約を締結することを提案してきたが，
トラストはそれを斥けた．だが繊維シンジ
ケートは契約に調印することを命令した．繊
維シンジケートは供給機能を引き受けようと
した．繊維シンジケートが綿花総委員会や
『羊毛』を自らの勢力下に置こうとする試み
は周知のように失敗に帰した」（粗ラシャト
ラスト本部会議長ゴロヴォイ）２６８）．シンジ
ケートも必ずしも総管理局との統合を望んで
いるわけではない（前述の皮革シンジケート
や塩シンジケートなどがそうである．シンジ
ケート自ら調節機能を引き受けようというの
である）．ザクスは「繊維シンジケート改組
はそれにグラフクの性格と形態を付与するも
のであり，工業発展の障害となる」と断じ
た２６９）．
ところが亜麻本部議長マトヴェーエフはこ
の統合を好感している．それにより二重的管
轄関係が解消し，「パラレリズムがなくなっ
た．トラスト間競争よりも原材料の中央集権
的配分の方がより弱いトラストには都合が良
い．また財務面でも多くの［弱い］トラスト
は銀行から融資を受けられない．シンジケー
トの御蔭でノーマルな財務的支持が得られ
る．シンジケートの手へのかなりの資金の集
中は分散化している場合には不可能な資金運
用の可能性を与えた」．「現在，確立された繊
維工業指導システムは旧いシステムよりずっ
と良い」２７０）．絹トラストのフランクフルトも
状況肯定的である．「シンジケートもトラス
トに対する強い影響力は妥当である．後戻り
は許されない」２７１）．要するに強いトラストは
強いシンジケートを望まないが弱いトラスト
はそれを求めた．他者依存性が強まるのであ
る．
２８年１１月中旬に開催された繊維労組中央委
員会総会ではトラストからシンジケートへの
非難が集中した．「トラスト布告は実施され
ていない．布告の正確な意味ではトラストは
完結的な単位であり，ホズラスチョットに基
づき経営を行いうる．だが現在，トラストは
シンジケート作成の予算で活動している．シ
ンジケートはトラストを犠牲にして商業的目
的のためにその管理機能を行使している」
（第２綿トラスト議長）．「工場の独立性のも
とではトラストのホズラスチョットなど問題
１８７
にならない．トラストは無条件でシンジケー
トの提案を実行せねばならない．ことに計画
化の面でそうである」（第１綿トラスト議
長）．繊維総管理局と全連邦繊維シンジケー
トの統合を容認していた絹トラストのフラン
クフルトも「統合の成果はまだない．これま
で繊維工業の全ての問題は集団的に解決され
てきた．現在，繊維工業の管理では共同性の
欠片すら消えた．シンジケートソヴェトも活
動を止めた」と嘆く．第３綿トラスト議長の
フローロフはシニカルに語る．「工業管理の
第３の環としてのトラストの解散を支持す
る．トラストは商業も供給もしていない．現
時点でトラストの解散が問題とならないとす
ればトラストの大型化を提起すべきである．
現在，トラストはしばしば利潤を自己の裁量
で支出する．モスクワメリヤストラストが紡
糸の不足している時に海外でメリヤス工場を
丸ごと買収するような現象は許容できない」．
労組中央委員会メンバーのブラギンスキー
やヴォロノフは改革に反対はしなかったが，
急がず慎重に進めることを望んだ．「トラス
トもシンジケートも工業管理の充分な権限を
持たない．シンジケートは最高国民経済会議
の業務部の役割を果たしているだけである」
と述べる．
報告者の繊維シンジケート副議長ヴォロビ
エフは「企業長はトラストの意思の遂行者で
あったが，今や企業の主人である」，と一
応，企業長を持ち上げつつ，シンジケートや
トラストの権利・義務について次のように語
る．「シンジケートは供給，販売機能，工業
部門全体の計画，管理を留保する．トラスト
は企業の管理指導，技術援助，原価引下げ，
企業専門化，計画遂行の監督，与えられた権
限内での資本建設活動に携わる．シンジケー
トはトラストに対し工業の計画遂行上必要な
全てを与えることを保証する」２７２）．なんと強
大な組織であろうか［!?］
２８年１０月８－１２日のシンジケートソヴェト
拡大幹部会では第４回最高国民経済会議総会
に先立ち工業システムにおけるシンジケート
の役割が議論された．
ここでは報告者（最高国民経済会議・委員
会議長及び石油シンジケート議長代理のリャ
ボヴォル）及びトラスト代表の見解とシンジ
ケート側の見解が，任意加盟制などを巡り
真っ向から対立した．
リャボヴォル報告の骨子は次のようであ
る．現行の総管理局―シンジケート―トラス
ト―企業の４階梯システムは維持される．そ
の基軸はトラストである．シンジケートに工
業調節の機能を負わせるべきではない．蓋し
業務機能と調節機能の混同はシンジケートに
商業的弾力性への誘因を失わせ，行政的調節
機関に変質させるものだからである．シンジ
ケートとトラストの相互関係は販売面でも供
給面でも任意制原理に基づいて構築されるべ
きである．
トラスト代表はシンジケートの政策がトラ
ストやグラフキを飲み込もうとするものであ
り，そうしたシンジケートの『拡張主義』や
グラフキ的傾向はトラストのホズラスチョッ
トの基盤を掘り崩す，と難詰する．最高国民
経済会議・商業政策部のオフニャンスキーも
シンジケートへの銀行信用集中や予算融資化
に懸念を表明した．
これに対しシンジケート側の主張は以下の
ようである．「委員会報告の基本的誤りは工
業管理システムの変化（シンジケート化の進
展，消費協同組合との総体契約，農業協同組
合との原料納入総体契約，予約買付けの広範
な発展）を充分考慮していないことであ
る」．委員会の方針ではかえって業務上の調
節を「総管理局からの調節に逆戻りさせるこ
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とになる」（シンジケートソヴェトのホドロ
フ）．
「生産に関するデータからするとトラスト
は合理化や生産の利益の名の下にしばしば供
給超過の商品を製造しようとしている」．シ
ンジケートによる正常化作用が必要である．
ほぼ販売がシンジケート化されている状況で
任意制など問題にならない．シンジケートの
生産への影響は強化さるべきである」（化学
シンジケートのガヴリーロフ）．
シンジケートはトラストの意思の単なる執
行者ではなく「工業が市場に働きかける最高
国民経済会議の機関たるべきである．シンジ
ケートがその任務を果たすためには生産の方
向性に影響力を行使せねばならない」．ガラ
ス陶磁器製品の６２％は協同組合との総体契約
に基づきシンジケートが実現しており，窓ガ
ラスの販売は商業人民委員部が調節してい
る．「そうした状況ではシンジケートがトラ
ストとの相互関係を自発的な商業的利益の合
成方式によってのみ構築するのは不可能であ
る．シンジケートが引き受けた義務の多くは
工業に転嫁せざるをえない」．「トラストはシ
ンジケートが不足商品の受入れには積極的だ
が，供給超過商品の受入れには消極的だと非
難するが，それはシンジケートが生産を市場
の最も要求する需要を充足するように方向づ
けているのだということを理解していない」
「シンジケートはニーズのある品目構成や品
質の商品を製造するために業務‐調節的方法
によって工業に働きかける必要があると考え
ているのにトラストは最高国民経済会議や労
農監督人民委員部を含む様々な機関に訴えて
その影響力を遮断しようとする」（プロダシ
リカート本部会議長グラノフスキー）．「最高
国民経済会議・総管理局による国家調節は近
い将来シンジケートによる業務的調節に代え
られるべきである」．「トラストは原料，半製
品供給や製品実現，融資の煩わしさから解放
されて，生産合理化，原価引下げなどの生産
的モーメントに集中すべきである」（皮革シ
ンジケート本部会議長代理チェムキン）［些
か牽強か］．「工業指導は現実の活動から切断
された総管理局にはできない．工業指導の権
限は今後，シンジケートに付与されるべきで
ある」（塩シンジケート本部会議長リプシッ
ツ）．繊維シンジケートのボエフは最も強硬
に任意制に反対した．「計画経済の諸条件に
反する」という．冶金シンジケートや石油シ
ンジケートのみは任意制を擁護した．
シンジケートソヴェト拡大幹部会はリャボ
ヴォル委員会のテーゼを斥け，シンジケート
ソヴェト幹部会ビューロー作成のテーゼを採
択した．その提案の骨子は次のようである．
シンジケートは生産及び市場への働きかけの
武器である．業務環としてのシンジケートの
役割の強化はホズラスチョットのエレメント
の大きな誘因や生産と消費の間の相互作用を
促す経済的調節のためシンジケートをよりよ
く活用する可能性を与える．トラストとシン
ジケートの相互関係は単一の方向性ではあり
えない．任意方式もあれば，強制加盟もあ
る．それは各部門の条件やシンジケートの課
題による．工業システムの基本環は企業―ト
ラスト―シンジケートであり，シンジケート
は当該工業部門の販売及び供給であると共に
個々のトラストと部門全体の利益調整の組織
的形態である．シンジケート機能の実現はト
ラストとシンジケートのホズラスチョットの
利益を保証する契約関係に基づく．シンジ
ケートによる生産への働きかけの経済的梃子
は注文システム，定価システム，供給組織
化，信用集中その他である．最高国民経済会
議と商業人民委員部による行政的調節の二重
的システムは工業組織の工業人民委員部への
一元的管轄に代える．シンジケートの全商業
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活動の厳格な行政的調節はシンジケートの計
画の一般的調節に代える．シンジケート商業
網の拡大により地方市場や下部商業組織との
結びつきを改善する２７３）．
２８年１０月半ばには最高国民経済会議幹部会
は状況の変化に応じたシンジケート定款改訂
に着手する．とりわけ財務面の権限強化が図
られる．シンジケートにそのメンバーへの短
期信用特別資本を計上し，トラストの流動資
金再配分の権限を付与しようとした２７４）．
これに対し最高国民経済会議・商業政策部
は１０月１８日に最高国民経済会議幹部会に改め
てテーゼを提出する．その主旨は次のようで
ある．シンジケートは徐々に工業の行政的調
節の武器に転化しつつある．その業務活動は
商業人民委員部からの包括的な行政的働きか
けに従わされ，市場との生きた結びつきを失
い，シンジケートは工業との相互関係を調節
機関の多様な決定を遂行すべく定めねばなら
ない．シンジケートが受ける行政的働きかけ
は自動的にトラストに転嫁され，しばしばソ
ヴェトの生産運営への有害な容喙となる．そ
うした状況でシンジケートの一部の生産調節
におけるその地位を強化しようとする傾向と
トラスト側のシンジケートの生産へのあらゆ
る影響を除去しようとする傾向とが衝突する
（極端な形ではシンジケートのグラフク化と
シンジケートをトラストの単なる商業部とす
る傾向の対立）．いずれも現実の要求にはそ
ぐわない．シンジケートとトラストの間の計
画活動と業務活動の権限区分が必要となる．
つまり，シンジケートは調達市場及び販売市
場においてシンジケート加盟工業の業務‐経
営上の運営機能を果たし，トラストは生産の
直接指導や生産組織化に係わる権利・義務を
最大限維持する．生産品目構成は契約‐商業
方式で定められ，それに伴う係争問題は最高
国民経済会議の仲裁で解決される．シンジ
ケートとトラストの財務的関係は予算融資で
はなく，販売，調達，供給の契約条件により
定められる．短期銀行信用はシンジケートに
集中する．シンジケートとトラストの相互関
係は商業契約や全権委員会議決定により調節
される．その場合，シンジケートには最高国
民経済会議機関の計画活動への積極的参加が
保障される２７５）．この基本線は既述の１０月２３
日公表の最高国民経済会議リャボヴォル委員
会テーゼに具体化された２７６）．このテーゼは
ある意味では強まる行政的権力に対する経済
官庁内実務官僚の抵抗であったのかもしれな
い．
ここで国家及び党官僚層や経営者諸集団の
間にどのような力関係の変化と鬩ぎ合いが
あったのかは定かではないが，ともかくそれ
らの間に一方での管理，規制強化のモーメン
トと，それに対する抵抗モーメントが働き，
利害の調整を通して妥協的決定がなされたの
は間違いない．この時期にはなおプルーラリ
ズムと集団間利害調整メカニズムは残存して
いた．
以上のような議論は第４回最高国民経済会
議総会に持ち込まれる．この総会における主
たる論点の一つは労働規律と労働生産性問題
である．ここでは経済機関と労組の対抗関係
が浮かび上がる．いま一つの論点が工業組織
及びカードル問題である．
報告者の I．V．コシオールは改組のエッ
センスを簡潔に纏める．「優良企業と劣等企
業の『共通の釜』とならないように保守主義
の経営者と闘う」．経営者の抵抗を排して企
業におけるホズラスチョットを実現し，経済
効率を高めようというわけだが，事はそう簡
単ではない．
討議において同じ土俵の上ではあれトラス
ト，シンジケート，経済官庁の利益が対峙
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し，交錯する．トラスト代表のほとんどは企
業のホズラスチョットへの移行のためにトラ
ストは現在よりももっと実質的権限を持つべ
きだと主張した．
南部鉄鋼トラストのビルマン（最高国民経
済会議ウクライナ委員会）は現状ではトラス
トが総管理局からの細々とした世話焼きを受
け，銀行，シンジケートその他への恒常的な
依存関係に置かれており，寧ろ「トラストが
ホズラスチョットに移行すべきである」と述
べる．シンジケートは本質上，商業をしてい
ない，不足商品を販売しているだけである．
「最近，シンジケートは傘下トラストに対す
る主人に転化し，トラストの活動をコント
ロールし，それに介入しようとする志向が見
られる．シンジケートはトラストにとって代
わろうとするのでなく，市場に関心を向け
よ」と詰る．それだけでなくしばしば統制機
関の側からトラスト本部を全く管理機能や業
務機能のない抽象的な計画機関に転化しよう
とする試みもある．この点で特徴的な例は本
年度，ウクライナ共和国労農監督人民委員部
の行った南部鉄鋼トラスト本部と企業の組織
構造調査結果報告である．それはトラストの
生産‐技術部，労働経済部，商業‐財務部を
廃止し，本部機構としては計画部と小規模な
監査部のみを残すことを提案した．だが総管
理局は広く所在する企業を管理するより多く
の同種企業を統合した少数のトラストと結び
つくことによってのみ調節機能は果しうる，
と提案に反撥する．
金属労組中央委員会サブツォフも最高国民
経済会議機構からの干渉に遺憾を表明してい
る．南部鉄鋼トラストが統制数字準備のため
に懸命に働いているときに，突然最高国民経
済会議幹部会員の１人がトラスト解体案を出
してきたという．［行政機関とシンジケート
の間には何やら別個に進んで共にトラストを
打つ，戦術でもあったのか］
繊維トラスト代表のコロートキーやゴロー
ヴィによれば繊維シンジケートは現在，繊維
種類別の独占的トラスト設立方針を採ってお
り，同時にシンジケート内に繊維種類別管理
部が設置された．今後，トラストとこれら管
理部は統合され，繊維工業全体の管理は地区
管理部と地方全権委員を通して行うことにな
る．ほとんどの繊維工業代表はそうしたグラ
フキ的管理スキームに断固反対する．もっと
もコンドラチェフやフローロフのようにシン
ジケートと共同歩調をとり，供給のシンジ
ケートへの集中を支持する者もいる．
これに対し，紙シンジケートのコナルはシ
ンジケートの総管理局への改組を支持した．
総管理局を廃止すれば最高国民経済会議は工
業を行政的方法ではなく，実務的方法で管理
する機関に転化する．そうすると最高国民経
済会議は『トラストのトラスト』となる．
化学シンジケートのガブリーロフはシンジ
ケート活動の全ての基本的問題を最高国民経
済会議の裁量に委ねるべきではない，と報告
者に噛み付いた．
シンジケートソヴェト議長のマンツェフは
シンジケートのグラフキ化にもトラスト解体
にも反対した．シンジケートは品目構成や製
造期間に関与して生産への影響力を強め，市
場や生産の組織化の基本的梃子となるべきだ
と主張する．
ミハイロフ（レニングラード機械トラス
ト）は量産型部門の１００％シンジケート化は
認めるが，そうでないボイラー製造や発電機
製造のような機械製造部門のシンジケート化
は不可能であると考える．ところが機械シン
ジケートはトラストと注文主との長期取引関
係を構築する必要性を考慮せず，この部門も
シンジケート化しようとした．シンジケート
全権委員会議がそうした方向性に反対した
１９１
時，シンジケート本部会はサボタージュを試
みた（辞職願いを出す）．結局，最高国民経
済会議を通してのみ本部会を説き伏せること
が出来た２７７）．
経営者の異動の激しさや地位の不安定さに
ついては金属労組中央委員会のシュヴァルツ
や機械製造総管理局のポルチェンコが語る．
解任される場合もその理由が判らない．執拗
に要求してやっと説明が得られる．余りに積
極的過ぎたというのである．こうして経営者
は実務的であるだけでなく，外交官とならね
ばならない．経営者は『協和』出来ず，『順
応』出来ないが故に解任される．絹トラスト
のフランクフルトによれば，［激しい異動
は］企業長の能力が低いからではなく，そも
そもそうした容喙がシステム化されているか
らである．
マトローゾフによれば Sh 工場長は１年に
２７回も些細なことで責任（刑事及び民事）を
問われた．B 工場長は８ヶ月で２８回も責任を
問われた．うち２７回は裁判にならなかった．
蓋し，何ら犯罪要件を構成しなかったからで
ある．裁判となったのは防火対策を怠ったこ
とである．金額にして２００ルーブリのことで
あった．スペツもこうした『怯えた犬』の態
である２７８）．これでは経営者が自発性を発揮
するのは覚束ない．経営者の不安定な地位や
在任の短期性がその事なかれ主義や他者依存
的行動を強く規定したことは言うまでもな
い．
この最高国民経済会議総会は２８年１０月２０日
に開催が予定されていたが，何故か１１月１６－
２４日の党中央委員会総会の後に持ち越され
た．何らかの社会的勢力関係の変化があった
ことを予想させる．
実際，総会後，コシオール・テーゼは重要
点で修正された．コシオール・テーゼではシ
ンジケートにはトラストの商業機能のみを認
めていたが，修正テーゼでは次のように変更
された．トラストとシンジケートの相互関係
はあくまで商業採算制に基づくが，シンジ
ケートは「独占的に販売機能を実行し」，「工
業への原料供給におけるシンジケートの影響
力を強化」する．生産への働きかけの梃子た
る注文システム，定価システムその他は最高
国民経済会議承認の生産計画の範囲内でグラ
フキのコントロールの下に実現する．当該工
業部門の生産計画化や調節機能はグラフキの
大権をなすが，そうした機能をシンジケート
へ部分的または全面的に委譲することもあり
うる．但し，最高国民経済会議自身のみが行
いうる．シンジケートにはトラストの報告や
計画を受取る権限が付与される．こうして幾
分，慎重ではあるが，シンジケートの権限や
地位の強化が認められた２７９）．
シンジケートへの権限集中とその行政機関
化の過程は繊維以外の工業部門でも進行して
いた．
マッチ及びガラス‐陶磁器工業管理の再編
が行われた．化学総管理局はマッチ工業の調
節をマッチシンジケートに委譲し，ガラス‐
陶磁器工業総管理局を創設することに賛成し
た．かって化学委員会の設立に際し，これら
部門の管理問題は当時，予定されていた工業
管理の再編まで暫定的に処理され，とりあえ
ず化学工業に含めておかれた．
調節及び計画化の機能はマッチシンジケー
トに委譲される．またこの工業は全てロシア
共和国に集中している以上，ロシア共和国最
高国民経済会議の管轄に移すのが適当であ
る．ガラス‐陶磁器工業は経営組織形態が全
く化学工業とは異なっているし，特殊な問題
を抱える．プロダシリカートはガラス‐陶磁
器工業の計画化，調節機能を果たすには充分
組織化されていない．だから独立の小規模な
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総管理局がより適当である．ガラス‐陶磁器
工業のかなりがロシア共和国に所在する以
上，この総管理局はロシア共和国最高国民経
済会議と共同とすべきである２８０）．
２８年５月，化学総管理局のマッチ工業再編
委はマッチシンジケートに調節及び生産計画
化の機能を付与した２８１）．更に同年６月，計
画経済管理局コレギアはシンジケートの権限
拡大を認めた．工場所在地域での現地販売分
を除き１００％マッチ販売をシンジケートに集
中し，全ての輸入材料と国内外の設備供給も
集中する．年次統制数字，目標計画，輸出注
文のトラスト間割当計画を作成し，品質改善
措置を検討し，トラストへの技術援助を行
う２８２）．
化学シンジケートは染料トラストと１９２８／
２９年度よりトラストの製品（２０百万ルーブ
リ）を全てシンジケートに引渡す合意を得
た．トラストにとってこれは市況とは係わり
なく製品を完全に販売でき，それにより３週
間分の製品に相当する資金を流通から引上げ
生産拡大に投入できる２８３）．
２９年にはシンジケートは更に管理組織とし
て強化される２８４）．こうして工業の商業組織
は換骨奪胎されて調節機能と管理機能を併せ
持つ行政機関に転化した．
Ⅷ 総管理局の改組
復興期には企業合同に経営が委ねられた
が，改造期に入ると経済運営上，新建設や大
規模な資本投資のような戦略的意思決定が重
要性をもつ．それと共に国家機関による管理
強化が叫ばれるようになる．
金属総管理局の改組は２８年４月頃から本格
的な改組が論議され始める２８５）．ここでは経
済官庁，経営者，労組の利害が絡み合う．
２８年４月上旬，金属労組中央委員会幹部会
と金属総管理局コレギア及び大金属トラスト
との拡大会議で金属総管理局長 V．I．メジュ
ラウクは金属総管理局改組案について報告し
た．参加者の一部は改組に反対し，現金属総
管理局により大きな権限を与えれば良いと言
う．他は複数の部門別総管理局を支持し
た２８６）．
２８年４月下旬の金属労組技師‐技術者セク
ツィア中央ソヴェト第２回定期会議における
S.A．フレニコフ報告によれば金属総管理局
改組について極端な２つの見解を除けば（金
属工業人民委員部に改組するという見解と金
属総管理局を解体し，その全ての部を最高国
民経済会議・計画‐経済管理局に移譲する見
解），３つのヴァリアントがある．
第１ヴァリアントは３つの総管理局（鉄
鋼，非鉄，金属加工）を設立し，それらを計
画‐経済管理局に統合する案．
第２ヴァリアントは３つの総管理局を設立
すると共に金属プランを最高国民経済会議幹
部会の下に設けてそれが３つの部門別総管理
局を調整する案．
報告者によると第１ヴァリアントは個々の
金属工業部門を金属工業全体から切り離す危
険性を秘めている．第２ヴァリアントでは
個々の管理局の全体的指導は最高国民経済会
議幹部会の下の機関が負うため，結局，最高
国民経済会議幹部会が金属工業の活動を指導
することになる．
第３ヴァリアントは現行の金属総管理局の
生産部を３つの管理部（鉄鋼，非鉄，金属加
工）に改組する案である．その場合，同時に
新規金属工場建設の指導のため建設管理部を
設置する．金属総管理局には一般的指導を留
保する．
各管理部の課題はトラスト本部会の組織，
金属工業合同の工業財務計画の審議，それら
計画遂行の監督，相応のシンジケートを通ず
る製品販売の組織化，現存企業の資本活動の
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規模の決定，労働問題やトラスト融資問題調
節その他である．建設管理部の課題は建設組
織化機能，新工場の建設監督，多くの専門的
建設コントーラ設立である２８７）．
T．ゲナークは第１，第２ヴァリアント
（その一つは金属総管理局の代わりに３つ
か，４つの部門別総管理局を創設する案，も
う一つは金属総管理局は単一体として『金属
プラン』の形で残し，同じく幾つかの総管理
局を創設する案）のいずれも斥けた．金属工
業各部門は緊密に結びついており，また現状
でも金属工業計画の各級機関での処理には約
半年かかる．『金属計画』創設は屋上屋を架
すだけである．金属総管理局の管理スキーム
は現状のままとし，質的改善をめざすべきで
ある．金属総管理局コレギアメンバーがそれ
ぞれグループ毎の部を主管し，一定の独立性
をもってその工業グループの問題総体を処理
する．また各部には有資格の働き手を質量的
に補強することを望んだ２８８）．
このように経済官僚は工業管理の強化とい
う点では一致しているとはいえ，改組の中味
については意見が分かれた．
金属総管理局の代表は従来の金属総管理局
は残し，それを強化し，その下に３つの管理
局（総管理局ではなく単なる管理局）を設置
する方針である．
金属総管理局長補佐 D．F．ブドニャクの
見解では最高国民経済会議幹部会に直属する
金属工業の各部門別の複数の総管理局設立は
妥当ではない．現在ある金属工業の単一性を
弱める．現行の各部の権限，機能を拡張し
て，管理部に改組し，最高国民経済会議幹部
会ではなく全金属工業の総管理局の直属とす
べきである．これら管理部は相応の部門の計
画化や調節だけでなく，トラストの管理を行
なう．実効的コントロールによってトラスト
による生産計画遂行や財務規律遵守を監視す
る．金属総管理局にはその管轄の管理部の活
動の一般的計画化，調節の機能のみを残す．
個々の部門間の活動のより緊密な調整のため
に個々の管理部長は同時に金属総管理局コレ
ギアのメンバーとなるべきである２８９）．
メジュラウクもほぼ同様の意見である．計
画面では集権制を強化し，機能面は分権化す
る．現行の技術‐生産部は部門別管理部に改
組する．トラストや工場は専門化を進める．
例えば，南部鉄鋼トラストの一部機械工場は
南部機械トラストに移譲し，ゴムザも冶金工
場を他に移譲する．建設機能はトラストから
出来るだけ外し，専門の建設管理局を創設す
る２９０）．
経営者は多く部門別管理局設立には反対
し，グラフメタルの権限拡大，強化を主張し
たが，その意図は国家機関からの管理強化を
牽制し，トラストへ権限を委譲することにあ
る．
国営ミシントラスト議長 E．I．エフィー
モフによれば金属総管理局が資本建設におい
てトラストに与える実質的助力は不充分であ
る．トラストの問合せへの対応や計画，報告
の承認は遅い．金属総管理局に技術者が質量
共に乏しいためである．現行の金属総管理局
の各部を相応の金属工業各部門を計画，調節
するだけでなくもっとトラストの活動を指導
できる管理局に改組すべきであり，管理局規
程によりそれらの義務と責任の範囲を正確に
定め，計画及び調節機関として，その力に余
るまたは所管でない全てはトラスト本部会に
委譲するのが望ましい２９１）．
株式会社《オルグ‐メタル》議長 E．M．
アリペロヴィチによればグラフメタルは自己
の業務活動で縛られ，最高国民経済会議の機
能部からの然るべきヴィザなしにはごく小額
の支出すら行ない得ないことがある．グラフ
メタルを３－４の個々の管理局に分けること
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は妥当でない．わが国の工場の現状からして
明確に専門を分けることができない（コンビ
ナート的）．むしろ，グラフメタルの権利，
義務，責任を拡大すべきである２９２）．
ゴムザ本部会議長 V．I．クリツィンも第
３ヴァリアントに与する２９３）．ウラルメト議
長 A．オゼルスキーその他も単一の金属総
管理局の存続支持者である２９４）．
中央地域金属トラスト本部会議長ドゥベッ
ツはより強硬である．「この２年間，グラフ
メタルは管理機能の縮小とそれらのトラスト
や企業への委譲，調節や計画化機能への集中
の方向で進んできた．この方針の批判はその
正しさを損なうものである．グラフメタル自
身も新建設や企業改造における欠陥に対する
個人的責任を定めることを志向して３－４の
総管理局を作るべしというような誤った結論
を出す．だが，執行や管理の機能はトラスト
や企業に属すべきものであって，その個人的
責任は１つであろうと４つであろうとグラフ
キに持ち込むものではない」．部門別セク
ターにより権威のある働き手を増員し，各セ
クターの義務・責任の範囲を明確化すべきで
あり，計画，調節機関に属さない機能は下位
のトラスト，企業に委譲することを主張す
る２９５）．
『赤いプロレタリア』工場長（工作機械）
I．M．スチェパノフは金属工業の技術的指
導を全面的に強化するように管理システムを
変えるよう求める．これまで金属総管理局は
工作機械製造工場の専門化面でほとんど何も
していない．多くの工場で重複が多い．工作
機械生産のための技術的要件を定めていない
ため工場は自分でこれら要件を作らねばなら
ない．普通の部品のスタンダードもない．生
産改造面では工場は金属加工科学‐技術ソ
ヴェトの援助を受けている．それは定期的に
調査を行い，あれこれの措置の妥当性に関し
て所見を出す．だが科学‐技術ソヴェトとの
恒常的組織的結びつきは感じられない．だか
ら金属総管理局の技術指導強化が何より必要
なのである２９６）．
モスクワ機械トラストはモスクワ国民経済
会議に直属し，金属総管理局はその建設計画
を承認し，生産計画を調整するだけであっ
た．金属総管理局は地方的意義のトラストに
はあまり関与しないし，関与するとしてもし
ばしばそれらトラストの活動にとってマイナ
スである．例えば，金属総管理局はモスクワ
機械トラストの全製品の機械シンジケートへ
の引渡しを要求する．トラストにとり決済条
件が厳しいにも拘らず．トラストへの供給面
も同様である．現在は鉱石金属トルグを通し
て供給される．かっては８０％は自分で供給し
ており，そのための自己の機構もあったが，
金属総管理局の直々の主張で解散した．とこ
ろがトルグによる供給は思わしくない．４月
に１，０００トンの古鉄をトラストに引渡すはず
であったが，１８０トンのみである．残りは５
月に引渡すと約束したが，いまだ展望がな
い．
ここでは２重所属の問題がある．モスクワ
国民経済会議がトラストに工場内輸送用具の
生産を提案する，だが金属総管理局はその生
産を行うべきではないと考える．
それ故，本部会議長 I．R．ブルダチェフ
は１つの総管理局の代わりに３つないし４つ
の管理局を作ることはトラストを管轄する階
梯が増えるだけであり，望ましくない，金属
工業の一般的指導は１つの機関に残し，シス
テムを簡素化し，多くの機能を直接，トラス
トに委譲すべきである，と陳べる２９７）．
ハリコフの M．ロモフによれば金属総管
理局は依然，何らかの細かい活動を項目リス
トに含めたり，除くことをトラストに義務づ
け，特定の注文主への小口の製品の生産の命
１９５
令すら金属総管理局から受取っている．金属
総管理局には業務（年次）計画（生産，資本
建設，年次報告）においてより大きな権限を
付与し，トラストには多くの業務，経常的機
能を委譲すべきである２９８）．
但し，非鉄のような比較的軽視されてきた
部門の経営者は独自の管理局の設立を望ん
だ．アルタイ多金属トラスト本部会議長 N．
S．ハリトネンコは言う．新工場建設や現有
企業改造の課題は全金属工業指導機関の抜本
的改組なくして解決できない．とくに非鉄は
鉄鋼と比して蔑ろにされてきた嫌いがある．
現在，非鉄の新企業建設や選鉱の最新の方法
利用と関連して，非鉄工業管理，計画化，調
節の専門のグラフク創設が必要である．この
トラストは鉱業企業と選鉱及び冶金企業を抱
えるが，これらを鉱業総管理局と金属総管理
局に管轄を分割することは妥当でない．非鉄
総管理局の管轄とすべきである２９９）．［やは
り，金属工業内部門の利害対立が背景にある
ようだ］但し，トラストの業務活動には介入
しないという条件をつける．また現行の金属
工業科学技術ソヴェトは相応の総管理局に移
管さるべきである３００）．
積極的な複数の独立の総管理局への改組論
者は A．ゴリツマン（労農監督人民委員
部），サヴツォフ（金属労組中央委員会），
V．ザセツキーらである３０１）．
鉱業労組中央委員会はすでに前年に冶金工
業及び鉱業の再編問題を提起している．その
時に労組は金属総管理局のかわりに工業部門
数により複数の総管理局を創設することを提
案した．非鉄に関する問題は特に重要であっ
た．蓋し，機械製造の拡張にとり非鉄供給は
緊要であった．現有の工場や鉱山では全く不
充分であり，新企業の建設を加速する必要が
あった．だが金属総管理局内部ですらこの問
題に充分な関心が払われなかった．それ故，
鉱業労組中央委員会は最高国民経済会議幹部
会直属の非鉄総管理局の創設及び非鉄シンジ
ケート設立案を提起したのである．それと共
に非鉄工業への融資は財政方式に移行する．
更に，金属加工工業管理局と冶金総管理局を
分出し，冶金コンビナートと結びついていな
い鉱業企業は金属総管理局から鉱業燃料総管
理局に移すべきである，と提案する３０２）．
２８年１０月下旬の金属労組中央委員会総会で
中央委員会の見解を代表してサヴツォフが発
言した．現在は生産を拡張するだけでなく，
一層複雑な機械を製造せねばならない．単一
の総管理局を残すことは現在，機械製造職場
でみられる不正常な状態を助長するであろ
う．中央委員会は単一の総管理局は必要ない
と考える．３つの管理局を創設し現行の金属
総管理局が持っているより多くの権利・義務
を与える．３つの総管理局の活動を結びつけ
るために最高国民経済会議・計画経済管理局
のもとに計画細胞を創設する．それで充分で
ある．建設を別個の組織とすることについて
は経営者との間に意見の違いはない．国立金
属工業新工場設計研究所はホズラスチョット
に移行さるべきと考える．経済的調査はその
管轄から外し，総管理局のいずれかに移すこ
とにより．国民経済システム全体の中での金
属工業の利益を実現するために最高国民経済
会議幹部会のもとに金属工業ソヴェトを創設
する．
この点については金属総管理局長代理ブド
ニャクの反論がある．計画経済管理局の下の
計画細胞は実際には金属工業を指導すること
は出来ないであろう．そうした機関は機能的
管理局の下に創設するわけにはいかない．金
属工業の統制数字を作成できないし，その状
態を監視できない．管理局には広範な権限が
必要だが，単一の意思，個々の管理局の活動
１９６
の統一的分析も必要であり，それは総管理局
を維持する場合にのみ可能である．そうでな
ければ資金の組織化も正しい方向付けも，輸
入のような重要な問題の決定もできない．
金属労組中央委員会議長レプセは上記中央
委員会の見解に与し，更に補足する．単一管
理もいいが，金属工業のような複雑な問題の
場合は集団的管理（ソヴェト）の方がより好
ましい．ソヴェトに各管理局のコレギアメン
バーないし数人ずつの代表が入る３０３）．
金属労組中央委員会・幹部会員のほとんど
は金属工業の資本建設の規模が大きくなり，
金属総管理局はこれまでのような指導は出来
なくなった，と述べる．ウラルのネメシャエ
フによると現行の金属総管理局は『確認機
関』に過ぎない．ことに非鉄部門では全く指
導していない．
幹部会員のうち単一の金属総管理局を残す
ことを擁護するのは技師セクツィア代表の
チェルトフとグリンカ（マリウーポリ）及び
金属倉庫代表である．金属総管理局がなくな
れば金属工業における正しい資金配分は壊れ
る．根本的変革より，金属総管理局の働き手
が提案するような部分的改組に同調した．
討議の結果，ほぼ満場一致で（グリンカは
反対），３つの総管理局創設を支持した３０４）．
労組はその基盤の安定化のために管理機関
強化を望んだのである．
技術者は概して経営者と歩調を合わせた．
金属労組技師‐技術者セクツィア中央ソヴェ
ト第２回定期会議は金属総管理局を維持しつ
つ，工業部門別の４つの管理局を設ける方針
を支持した３０５）．
党員の間では見解が分かれた．最高国民経
済会議幹部会党フラクションで金属総管理局
改組問題が討議されたが，その内容は非公開
とされた．議長のクイビシェフも態度を表明
しなかった３０６）．５月下旬の金属労組中央委
員会総会における討議で最高国民経済会議党
フラク採択の決定について触れられた．そこ
には特段，政治的秘密はないにも拘らず公開
されなかった．ブドニャクによるとフラクの
中でこの問題についての見解の一致がないた
めである３０７）．
５月上旬の金属総管理局党アクティブ公開
会議でメジュラウクが内部構造再編の方向性
について報告した．討議は低調であった．農
業機械管理局や中型機械管理局の創設案もあ
れば，多数の管理局創設は指導を困難化す
る，という見解もある．提案された改組ス
キームが金属工業人民委員部化を齎すという
懸念も出された．経済畑の党員と党アパラチ
キ出身官僚の間で確執があったことが窺われ
る．意見も纏まらなかった３０８）．
２８年６月末，労働国防会議は最高国民経済
会議副議長ルヒモヴィチの金属工業管理再編
に関する報告を受けた後に最高国民経済会議
幹部会に対し金属総管理局を３つの独立の総
管理局に分割することを認めた３０９）．その決
定を受けて７月２日の金属総管理局コレギア
会議はその準備活動に直ちに着手することを
決定した３１０）．
その準備作業を経て９月初旬，最高国民経
済会議は金属総管理局を３つの（鉄鋼，機械
製造，非鉄）総管理局に改組する命令を発し
た３１１）．鉄鋼総管理局と非鉄総管理局の下に
は当該部門のトラスト及び大口消費者代表者
の常設協議会を設け，金属配分や価格設定を
行う．ちなみに鉄鋼総管理局長は党アパラチ
キ出身の F.I．ロカツコフである．スタッフ
も２３６人（これまでの金属総管理局，専門技
術セクツィア，金属コンヴェンツィア含め）
から３８５人に増員された３１２）．他の工業部門で
も同様の改組が進む．
こうして事実上，総管理局の調節・指導監
１９７
督機関から個別工業部門管理機関への転換が
始まった３１３）．この過程は２９‐３０年の再編に
おいてひとまず一段落する．
２９年１２月５日「工業管理改組」（党中央委
員会決定）は生産企業を工業管理体系におけ
る基礎的環として位置付け，企業合同たるシ
ンジケートへ権限を集中して総管理局を廃止
し，シンジケートを中間環とする工業管理体
制とする（ここではシンジケートの国家管理
機関化である）．トラストは技術面の指導の
みをを行い調達・販売の機能は持たない．最
高国民経済会議は監督官庁化とした．しかし
それもつかの間で３０年中ごろから合同の分
割・廃止は進行する．
３２年１０月以降，合同の廃止は急速に進行
し，トラストも改組・分割・廃止される．最
高国民経済会議は工業部門別人民委員部に転
化し，その内部に亜部門別総管理局が形成さ
れる．こうして総管理局－（トラスト）－企
業という部門別省庁制が確立する３１４）．
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№１２１
５７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年４月１４日，
№８５：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９９
１９２６年４月１４日，№８５
５８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年４月１５日，
№８６；４月１６日，№８７；４月１７日，№８８：
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
４月１５日，№８６；４月１６日，№８７；４月１７
日，№８８ 他にそれまで区別されていた目
標計画作成と年次計画を統合すべく単一計
画管理局設立案が審議された．
５９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
７月１０日，№１５５；７月１０日，№１５５：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２６年７月１０日，
№１５６：Izvestiia，１９２６年７月１０日，№１５６
６０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１１月１８日，№２６６
６１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１１月２８日，№２７５：Pravda，１９２６年１１月２８
日，№２７６ ある工場の技師長は言う．「技
師はただ物質的報酬のためだけに働いてい
るのではなく，自分の仕事や工場への愛情
からも働いていることを忘れるべきでな
い．技術者をより大切に扱い，工場から工
場 へ［安 易 に］移 す べ き で は な い」
（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６
年１２月２日，№２７８）．
６２）Pravda，１９２６年１１月１８日，№２６７：Torgovo
-promyshlennaia gazeta，１９２６年１１月１７日，
№２６５
６３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１０月１日，№２２５
６４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１１月１８日，№２６６
６５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１１月２８日，№２７５：Pravda，１９２６年１１月２８
日，№２７６
６６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１１月２８日，№２７５：Pravda，１９２６年１１月２８
日，№２７６ サブソヴィッチのトラスト解
体論については Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２６年１１月２５日，№２７２参照．
６７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月１日，№２７７：Trud，１９２６年１２月１日，
№２７８
６８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月３日，
№２８０：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年１２月３日，№２７９
６９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年６月３０日，
№１４７
７０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２８日，№１９６: Ekonomicheskaia zhizn'，
１９２６年８月２８日，№１９７：Izvestiia，１９２６
年８月２９日，№１９８
７１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１月７日，
№５：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年１月６日，№４
７２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月９日，№７
７３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月１６日，№２９０ 工場が計画を作成し，
トラストは単に署名してそのまま次の機関
にまわすだけである．注文主も直接，企業
に問い合わせるのを好む．その方が注文の
速やかな遂行を保証する．
７４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２８日，№１９６ 他にモスクワラシャト
ラストの I 工場長はトラストには商業機能
のみを残すことを主張した．これはトラス
ト解体論に近い（Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２６年１０月９日，№２３２）．
７５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１７日，№１８６
７６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１０月９日，№２３２
７７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
９月２日，№２００
７８）Vestnik Donuglia，１９２７年，№３，p．６６
７９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
９月３０日，№２２４
８０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１７日，№１８６
８１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月１１日，№２８６；１２月１９日，№２９３：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１９日，
№２９４
８２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１５日，
№２９０：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年１２月１５日，№２８９
８３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月１日，№２７７
８４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１０月９日，№２３２：Predpriiatie，１９２６年，
№１２，p．６－７ なおアルハンゲリスキー
はここでトラストや工場役員人事における
２００
承継性［内部昇進］の必要性を陳べてい
る．
８５）Vestnik Donuglia，１９２６年，№７，p．９７－８
８６）Vestnik Donuglia，１９２６年，№１２，p．７－
９；１９２７年，№１，p．１１－３
８７）Vestnik Donuglia，１９２６年，№１１，p．１０－
１４
８８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月３日，№２７９
８９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月１６日，№２９０
９０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１０日，№１８０
９１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２１日，№１９０
９２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２０日，№１８９
９３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２０日，№１８９
９４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１５日，
№２９０；１２月１９日，№２９４；１２月２２日，№
２９６；１２月２３日，№２９７；１２月２４日，№２９８：
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月１５日，№２８９；１２月２２日，№２９５；１９２７
年２月１０日，№３３
９５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月９日，
№２８５
９６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１４日，№１８４
９７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１月９日，
№７：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年１月９日，№７
９８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２４日，№１９２
９９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１９日，
№２９４：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年１２月１９日，№２９３
１００）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１８日，№１８７
１０１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１４日，№１８４
１０２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１３日，№１８３
１０３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１８日，№１８７
１０４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
９月２日，№２００
１０５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２８日，№１９６
１０６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１７日，№１８６
１０７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８ 月 ８ 日 ， №１７０： Ekonomicheskaia
zhizn'，１９２６年９月５日，№２０４ 実 際 に
１９２６／２７年度初めより各工場の生産‐財務
計画や予算原価作成のシステムに移行した
（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６
年１１月３０日，№２７６）．
１０８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月１１日，№８
１０９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月７日，№５；２７年１月８日，№６：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２７年１月８日，
№６：Bumazhnaia promyshlennost’，１９２７
年，№５，p．５２－５６
１１０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１月９日，
№７：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年１月９日，№７ A．ニキーチンは
流動資産に対しトラストに利子を払い，且
つその利子を製品原価に含めるのだから
（トラストが戻すことになる），工場には
流動資産を効率的に利用する誘因とはなら
ない．それより各工場にノーマルな流動資
本を定め，それを上回る分について利子を
払い，それを下回ればトラストが利子を支
払う方式を提案した（Bumazhnaia pro-
myshlennost’，１９２７年，№１，p．７－９）．
１１１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月８日，№１７９
１１２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月３０日，№２４
１１３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１３日，№１８３
１１４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１８日，№１８７ ２６年５月にはすでにト
ムスキー名称工場がホズラスチョットに移
行していたのだが，原料不足で頓挫した．
１１５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２１日，№１９０
１１６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１４日，№１８４：Predpriiatie，１９２６年，
№１１，p．１１
２０１
１１７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１７日，№１８６
１１８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１９日，
№２９４：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年１２月１９日，№２９３
１１９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１８日，№１８７
１２０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１７日，№１８６
１２１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月２４日，№１９２
１２２）Pravda，１９２６年１１月４日，№２５５
１２３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
９月２日，№２００
１２４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１０日，№１８０
１２５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月１５日，
№２９０：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年１２月１５日，№２８９
１２６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年２月１７日，
№３９
１２７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１月１６日，
№１３
１２８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月１１日，№２８６
１２９）Trud，１９２４年１０月１日，№２２３
１３０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
６月２５日，№１４２；７月８日，№１５３；７月
２３日，№１６６：RGAE, fond ４０８6, op．１．
d．４１８l.１２８‐９：Metall,１９２８，№２，pp．１００
‐１１０
１３１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
８月１３日，№１８３
１３２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月２５日，№１９ ４月の工場長協議会でも
この問題を煮詰める（Ekonomicheskaia
zhizn'，１９２７年４月１２日，№８２）．
１３３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
７月７日，№１５２；８月１０日，№１８０
１３４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１０月５日，№２２８
１３５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２５年
２月１１日，№３４；３月３日，№５１：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２５年３月３日，
№５１
１３６）Trud，１９２６年１２月２日，№２７９：Pravda，
１９２６年１２月８日，№２８４:Torgovo-promyshlen-
naia gazeta，１９２７年２月４日，№２８：Iz-
vestiia，１９２７年２月６日，№３０
１３７）Pravda ，１９２６年 ８ 月２６日 ， №１９６：
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１２月１１日，№２８６：Vestnik Donuglia，１９２６
年，№１２，p．１－４
１３８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年１２月９日，
№２８５
１３９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
２月２４日，№４５
１４０）Vestnik Donuglia，１９２８年，№３４，p．１－
２；№３５，p．５－１１
１４１）Vestnik Donuglia，１９２８年，№３７，p．１－５，
８－１１；№３８，p．３－１２；№４２，p．１－５
１４２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年１月１７日，
№１４：Metall, １９２７, №１－４， pp．８３－８７:
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年，
１０月１２日，№２３３ １９２６／２７年度のトラス
トのパフォーマンスは良好である．鉄鋼生
産計画は１０９％，圧延品生産計画は１１３％遂
行した．利潤も１５百万ルーブリを計上し，
資本物資も前年の４３百万ルーブリから７１百
万ルーブリに増大した（Metall，１９２８，№
１，pp．７３，８０）
１４３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
７月２日，№１４７ また，２５年の石油トラ
ストの経営単位のホズラスチョット移行の
試みについては Neftianoi biulleten', １９２５,
№５, pp.３‐４, １１‐１５: Neftianoe khoz-
iaistvo,１９２５, №３, pp.４１９‐４３２; №４, pp.５６６
‐５７５など参照．
１４４）Trud，１９２６年１２月３０日，№３０１；１２月３１日，
№３０２
１４５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月８日，№１０５；５月９日，№１０６ V．
メジュラウクの見解
１４６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年２月１６日，
№３８：Trud，１９２７年２月１６日，№３８
１４７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
２月１８日，№４０
１４８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
４月５日，№７６
１４９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年２月１６日，
№３８：Trud，１９２７年２月１６日，№３８
１５０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年２月１７日，
２０２
№３９；２月１８日，№４０：２月１９日，№４１：
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
２月１７日，№３９；２月１８日，№４０：Izves-
tiia，１９２７年２月１７日，№３９
１５１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年２月１５日，
№３７：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年２月１５日，№３７：Izvestiia，１９２７年
２月１６日，№３８
１５２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年２月２０日，
№４２：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年２月２０日，№４２
１５３）以上，Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年２
月２０日，№４２；２月２３日，№４４；２月２４日，
№４５;２月２６日，№４７: Torgovo-promyshlen-
naia gazeta，１９２７年２月２０日，№４２；２月
２２日，№４３；２月２３日，№４４；２月２４日，
№４５；２月２６日，№４７：Izvestiia，１９２７年
２月２２日，№４３；２月２３日，№４４；２月２６
日，№４７；２月２７日，№４８ ３月中旬のロ
シア共和国最高国民経済会議党細胞ビュー
ロー公開会議は最高国民経済会議改革案を
追認した（Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２７年３月１６日，№５８）．
１５４）Ekonomicheskaia zhizn`，１９２７年３月２０日，
№６４：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年３月２０日，№６４：Izvestiia，１９２７年
３月２０日，№６５
１５５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
３月２０日，№６４社説
１５６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年４月２９日，
№９５ゴンチャロフ論文など参照．
１５７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
５月２５日，№１１６
１５８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年６月７日，
№１２６：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年６月７日，№１２６：Iu. K. Avdakov i
V. V. Borodin, Proizvodstvennye ob" edin-
neniia i ikh rol' v organizatsii upravleniia
sovetskoi prmyshlennost'iu（１９１７－１９３２
gg．）, M.,１９７３，p．６１
１５９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年６月９日，
№１２８
１６０）SZ,１９２７, №３９, st.３９１,３９２：Gosudarstven-
noe predpriiatie ; sistematicheskii sbornik
deistvuiushchego zakonodatel’stva i ve-
domstvennykh rasporiazhenii, M., 1929,
pp.1-17 : Izvestiia,１９２７年６月３０日，№146 :
A. V. Venediktov, Organizatsiia gosu-
darstvennoi promyshlennosti v SSSR, M.,
1961, TomⅢ, pp.263-7
１６１）Izvestiia，１９２７年７月５日，№１５０
１６２）SZ,１９２８, №４２, st.３８４ Trud，１９２８年７月
１８日，№１６５
１６３）Vestnik Donuglia，１９２７年，№７，p．１４－５
１６４）Vestnik Donuglia，１９２８年，№６，p．２０
１６５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月２５日，
№９６
１６６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年６月２１日，
№１４２ cf. Samokhvalov, op. cit., P．２１６
１６７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月１７日，
№１１３；Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年５月１７日，№１１３
１６８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１１日，№１０８ 委員会は工業企業管理
の模範組織図を作成すべきであると結論し
た．とくに生産の商業的管理者を設けるべ
きである．エレクトロシーラ工場の好例が
ある．その標準的機械製造部では流れ作業
システムによる生産は整備され，円滑に必
要な原材料その他が供給されている．商業
指導者の役割が大きい．
１６９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６月８日，№１３１
１７０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年６月２２日，
№１４３
１７１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
３月２４日，№７１
１７２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１９目，№１１５
１７３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１０日，№１０７
１７４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１０日，№１０７
１７５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１１日，№１０８
１７６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月３０日，№１２４
１７７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１３日，№１１０
１７８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１６日，№１１２
１７９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
２０３
５月１６日，№１１２
１８０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１７日，№１１３
１８１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１５日，№１１１
１８２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１７日，№１１３ 合理化措置についての
工場長の権限も（新布告３０条）その行使は
実際には難しい（Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２８年５月１５日，№１１１）．
１８３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１２日，№１０９
１８４）Pravda，１９２８年６月２０日，№１４１
１８５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年７月２３日，
№１６５；７月２５日，№１６６；７月２６日，№
１６７；７月２７日，№１６８；７月２９日，№１７０：
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
７月２３日，№１６５；７月２５日，№１６６；７月
２６日，№１６７；７月２７日，№１６８
１８６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
４月１１日，№８６；５月１０日，№１０７；５月
２９日，№１２３
１８７）Vestnik Donuglia，１９２８年，№４４，p．３－５
１８８）Vestnik Donuglia，１９２８年，№４７，p．３－
７；№４９，p．２９－３０
１８９）Vestnik Donuglia，１９２８年，№３８，p．１１
１９０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月１３日，
№１１０
１９１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月３１日，
№１２５ ビルマンは計画原理の官僚主義的
歪曲是正の方策として一定の限度内での計
画活動の分権化，トラストや企業に経営上
の幾分の自由度を与えることを提起してい
る．
１９２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６月１日，№１２６
１９３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６月１７日，№１３７
１９４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月１３日，№１６１
１９５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月２０日，№１６７
１９６）２６年６月５日のトラスト本部会非公開会議
（Ekonomicheskaia zhizh'，１９２６年６月２０
日，№１４０：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２６年７月１６日，№１６０）．７月１２日の
トラスト技術協議会で本部会員リュブチェ
ンコは工場長支援のため地方指導員機構強
化を提案した．各指導員が数工場を担当し
て（最大５工場）工場長に指示を与える．
また工場の経験交流のため定期的に工場長
協議会を開く（Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２６年７月１３日，№１５７）．
１９７）Ekonomicheskaia zhizh'，１９２６年８月２８
日：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年８月２８日：Trud，１９２６年８月２８日
１９８）Ekonomicheskaia zhizh'，１９２６年８月２９日，
№１９８
１９９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
９月２８日，９月２９日，１０月３日
２００）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２６年
１０月２７日，Ekonomicheskaia zhizh'，１９２６
年１０月２９日．トラスト本部会の改組案につ
いては Ekonomicheskaia zhizh'，１９２６年１０
月６日，１０月１６日
２０１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１月１２日：Ekonomicheskaia zhizh'，１９２７
年１月２０日
２０２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
２月２５日，№４６
２０３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年３月２０日，
№６７：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年３月２０日，№６７
２０４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月５日，№１０３；５月６日，№１０４；５月
９日，№１０６；５月１０日，№１０７；５月１１日，
№１０８
２０５）Vestnik Donuglia，１９２８年，№６，p．２０
２０６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月２５日，
№９６
２０７）Pravda，１９２８年６月２０日，№１４１
２０８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６月２０日，№１４１: Ekonomicheskaia zhizn'，
１９２８年６月２１日，№１４２
２０９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月３１日，№１７６
２１０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１９目，№１１５
２１１）Pravda，１９２８年６月２０日，№１４１
２１２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月３日，№１７９
２１３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月３１日，
２０４
№２５４；１１月 ２ 日 ， №２５６： Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２８年１０月３１日，
№２５４；１１月１日，№２５５；１１月２日，№２５６
２１４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月９日，№２１０
２１５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月３日，№１７９
２１６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月９日，№２１０
２１７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１２日，№１０９
２１８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月２３日，
№１１８：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年５月２３日，№１１８：Pravda，１９２８年
５月２３日，№１１８
２１９）Pravda，１９２８年６月２０日，№１４１：Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２８年６月２０日，
№１４１： Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８
年６月２１日，№１４２
２２０）Trud，１９２８年６月２２日，№１４３
２２１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月２１日，№１６８
２２２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月１９日，№１９２
２２３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月１５日，№２１５
２２４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月９日，№２１０
２２５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月５日，№２０６；９月６日，№２０７
２２６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月１日，№２０３
２２７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月３０日，№２０１
２２８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月１３日，№２１３
２２９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年８月１２日，
№１８６ 但し，編集部は筆者の結論には疑
問を呈している．
２３０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月２５日，
№２４９；１０月２７日，№２５１；１０月２８日，№２５２
２３１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月２７日，
№２５１
２３２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１２月２８日，№３００
２３３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１１月１日，№２５５
２３４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月２５日，
№２３４
２３５）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１０月２３日，№２４７
２３６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１１月１５日，№２６５
２３７）Gosudarstvennoe predpriiatie : sistema-
ticheskii sbornik deistvuiushchego zakono-
datel'stva i vedomstvennykh raspori-
azhenii, M., 1929, pp.112-128 : SZ, 1928, №
16, st.129
２３８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年２月２６日，
№４７：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年２月２４日，№４５；２月２６日，№４７；
２月２７日，№４８：Izvestiia，１９２７年２月２６
日，№４７：A. V. Venediktov, Organizatsiia
gosudarstvennoi promyshlennosti v SSSR,
M., 1961, Tom Ⅲ, pp.280-6
２３９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
４月２１日，№９０
２４０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年５月４日，
№９８
２４１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２７年６月７日，
№１２６：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２７年６月７日，№１２６
２４２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１０月３０日，№２４９ ２７年夏，労農監督部人
民委員部の調査委は繊維シンジケートの多
くの機能をとりあげ，繊維管理局を強化す
ることを勧告した．これに対し人民委員会
議議長と代理との協議会は繊維管理局の解
散と繊維シンジケート強化を提案した
（Drobizhev, op. cit., p．２０３－４）．
２４３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
１０月３０日，№２４９
２４４）Pravda，１９２８年１月２１日，№１８：Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２８年１月２１日，
№１８; １月３１日，№２６: Torgovo-promyshlen-
naia gazeta，１９２８年１月２１日，№１８
２４５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１月１２日，
№１０；１月２１日，№１８
２４６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１月２０日，№１７
２４７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１月２１日，
№１８：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
２０５
１９２８年１月２１日，№１８；２月７日，№３２
縫製工業と繊維シンジケートの関係も対立
を孕む．２８年８月の繊維シンジケート本部
会における縫製ビューロー報告は「縫製工
業はシンジケートを自己の利益の擁護者と
しえない」と述べた（Torgovo-promyshlen-
naia gazeta，１９２８年８月３０日，№２０１）．
２４８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月４日，
№１０２；５月５日，№１０３；５月６日，№
１０４：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年５月５日，№１０３；５月６日，№１０４
２４９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１月１２日，
№１０
２５０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６月２４日，№１４５ I．ネホロシェフ（第１
綿トラスト）や M．ポレタエフは次のよ
うな方式を提案する．トラストにも工場に
も実質的自立性を付与し，工業財務計画の
承認とパラレルにその計画で定められた数
値に従ってトラストがシンジケートと製品
販売や必要な供給物資，資金受取りの契約
（発注命令書 nariad‐注文）を締結する
ようにすべきである．これら契約に基づき
トラストは自己の企業と同じく協定（発注
命令書‐注文）を締結する．トラストに係
わる原因による計画からの逸脱には責任を
負うが，シンジケートのトラストに対する
義務不履行に起因する逸脱については責任
はシンジケートにある．トラストは帳簿に
トラストが原因ではなく生じた工業財務計
画からの様々な逸脱を貨幣表示で記入する
特別勘定を設ける．これらはトラストによ
る工業財務計画の遂行報告に際して考慮さ
れる．
２５１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６月１９日，№１４０
２５２）SZ,１９２８, №３８, st. ３５０，なお総綿花委は最
高国民経済会議の直轄とする．Cf. Samokh-
valov, op. cit., p．２００
２５３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１月１５
日，№１３；１月２１日，№１８：Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２８年１月２１日，
№１８
２５４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７年
６月１６日，№１３３
２５５）Izvestiia，１９２８年８月３日，№１７９ 著 者
の V．カントロヴィッチはこの傾向を肯定
的に捉えている．いずれそれぞれの工業部
門の単一コンツェルンに生産及び商業機能
が統合されるであろうと予想する．
２５６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年７月１１日，
№１５９：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年７月１３日，№１６１；９月１３日，№２１３
８月４日の最高国民経済会議幹部会決定は
全てのマッチ販売をシンジケートに集中
し，輸入材料，輸入紙の供給，輸入注文の
トラスト間割当て，合理化や資本建設問題
のコンサルタントなどもシンジケートに委
ね，銀 行 貸 付 も 集 中 し た（Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２８年１０月１１日，
№２３７）．
２５７）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月２８日，№２２６
２５８）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月２３日，№２２２；１０月４日，№２３１
２５９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
９月２３日，№２２２
２６０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年６月２０日，
№１４１
２６１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１７日，
№２４１；１０月１６日，№２４２
２６２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１８日，
№２４３：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年１０月１８日，№２４３
２６３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１６日，
№２４１
２６４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１０月８日，№２４３
２６５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月７日，
№２３４
２６６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１７日，
№２４２
２６７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１８日，
№２４３：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年１０月１８日，№２４３
２６８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１７日，
№２４２
２６９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１０月１２日，№２３８
２７０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１７日，
№２４２
２７１）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
２０６
９月２３日，№２２２
２７２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１１月１６日，№２６６
２７３）以上，Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０
月１０日，№２３６；１０月１２日，№２３８；１０月１４
日，№２４０：Torgovo-promyshlennaia ga-
zeta，１９２８年１０月１０日，№２３６；１０月１２日，
№２３８；１０月１４日，№２４０；１０月１８日，№２４３
２７４）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１０月１６日，№２４１
２７５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１０月１９日，
№２４４：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年１０月１９日，№２４４
２７６）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１０月２３日，№２４７
２７７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１１月２８日，
№２７６；１１月２９日，№２７７；１１月３０日，№
２７８：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年１１月２９日，№２７７；１１月３０日，№
２７８：Pravda，１９２８年１１月３０日，№２７８
２７８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年１１月３０日，
№２７８：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年１１月３０日，№２７８：Pravda，１９２８年
１１月３０日，№２７８
２７９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１２月６日，№２８３
２８０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
２月２６日，№４９
２８１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月１７日，
№１１３ ロシア共和国最高国民経済会議は
むしろマッチシンジケートを解散して，協
同組合に国内市場での販売を委ねることを
主張した．
２８２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
６月１５日，№１３７
２８３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
１０月１９日，№２４４
２８４）Ekonomicheskoe Obozrenie，１９年，№，
p．１３－２４
２８５）総管理局改組問題は２６年８月に労働国防会
議指令と関連して金属総管理局本部会自身
が提起した．工業調節面での計画原理強化
のため総管理局の業務機能は縮小し，経済
的監督に代える．同時にトラストにはより
業務上の独立性を付与し，責任性を高め
る，と い う 方 針 で あ っ た（Torgovo-
promyshlennaia gazeta，１９２６年８月１９日，
№１８８）．次いでは金属総管理局冶金部長か
ら総管理局の権限強化方針が出される
（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２７
年１月２２日，№１８）．
２８６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月５日，
№８１：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年４月５日，№８１
２８７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月２８日，
№９９ M．オシュヴィンツェフは金属工業
人民委員部に改組するという見解である
（Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８
年５月１１日，№１０８）．
２８８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月１４日，
№８９
２８９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月７日，
№８３
２９０）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月８日，№１０５；５月９日，№１０６ メリ
ストロイ本部会議長 B．O．カガンは建設
はトラスト自身が行なうより，独立の建設
コントーラ《メタルストロイ》を創設して
行 な う べ き だ と 主 張 し て い る（Ek-
onomicheskaia zhizn'，１９２８年４月８日，
№８４）．
２９１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月１５日，
№１１１
２９２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月７日，
№８３
２９３）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月７日，
№８３；４月１１日，№８６
２９４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月２７日，
№１２２
２９５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月８日，
№８４
２９６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月７日，
№８３
２９７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月１５日，
№１１１
２９８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月１４日，
№８９
２９９）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月８日，
№８４
３００）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月１５日，
№１１１
３０１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月２７日，
２０７
結 語
ネップ期初期には基本的に工場―トラスト
―シンジケート―国家機関の４層構造の工業
管理体制が形成されるが，その後更なる統合
化が進む．これは必ずしも上から政策的に推
し進められただけではない．工業企業自身の
内発的行動の結果でもある．一般的には生産
集中や統合化によって規模の経済，補完，連
結の利益などを実現し，経済効率，競争力を
高めるというのが大きな動機といえようが，
ネップ期には競争回避，利害調整の動機が強
い．安定化，共存を求めたのである．統合に
よって構成企業の活動条件は標準化され，組
織内部において資源再配分が行われ，それを
通じて全体として安定的に維持していこうと
した．だから強固な経営基盤を持つ企業は統
合化に抵抗した．また効率化のための巨大組
織の分割も進まなかった．
企業とその合同たるトラストの相互関係は
諸組織・諸集団の自律性，共律性，他律性や
利己，協調，権力志向が絡み合って多様であ
る．情報の共有，非共有，情報処理の集中，
分散，意思決定への参加，制御方式の如何に
よって様々な態様がありうる．情報が共有さ
れ，内部協調体制が確立している場合には企
業経営上のパフォーマンスは高いが，そうし
№１２２ ゴリツマンの見解は Ekonomiche-
skaia zhizn'，１９２８年５月６日，№１０４，サ
ヴツォフ（金属労組中央委員会）の見解は
Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月１１日，№１０８参照．M．ミハイロフは
３つの独立の管理局への分割を支持した．
但し，完全な独立ではなく最高国民経済会
議議長代理が３つの管理局長となり，金属
工業全体の利害を調整し，上級機関に対
し，利益を代表する（Ekonomicheskaia
zhizn',１９２８年４月２４日，№９５）．
３０２）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月７日，
№８３
３０３）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
５月３０日，№１２４
３０４）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月３１日，
№１２５
３０５）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年４月２８日，
№９９：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年５月５日，№１０３
３０６）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月６日，
№１０４
３０７）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年５月３１日，
№１２５
３０８）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２６年５月１０日，
№１０７：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２６年５月１０日，№１０７ メジュラウクの
見解については Torgovo-promyshlennaia
gazeta，１９２８年５月８日，№１０５：５月９
日，№１０６
３０９）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
７月１日，№１５１：Vestnik Metallopro-
myshlennosti,１９２８, №９－１０, pp.２７９－２８２
３１０）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年７月３
日，№１５２；７月７日，№１５６；７月２８日，
№１７４：Torgovo-promyshlennaia gazeta，
１９２８年７月３日，№１５２
３１１）Ekonomicheskaia zhizn'，１９２８年９月４日，
№２０５
３１２）Torgovo-promyshlennaia gazeta，１９２８年
８月１６日，№１８９
３１３）実際，総管理局の企業管理や指導上の所轄
事項は，幹部人事，資金配分，原価計算な
ど広範かつ具体的である（Vestnik metallo-
promyshlennosti, １９２８，№９－１０, pp．２８０‐
２８１）
３１４）Iu. K. Avdakov i V. V. Borodin, Proiz-
vodstvennye ob"edinneniia i ikh rol' v or-
ganizatsiiupravleniiasovetskoi prmyshlen-
nost' iu (1917-1932gg.), M., 1973, Glava Ⅳ :
V. Z. Drobizhev, Glavnyi shtab sotsialis-
ticheskoi promyshlennosti, M., 1966, pp.
２０５－２１３: A. V.Venediktov, Organizatsiia
gosudarstvennoi promyshlennosti v SSSR,
M., 1961, Tom Ⅲ, razdel Ⅲ：笹川儀三郎
『ソビエト工業管理史論』ミネルヴァ書
房，１９７２，２５９‐２８７頁
２０８
た例は多くない．多いのは情報処理が集中さ
れ，利益を共有しない垂直的ヒエラルキー型
あるいはそれに準じたインセンティブによる
外在的コントロール型であった．トラストと
シンジケートの関係も他者依存性が高まり，
権限が集中されると共に外在的なものとなっ
ていく．こうした工業組織と同じくヒエラル
キー型に組織された労組との対抗と協調，相
互譲歩を通じて工業の運営は行われていっ
た．この時期には国家機関の介入はさほど実
効的ではなかったが，何らかの困難，異常事
態に対しては事後的モニタリング，行政的措
置，サンクションをもって対処した．
ネップ期後半には，急進的工業化の戦略的
課題に応えるため，経済効率向上，内部蓄積
強化を目的とした工業管理体制の改組が試み
られた．その基調は戦略的意思決定の集権化
と業務活動の分権化であった．では資産の国
有化（公有化），スタッフの企業への非帰属
性，非定着性と垂直的ヒエラルキー型管理体
制の下で，それを構成する下位環に限定的な
裁量的決定権限やインセンティブが与えられ
た場合に，果たして経済活性化，高成長を促
すであろうか．
この体制においては構成組織・集団間で情
報や利益は共有されず，下位環は上位環がど
のような決定を出すかは事前には分からず，
上位環は生産現場の実情を知らない．ここで
指令＝課題とその遂行へのインセンティブが
与えられる場合，容易に遂行且つ対処できる
ようにするため下位機関では予備的行動，秘
匿行動，欺き行動が強まる．他方，上位機関
では不信に基づく吹っかけ行動，コントロー
ルや監視行動が強まる．それは資源の浪費や
監視コストの上昇を伴う．
ネップ期産業官僚制の下でのインセンティ
ブの付与は効率化を齎さず，かえって非効率
な資源配分を結果したのである．非効率性や
硬直化を正すために再度の組織再編（再統
合，人事刷新）を余儀なくされるが，それは
また新たな資源配分の歪みを齎す．そうした
過程の帰結は工業自身の共同組織によるシン
ジケートの国家管理機関化であった．
こうして工業組織の相互依存関係が紡ぎ出
され，束ね上げられて，工業諸組織，諸集団
に対置され，逸脱すれば自らの首を絞めるよ
うな構造的メカニズムが形成されていった．
上からのコーポラティズムをエッセンスとし
たネップ的企業統治の終焉である．
２０９
